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平成２３年第３回西予市議会定例会会期日程表 

 

会期９月６日（火）～９月２１日（水）    （会期１６日間） 
 

月  日 曜日 日   程 備  考 

 ９月 ６日 火 本会議（開会） ・理事者提案説明 

 ９月 ７日 水 本 会 議 
・一般質問 ・質疑 

・即決議案採決・委員会付託 

 ９月 ８日 木 常任委員会  

 ９月 ９日 金 常任委員会  

 ９月１０日 土 休   会  

 ９月１１日 日 休   会  

 ９月１２日 月 常任委員会  

 ９月１３日 火 常任委員会  

 ９月１４日 水 常任委員会  

 ９月１５日 木 休   会  

 ９月１６日 金 休   会  

 ９月１７日 土 休   会  

 ９月１８日 日 休   会  

 ９月１９日 月 休   会  

 ９月２０日 火 休   会  

 ９月２１日 水 本会議（閉会） 
・委員長報告 

・質疑・討論・採決 
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       平成２３年第３回西予市議会定例会会議録（第１号） 

 

１．招 集 年 月 日 平成２３年９月６日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     会 平成２３年９月６日 

          午前１０時０１分 

１．散     会 平成２３年９月６日 

          午後 ４時０２分 

１．出 席 議 員        

    １番    欠  員   

    ２番  二 宮 一 朗 

    ３番  兵 頭   学 

    ４番  明 智 祥 勝 

    ５番  井 上   勲 

    ６番  小 野 正 昭 

    ７番  松 山   清 

    ８番  宇都宮 明 宏 

    ９番  松 島 義 幸 

   １０番  元 親 孝 志 

   １１番  嶋 川 武 文 

   １２番  沖 野 健 三 

   １３番  森 川 一 義 

   １４番  藤 井 朝 廣 

   １５番  浅 野 忠 昭 

   １６番  岡 山 清 秋 

   １７番  酒 井 宇之吉 

   １８番  兵 頭   勇 

   ２０番  梅 川 光 俊 

   ２１番  菊 地 ミスギ 

   ２２番  大 竹 忠 盛 

   ２３番  二 宮   元 

   ２４番  坂 本 隆 重 

１．欠 席 議 員 

   １９番  山 本 昭 義 

１．会議録署名議員 

    ８番  宇都宮 明 宏 

   １０番  元 親 孝 志 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

   市     長  三 好 幹 二 

   副  市  長  九 鬼 則 夫 

   教  育  長  森   英 二 

   公営企業部長  松 山 一 郎 

   会 計 管 理 者  河 野 敏 雅 

   総務企画部長  宇都宮 又 重 

   産業建設部長  藤 中   彰 

   生活福祉部長  上 甲 憲 章 

  

 教 育 部 長  兵 頭 三 樹 

   明 浜 支 所 長  平 田 與 輝 

   野 村 支 所 長  河 野 数 義 

   城 川 支 所 長  福 原 純 一 

   三 瓶 支 所 長  三 好 幸 二 

   消防本部消防長  清 水 敏 昭 

   総 務 課 長  井 上 謙 二 

   財 政 課 長  宗   正 弘 

   企画調整課長  宇都宮 松 夫 

   監 査 委 員  正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  上 田 甚 正 

   議  事  係  佐 藤 陽一郎 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 

      

      議  事  日  程 

 １ 会議録署名議員の指名 

  （８番 宇都宮明宏、１０番 元親孝志） 

 ２ 会期の決定 

  （９月６日～９月２１日 １６日間） 

 ３ 請願第  ２号 南海地震による西予市野

村町愛宕山公園の岩石、

崩落落下による災害防止

の為の調査実施、岩石撤

去に関する請願書 

   陳情第  ２号 市道愛宕～岩村線に於け

る車の離合場所の設置を

求める陳情書 

 ４ 議会報告第３号 各常任委員会の視察研修

報告について 

 ５ 議会報告第４号 西予市し尿処理場問題等

特別委員会の視察研修報

告について 

 ６ 議会報告第５号 議会運営委員会の視察研

修報告について 

 ７ 承認第  ６号 専決処分第６号の承認を

求めることについて（西

予市税条例等の一部を改

正する条例制定につい

て） 

 ８ 議案第 ７２号 消防ポンプ自動車一式の

取得について 

   議案第 ７３号 西予市生活交通バス条例
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制定について 

   議案第 ７４号 西予市暴力団排除条例制

定について 

   議案第 ７５号 西予市税条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７６号 西予市財産の交換、譲

与、無償貸付け等に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ７７号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ７８号 西予市公民館条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７９号 西予市青少年補導センタ

ー条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８０号 西予市災害弔慰金の支給

等に関する条例の一部を

改正する条例制定につい

て 

   議案第 ８１号 西予市生活交通路線巡回

バス条例の一部を改正す

る条例制定について 

   議案第 ８２号 西予市保健センター及び

保健福祉センター条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ８３号 西予市重度心身障害者医

療費助成条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ８４号 西予市簡易水道及び愛媛

県条例水道の設置に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８５号 新たに生じた土地の確認

について 

   議案第 ８６号 字の区域を変更すること

について 

   議案第 ８７号 市道路線の廃止について 

   議案第 ８８号 市道路線の認定について 

 ９ 議案第 ８９号 平成２３年度西予市一般

会計補正予算（第３号） 

１０ 議案第 ９０号 平成２３年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

    

議案第 ９１号 平成２３年度西予市授産

場特別会計補正予算

（第１号） 

   議案第 ９２号 平成２３年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ９３号 平成２３年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ９４号 平成２３年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９５号 平成２３年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ９６号 平成２３年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第２号） 

   議案第 ９７号 平成２３年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９８号 平成２３年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第１号） 

   議案第 ９９号 平成２３年度西予市上水

道事業会計補正予算（第

２号） 

   議案第１００号 平成２３年度西予市病院

事業会計補正予算（第２

号） 

１１ 認定第  １号 平成２２年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

１２ 認定第  ２号 平成２２年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

   認定第  ３号 平成２２年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ４号 平成２２年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

   認定第  ５号 平成２２年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳
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出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成２２年度西予市老人

保健特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ７号 平成２２年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第  ８号 平成２２年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ９号 平成２２年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

   認定第 １０号 平成２２年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第 １１号 平成２２年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成２２年度西予市上水

道事業会計決算の認定に

ついて 

   認定第 １３号 平成２２年度西予市病院

事業会計決算の認定につ

いて 

   認定第 １４号 平成２２年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 

１３ 報告第  ６号 平成２２年度西予市一般

会計継続費精算報告につ

いて 

   報告第  ７号 平成２１年度健全化判断

比率の修正について 

   報告第  ８号 平成２２年度健全化判断

比率の報告について 

   報告第  ９号 平成２２年度資金不足比

率の報告について 

   報告第 １０号 西予市土地開発公社の経

営状況について 

   報告第 １１号 財団法人宇和町住宅協会

の経営状況について 

   報告第 １２号 株式会社野村町地域振興

センターの経営状況につ

いて 

   報告第 １３号 株式会社エフシーの経営

状況について 

    

報告第 １４号 株式会社城川開発公社の

経営状況について 

   報告第 １５号 株式会社どんぶり館の経

営状況について 

   報告第 １６号 あけはまシーサイドサン

パーク株式会社の経営状

況について 

   報告第 １７号 株式会社グリーンヒルの

経営状況について 

   報告第 １８号 財団法人宇和文化会館の

経営状況について 

   報告第 １９号 西予ＣＡＴＶ（株）の経

営状況について 

 

 

本日の会議に付した事件 

  

１ 会議録署名議員の指名 

 ２ 会期の決定 

 ３ 請願第  ２号 南海地震による西予市野

村町愛宕山公園の岩石、

崩落落下による災害防止

の為の調査実施、岩石撤

去に関する請願書 

   陳情第  ２号 市道愛宕～岩村線に於け

る車の離合場所の設置を

求める陳情書 

 ４ 議会報告第３号 各常任委員会の視察研修

報告について 

 ５ 議会報告第４号 西予市し尿処理場問題等

特別委員会の視察研修報

告について 

 ６ 議会報告第５号 議会運営委員会の視察研

修報告について 

 ７ 承認第  ６号 専決処分第６号の承認を

求めることについて（西

予市税条例等の一部を改

正する条例制定につい

て） 

 ８ 議案第 ７２号 消防ポンプ自動車一式の

取得について 

   議案第 ７３号 西予市生活交通バス条例

制定について 

   議案第 ７４号 西予市暴力団排除条例制

定について 

   議案第 ７５号 西予市税条例の一部を改
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正する条例制定について 

   議案第 ７６号 西予市財産の交換、譲

与、無償貸付け等に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ７７号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ７８号 西予市公民館条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７９号 西予市青少年補導センタ

ー条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８０号 西予市災害弔慰金の支給

等に関する条例の一部を

改正する条例制定につい

て 

   議案第 ８１号 西予市生活交通路線巡回

バス条例の一部を改正す

る条例制定について 

   議案第 ８２号 西予市保健センター及び

保健福祉センター条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ８３号 西予市重度心身障害者医

療費助成条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ８４号 西予市簡易水道及び愛媛

県条例水道の設置に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８５号 新たに生じた土地の確認

について 

   議案第 ８６号 字の区域を変更すること

について 

   議案第 ８７号 市道路線の廃止について 

   議案第 ８８号 市道路線の認定について 

 ９ 議案第 ８９号 平成２３年度西予市一般

会計補正予算（第３号） 

１０ 議案第 ９０号 平成２３年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ９１号 平成２３年度西予市授産

場特別会計補正予算（第

１号） 

   議案第 ９２号 平成２３年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ９３号 平成２３年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ９４号 平成２３年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９５号 平成２３年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ９６号 平成２３年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第２号） 

   議案第 ９７号 平成２３年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９８号 平成２３年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第１号） 

   議案第 ９９号 平成２３年度西予市上水

道事業会計補正予算（第

２号） 

   議案第１００号 平成２３年度西予市病院

事業会計補正予算（第２

号） 

１１ 認定第  １号 平成２２年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

１２ 認定第  ２号 平成２２年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

   認定第  ３号 平成２２年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ４号 平成２２年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

   認定第  ５号 平成２２年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成２２年度西予市老人

保健特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ７号 平成２２年度西予市後期
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高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第  ８号 平成２２年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ９号 平成２２年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

   認定第 １０号 平成２２年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第 １１号 平成２２年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成２２年度西予市上水

道事業会計決算の認定に

ついて 

   認定第 １３号 平成２２年度西予市病院

事業会計決算の認定につ

いて 

   認定第 １４号 平成２２年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 

１３ 報告第  ６号 平成２２年度西予市一般

会計継続費精算報告につ

いて 

   報告第  ７号 平成２１年度健全化判断

比率の修正について 

   報告第  ８号 平成２２年度健全化判断

比率の報告について 

   報告第  ９号 平成２２年度資金不足比

率の報告について 

   報告第 １０号 西予市土地開発公社の経

営状況について 

   報告第 １１号 財団法人宇和町住宅協会

の経営状況について 

   報告第 １２号 株式会社野村町地域振興

センターの経営状況につ

いて 

   報告第 １３号 株式会社エフシーの経営

状況について 

   報告第 １４号 株式会社城川開発公社の

経営状況について 

   報告第 １５号 株式会社どんぶり館の経

営状況について 

   報告第 １６号 あけはまシーサイドサン

パーク株式会社の経営状

況について 

   報告第 １７号 株式会社グリーンヒルの

経営状況について 

   報告第 １８号 財団法人宇和文化会館の

経営状況について 

   報告第 １９号 西予ＣＡＴＶ（株）の経

営状況について 

 

  開会 午前１０時０１分 

 

○副議長 ただいまの出席議員は２２名でありま

す。これより平成２３年第３回西予市議会定例会

を開会いたします。 

 三好市長より今定例会招集のあいさつがありま

す。 

 三好市長。 

 

○三好市長 皆さんどうもおはようございます。 

 それでは、平成２３年西予市議会第３回の定例

会の開会に当たりまして、一言ごあいさつを申し

上げます。 

 お盆を過ぎましても日本各地では厳しい残暑が

続いておりましたが、一転台風１２号が中四国を

横断し、記録的な豪雨により死者・行方不明９０

余名という大災害になってしまいました。今回の

豪雨は降り始めからの積算で１，８００ミリを超

える歴史的な雨量を記録したようですが、周到な

対策と早い避難により、これ以上の災害が起こら

ないよう祈るばかりでございます。 

 思い起こせば昨年の夏、卯之町のアメダスが観

測史上最高の気温３８度を記録するとともに、本

市８月の猛暑日は１０日を数えましたが、ことし

はその猛暑日も３日で、統計上は平均的ないつも

の夏だったのかもしれません。 

 また、ことしは東日本大震災に伴う原発事故に

より全国的な電力の供給不足から、産業各分野に

限らず家庭でも節電の協力が求められ、経済・生

活活動のみならず国民生活へのいろいろな影響を

心配しておりました。 

 しかしながら、サマータイム制度の導入や一般

家庭の積極的な省エネ対策により当面の電力危機

を乗り越えたことは、国難に対して一致協力して

臨む日本人の秩序ある行動や高い社会性に改めて

感嘆するところでございます。 

 その一方、被災後６カ月になろうとする現在も

国民が願う被災地の本格復興のつち音がなかなか
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聞こえてこないことが残念でございます。生活の

糧である生産活動の基盤や職場を喪失された被災

者の方々にとっては、仮設住宅の入居が進み始め

た今も、将来に大きな不安を抱えた悩ましい秋と

なっているのではないでしょうか。 

 デフレスパイラル、歴史的な円高、製造業の海

外移転という問題がクローズアップされ、日本経

済の沈没も危惧する経済情勢が続いておることか

ら、今月３日に発足しました野田新内閣には、一

刻も早くこの状況から抜け出す強力な政策実現を

大いに期待するものでございます。 

 そんな中でありますけれども、被災地では震災

直後から多くのボランティアが活動をしており、

被害のなかった自治体による行政支援も目立って

いますが、西予市においては、この行政事務支援

とは別に市民一般ボランティア１０名を７月２４

日から２８日までの日程で被災地に派遣する事業

を実施させていただきました。派遣地は宮城県の

女川町と気仙沼市でございましたが、参加した西

予市民は、津波のとてつもなく大きな破壊エネル

ギーを目の当たりにして、本市においても今後防

災対策を確実に進め、南海・東南海地震への備え

を真剣に考えなければならないという感想を持た

れて危惧をされたようでございます。 

 また、同じ震災関連でも話題が少し変わります

けれども、震災は西予市と東北・岩手との間に新

しい縁をもたらせてくれました。西予市が全国に

発信しているかまぼこ板の絵展覧会がことしで１

７回目を迎え、２万２，４６４人もの皆様から１

万２，１９２点の作品が寄せられましたけれど

も、その中で被災地岩手県宮古市の田老第三小学

校からの応募作品がありました。しかもこの作品

は、３月１１日の震災当時に投函されたものの震

災被害を免れ、３月１９日にギャラリーしろかわ

に着いたという奇跡の応募でございました。そん

な田老第三小学校の４年生４人の作品に感動賞を

授与するために保護者、教師を含め１１名を表彰

式に招きまして、魚成小学校児童との交流や開明

学校での明治体験授業などを楽しんでいただきま

した。この企画事業が災害の悲しみにまさる思い

出づくりの一助になれば幸いでございます。 

 なお、事業を実施するに当たって、愛媛県でえ

ひめ愛顔（えがお）の助け合い基金のご支援をい

ただきましたことをお礼を兼ねてご報告しておき

たいと存じます。 

 いずれにしましても、被災地が一日でも早く復

興をなし遂げ、被災地に笑顔が戻るまで、今後と

も西予市でできる限りの支援を継続していきたい

と考えております。 

 さて、本定例会でございますが、一般質問に対

する答弁とともに条例の専決承認１件、補正予算

を中心に議案を２９件及び歳入歳出予算など１４

の認定案件並びに出資法人等の平成２２年度経営

状況など報告１４件、計５８件を上程し、ご審議

をお願い申し上げるものでございます。 

 議案等の提案理由につきましては、上程の際に

ご説明いたしますので、何とぞ慎重にご審議をい

ただき、ご承認、ご決定を賜りますようお願い申

し上げまして、簡単でございますけれども、招集

のごあいさつとさせていただきます。よろしくお

願いいたします。 

 

○副議長 次に、前定例会以降における諸般の報

告は、お手元に配付のとおりでありますので、お

目通し願います。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであ

ります。 

  （日程１） 

○副議長 まず、日程第１、会議録署名議員の指

名を行います。 

 今回の会議録署名議員に８番宇都宮明宏君、１

０番元親孝志君の両名を指名いたします。 

  （日程２） 

○副議長 次に、日程第２、会期の決定を議題と

いたします。 

 お諮りいたします。 

 今回の会期は、本日から９月２１日までの１６

日間といたしたいと思います。これにご異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 ご異議なしと認めます。よって、今回

の会期は、本日から９月２１日までの１６日間と

決定いたしました。 

  （日程３） 

○副議長 次に、日程第３、請願第２号「南海地

震による西予市野村町愛宕山公園の岩石、崩落落

下による災害防止の為の調査実施、岩石撤去に関

する請願書」及び陳情第２号「市道愛宕～岩村線

に於ける車の離合場所の設置を求める陳情書」の

２件を一括議題といたします。 

 小野産業建設常任委員長の報告を求めます。 

 小野委員長。 
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○小野正昭産業建設常任委員長 産業建設常任委

員会審査報告書。 

 産業建設常任委員会の報告を申し上げます。 

 当委員会は、去る平成２３年６月２４日第２回

定例会において、現地調査をした結果、歴史的な

経緯があり、また公園法など自然環境保全の立場

からも慎重に検討すべきとのことで継続審査とな

っておりました請願第２号「南海地震による西予

市野村町愛宕山公園の岩石、落石崩落落下による

災害防止の為の調査実施、岩石撤去に関する請願

書」及び現地調査をした結果、狭隘であることは

理解できるが、地主の了承が得られるよう地元で

配慮されたいとのことで継続審査となっておりま

した陳情第２号「市道愛宕～岩村線に於ける車の

離合場所の設置を求める陳情書」について、８月

１８日に審査を行いました。 

 その審査結果及び審査の中でありました主な意

見につき報告をいたします。 

 まず、請願第２号「南海地震による西予市野村

町愛宕山公園の岩石、崩落落下による災害防止の

為の調査実施、岩石撤去に関する請願書」につい

てでありますが、審査の過程で、住民の中には今

すぐ撤去の必要はないのではないか、また、西予

市内ではこのような箇所が数多くあるので慎重に

対応すべきではないかとの意見がありましたが、

平成２３年８月に専門業者により提出された愛宕

山公園転石カルテを精査し、また愛宕山公園が西

予市の管理下にあることなど慎重審議をいたしま

した結果、採択すべきとの意見が多数により採択

すべきといたしました。 

 次に、陳情第２号「市道愛宕～岩村線に於ける

車の離合場所の設置を求める陳情書」についてで

ありますが、委員会開催時までに継続審査の理由

に至りました地元による地主に対する了解が得ら

れないため、慎重審査の結果、全会一致で不採択

と決定いたしました。 

 以上、審査報告を終わります。よろしくご審議

の上、適切なご決定を賜りますようお願いを申し

上げます。 

 平成２３年９月６日、産業建設常任委員会委員

長小野正昭。 

 

○副議長 以上で委員長の報告は終わりました。 

 これより委員長報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 以上で質疑を終結といたします。 

 討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 

 まず、請願第２号「南海地震による西予市野村

町愛宕山公園の岩石、崩落落下による災害防止の

為の調査実施、岩石撤去に関する請願書」は委員

長報告のとおり採択することに賛成の議員の起立

を求めます。 

  （賛成者起立） 

○副議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、請願第２号は委

員長報告のとおり採択することに決定いたしまし

た。 

 次に、陳情第２号「市道愛宕～岩村線に於ける

車の離合場所の設置を求める陳情書」は委員長報

告のとおり不採択とすることに賛成の議員の起立

を求めます。 

  （賛成者起立） 

○副議長 ご着席ください。 

 起立多数です。よって、陳情第２号は委員長報

告のとおり不採択とすることに決定いたしまし

た。 

  （日程４） 

○副議長 次に、日程第４、議会報告第３号「各

常任委員会の視察研修報告について」を議題とい

たします。 

 第２回定例会の議決に基づき実施いたしました

各常任委員会の視察研修結果について各委員長の

報告を求めます。 

 総務常任委員会委員長松山清君。 

 

○松山清総務常任委員長 それでは、総務常任委

員会行政視察研修報告をいたします。 

 総務常任委員会では、平成２３年７月１４日か

ら１６日までの３日間、３月１１日に発生した東

日本大震災により甚大な被害を受けた東北地方に

頑張ってほしいという思いと今後において南海・

東南海地震が発生するという前提で学ぶべきこと

は何かを模索するために、青森県八戸市、弘前

市、秋田県大館市を視察研修を実施いたしました

ので、その概要をご報告いたします。 

 ７月１４日木曜日、東日本大震災からの復興状

況と今後の復興計画を研修するため八戸市を訪問

しました。 

 八戸市は人口２４万人を誇る三陸では大きな町

です。八戸市は津波からいち早く復興を果たしつ

つある状況なのに対し、東松島市、石巻市、気仙
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沼市などは壊滅状態にあり、行政は被災者対応に

忙殺され、視察を申し込める状況ではありません

でした。八戸市での津波は、最大で７メートルに

達し、約１，０００億円の被害を受けましたが、

テレビで報道されている岩手県から宮城県にかけ

ての三陸海岸沿岸部の地域のように壊滅的な状況

ではなかったようで、人的被害は死者１名、行方

不明者１名、重傷１０名、軽傷１２名ということ

でした。建物被害は全壊２４９棟、大規模半壊１

８３棟、半壊が６１５棟、その他は大型漁船が陸

に何そうも打ち上げられたり、自動車が至るとこ

ろに散乱したり、三菱製紙八戸工場の製品のロー

ル紙も流され、道路に転がっているという被害状

況が発生していました。 

 視察の時点では海岸部に散乱した瓦れきや車、

大型船などの撤去は終わっており、高台から見お

ろした八戸市は平常を取り戻しつつありました

が、沿岸部へ行ってみると、津波で壊された護岸

や道路は急ピッチで修繕工事が行われていたり、

１階の柱と屋根だけを残して津波で流された観光

センターは手つかずであったり、海岸部の工場は

どこもシャッターや壁が壊れたままであるなど、

そのつめ跡への対応にはまだまだ時間がかかりそ

うでした。また、全壊の建物を初めとして国の支

援を受けられる建物の取り壊しも真っ最中で、海

岸部では空き地が目立ち始めていました。 

 八戸市では復興計画の１次案が作成されてお

り、平成２３年から平成３２年までの１０年間を

計画期間として、平成２３年から２４年の初めの

２年間を社会的機能や経済活動の復旧に集中的に

取り組む復旧期とし、平成２５年から２７年の３

年間を地域の再生の基礎づくりに取り組む再生

期、平成２８年から３２年の５年間を北東北にお

ける八戸市の拠点性の向上と災害に強いまちづく

りの実現に向けて戦略的に取り組む創造期とし

て、計画の進行を管理し、復興の局面や社会経済

情勢の変化などの把握に努め、必要に応じて計画

を見直していくというものでした。 

 なお、その中には、生活支援体制の整備、支援

金・生活資金の貸し付け、就学支援、税の免除、

住宅再建、雇用創出、健康づくり促進、医療体制

の整備、生活環境整備、地域経済復興、防災、国

への要望など思っていた以上に行政が取り組むべ

き課題が多岐にわたっており、自然災害に対する

警戒と準備は、すべての人が自分のことととら

え、平時のうちからしっかりと備えておかなけれ

ばならないと実感いたしました。 

 ２日目の７月１５日金曜日には、弘前市被災地

支援協働プロジェクトについて研修を行いまし

た。 

 弘前市は被災地ではありませんが、市民ととも

に被災地支援協働プロジェクトを立ち上げ、一日

も早い災害復興と日本全体の元気を取り戻すきっ

かけとすることを目的として被災地の後方支援を

積極的に行っているとのことで、大災害が発生し

たとき近隣ではどう対処すべきかを学ぶために訪

問いたしました。 

 弘前市は人口１８万人の市で、リンゴの栽培が

主産業の町で、過去には台風によりリンゴ産業を

中心に多くの被害を受けたことがあり、その際全

国各地から温かい支援を受けて復興を果たすこと

ができたそうです。 

 弘前市の支援事業では、被災者受け入れが約

１，５００人で、市営住宅や雇用促進住宅、民間

アパートなど家賃、敷金無料で住んでもらうほ

か、市が所有する施設などに３食つき約６２５人

を短期間無料で宿泊してもらうなどの事業があり

ました。 

 ところが、約１，５００人の募集に対して実際

に被災者が滞在している人数は８０人ということ

で、弘前市に知人や親戚、縁故がある方々がこの

制度を利用されましたが、想定していたほどの制

度利用者がいなかったということでした。このた

め弘前市の予算は１億６，０００万円ほどを予定

していたそうですが、被災者の気持ちからすると

移住してくることが実際には困難であるなど、支

援の難しさを知った次第です。被災者への住宅受

け入れ以外には、さくらまつり、ねぷた祭りへの

招待や夏休みの小・中学生の文化・スポーツ面で

の交流などが計画されていましたが、実際被災者

が望むこととその復興に対して支援をする側のニ

ーズの酌み取り方が違うのか、本当の支援とは何

かを考えさせられました。 

 また、弘前市では、岩手県野田村と山田町を重

点的に支援されており、支援プログラムをつくっ

て職員や一般ボランティアを継続して派遣すると

いうことをされていました。ボランティアもテレ

ビで報道されているところには多く集まるという

傾向があるということですが、それ以外の被災地

にも必要とするところがたくさんあり、被災地情

報を広く活用し、全地域を網羅する支援に取り組

まなければ、全く手の届かないエリアができてし

まうこともあり、情報収集の大切さや支援策の選

択、優先順位を考慮し、実際にどのように手を差
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し伸べていくか、今後の研究課題ということでし

た。 

 ３日目の７月１６日は、秋田県の大館市の大館

市民文化会館の運営について研修をしました。 

 大館市民文化会館は自主事業の取り組みが大変

すぐれていることと、さらに市民や地域の高校生

にも市民文化会館の積極的な利用を働きかけてい

るとのことで、その実情について学びました。 

 大館市も以前は文化会館建設時の基金があっ

て、それを取り崩して事業運営費に充てていたそ

うですが、今では市が５００万円の事業枠をつく

り、それを活用して事業に取り組んでいるとのこ

とでした。 

 まず、訪れた人がホールでクラシックを鑑賞で

きるようにしたり、展示室を利用して画家が個展

を開いていたりと、市民に親しまれることを第一

に考えているとのことでした。そのほか地元高校

生自主企画のフリーペーパーの発行も文化会館で

行っており、若者も文化会館に来てほしいという

強い意気込みを感じました。 

 なお、運営についても、少ない経費でたくさん

のコンサートを開催することにチャレンジするな

ど見習う点が大変多くて、当市の宇和文化会館も

工夫次第ではまだまだ活用の余地があることを感

じると同時に、運営する職員も先進地の文化会館

等を視察研修するということも大切であり、広い

視野を持つことにより、すばらしい事業展開がで

きるのではないかと思いました。 

 また、大館市民文化会館は財団法人大館市文教

振興事業団が指定管理者として運営に当たってお

りますが、ほかに大館樹海ドームという木造の野

球ドームをあわせて管理しておられました。大館

樹海ドームは、東北北部では有名な木造建築の文

化施設だと聞いており、秋田杉でつくられた木造

幕構造併用ドームでした。西予市にもこのような

地元産材を使ったシンボルが欲しいと皆同じよう

な感想を口にしておりました。 

 以上、総務常任委員会の視察研修報告といたし

ます。 

 平成２３年９月６日、総務常任委員会委員長松

山清。 

 

○副議長 次に、厚生常任委員会委員長酒井宇之

吉君。 

 委員長。 

 

○酒井宇之吉厚生常任委員長 厚生常任委員会で

は、７月１３日から１５日までの３日間の日程

で、千葉県流山市の流山市汚泥再生処理センター

を初め福島県会津若松市障がい福祉サービス事務

所ほかで研修を行いましたので、報告を申し上げ

ます。 

 今回の研修は、６月の定例会で市長の招集あい

さつの中で会津若松市長との話し合いをしたとい

うお話がございましたことを参考にいたしまし

て、東日本大震災で被災された福島県でございま

した。被災された福島県でございましたけれど

も、快くお受けいただきました。 

 研修では、本市で計画しているし尿処理場の建

設に関すること、また介護予防、障害者就労支援

の取り組み等について、本来の研修目的のほか、

震災地である福島県、原発の放射能被害を受けて

いる千葉県の実情も肌で感じてまいりました。 

 まず、流山市汚泥再生処理センターについて報

告をいたします。 

 当施設では、浄化槽汚泥対策対応型脱窒素処理

方式・資源化方式の選定、平成２２年４月稼働後

の管理運営状況について、また施設全般の管理運

営等について研修をいたしました。 

 千葉県とはいえ秋葉原から特急で約３０分の流

山市は、都心に一番近い緑のまちづくりを目指し

ており、し尿処理棟に隣接して日量約８トンが運

び込まれる剪定枝資源化棟が併設され、堆肥資源

化が行われていました。 

 なお、当施設は旧処理センター跡地を利用し、

敷地１万４，５０８平米、周辺民家からは直線距

離でわずか１００メートルほどのところに建設さ

れていました。高濃度臭気処理には活性炭処理を

採用しているため臭気は感じられず、またエネル

ギーは部分的に太陽光発電により供給されていま

した。 

 視察中に流山市の一般ごみ焼却場が出した灰か

ら環境省基準値の３．５倍に当たる放射性セシウ

ムが検出されたとの報道があり、剪定枝資源化棟

の見学においては、施設職員から剪定枝には触れ

ないようにとの注意等がございました。 

 次の視察地である会津若松市では、震災のため

４月の統一選挙が８月に延期された影響で、市長

並びに議会も多忙をきわめる中、視察研修に先駆

けて、我々厚生常任委員会の市長への表敬訪問等

を快く受けていただきました。市内各施設では、

現在も原発事故による約４，０００人の避難者を

受け入れているとのことで、震災後の市の対応を

初め実情等を話していただきました。 
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 会津若松市での視察目的の一つである介護予防

については、通常の対策に加え、震災後の介護予

防事業における現状を説明していただきました。

在宅については問題なかったものの、余震による

精神的不安、閉じこもりを初め、燃料及び食材等

の調達不足によりデイサービス、ショートステイ

の支援が一時期ストップする等、施設の職員は大

変なご苦労があったことをお聞きいたしました。

７月からはようやく通常業務となり、認知症の予

防の講演会や演劇等、定期的な事業も行える状況

になっていました。その他、市の高齢福祉課内に

おける地域支援グループの位置づけと業務内容、

介護予防事業の役割分担、また市内７カ所の地域

包括支援センターの施策委託契約などの説明を受

けました。本市としても、事業の核の一つとして

取り組んでいる温浴施設を活用した水中運動教室

とともに、介護予防のためのノルディックウオー

クを全市民に周知し、普及推進に努めなければな

らないと考えます。 

 次に、障害者就労支援の取り組みについては、

地域自立支援協議会、これは３８の団体から構成

され、福祉・医療・教育・交通・経済等の団体が

加盟し、を設置し、６つの部会、特に就労部会、

町のバリアフリー部会などで活躍いたしておりま

した。特に就労部会では、月１回の定例会の際に

商工会議所、市商工課、社会福祉課等で市民・企

業の支援、協力を具現化しているとのことでし

た。平成２２年度からは、市全体における障害者

雇用意識の高揚を図ることを目的に、障がい者雇

用優良事業所顕彰事業を実施し、雇用事例集など

により協力企業の実例を発表していました。 

 また、高齢化の進む中、商工業への一般就労の

みならず、後継者不足の農業と就労を希望する障

害者とのニーズが合致し、農業への一般就労とい

う選択肢をつくろうと取り組み始めていました。 

 その後、社会福祉法人が経営する障がい福祉サ

ービス事務所、コパンと命名されておりました

が、意味につきましては、一緒にパンを食べる仲

間たちということでございます、を見学いたしま

した。ここでは就労継続支援事業としてパン工

房、喫茶、農業生産食品加工をしておりました。

本市においても障害者自立支援法の施行に伴い、

障害者の一般就労に向けた行政の支援と同時に市

民と企業等の理解、支援活動の具体化や具現化が

必要であると考えさせられました。 

 最後でございますが、被災地への行政視察とい

うことで心配しておりましたが、東日本大震災、

原発放射能被災を肌で感じてきた研修でございま

した。特に風評被害を含め間接的被害は、一人一

人が配慮すべきであることを申し添えて報告とい

たします。 

 平成２３年９月６日、厚生常任委員会委員長酒

井宇之吉。 

 

○副議長 次に、産業建設常任委員会委員長小野

正昭君。 

 小野委員長。 

 

○小野正昭産業建設常任委員長 産業建設常任委

員会視察研修報告書。 

 当委員会では、７月１３日から１５日までの３

日間の日程で、青森県六ヶ所村、北海道函館市、

同七飯町の行政視察研修を行いましたので、視察

の目的、状況、成果等についてご報告申し上げま

す。 

 まず、青森県六ヶ所村について、当委員会が視

察の候補地とした目的は、西予市が伊方原発から

３０キロ圏内に位置していることから、担当所管

を超えて議会全体の関心事であり、原発と使用済

み核燃料処理施設は表裏一体の関係にあり、伊方

原発を理解することは、同時に六ヶ所村を理解す

ることであると考え、資源エネルギー庁を初め関

係各位のご尽力により実現をいたしました。 

 六ヶ所村は日本原燃を含めたエネルギー関連施

設により、平成２１年度予算において年間約４

８％の約６２億３，０００万円もの村税が入り、

国、県の依存財源は約２７％の３５億円余りで、

そのことにより平成の大合併は否定的であったよ

うです。この六ヶ所原子燃料サイクル施設は、尾

駮沼を中心に建設され、標高５５メートルの高台

のため、３・１１の大震災を意識されてか、津波

の心配はないとの説明がありました。敷地面積約

７４０ヘクタール、東京ドームの１５８倍だそう

ですが、の中に、日本原燃株式会社によるウラン

濃縮工場、低レベル放射性廃棄物埋設センター、

高レベル放射性廃棄物貯蔵管理センター、再処理

工場、ＭＯＸ燃料工場が操業・建設中であり、全

従業員は約２，４００人、関連会社約２，０００

人の計４，４００人が従事をされ、年収約３，０

００億円とのことでありました。この施設につい

てはさきにも述べたように、３・１１の関係もあ

り、セキュリティーを最優先されており、施設内

は全面写真撮影が禁止となっておりました。近代

文明社会を支える一翼である電力の大きな役割で
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もあり、またその頼らざるを得ない原子力エネル

ギーが存在する以上、今後もあえてリスクをとる

のか、安全を最優先させるのか、対岸の火事とは

とても思えない意義のある視察研修でございまし

た。余談ですけれども、この六ヶ所村では、日本

原燃株式会社の監査役古澤氏は、四国電力の伊方

原発に勤務をしておられた四電の従業員だそうで

ございまして、つくづく世の中の狭さを感じまし

た。 

 ２日目は函館市の観光振興、河川改良事業、水

道施設、特に明治に設置された配水池・土木遺産

について現地視察を踏まえ研修を行いました。 

 函館市の観光は、昭和６３年の青函トンネル開

通記念博覧会、また平成元年の国際観光都市宣言

を契機に、恵まれた美しい自然と数多くの文化遺

産を生かした観光資源、施設の整備、あわせて航

空路線網の拡大など交通アクセスの充実を図り、

平成３年には５００万人を超えていた観光客も

年々減少傾向で推移し、平成２１年度には４３３

万２，０００人とピーク時に比べ約６７万人減少

に至ったとのことで、この打開策として函館市は

平成１６年に函館観光基本計画を策定し、市民・

企業・行政、そして大事なことは観光客との協働

による自主・自由・自立・自律・自発の観光文化

都市づくりの基本方針により、関係機関、学識経

験者の意見を反映させるため、函館観光アドバイ

ザー会議を設置したとのことです。担当課長の説

明の中で、大切なことは観光にかかわっていく

方々がお金が上手に落ちていく振興はいかにある

べきかを検討され、そのためには民間主導が大切

で、行政はそれのお手伝いであり、上手にかかわ

っていくことが大事とのことでございました。い

ずれにいたしましても、平成２５年度には観光客

６５０万人の目標を掲げる函館市と我が町では比

することはできませんが、当市について言えば、

２００６年に出された彩りのまちをもう一度検証

し、我が町の伝統、いにしえから受け継がれた自

然と文化を民間の発想及び民間活力で、中村知事

も言われるように、何をしてほしいではなく、何

をするからの思いをこの研修で強く感じた次第で

あります。 

 次に、河川改良事業についてですが、函館市内

には原則として国の管理する一級河川はなく、北

海道が管理する二級河川が今回視察をした鮫川を

初め２１河川、函館市が管理する準用河川が１７

河川、またそれ以外に普通河川が２１７河川あ

り、その中で今回は鮫川の河川改修及び遊水池事

業の現地視察を行いました。 

 鮫川の河川改修並びに遊水池事業ですが、鮫川

は４つの支流が合流し、二級河川延長４．１８キ

ロメートルの河川であり、その流域は、以前はほ

とんど田園地帯であり、昭和４０年代ごろまでの

市街化率は２６％であり、その後昭和４５年ごろ

から５０年代にかけて急速に市街化が進んだた

め、一度雨が降ると、そのほとんどが道路や下水

道を伝わり川へ流れ、洪水になる典型的な都市型

河川であり、改修までの２０年間で５回の床上浸

水延べ１５７戸、床下浸水４０３戸と甚大な被害

となったそうです。昭和５８年度により本来河川

が持っている自然の姿を復元し、よりよい生息環

境の形成と低低水路を設置し、多自然構造に改

修、また流域４カ所の約６万５，０００立方メー

トルの遊水池を設置し、洪水の軽減とともに、１

０年間の治水安全度の確保ができたとのことで

す。ふだんこの遊水池は、市民の憩いの施設・公

園として利用できるように公園機能も備えてあり

ました。ちなみに北欧先進国スイス、オーストリ

ア等は、護岸の普通ブロック積みを撤去し、自然

の姿に改修し直しており、日本においても普通ブ

ロックではなく、魚の巣ブロック、蛍ブロック等

の工法が用いられております。 

 報告書には記しておりませんけれども、市長の

招集あいさつにもありましたように、このたびの

台風１２号は近年にない台風豪雨の大きさであ

り、亡くなられた方々に対しまして謹んで心から

哀悼の誠を申し上げますとともに、被災された

方々にお見舞いを申し上げる次第であります。 

 三瓶地域は、一度大雨が降り満潮時と重なった

とき、谷道川は高低差が少ないために民家の甚大

な被害が懸念されます。平成１８年の大水害で

は、ある造り酒屋の酒だるが安土湾に浮いたとい

う話を古老から何度も聞いたことがあり、災害は

忘れたころにやってくるとよく言われますが、決

して対岸の火事ではないということを常に考えて

おく必要があると痛感をいたしました。 

 次に、元町配水場についてですが、函館の水道

は日本では２番目に古く、明治２２年に完成。参

考までに一番古い水道施設は横浜市とのことであ

ります。配水池は日本一古い施設であり、当時の

厚生省が指定した近代水道百選にも選ばれてお

り、中でも元町配水場は、敷地面積約６．４ヘク

タール、有効水量４，７４３立方メートルを擁

し、函館山周辺の市民約２万人が使用していると

のことでした。施設内部は通常見学できないもの



－12－ 

の、今回特別に内部見学をさせていただきまし

た。その広さとともに全く水が貯水されていない

ような透明度のよさに驚き、明治の人たちの水に

対する尊厳と大切さの思いを強く感じました。そ

の主な点は、人目につかない一般では目に触れる

ことのない箇所であり、地下でありながら、その

覆いふた、スラブでありますが、覆いふたの支柱

は通常の円形や四角ではなく、美的感覚を採用

し、まるでローマ建築のエンタシスを思わせるよ

うなものであり、改めて明治の方々の心の豊か

さ、奥ゆかしさとともに、水道に対する期待の高

さを示していることを感じました。人間が生きて

いく中でなくてはならないものは水と空気であ

り、昨今とかくおろそかにしがちなこの水と空

気、特に水に対し、この配水施設並びに河川改

修、遊水施設等を視察したことで、治水に対する

思いを所管の委員会として強く感じた次第であり

ます。 

 ３日目の最終日は、七飯町の大沼公園の水質浄

化対策、大沼地域活性化ビジョン、特定環境下水

道について視察研修を行いました。ちなみにこの

大沼公園に流れる風をイメージしてできた曲が

「千の風になって」だそうです。 

 研修では、神崎和枝議長から七飯町の概要説明

を受けた後、各担当課長より事前説明を受け、現

地の視察研修に入りました。大沼公園水質浄化対

策、同地域活性化ビジョンに関しましては、大沼

は四季を通じて探勝、舟遊び、散策でにぎわって

いましたが、近年の大沼の水質は、流域における

開発の影響などによりアオコの発生など、平成１

６年度には水質汚染が国の環境基準を超えたた

め、大沼公園保全計画を策定し、各関係機関と一

層の連携を図り、地域住民、民間団体の理解と積

極的な参加協力を得て水質浄化に取り組まれたと

のことでした。浄化対策として特定事業所の監

視・指導の徹底、畜産排水対策、休耕田、林地に

おける自然浄化機能の活性化など多種多様な取り

組みがなされていますが、現実にはなかなか効果

はあらわれず、試行錯誤されているとのことでし

た。大沼地域活性化ビジョンを基本に緊急対策と

して、搾乳関連の排水浄化施設の設置等、新日本

三景でもある自然豊かな大沼をつくり、大沼国定

公園への観光客の増員を目指し、大沼地域の活性

化のため、北海道、函館開発建設部、七飯町、森

町、大沼漁業協同組合、ＪＡ新函館農業協同組

合、大沼観光協会による大きなプロジェクト計画

であることが理解ができました。参考までに七飯

町の酪農家は２８戸で、乳牛は１，９００頭であ

り、この排水浄化施設は１基当たり約４５０万円

ですが、搾乳関連排水浄化施設設置事業により道

補助金２分の１、町が４分の１、自己負担４分の

１であり、昨年度９戸、２３年度においては１２

戸設置予定のことでございました。 

 なお、七飯町特定環境保全下水道事業は、昭和

５０年度に認可を受け、約７３億円の建設費と１

３年の歳月を経て、平成元年には大沼下水道浄化

センターの供用を開始し、現在に至っているとの

ことで、平成２２年３月時点での対象面積は、汚

水１０６ヘクタール、雨水１０２ヘクタール、人

口４万６，３００人うち常住者１，７００人、汚

水１日４，３４４立方メートルとのことでした。

今回の研修では、近年北海道にも梅雨があるらし

く、ちょうどその梅雨に遭遇し、北海道の豊かな

自然に恵まれることはできませんでしたが、それ

ぞれの地域で対応されていただいた方々の人情と

配慮に恵まれ、まことに充実した研修でありまし

た。どの地域もそこに暮らす人々の思いは、我が

町をよくしよう、何とかしようとの思いを強く感

じ、私たち議員も地域の代表として、西予市の代

表として、今回の研究を機にさらに自覚の念を強

くいたしました。 

 以上、長くなりましたが、報告とさせていただ

きます。 

 平成２３年９月６日、産業建設常任委員会委員

長小野正昭。 

  （日程５） 

 

○副議長 次に、日程第５、議会報告第４号「西

予市し尿処理場問題等特別委員会の視察研修報告

について」を議題といたします。 

 第２回定例会の議決に基づき実施いたしました

西予市し尿処理場問題等特別委員会の視察研修結

果について委員長の報告を求めます。 

 西予市し尿処理場問題等特別委員会委員長兵頭

勇君。 

 兵頭委員長。 

 

○兵頭勇西予市し尿処理場問題等特別委員長 西

予市し尿処理場問題等特別委員会行政視察研修報

告書。 

 西予市し尿処理場問題等特別委員会では、去る

７月２８日から２９日の２日間の日程で、秋田県

仙北市汚泥再生処理センターへ行政視察研修を実

施いたしましたので研修報告をいたします。 



 

－13－ 

 仙北市は平成１７年９月に２町１村が合併し仙

北市が誕生しております。秋田県の東部中央に位

置し、岩手県と隣接している地域です。ほぼ中央

には水深が日本一である田沢湖があり、東に秋田

駒ケ岳、北に八幡平、南は仙北平野へと開けてお

ります。市の総面積のうち森林が約８割を占め、

農林業を中心とした地域でした。 

 仙北市汚泥再生処理センターは、総工費１５億

５，０００万円、約２年間の歳月をかけて建設を

され、平成２１年３月末に竣工しています。本施

設の処理対象は、市内全域の人口約３万人から排

出されるし尿、浄化槽汚泥及び集落排水汚泥であ

り、資源化施設としては国内で初めてのリン回収

方式を採用した施設でありました。現在国内のリ

ンは、ほぼ１００％を海外から輸入に頼ってお

り、本施設で回収される量は少量ではあるもの

の、廃棄物から希少資源を回収し、リン酸肥料と

して農地に還元・利用することは非常に有意義で

あります。 

 さらに、本施設は臭気対策も万全であり、地球

環境にも優しく、資源の再利用を考慮して地域へ

の副産物の還元をも図りながら、地域循環型社会

づくりに貢献している施設と感じました。 

 西予市のし尿処理場は、東部・西部両施設セン

ターともに建設後３０年が経過していることか

ら、処理方式とあわせて早急に新しい汚泥再生処

理センターの候補地選定を急がなければならない

と痛感いたしました。 

 以上、行政視察研修報告といたします。 

 平成２３年９月６日、西予市し尿処理場問題等

特別委員会委員長兵頭勇。 

 

○副議長 以上で西予市し尿処理場問題等特別委

員会の視察研修報告を終わります。 

  （日程６） 

○副議長 次に、日程第６、議会報告第５号「議

会運営委員会の視察研修報告について」を議題と

いたします。 

 第２回定例会の議決に基づき実施いたしました

議会運営委員会の視察研修結果について委員長の

報告を求めます。 

 議会運営委員会委員長岡山清秋君。 

 岡山委員長。 

 

○岡山清秋議会運営委員長 視察研修報告最後に

なりました。私ども議会運営委員会では、８月２

９日及び３０日の両日、三重県の亀山市議会、伊

勢市議会の議会運営全般についての研修を行いま

した。 

 地方が主体となる地方自治の新たな時代を迎

え、自治体の自主的な決定と責任が拡大している

中で、議会にはこれまで以上の活動が求められて

おります。議会は市民のための議会が原点であ

り、西予市議会においても、議会を可視化し、身

近な議会とする取り組みとして、住民にわかりや

すい議会、住民の意見を反映している議会、住民

にとって参加しやすい議会を目指して取り組みを

行っているところであります。 

 今回の研修先へは、事前に質問事項を送付し、

回答を踏まえながら議会運営の特徴的な取り組み

やこれからの課題などについてお話を伺いまし

た。質問事項は、議会運営全般、また会派運営の

状況、議会改革の取り組みあるいはインターネッ

ト配信、一般質問における一問一答方式など多岐

にわたりましたけれども、大変丁重にご回答をい

ただきました。 

 最初に、亀山市議会の状況から報告をいたしま

す。 

 主な研修内容は議会基本条例の取り組みについ

てでありましたが、亀山市では市のまちづくり基

本条例の策定を平成１９年度から開始し、住民を

巻き込んでの条例づくりを展開しておられまし

た。その途中で議会においても議会の役割や責務

の協議が必要ではないかとの意見が出され、曲折

ではあったものの、議会のあり方等検討特別委員

会が平成２０年３月に設置をされております。当

初の１年計画が２年となりましたけれども、２６

回の委員会の開催の後、平成２２年９月に分権型

社会における議会のあり方等議会基本条例制定に

関する答申が提出されました。説明の中で、過年

度も含めた主な議会改革の経過では、平成１６年

６月定例会から議案質疑及び一般質問についての

対面方式の導入、ケーブルテレビの行政チャンネ

ルでの一般質問のテレビ放送、平成１８年１１月

からは委員会傍聴の原則公開、平成１９年９月か

らは一般質問についての一問一答方式の採用、平

成２１年９月定例会から本会議のインターネット

配信開始、平成２２年１２月から政務調査費の支

出状況をホームページで公表、平成２３年４月か

ら議長交際費の支出状況をホームページで公表す

るなど、これらの取り組みのほか、質疑の時間や

回数など発展的な改革が行われておりました。 

 議会のあり方等特別委員会の取り組みとして、

視察、講演会、調査研究、先進自治体の議会基本
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条例の比較検討あるいはコンサルタントの活用、

またパブリックコメントだけでなく各団体への説

明会も開催されておりました。議員みずからが危

機感を持ち、住民へ活動状況をお知らせする取り

組みは、西予市議会の現状と比較して、見習うべ

き点が多くあると感じたわけであります。 

 伊勢市議会では、議会改革特別委員会で協議が

行われておりますが、議会基本条例の考え方とし

て、市民から早くつくれとの意見がありますが、

改革先行型で条例制定からではなく、個別的な検

討課題に関して具体的検討項目を５２項目設定を

し一つ一つ検討を進めて、実現が可能なものは議

長や議会運営委員会の決定を得て実行していると

のことでありました。 

 一般質問の一問一答方式では、ほぼ全員の議員

が質問をしているとのことで、意欲が感じられま

した。 

 また、施策に対するチェック機能の充実では、

事業の進捗状況や予算の執行状況などについての

中間報告会を開催したり、繰越明許費の遅延理由

の詳細の検証などを行うなどの説明がありまし

た。議会の問題点や目指す理念については、伊勢

市議会としてどのような議会を目指していくのか

大まかなイメージを、市民に信頼される議会、市

民に親しまれる議会、政策形成機能、執行機関の

監視機関としての機能、意見調整機能といった議

会に求められる機能の充実と強化、市民参加を推

進する議会、市民に開かれた議会としているとの

ことでありました。 

 一般質問を対面方式にしたメリットは、お互い

の緊張感を維持でき、議論の活発化が期待でき

る。反面デメリットは、議席の配置の工夫が必要

との説明でした。 

 質問が多岐にわたりましたけれども、いずれも

丁重に説明をいただき、議会の質の高さがうかが

えました。 

 両市議会とも議会としての真摯な取り組みがな

されており、実りある研修となりましたが、研修

はあくまでも調査研修のためであり、目的ではな

いことを自覚し、西予市議会の資質が試されてい

るときであることを再認識する研修ともなりまし

た。我々は、今後においては西予市議会では現在

議会改革特別委員会をも設置しておりますので、

これらの答申を受けながら連携を密にしてよりよ

い西予市議会づくりを目指していきたいと考えて

おります。 

 以上、議会運営委員会の視察研修報告とさせて

いただきます。 

 平成２３年９月６日、議会運営委員長岡山清

秋。 

 

○副議長 以上で議会運営委員会の視察研修報告

を終わります。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午前１１時０６

分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午前１１時

２０分） 

  （日程７） 

○副議長 日程第７、承認第６号「専決処分第６

号の承認を求めることについて（西予市税条例等

の一部を改正する条例制定について）」を議題と

いたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 承認第６号「専決処分第

６号の承認を求めることについて」提案理由のご

説明を申し上げます。 

 この承認第６号は、西予市税条例の一部を改正

する条例制定について専決処分の承認を求めるも

のであります。 

 今回の改正は、現下の厳しい経済状況及び雇用

情勢に対応して税制の整備を図るため、地方税法

等の一部を改正する法律が平成２３年６月３０日

に公布され、同日から施行されたことによるもの

であります。 

 その主な改正内容につきましては、市税におい

て現行の脱税等の罰則を３万円から１０万円に引

き上げ、たばこ税、鉱産税、特別土地保有税に係

る不申告に対して１０万円以下の過料が新たに追

加されました。 

 また、市民税に係る寄附金税額控除の適用化減

額については、５，０００円から２，０００円に

引き下げられることになりました。 

 次に、肉用牛の売却による事業所得に係る所得

税の課税の特例について、免税対象飼育牛の売却

頭数が年間２，０００頭から１，５００頭に引き

下げとなり、その適用期限が平成２７年度まで延

長され、平成２５年度以降の年度分の個人の市民

税について適用されることになります。 

 そのほか非課税口座内の少額上場株式等に係る

配当所得及び譲渡所得等の非課税について、適用

期日が平成２５年から平成２７年度に延長される

こととなりました。よろしくご審議の上、ご承認
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くださいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 以上で質疑を終結とします。 

 お諮りいたします。 

 承認第６号については、会議規則第３７条第３

項の規定により委員会付託を省略したいと思いま

す。これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 ご異議なしと認め、そのように決定い

たしました。 

 討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 承認第６号は原案のとおり承認することにご異

議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 ご異議なしと認めます。よって、承認

第６号「専決処分第６号の承認を求めることにつ

いて（西予市税条例等の一部を改正する条例制定

について）」は原案のとおり承認することに決定

いたしました。 

  （日程８） 

○副議長 日程第８、議案第７２号「消防ポンプ

自動車一式の取得について」から議案第８８号

「市道路線の認定について」までの１７件を一括

議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 清水消防本部消防長。 

 

○清水消防本部消防長 議案第７２号「消防ポン

プ自動車一式の取得について」提案理由のご説明

を申し上げます。 

 現在西予市消防署野村支署に配備しております

消防ポンプ自動車は、平成４年に導入したもの

で、以来１９年が経過し、老朽化により現場活動

に支障を来すおそれがあるため更新の検討を行っ

てきたところであります。このたび購入いたしま

す消防ポンプ自動車は、消防隊員の消火活動を容

易にするため、機械器具の軽量化を図るととも

に、車両や油火災に対しても即時に対応できる自

動泡混合装置を装備し、複雑・多様化する火災事

象に対して一層の消防力の強化を図るものであり

ます。今回の購入に当たりましては、去る８月９

日に指名競争入札を行い、小川ポンプ工業株式会

社愛媛支所支所長眞部治夫氏が３，４０２万円で

落札と決定し、備品購入仮契約を締結しましたの

で、議会の議決を求めるものであります。 

 なお、消防ポンプ自動車の主な装備と性能につ

きましては、別紙参考資料をご参照ください。よ

ろしくご審議の上、ご決定くださいますようお願

い申し上げます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 議案第７３号から議案第

７４号、議案第７５号、議案第７６号、議案第７

７号、４件について一括してご説明申し上げま

す。 

 まず、「西予市生活交通バス条例の制定につい

て」提案理由のご説明を申し上げます。 

 この条例は、西予市生活交通バスの設置及び管

理に関し必要な事項を定め、高齢者等の交通弱者

を初めとする地域住民の交通手段を確保し、福祉

の向上に寄与することを目的として制定するもの

であります。 

 運行区間につきましては、野村町大成から大窪

までの区間を一部予約制で毎日の運行を予定いた

しております。 

 また、使用料は初乗り１０キロまでを１００円

とし、その後１０キロごとに１００円を加算した

金額をいただくことにいたしております。 

 運行開始の時期につきましては、現在愛媛運輸

支局と協議を行っているところでありますが、予

定として１２月１日に運行を開始したいと考えて

おります。 

 続きまして、議案第７４号「西予市暴力団排除

条例制定について」提案理由のご説明を申し上げ

ます。 

 平成４年のいわゆる暴対法が施行されて以降、

暴力団排除の機運の高まりや警察の厳しい取り締

まりにより、暴力団は社会から孤立しつつありま

す。 

 しかし、その一方で暴力団は組織実態を隠し、

資金源を多様化しつつ、凶悪な犯罪組織に深くか

かわるなど、依然として社会や市民生活に脅威を

与え続けています。愛媛県では暴力団排除に向け

た基本理念、県及び県民などの責務や役割を明ら

かにした上で、基本的施策等を定めた愛媛県暴力

団排除条例を平成２２年８月に施行し、その実現
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のための取り組みを積極的に進めております。 

 また、県下の各市町におきましても県条例施行

以降、暴力団排除を推進するための条例の制定ま

たは制定に向けた取り組みが進められているとこ

ろであります。 

 西予においても、こうした社会情勢や県内の動

向を踏まえ、暴力団を恐れないこと、暴力団に対

し資金を提供しないこと及び暴力団を利用しない

ことを基本として、市民や事業者の協力を得なが

ら県及び警察、その他関係機関等と連携して暴力

団を社会から排除し、安心・安全なまちづくりの

実現を図るため本条例を制定するものでありま

す。 

 続きまして、議案第７５号「西予市税条例の一

部を改正する条例制定について」提案理由のご説

明を申し上げます。 

 今回の改正は、軽自動車税の納期を変更するこ

と及び地方自治法の一部を改正する法律の施行に

伴い地方開発事業団が廃止されたことによるもの

でございます。 

 主な改正内容につきましては、車検を受けると

きに必要となる軽自動車税納税証明書の有効期限

が４月２９日となっていることから、口座振替に

より納付された方の収納データが４月から５月に

かかりますゴールデンウイークと重なることによ

り、金融機関からのおくれが生じるとともに、長

期休日により証明書の発行ができない状況となっ

ていることから、納期を５月１日から同月３１日

に改正し、証明書の有効期限を５月３０日にする

ものであります。 

 また、地方自治法の一部改正により地方開発事

業団が廃止されたことに伴い、関係規定を整備す

るものであります。 

 続きまして、議案第７６号「西予市財産の交

換、譲与、無償貸付け等に関する条例の一部を改

正する条例制定について」提案理由のご説明を申

し上げます。 

 今回の改正は、平成１８年の地方自治法の改正

により行政財産の貸し付けの範囲等が拡大されて

いることから、その貸し付けにかかわる減免等の

規定を加えるため所要の改正を行うものでありま

す。 

 本市においては、平成１６年の市町村合併以

来、職員定数の削減並びに本庁支所方式の移行等

により行政組織のスリム化を推進した結果、庁舎

等の空きスペースが見られることから、市以外の

公共団体等に対して建物の一部を貸し付けること

により行政財産の有効活用並びに行政サービスの

向上を図るものであります。 

 以上、４議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 議案第７７号「西予市教職員宿

舎条例の一部を改正する条例制定について」提案

理由のご説明を申し上げます。 

 教育委員会では、これまで８１戸の教職員宿舎

を管理してきましたが、近年の持ち家の普及、道

路交通網の整備等により年々利用者は減少してお

ります。このような状況の中、公共施設として有

効な活用、維持管理経費の削減を図るべく公営住

宅への転用や取り壊しなど積極的な再編計画をま

とめ、平成２１年１月に西予市教員住宅再編計画

を策定いたしました。今回その再編計画に基づ

き、経年劣化により入居するには危険な状態とな

っている野村中学校校長住宅及び古市教職員宿舎

を廃止し取り壊しを行うため本条例の一部を改正

するものであります。 

 なお、今後も小学校再編計画の動向や市の財政

状況も勘案した上で協議検討を重ねてまいりま

す。 

 続きまして、議案第７８号「西予市公民館条例

の一部を改正する条例制定について」、議案第７

９号「西予市青少年補導センター条例の一部を改

正する条例制定について」関連がございますので

一括して提案理由のご説明を申し上げます。 

 新庁舎建設に伴い平成２１年７月に西予市中央

公民館建物を取り壊したため、新庁舎建設の期間

中、西予市中央公民館を廃止するとともに、宇和

公民館事務所及び青少年補導センターを庁舎第一

別館に移転しております。現在改修中の西予市宇

和保健センターは、本年１０月末に改修を終える

ことから、完成後の施設に西予市中央公民館を設

置するとともに、宇和公民館事務所及び青少年補

導センターを移転させるため本条例の一部を改正

するものであります。 

 以上、３議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 議案第８０号「西予市災害

弔慰金の支給等に関する条例の一部を改正する条
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例制定について」提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 本条例は、災害弔慰金の支給等に関する法律及

び同法施行令に基づき、自然災害により被災され

た方やその遺族への災害弔慰金、災害傷害見舞金

及び災害援護資金貸し付けを定めたものでありま

す。 

 今回の改正は、災害弔慰金の支給等に関する法

律の一部を改正する法律が施行されたことに伴

い、災害弔慰金の支給対象者を災害により死亡し

た者と同居し、または生計を同じくしていた兄弟

姉妹まで拡大することとし、このたび発生した東

日本大震災以降の大規模災害に対して適用するも

のであります。 

 また、災害弔慰金等の支給額及び貸付限度額に

つきましても、政令で定める額との整合を図るた

め所要の整備を行うものであります。 

 続きまして、議案第８１号「西予市生活交通路

線巡回バス条例の一部を改正する条例制定につい

て」提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の改正は、新庁舎の完成に伴い、宇和地区

を運行しております巡回バスの運行区間を変更す

るものでございます。具体的には、現在宇和保健

センターに設けておりますバス待合所を１１月１

日より新庁舎前に変更することから本条例の一部

を改正するものでございます。これによりバス利

用者の利便性の向上を図り、バス運行の効率的な

管理運営に努めるものでございます。 

 続きまして、議案第８２号「西予市保健センタ

ー及び保健福祉センター条例の一部を改正する条

例制定について」提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 現在改修中の西予市宇和保健センターは、本年

１０月末に改修工事を終えることから、完成後西

予市教育委員会事務所及び西予市中央公民館を併

設する施設とし、２階部分を宇和保健センターと

して利用する予定としております。これに伴い宇

保健センターとして使用料を徴収する施設の変更

及び使用料の改定を行うため本条例の一部を改正

するものでございます。 

 続きまして、議案第８３号「西予市重度心身障

害者医療費助成条例の一部を改正する条例制定に

ついて」提案理由のご説明を申し上げます。 

 本条例は、重度心身障害者の方が疾病または負

傷のため療養機関において保険給付を受けた場

合、その医療費の自己負担分を助成し、重度心身

障害者の生活の安定と福祉の増進に寄与するもの

であります。 

 今回の改正は、高齢者の医療に関する法律第５

５条の規定に基づき、後期高齢者医療の被保険者

に関する規定を整備するものでございます。 

 以上、４議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願いを申し上げます。 

 

○副議長 松山公営企業部長。 

 

○松山公営企業部長 議案第８４号「西予市簡易

水道及び愛媛県条例水道の設置に関する条例の一

部を改正する条例制定について」提案理由のご説

明を申し上げます。 

 中山間地域総合整備事業で整備を進めておりま

した野村町の旭下条例水道施設が完成し、愛媛県

から財産の譲与を受け給水を開始することとなり

ました。これに伴いまして、本条例に旭下条例水

道を加え、給水区域及び水道使用料金等を新たに

定めるものであります。よろしくご審議の上、ご

決定くださいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 議案第８５号「新たに生じ

た土地の確認について」、議案第８６号「字の区

域を変更することについて」関連がございますの

で、一括して提案理由のご説明を申し上げます。 

 西予市明浜町地内における公有水面埋立免許を

得て施工した漁港工事について、去る６月７日に

愛媛県知事による工事竣工許可が告知されました

ので、当該工事による埋め立てに伴い新たに生じ

た土地の確認について、地方自治法第９条の５第

１項の規定に基づき議会の議決を求めるものであ

ります。 

 また、今回の新たに生じた土地を近接する字の

区域に編入するため、地方自治法第２６０条第１

項の規定に基づき字の区域を変更することについ

て議会の議決を求めるものであります。 

 続きまして、議案第８７号「市道路線の廃止に

ついて」、議案第８８号「市道路線の認定につい

て」関連がございますので、一括して提案理由の

ご説明を申し上げます。 

 今回３路線の廃止と６路線の認定をお願いする

ものであります。 

 まず、廃止路線について、古市土居線は、愛媛

県の過疎代行事業により建設されましたが、ルー

ト変更に伴う廃止の後、路線の一部区域を変更し
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て再認定するものであります。 

 新開呉野々線は、古市土居線のルート変更に伴

う廃止の後、起点の変更及び路線の短縮により再

認定するものであります。 

 古市２号線は、古市土居線のルート変更に伴う

廃止の後、終点の変更及び路線の延長により再認

定するものであります。 

 次に、認定路線について、中川地区１３７号線

は、西予市新病院建設に伴い主要地方道八幡浜宇

和線の渋滞緩和を図るとともに、北側からの進入

道路を確保するため認定するものであります。 

 古市宮田線及び古市３号線は、古市土居線の再

認定のため廃止となった区域を認定するものであ

ります。 

 なお、本件に係る市道の廃止・認定につきまし

ては、さきの７月２５日に開催いたしました西予

市道路格付専門委員会において承認をいただいて

いるものであります。 

 以上、４議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程９） 

○副議長 次に、日程第９、議案第８９号「平成

２３年度西予市一般会計補正予算（第３号）」を

議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 三好市長。 

 

○三好市長 議案第８９号「平成２３年度西予市

一般会計補正予算（第３号）」について提案理由

のご説明を申し上げます。 

 初めに、国の来年度概算要求と先月成立しまし

た再生可能エネルギー特別措置法について少し触

れたいと存じます。 

 義務的経費や社会保障費、地方交付税を除く施

策経費の一律１割削減を方針とする国の来年度予

算の概算要求に向けた作業手順が示されました。 

 また、先月閣議決定された向こう３年間の歳入

見込み及び各分野の歳出の骨子と歳出削減策を示

した中期財政フレームでは、財政再建に向け平成

２３年度の枠組みを維持する内容となっており、

地方財政については、地方自治体が自由に使える

一般財源の総額を平成２４年度から３年間は平成

２３年度の基準を下回らないような水準を確保す

るとして地方財政に配慮されておりますが、高齢

化に伴う社会保障費は年１．２兆円の自然増とな

る見通しであり、これを賄うには同額の歳出削減

が必要となることから、地方の歳出についても国

の歳出の取り組みと基調を合わせた歳出削減要求

が強まり、財政運営がさらに厳しさを増すことが

懸念されています。政治経済情勢が不透明さを増

す中で、概算要求基準の決定や取りまとめの作業

が本格する時期を迎え、その動向を注視するとと

もに、今後必要な財源の確保に向けた働きかけを

強めていく必要があると考えております。 

 次に、去る８月２６日に成立しました再生可能

エネルギー特別措置法でありますが、この法律は

エネルギーの安定供給の確保や地球温暖化問題へ

の対応、環境関連産業の育成等の観点から、太陽

光、風力、水力、地熱、バイオマスの５つの再生

可能エネルギーにより発電された電力を一定期

間、固定価格で電力会社が買い取ることを義務づ

ける制度となっております。発電コストの電気料

金への転嫁等の課題もありますが、これにより脱

原発・減原発への方向が模索されることから、発

電事業者の新規参入により間伐材を利用した木質

バイオマス発電など再生可能エネルギー需要の増

大が期待されるところであります。本市において

も、平成２１年度に作成した西予市バイオマスタ

ウン構想に基づき、昨年度には木質ペレットの製

造施設を整備し、環境に優しいまちづくりを推進

しているところでありますが、この法律の成立を

一つの契機として、本市の変化に富んだ資源や産

業等からももたらせる多様な自然エネルギーやバ

イオマス資源を有効利用し、環境型社会への形成

促進や地球温暖化防止対策による自然環境保全等

に積極的に取り組んでいきたいと考えておりま

す。今回の補正予算につきましても、その取り組

みの一環としまして、オフセット・クレジット制

度の導入に係る予算を提案させていただきまし

た。 

 今回取り組むオフセット・クレジット制度は、

環境省が創立した制度で、適切な森林管理の取り

組みによって実現された二酸化炭素吸収量はクレ

ジットとして認証され、クレジットが市場に流

通・販売することで、温室効果ガスの削減を自主

的に目指す企業が活用することが期待されており

ます。本市では同制度の活用を図ることとして、

市と西予市森林組合、市内７財産区が共同事業者

となり森林施業計画に基づく約２３１ヘクタール

の間伐を行い、森林の育成環境を整備することに

よって二酸化炭素の排出削減を図り、その吸収量

に応じて排出権クレジットを取得し、事業活動で
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温室効果ガスを排してる企業に販売するものであ

ります。その収益は基金として積み立て、森林振

興はもとより環境施策やジオパーク推進、企業と

の交流等に活用することによって地域の活性化と

再生につなげてまいりたいと考えておりますの

で、ご理解を賜りますようお願い申し上げます。 

 それでは、今回の補正予算でございますが、既

決いただいております歳入歳出予算にそれぞれ

５，６２６万円を追加し、歳入歳出予算の総額を

２４８億９，５０１万７，０００円と定めるもの

でございます。 

 今回の補正につきましては、三瓶小学校校舎新

築事業、６月の梅雨前線豪雨による災害復旧事

業、平成２２年度決算における繰越金の財政調整

基金積立金、そのほか早急に対応すべき課題を中

心として計上しております。 

 その主な内容でございますが、まず総務費につ

きましては、特別職非常勤職員の公務災害による

傷害保険事業に係る経費、さきにご説明いたしま

したオフセット・クレジット導入事業に係る経

費、惣川地区における公共交通空白地域解消を目

的として路線バスと乗り合いバスを組み合わせて

運行を行う地域公共交通確保維持改善事業に係る

経費を計上しております。総額で６，５２３万

７，０００円となっております。 

 次に、衛生費では、惣川診療所移転改築工事に

係る惣川診療所特別会計繰出金を計上しておりま

す。総額で２，２８５万７，０００円となってお

ります。 

 次に、農林水産業費では、東日本大震災被災地

岩手県陸前高田市に支援物資としてストーブ用ペ

レット４８トンを輸送するため、バイオマスペレ

ット生産利活用促進事業に係る経費を計上してお

ります。総額で２，７２１万２，０００円となっ

ております。 

 次に、商工費では、乙亥大相撲１６０周年記念

行事及び西予市マスコットキャラクター作成に係

る市観光協会補助金を計上しております。総額で

２５５万円となっております。 

 次に、土木費では、事業量増加に伴う県営道路

事業負担金、耐震診断による補強が必要と判断さ

れた木造住宅の耐震化改修工事に対する補助金を

計上しております。総額で３，２２７万９，００

０円となっております。 

 次に、消防費では、東日本大震災の影響による

消防団員等公務災害補償責任共済掛金引き上げに

係る追加負担金、三瓶地区における津波一時避難

場所表示板設置に係る経費を計上しております。

総額で４，９７１万８，０００円となっておりま

す。 

 次に、教育費では、三瓶小学校校舎新築事業に

おける東日本大震災の影響により建設資材の確

保、調達に不測の日数を要すること等を懸念し、

建設年度を１年延期したことに伴う新校舎建築工

事費の減額及び仮校舎設置工事等の増額、２０１

７愛媛国体におけるソフトボール公認審判員、公

式記録員養成に係る経費を計上しております。総

額で５億１，８３９万５，０００円の減額となっ

ております。 

 次に、災害復旧費では、去る６月１９日から２

１日にかけての梅雨前線豪雨による農地、農業用

施設、道路橋梁河川の災害復旧費を計上しており

ます。総額で４，１０９万２，０００円となって

おります。 

 次に、諸支出金では、平成２２年度決算確定に

より剰余金が確定しましたので、地方財政法第７

条第１項の規定により剰余金の２分の１を下らな

い額３億２，６００万円を財政調整基金に積み立

てております。 

 以上、歳出予算の概要でございましたが、続き

まして歳入予算についてご説明をいたします。 

 まず、国庫負担金では、農業用施設災害復旧費

負担金、国庫補助金では、三瓶小学校校舎新築工

事の減額及び野村小、中川小、石城小の耐震化事

業に伴う学校建設費国庫補助金を計上しておりま

す。 

 次に、県補助金では、イメージキャラクター作

成に係る新ふるさとづくり総合支援事業費補助

金、岩手県宮古市田老第三小学校との交流に対す

る愛顔の交流支援事業補助金を計上しておりま

す。 

 次に、繰入金では、財政調整基金繰入金１億

３，０５０万４，０００円の減額を行っておりま

す。 

 次に、繰越金では、平成２２年度の繰越額決定

により６億１５７万１，０００円を計上しており

ます。 

 次に、起債では、教育債において三瓶小学校新

築事業に係る減額及び野村小、中川小、石城小耐

震化事業に係る起債名の変更と減額、災害復旧事

業債において道路橋梁河川災害復旧事業、農業用

施設災害復旧事業に係るものを計上しておりま

す。 

 以上が主な歳入となっております。 
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 継続費補正につきましては、三瓶小学校校舎新

築事業において、統合時期を当初の平成２５年４

月１日から１年間延長し、新校舎建設着工年度を

平成２４年度としたことにより継続費の廃止を行

っております。 

 以上、説明いたしましたが、詳細な点につきま

しては担当課長から補足説明をさせますので、よ

ろしくご審議を賜りご決定をいただきますようお

願い申し上げます。 

 

○副議長 宗財政課長。 

 

○宗財政課長 それでは、予算書に沿って補足説

明をさせていただきます。 

 まず、歳出につきましてご説明を申し上げま

す。 

 予算書１６ページをお開き願います。 

 ２款１項６目オフセット・クレジット（Ｊ－Ｖ

ＥＲ）導入事業３８０万円でありますが、提案理

由の中で市長が説明しましたとおり新たに取り組

む事業で、今回の補正では本制度申請のための計

画書作成委託料、第三者機関による計画書妥当性

確認手数料及び二酸化炭素吸収量の検証手数料、

間伐面積の測量等による吸収量測定委託料を計上

しております。 

 １２目光伝送路維持管理事業１，３９６万５，

０００円でありますが、地域公共ネットワークの

経路見直しにあわせまして三瓶地区及び明浜地区

のＣＡＴＶ幹線経路の見直しと両サブセンターの

増幅器等の新設に係る経費を計上するものであり

ます。 

 １７ページ、２款８項３目地域公共交通確保維

持改善事業３５５万円でありますが、野村町惣川

地区における公共交通体系の見直しによる本年１

２月からの大成大窪間の路線バス１台と乗り合い

タクシー１台を組み合わせた半デマンド運行に係

る経費を計上するものであります。 

 ２０ページをお開き願います。 

 ４款１項１目惣川診療所勘定繰り出し事業１，

６３６万２，０００円でありますが、現診療所を

舟戸資料館跡に移転改築するための改築工事費を

繰り出すものであります。改修面積は７１．５平

米で、平成２４年４月からの診療を予定しており

ます。 

 ２２ページをお開き願います。 

 ６款１項３目１９節高品質果実出荷体制緊急整

備事業費負担金１６６万円でありますが、西宇和

農業協同組合が実施する大洲流通センターの光セ

ンサー選果機導入に際して、八幡浜市、西予市、

伊方町の生産量に応じた事業費負担を行うもので

あります。 

 ２４ページをお開き願います。 

 ６款２項２目バイオマスペレット生産利活用促

進事業４０９万５，０００円でありますが、東日

本大震災の被災地である岩手県陸前高田市内に設

置される仮設住宅の集会所に名古屋市のストーブ

メーカーがペレットストーブ２０台を提供するの

にあわせて、本市において製造したペレット４８

トンを支援物資として送付するための経費が主な

ものでございます。１０月から５回に分けて送付

する予定となっております。 

 ２６ページをお開き願います。 

 ７款１項４目乙亥大相撲事業１５０万円であり

ますが、今回乙亥大相撲が嘉永５年の初開催から

１６０回の記念大会を迎えるに当たり、日本相撲

協会から関取及び呼び出しの招聘等に係る経費を

補助するものではあります。 

 ８款１項１目白水観音水トウファ保全管理事業

２，５００万円でありますが、四国横断自動車道

整備により宇和町下川地区の白水観音水が枯渇し

影響を受ける炭酸塩堆積物トウファの保全工事に

おいて、積算の見直し、揚水ポンプ建屋の整備等

工事計画変更による増額を行うものであります。

財源は国庫委託金を充当しております。 

 ２７ページ、８款６項１目木造住宅耐震化促進

事業３００万円でありますが、耐震診断により補

強が必要と判断された木造住宅に対して１軒当た

り事業費の３分の２、６０万円を限度として耐震

化改修工事に対する補助を行うものであります。 

 ２８ページをお開き願います。 

 ９款１項２目１４節消防団員福祉共済組合負担

金４，３１１万９，０００円でありますが、東日

本大震災による消防団員の死者・行方不明者が２

５１名に上り、公務災害補償の財源とするため、

今年度に限り団員１人当たりの掛金が１，９００

円から２万４，７００円に引き上げられたことに

よる消防団員等公務災害補償責任共済掛金であり

ます。 

 ４目避難標識整備事業３２３万４，０００円で

ありますが、三瓶地区において津波ハザードマッ

プの作成にあわせて津波一時避難場所５０カ所程

度に表示板を設置するものであります。 

 ３０ページをお開き願います。 

 １０款２項１目小学校備品管理事業１４８万
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１，０００円でありますが、老朽化による野村小

学校電話機設備更新、大和田小学校及び魚成小学

校のペレットストーブ各１台導入に係る経費でご

ざいます。 

 ３２ページをお開き願います。 

 １０款６項２目文化財保護推進事業１９４万

２，０００円でありますが、市指定有形文化財で

ある宇和町の山田薬師堂拝殿部分の屋根を文化財

保護審議会の答申を受け、檜皮屋根から銅板ぶき

屋根に改修するための２分の１の補助金でありま

す。 

 ３３ページ、１０款７項５目愛媛国体競技役員

等養成事業２０５万１，０００円でありますが、

２０１７年愛媛国体における本市での開催予定種

目である成年女子ソフトボールと相撲のうち、ソ

フトボール公認審判員及び公式記録員養成に係る

経費を計上しております。市内において第１種公

認審判員３０名、第１種公式記録員２０名の養成

が必要と見込まれ、本年度から平成２７年度にか

けて西予市ソフトボール協会に委託するもので、

本年度は第１種審判員７名及び第３種審判員７

名、第３種記録員１７名を養成する予定でありま

す。 

 なお、相撲の審判員につきましては、来年度か

ら養成を行うこととしております。 

 ３４ページをお開き願います。 

 １１款１項１目農地災害復旧事業１８５万円で

ありますが、去る６月１９日から２１日にかけて

梅雨前線豪雨による農地１４カ所、内訳としまし

て宇和町１カ所、野村町８カ所、城川町５カ所の

市単独事業補助金を計上しております。 

 ２目農業用施設災害復旧事業３，５１４万７，

０００円でありますが、同じく農業用施設１６カ

所、内訳としまして国庫補助事業が野村町２カ

所、城川町２カ所、市単独事業が野村町７カ所、

城川町６カ所の復旧に係る経費を計上しておりま

す。 

 ３５ページ、１１款６項１目道路橋梁河川災害

復旧事業４０９万５，０００円でありますが、同

じく道路２カ所、内訳としまして宇和町１カ所、

三瓶町１カ所の復旧に係る経費を計上しておりま

す。 

 次に、歳入につきまして説明をいたします。 

 予算書は戻りまして、１１ページをお開き願い

ます。 

 １３款２項７目１節小学校費国庫補助金３億

５，１７９万３，０００円の減額でありますが、

建設年度の延期による三瓶小学校校舎新築事業補

助金３億５，７９９万５，０００円の減額及び野

村小、中川小、石城小の耐震化事業補助金６２０

万２，０００円の増額であります。 

 １２ページをお開き願います。 

 １４款２項９目８節文化振興費県補助金１００

万円でありますが、東日本大震災被災地の岩手県

宮古市田老第三小学校の児童・保護者・教諭、計

１１名を第１７回全国かまぼこ板の絵展覧会表彰

式に招待し、魚成小学校児童との交流等を行った

愛顔の交流支援事業費に対する補助金でございま

す。 

 １６款１項７目３節文化振興費寄附金３９万

６，０００円でありますが、先ほど申し上げまし

た愛顔の交流支援事業費に対する寄附金でござい

ます。 

 １３ページ、１９款６項５目１節総務費雑入

４，１４５万円でありますが、特別職非常勤職員

の公務災害補償保険金４，０１５万３，０００円

及び明浜町俵津の国道３７８号線改良工事におけ

る光ケーブル移転補償費１２９万７，０００円で

ございます。 

 １４ページをお開き願います。 

 ２０款１項７目１節小学校債１億７，６２０万

円の減額でありますが、建設年度の延期による三

瓶小学校新築事業に係る１億７，０００万円の過

疎対策事業債の減額及び野村小、中川小、石城小

耐震化事業における過疎対策事業債から学校教育

施設等整備事業債への変更と６２０万円の減額を

あわせて行っております。 

 以上、説明とさせていただきます。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午後０時１２

分） 

○副議長 再開します。（再開 午後１時１５

分） 

  （日程１０） 

○副議長 次に、日程第１０、議案第９０号「平

成２３年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補

正予算（第１号）」から議案第１００号「平成２

３年度西予市病院事業会計補正予算（第２号）」

までの１１件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 議案第９０号「平成２３年度西
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予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１

号）」について提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正は、平成２２年度決算による繰越金

の計上と平成２３年度貸付金の確定によるもので

ございます。 

 歳出では、新規貸付者の減少により貸付金を

１，５４２万円減額し、予備費を５，１２６万

５，０００円増額するものであります。 

 歳入につきましては、平成２２年度決算により

確定した繰越金を３，５８４万５，０００円増額

するものであります。これにより歳入歳出をそれ

ぞれ３，５８４万５，０００円増額し、歳入歳出

予算の総額を９，９５５万８，０００円といたし

ました。 

 以上、よろしくご審議の上、ご決定くださいま

すようお願い申し上げます。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 議案第９１号「平成２３年

度西予市授産場特別会計補正予算（第１号）」に

ついて提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正の主なものは、施設補修及びコンプ

レッサーのオーバーホールに伴う修繕費の計上並

びに前年度繰越金の確定に伴うもので、歳入歳出

それぞれ７５万４，０００円を増額し、歳入歳出

予算の総額を２，１７９万３，０００円とするも

のであります。 

 歳出につきましては、施設授産場費の一般管理

費で修繕料５３万５，０００円、事業費で修繕料

２１万９，０００円を増額いたしております。 

 歳入につきましては、事業収入の手袋売却収入

を２７万６，０００円、繰入金の一般会計繰入金

を１１９万７，０００円減額し、繰越金の前年度

繰越金を２２２万７，０００円増額いたしており

ます。 

 続きまして、議案第９２号「平成２３年度西予

市住宅新築資金等貸付事業特別会計補正予算（第

１号）」について提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正は、住宅新築資金等貸付事業債につ

いて繰上償還を行うことによるもので、歳入歳出

それぞれ７１万３，０００円を増額し、歳入歳出

予算の総額をそれぞれ７２２万４，０００円とす

るものであります。 

 歳出につきましては、住宅新築資金に借り入れ

ている公債費の元金６４万６，０００円及び附帯

事務に伴う消耗品費６万７，０００円を増額して

おります。 

 歳入につきましては、繰上償還に伴う貸付金元

利収入６６万９，０００円及び前年度繰越金４万

４，０００円を増額いたしました。 

 続きまして、議案第９３号「平成２３年度西予

市国民健康保険特別会計補正予算（第２号）」に

ついて提案理由のご説明を申し上げます。 

 まず、事業勘定予算からご説明申し上げます。 

 今回の補正の主なものは、平成２２年度決算に

よる繰越金及び公務災害認定による諸収入の確定

並びに国保連合会の国保総合システム稼働に伴う

端末の購入経費によるものであります。 

 まず、歳出では、総務費３１万円、財政調整基

金積立金９１３万３，０００円、予備費２，４３

２万７，０００円をそれぞれ増額いたしました。 

 歳入では、財産収入を１万円、一般会計繰入金

を３１万円、繰越金を９１２万３，０００円、諸

収入を２，４３２万７，０００円それぞれ増額い

たしました。これによりまして既決いただいてお

ります歳入歳出予算にそれぞれ３，３７７万円を

増額し、事業勘定予算歳入歳出予算の総額を５９

億９０８万２，０００円と定めるものでありま

す。 

 次に、診療施設勘定予算についてですが、今回

の補正の主な内容は、前年度決算によります繰越

金、一般会計繰入金の調整とこれに伴う基金積立

金、繰出金の調整及び各診療所の施設等修繕に係

る経費、在宅酸素等借り上げ料の増額及び診療所

改修に伴う工事請負費の計上等であります。 

 それでは、診療所別にご説明をいたします。 

 俵津診療所の歳出では、一般管理費の社会保険

料を２２万円、嘱託職員賃金を１３９万円減額

し、測量設計監理委託料を３５万７，０００円増

額いたしました。歳入では、一般会計繰入金を１

３１万９，０００円減額、前年度繰越金を６万

６，０００円増額し、歳入歳出予算の総額を６，

５４６万４，０００円といたしました。 

 次に、狩江診療所の歳出では、一般管理費の修

繕料を１０万円増額し、リース料を４０万５，０

００円減額し、医業費の在宅酸素借り上げ料等を

１４０万１，０００円増額いたしました。歳入で

は、診療収入を１７６万５，０００円増額し、一

般会計繰入金を７３万８，０００円減額し、繰越

金を６万９，０００円増額、歳入歳出予算の総額

を６，７５３万７，０００円といたしました。 
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 次に、高山診療所の歳出では、一般管理費の修

繕料を９８万３，０００円増額いたしました。歳

入では、一般会計繰入金を５万３，０００円減

額、田之浜診療所会計繰入金を９５万３，０００

円、前年度繰越金を８万３，０００円それぞれ増

額し、歳入歳出予算を１億１０万３，０００円と

いたしました。 

 次に、田之浜診療所の歳出では、一般管理費の

繰出金を９５万３，０００円増額いたしました。

歳入では、前年度繰越金を９５万３，０００円増

額し、歳入歳出予算の総額を１，７３６万３，０

００円といたしました。 

 次に、惣川診療所の歳出では、診療所改築費の

手数料を１万３，０００円、耐震診断補強設計委

託料を５万円、工事請負費を１，６３２万８，０

００円増額いたしました。歳入では、一般会計繰

入金を１，６３６万２，０００円、前年度繰越金

を２万９，０００円増額し、歳入歳出予算の総額

を３，０６２万５，０００円といたしました。 

 次に、土居診療所の歳出では、一般管理費の人

件費を２３万円、広告料を５２万５，０００円、

診療報酬返還金を３，０００円それぞれ増額いた

しました。歳入では、一般会計繰入金を９１万

１，０００円減額し、杉之瀬診療所会計繰入金を

６８万５，０００円、遊子川診療所会計繰入金を

９５万１，０００円、前年度繰越金を３万３，０

００円それぞれ増額し、歳入歳出予算の総額を１

億２，２８６万７，０００円といたしました。 

 次に、杉之瀬出張診療所の歳出では、一般管理

費の土居診療所繰出金を６８万５，０００円増額

いたしました。歳入では、前年度繰越金を６８万

５，０００円増額し、歳入歳出予算の総額を８９

２万９，０００円といたしました。 

 次に、遊子川出張診療の歳出では、一般管理費

の土居診療所繰出金を９５万１，０００円増額い

たしました。歳入では、前年度繰越金を９５万

１，０００円増額し、歳入歳出予算の総額を５３

６万５，０００円といたしました。 

 次に、二及診療所の歳出では、医療用機械器具

費の在宅酸素借り上げ料等を９４万３，０００

円、予備費を２４６万８，０００円それぞれ増額

いたしました。歳入では、診療収入を１３４万

４，０００円、前年度繰越金を２０６万７，００

０円それぞれ増額し、歳入歳出予算の総額を７，

９９８万２，０００円といたしました。 

 次に、周木診療所の歳出では、予備費を１５７

万７，０００円増額いたしました。歳入では、前

年度繰越金を１５７万７，０００円増額し、歳入

歳出予算の総額を４，８２１万円といたしまし

た。 

 続きまして、議案第９４号「平成２３年度西予

市後期高齢者医療特別会計補正予算（第２号）」

について提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、前年度繰越金の確定に伴い後期

高齢者医療広域連合納付金を増額するものであり

ます。 

 歳入につきましては、前年度繰越金を１７２万

７，０００円増額し、歳出につきましては、後期

高齢者医療広域連合納付金を１７２万７，０００

円増額いたしております。これによりまして歳入

歳出予算をそれぞれ１７２万７，０００円増額

し、歳入歳出予算の総額を５億７，０６６万７，

０００円と定めるものであります。 

 続きまして、議案第９５号「平成２３年度西予

市介護保険特別会計補正予算（第２号）」につい

て提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、過年度分介護給付費交付金及び

前年度繰越金の確定による増額とそれに伴い基金

積立金及び償還金を増額するものであり、歳入歳

出それぞれ１，１６６万円を増額し、歳入歳出予

算の総額を４９億３，７１６万２，０００円とい

たしました。 

 内訳といたしまして、歳出では、前年度精算に

よる基金積立金を３２６万６，０００円、諸支出

金の償還金及び還付加算金で、基金積立金と同様

に前年度精算による国支払基金、県への返還金を

８３９万４，０００円増額いたしました。歳入で

は、前年度精算による過年度分介護給付費交付金

を３２６万８，０００円、繰越金を８３９万２，

０００円増額いたしました。 

 以上、５議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 議案第９６号「平成２３年

度西予市農業集落排水事業特別会計補正予算（第

２号）」について提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正の主なものは、施設管理費の増額と

農業集落排水施設使用料過年度分及び前年度繰越

金の確定に伴うもので、歳入歳出予算をそれぞれ

５１８万円増額し、歳入歳出予算の総額を４億

２，９９４万３，０００円と定めるものでありま



－24－ 

す。 

 歳出につきましては、施設管理費で施設の経年

劣化に伴う修繕３４０万円、管路への不明水流入

に関する調査費用１００万円、汚水処理水質改善

のための汚泥くみ取り手数料７８万円を増額いた

しました。歳入につきましては、一般会計繰入金

５１４万４，０００円、前年度からの繰越金５，

０００円、農業集落排水施設使用料過年度分３万

１，０００円をそれぞれ増額いたしております。 

 続きまして、議案第９７号「平成２３年度西予

市公共下水道事業特別会計補正予算（第２号）」

について提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、前年度繰越金の確定による増額

とそれに伴う一般会計繰入金を減額するもので、

歳出においては、歳入の補正に伴う充当財源の組

み替えを行うものであります。 

 内容につきましては、前年度繰越金を３２万

３，０００円増額し、それに伴い一般会計繰入金

を３０万１，０００円、下水道施設使用料を２万

２，０００円減額するものであります。これによ

ります歳入歳出予算の総額には変更ありません。 

 以上、２議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 松山公営企業部長。 

 

○松山公営企業部長 議案第９８号「平成２３年

度西予市簡易水道事業特別会計補正予算（第１

号）」について提案理由のご説明を申し上げま

す。 

 今回の補正は、前年度繰越金の調整と旭下条例

水道の供用開始に伴うもので、歳入歳出にそれぞ

れ１，０８５万３，０００円を増額し、歳入歳出

予算の総額を３億１１７万８，０００円と定める

ものであります。 

 歳出では、維持管理事業において施設の経年劣

化対応及び旭下条例水道の供用開始のために報償

費２，０００円、委託料２５万５，０００円、需

用費１８１万４，０００円、役務費２，０００

円、委託料２５万５，０００円、補修用材料費１

２９万円を各施設の老朽化対策の財源とする基金

積立金６７６万２，０００円を増額し、また施設

整備事業においては、配水管の布設がえのために

工事請負費を５０万円、測量設計のために委託料

２０万円を増額いたしております。歳入につきま

しては、水道使用料現年度分１５万円、一般会計

繰入金３３万７，０００円、前年度繰越金１，０

３６万６，０００円を増額いたしております。 

 続きまして、議案第９９号「平成２３年度西予

市上水道事業会計補正予算（第２号）」について

提案理由のご説明を申し上げます。 

 １ページをお開きください。 

 今回の補正は、水道行政サービスに支障が生じ

ることのないよう職員の補充を速やかに行うため

臨時職員を雇用する人件費の調整を行うものであ

ります。 

 まず、第２条の収益的支出につきましては、臨

時職員の賃金及び法定福利費を合わせ５６万４，

０００円を増額し、収益的支出の総額を６億６３

７万４，０００円といたしております。 

 次に、第３条では、職員給与費に含まれます臨

時職員に係る経費の増額補正に伴いまして議会の

議決を経なければ流用することのできない経費を

５６万４，０００円増額し、１億２，７２４万

７，０００円といたしております。 

 続きまして、議案第１００号「平成２３年度西

予市病院事業会計補正予算（第２号）」について

提案理由のご説明を申し上げます。 

 今回の補正は、新病院の建設事業に係る敷地造

成に関する経費を増額するものであります。 

 資本的収入につきましては、新病院建築に伴う

出資金として２９万円、敷地造成工事の財源とす

る企業債３，９６０万円をそれぞれ増額いたしま

した。これにより資本的収入の総額を２億７，８

１０万４，０００円といたしております。 

 また、資本的支出につきましては、新病院建設

事業に係る敷地造成関係経費として開発行為の許

可の申請に対する審査手数料２０万円と敷地造成

工事費３，９６９万円を新たに計上いたしまし

た。これにより資本的支出につきましては、建設

改良費として３，９８９万円を増額し、資本的支

出の総額を４億９，０７９万６，０００円といた

しております。 

 以上、３議案よろしくご審議の上、ご決定くだ

さいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

  （日程１１） 

○副議長 次に、日程第１１、認定第１号「平成

２２年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につ

いて」を議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 河野会計管理者。 
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○河野会計管理者 認定第１号「平成２２年度西

予市一般会計歳入歳出決算の認定について」ご説

明をさせていただきます。 

 お手元に地方自治法に基づきます平成２２年度

決算における主要な施策の成果報告書をお配りさ

せていただいておりますが、主にこれに基づいて

説明をさせていただきます。 

 まず初めに、その概要を申し上げます。 

 資料は１ページからになります。 

 平成２２年度は合併から７年目を迎え、誇れ

る、愛着の持てる西予市づくりを基本理念とする

マニフェスト２００８の政策提言を踏まえなが

ら、地域経済状況や市の財政状況を直視した上で

持続可能な財政構造を構築する手法を取り入れ、

特に、１、厳しい財政状況に対応するための改革

へ踏み込んでいく、２、西予市総合計画を着実に

推進する、３、地域経済状況、雇用状況に迅速、

的確に対応するの３つの基本的な考えのもとで市

政運営に取り組みました。 

 国、地方の財政状況においては、平成２０年９

月のリーマン・ショック以降の厳しく深い景気後

退を経て、アジアを中心とした外需や明日の安心

と成長のための緊急経済対策を初めとする政策の

下支え効果等により景気は持ち直してきているも

のの、依然として厳しい状況にあり、平成２２年

度末の国の債務残高は９２４兆円に達し、主要先

進国中最悪の水準にあるなど極めて厳しい状況で

あり、大きな負担を将来世代に先送りするといっ

た異常な状況が続いております。 

 一方、本市の財政状況に目を向けると、歳入に

おいては、国の緊急的な経済対策により一般財源

は一時的に回復しているものの、平成１６年度か

ら１８年度にかけて国の三位一体の改革による影

響が続くとともに、主産業である農林水産業の長

期低迷により市税は減少傾向にあり、歳出におい

ては、総合計画に伴う普通建設事業費や少子・高

齢化社会への対応等新たな行政経費の増大によ

り、依然として厳しい財政運営を迫られていま

す。 

 平成２２年度においては、平成２１年度から２

５年度にかけての財政運営の基本方向を示した財

政健全化指針、平成２２年度から２６年度までを

推進期間とする第２次西予市行政改革大綱及び実

施計画書をもとにすべての職員が厳しさを増す財

政状況に対する認識を深めるとともに、平成１８

年度から導入しました行政評価システムの厳格運

用により事務事業全般の徹底した見直しや各種施

策の優先順位についての厳しい選択を行い、枠予

算の中でめり張りのある資源配分と経費支出の効

率化に徹し、持続可能な財政構造の確立と総合計

画の施策実現に努めました。 

 また、地方財政改革の一環として、平成１９年

６月に制定された地方公共団体の財政の健全化に

関する法律に基づく４つの健全化判断比率につい

ては、平成２０年４月から議会への報告、広報紙

等での公表を行うとともに、平成１８年６月に設

立した簡素で効率的な政府を実現するための行政

改革の推進に関する法律に基づき、平成２２年４

月に平成２０年決算における普通会計及び公営企

業会計並びに当市と関係する一部事務組合や第三

セクターを連結した財務４表の作成と公表を行い

ました。今後は財務書類の作成、運用に当たって

は、単なる作成、公表にとどまることなく、地方

公共団体財政健全化法による取り組みと公会計改

革をあわせて進めることによって、現金主義によ

る会計処理の補完としての活用や公社、第三セク

ター等の連結を踏まえた市全体としての財政状況

の把握、事業や施策ごとのコスト分析を行うこと

による経費支出の効率化とめり張りのある資源配

分、さらには未利用財産の売却促進や資産の有効

活用等を内容とする資産、債務改革の方向性と具

体的な施策の策定を行い、財政の効率化と適正化

を目指していく必要があります。 

 本成果報告書作成に当たっては、西予市総合計

画の中の基本計画をもとに行政評価システムと連

動させ、総合計画に示す施策、基本事業ごとにそ

の主なものを抜粋して取りまとめています。 

 この基本計画は、基本構想に基づき、今後取り

組むべき主要施策を行政の各分野にわたって体系

的に定めたもので、計画期間は基本構想と同じく

１０年間とし、急速に変化する社会経済情勢に的

確かつ柔軟に対応できるよう必要に応じて見直し

を図ることとしております。 

 それでは、平成２２年度一般会計の決算の状況

とあわせて普通会計における財政指標等の状況に

ついても説明し、主要な施策の成果につきまして

は、その総括と主要な施策単位ごとに概略を報告

いたします。 

 まず、一般会計の決算規模と決算収支について

ご説明いたします。 

 資料は２４ページになります。 

 平成２２年度の一般会計の決算規模は、歳入決

算額３０６億８，５４８万８，０００円、歳出決

算額は２９９億７，２４９万円、歳入歳出差し引
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き額は７億１，２９９万８，０００円となり、繰

越財源６，１４２万７，０００円を除くと実質収

支は６億５，１５７万１，０００円となります。 

 前年度の決算規模と比較すると、歳入で１６億

２８６万９，０００円の増、歳出では１５億２，

３５９万８，０００円の増となっております。 

 次に、歳入決算の概要について説明いたしま

す。 

 平成２２年度の決算額は３０６億８，５４８万

８，０００円で、前年度の２９０億８，２６１万

９，０００円と比較し、１６億２８６万９，００

０円の増となっております。 

 その主な要因としては、民主党新政権マニフェ

ストに基づき地域主権改革の第一歩として地方が

自由に使える財源をふやすため、地方交付税並び

に臨時財政対策債が増額されたこと、庁舎建設事

業、ＣＡＴＶ整備事業等の大型事業の実施により

地方債借入額がふえたことが上げられます。 

 また、市税は３１億２，８７６万９，０００円

で景気後退低迷により横ばい状況となる一方、地

方交付税は地域活性化・雇用等臨時特例費の創設

等により９億６，０１６万３，０００円の増とな

りました。 

 歳入のうち市税等の自主財源は１７．５％で、

残り８２．５％は地方交付税や地方債、国県支出

金等に依存し、財政基盤が脆弱な本市において

は、今後も国の歳出歳入一体改革や国、地方が一

体となって取り組む経費削減、財政の健全化施策

により大きな影響を受けることが想定され、また

合併による財政的支援措置が今後減少することを

考慮すると予算規模は縮小せざるを得ない状況で

ございます。 

 次に、自主財源と依存財源について説明をいた

します。 

 資料は２６ページになります。 

 自主財源は５３億８，２２４万８，０００円と

歳入全体の１７．５％、依存財源が２５３億３２

４万円で８２．５％を占めています。長引く景気

低迷及び景気後退等の影響により税収が減少傾向

にあることから、自主財源は伸び悩み、収入のお

よそ半分を地方交付税に依存している市の財政基

盤は脆弱な状態が続いております。 

 次に、地方交付税の状況について説明いたしま

す。 

 普通交付税額については、前年度と比較し全国

総額ベースで８．７％増、全国市町村平均で１

０．７％増、愛媛県内市町平均で６．２％増とい

う状況の中で、本市においては、基準財政需要額

の臨時費目として雇用対策地域資源活用臨時特例

費が創設されたこと等によって基準財政需要額が

ふえ、交付額は対前年度８億８，４５５万７，０

００円増の１１９億４，７２２万１，０００円と

なりました。 

 特別交付税については、全国総額ベースで８．

７％増、全国市町村平均で７．３％増、愛媛県内

市町平均では５．７％増となりましたが、本市に

おいては、公立病院における医療提供体制の確

保、口蹄疫対策、限界集落対策、災害対策等の特

別な財政需要の算定により昨年度に比べ７，５６

０万６，０００円の増額になり、１２億７，５０

７万６，０００円を確保することができました。 

 また、臨時財政対策債は１３億４９０万円で、

前年度と比較し２億６，７５０万円増となり、こ

れを含めた交付税総額は、昨年度に比べ１２億

２，７６６万３，０００円の増となりました。今

後国の財政健全化目標達成に資するために地方交

付税交付金についても基礎的財政収支対象経費と

して地方行財政に係る制度改正等を踏まえた地方

財政対策等を経て決定されること、合併による算

定がえが約２５億円あり、この額が合併の１２年

後となる平成２７年度から５年間で段階的に減額

になることなど、このことにより極めて厳しい財

政状況となることが懸念されます。 

 次に、財政力指数の状況について説明いたしま

す。 

 資料は２７ページになります。 

 平成２２年度財政力指数は０．２５９で、昨年

度より０．０１５ポイント低下しています。平成

２１年度の全国市町平均は０．５５、平成２１年

度の県市町平均は０．４７であり、本市の財政力

は極めて脆弱な状況にあります。この指数は、交

付税算定における各年度の基準財政収入額を基準

財政需要額で除して得た数値の過去３カ年の平均

数値を示すもので、この指数が１．０に近くなる

ほど財政力が強く、財源に余裕があり、１．０を

超えると普通交付税不交付団体になります。今後

は基準財政収入額の変化が少ないものの、人口の

減少等により基準財政需要額が縮減傾向にあるた

め、結果としてこの指数がわずかながら上昇する

ことが予想されます。 

 次に、市債の状況について説明いたします。 

 資料は２８ページになります。 

 市債の発行においては、不足財源の補てんとし

て、健全財政を維持できる範囲内で、財政上有利
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な起債を必要最小限借り入れすることとしていま

すが、平成２２年度の決算額は５３億６，０００

万円で、庁舎建設事業、ＣＡＴＶ整備事業等の大

型建設事業の実施並びに臨時財政対策債発行可能

額の増加により前年度と比較し１１億１，０３０

万円の増加、地方債残高は昨年度と比較し１９億

１７６万８，０００円増の３５２億６，５０３万

円となりました。 

 次に、歳出決算の概要について説明いたしま

す。 

 資料は２９ページになります。 

 平成２２年度の決算額は２９９億７，２４９万

円で、前年度の２８４億４，８８９万２，０００

円と比較し１５億２，３５９万８，０００円の増

となっています。 

 その主な要因は、庁舎建設事業、繰越事業とし

て美しい森整備事業、木質ペレット製造施設整備

事業を実施したことによるものです。 

 性質別決算額では、人件費が４７億４，６７３

万９，０００円、公債費が３９億５，１０３万

５，０００円、普通建設事業費が７８億２，３５

４万２，０００円、物件費が３５億５，１６９万

８，０００円で、これらの合計が歳出の６７％を

占めています。人件費、扶助費、公債費を合わせ

た義務的経費の合計は１１３億３，５４４万１，

０００円となっています。昨年度と比較し、普通

建設事業費が庁舎建設事業の増により１０億２，

８６２万５，０００円の増、扶助費が子ども手当

創設の増等により４億６１５万７，０００円の増

となっています。積立金は過疎地域自立促進特別

基金等の積み立てにより３億２３０万円の増とな

っております。 

 目的別に見ると、民生費が６２億１，３６２万

４，０００円、公債費３９億５，０７３万５，０

００円、農林水産業費が３９億３，３４８万７，

０００円、総務費５５億３９８万２，０００円

で、これらの合計が歳出の６割以上を占めていま

す。特に農林水産業費については、美しい森整備

事業、木質ペレット製造施設整備事業の実施によ

り前年度と比較し９億２，０７１万１，０００円

の増となっております。 

 次に、公債費比率と実質公債費比率の状況につ

いて説明いたします。 

 資料は３１ページでございます。 

 平成２２年度の実質公債費比率は１２．３％

で、昨年度より０．８％減となっています。これ

は合併後に借り入れた過疎対策事業債、合併特例

債、辺地対策事業債等の償還が本格的に始まり公

債費が増加しましたが、普通交付税の増による経

常一般財源が増額となったことが主な要因となっ

ております。今後庁舎建設事業、ＣＡＴＶ整備事

業等の大型建設事業を実施したことにより実質公

債費比率は高水準で推移することが懸念されま

す。 

 また、実質公債費比率においては、特別会計を

含む公営企業会計の公債費への一般会計繰出金や

一部事務組合の公債費への負担金等も算入される

ため、すべての会計の建設事業の見直し、削減に

よる市債の慎重な発行や適切な管理により比率の

上昇を抑制し、計画的かつ節度ある財政運営が重

要となっております。 

 次に、健全化判断比率の状況について説明いた

します。 

 資料は３２ページになります。 

 地方公共団体の財政が厳しさを増す中で、自立

した財政運営を行うために財政規律の確立が求め

られ、平成１９年６月に成立した地方公共団体の

財政の健全化に関する法律により、これまでの地

方公共団体の財政再建制度が約５０年ぶりに抜本

的に見直され、財政指標の整備とその開示を徹底

し、財政の早期健全化及び再生を図るための新た

な制度として生まれ変わりました。その中で４つ

の健全化判断比率の公表については平成２０年４

月から、財政健全化計画の策定等については平成

２１年４月から義務づけられました。 

 健全化判断比率のうちいずれかが早期健全化基

準以上になると財政健全化計画の策定が義務づけ

られ、その実施状況を毎年度議会に報告し、公表

しなければならず、さらに財政再生基準を上回る

と財政再生計画の策定が義務づけられ、その実施

状況を毎年度議会に報告し、公表するとともに、

財政運営が計画に適合しないと認められる場合に

おいては、予算の変更などの勧告が行われ、国の

管理下において厳しい財政運営を強いられること

になります。 

 本市の平成２２年度決算における各比率は、３

３ページの表のとおりとなっており、前年度同様

いずれの指標も早期健全化基準を下回っている状

況であります。 

 しかしながら、今後実質公債費比率について

は、一般会計における公債費の増加とともに、特

別会計等への繰出金のうち元利償還金の財源に充

てたと認められる額の増大等により上昇し、将来

負担比率についても特別会計等への地方債の元金
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償還に充てる一般会計等からの繰り出し見込み額

や充当可能基金の減少等により大幅に上昇するこ

とも見込まれ、財政全般にわたる慎重な運営が求

められます。 

 次に、主要な施策の成果について、その総括と

主要な施策単位ごとに概略を報告いたします。 

 資料は２ページからになります。 

 平成２２年度の施策の成果を総括すると、歳入

においては、自主財源のかなめである市税は、経

済雇用情勢の悪化に伴う個人所得の減少により減

額となったものの、地方交付税が国の平成２２年

度地方財政計画において地方が自由に使える財源

をふやすという新政権マニフェストに基づき１．

１兆円増額となったこと、また平成２２年度第１

次補正予算にて国税の増収分に対応して０．３兆

円追加交付となったことにより、歳入総額は対前

年度と比較して増加しました。 

 一方、歳出においては、予算編成では、行政評

価システムを導入して人件費、経常経費の削減や

普通建設事業費の削減等、事務事業全般にわたり

徹底した歳出見直し、各種施策の優先順位につい

ての厳しい選択と必要事業への重点的、効率的な

配分を行いましたが、平成２１年度第１次補正予

算において地域活性化・経済危機対策臨時交付金

及び地域活性化・公共投資臨時交付金が、平成２

１年度第２次補正予算においては地域活性化・き

め細かな臨時交付金が交付されましたが、予算成

立時期からその多くは繰越事業として平成２２年

度において執行することになりました。歳出総額

は対前年度と比較して増加いたしました。 

 また、円高・デフレ対策のための緊急総合経済

対策を実施するための平成２２年度第１次補正予

算で地域活性化交付金が交付されましたが、予算

成立時期からその多くは繰越事業として平成２３

年度において執行することになりました。 

 平成２２年度の主な事業として、平成１９年度

から継続事業として実施し、平成２３年４月に本

体工事が完成した庁舎建設事業、平成２３年７月

で終了したアナログテレビ放送からデジタル化へ

の対応及び通信格差の解消を図るため平成１９年

度から事業を開始し、平成２２年が最終年度とな

るＣＡＴＶ整備事業を推進しました。 

 さらに、現下の厳しい地域経済、雇用失業行政

にかんがみ、地方交付税算定の中に雇用対策・地

域資源活用臨時特例費が創設されたことに対応

し、地域経済の活性化や雇用の維持創出に努める

ための雇用対策地域資源活用事業を実施しまし

た。 

 しかしながら、財政運営戦略の財政運営の基本

ルールを踏まえた中期財政フレームの中に盛り込

まれた地方の一般財源所要額を３年間確保すると

いうフレームは、当面の経済見通しや中・長期の

経済財政の状況と展望を踏まえつつ毎年改定が行

われ、特に東日本大震災からの復興のための巨額

の財政支出を想定すると、地方財政への影響も懸

念されます。今後社会保障費、公債費、繰出金等

が増加するとともに、合併に伴う財政的支援措置

が徐々になくなり、厳しい財政運営となることが

想定されますので、限られた財源を有効に活用す

るため、行財政のスリム化と効率化に積極的に取

り組み、健全財政に努め、継続可能な財政基盤を

確立することが急務となっております。 

 なお、主要な施策の成果の概要につきまして

は、成果報告書の１２ページから２０ページに記

載しておりますので、お目通しいただきたいと思

います。 

 以上、主要な部分のみをご説明申し上げました

が、詳細につきましては、各常任委員会におきま

して施策の成果報告書に基づき各担当部課長が説

明をいたしますので、よろしくご審議の上、ご認

定いただきますようお願いを申し上げます。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

 暫時休憩します。（休憩 午後２時１６分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午後２時２

５分） 

  （日程１２） 

○副議長 次に、日程第１２、認定第２号「平成

２２年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の認

定について」から認定第１４号「平成２２年度西

予市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定に

ついて」までの１３件を一括議題といたします。 

 理事者の説明を求めます。 

 河野会計管理者。 

 

○河野会計管理者 それでは、平成２２年度西予

市特別会計の決算についてご説明を申し上げま

す。 

 公営企業会計を除く特別会計全体の歳入決算額

は１３３億５，８９７万８，０００円、歳出決算

額が１３２億３，１６９万８，０００円、歳入歳

出差し引き額は１億２，７２８万円となり、繰り

越すべき財源２，１９９万７，０００円を差し引

いた実質収支は１億５２８万３，０００円の黒字
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決算となっております。 

 それでは、会計別にご説明申し上げます。 

 まず、認定第２号「平成２２年度西予市授産場

特別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明を

申し上げます。 

 お手元の平成２２年度決算における主要な施策

の成果報告書の３２８ページをお開きください。 

 授産場特別会計は、歳入総額が２，０５３万

２，０００円、歳出総額が１，８３０万４，００

０円となり、前年度と比較いたしまして歳入が２

７４万２，０００円の増、歳出が５１万４，００

０円の増となり、形式収支、実質収支ともに２２

２万８，０００円となっております。 

 事業収入については９５３万円で、前年度と比

較いたしまして３３２万３，０００円の増、５

３．５％の増収となりました。 

 次に、認定第３号「平成２２年度西予市住宅新

築資金等貸付事業特別会計歳入歳出決算の認定に

ついて」ご説明を申し上げます。 

 資料は３３１ページになります。 

 住宅新築資金等貸付事業特別会計は、歳入総額

が９９５万３，０００円、歳出総額は９９０万

９，０００円となりまして、形式収支、実質収支

ともに４万４，０００円を計上しております。 

 次に、認定第４号「平成２２年度西予市育英会

奨学資金貸付特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明を申し上げます。 

 資料は３３２ページになります。 

 西予市育英会奨学資金貸付特別会計は、歳入総

額が８，９０６万２，０００円で、前年度と比較

しまして１，２５４万８，０００円、１６．４％

の増、歳出総額は３，８２１万７，０００円で、

前年度と比較では２９７万７，０００円、７．

２％の減となりまして、形式収支、実質収支とも

５，０８４万５，０００円を計上しております。 

 なお、平成２２年度貸付者は継続７５名、新規

２７名で、貸付総額は３，８０５万５，０００

円、償還者は延べ７７３名で、償還総額５，２７

４万２，０００円となりました。 

 次に、認定第５号「平成２２年度西予市国民健

康保険特別会計歳入歳出決算の認定について」ご

説明を申し上げます。 

 資料は３３３ページからになります。 

 まず、国民健康保険特別会計事業勘定は、歳入

総額が５７億６４８万３，０００円、歳出総額は

５６億９，７３５万９，０００円となりました。

形式収支、実質収支ともに９１２万４，０００円

となっておりますが、今年度前期高齢者交付金の

精算等の影響により財政調整基金をほぼ取り崩す

こととなり、非常に厳しい財政状況となっており

ます。今後健全な財政運営のため保険税の適正課

税、収納率の向上や特定健診事業の積極的推進に

より医療費の適正化に努めていきます。 

 次に、診療所施設勘定について、診療所別にご

説明いたします。 

 資料は３３９ページからになりますが、３４１

ページをお開きください。 

 俵津診療所施設勘定では、歳入総額６，４０４

万９，０００円、歳出総額６，３９８万２，００

０円となり、形式収支、実質収支ともに６万７，

０００円となっております。 

 狩江診療所施設勘定では、歳入総額６，５２４

万１，０００円、歳出総額６，５１７万１，００

０円となり、形式収支、実質収支ともに７万円と

なっております。 

 高山診療所施設勘定では、歳入総額９，８５４

万７，０００円、歳出総額９，８４６万３，００

０円となり、形式収支、実質収支ともに８万４，

０００円となっております。 

 田之浜診療所施設勘定では、歳入総額１，７８

９万２，０００円、歳出総額１，６９３万８，０

００円となり、形式収支、実質収支ともに９５万

４，０００円となっております。 

 惣川診療所施設勘定では、歳入総額１，２４０

万７，０００円、歳出総額１，２３７万７，００

０円となり、形式収支、実質収支ともに３万円と

なっております。 

 土居診療所施設勘定では、歳入総額１億２，４

１８万６，０００円、歳出総額１億２，４１５万

２，０００円となり、形式収支、実質収支ともに

３万４，０００円となっております。 

 杉之瀬出張診療所施設勘定では、歳入総額７４

８万８，０００円、歳出総額６８０万２，０００

円となり、形式収支、実質収支ともに６８万６，

０００円となっております。 

 遊子川出張診療所施設勘定では、歳入総額５５

４万円、歳出総額４５８万８，０００円となり、

形式収支、実質収支ともに９５万２，０００円と

なっております。 

 二及診療所施設勘定では、歳入総額７，８１０

万６，０００円、歳出総額７，６０３万８，００

０円となり、形式収支、実質収支ともに２０６万

８，０００円となっております。 

 周木診療所施設勘定では、歳入総額４，７２７
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万１，０００円、歳出総額４，５６９万３，００

０円となり、形式収支、実質収支ともに１５７万

８，０００円となっております。 

 すべての診療所を合計いたしまして、歳入総額

が５億２，０７２万７，０００円、歳出総額が５

億１，４２０万４，０００円となりまして、歳入

歳出差し引き額である実質収支は６５２万３，０

００円となっておりますが、歳入総額から一般会

計繰入金、前年度繰越金を除きますと１億１１万

６，０００円の赤字となっております。今後も一

般会計繰入金の削減を図るため、診療所再編の実

施や医薬材料等の一括購入による経費削減に努め

るとともに、随時老朽化した施設の改修等にも取

り組みながら地域になくてはならない診療所づく

りに努めてまいります。 

 次に、認定第６号「平成２２年度西予市老人保

健特別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明

を申し上げます。 

 資料は３５２ページからになります。 

 歳入歳出総額とも４６３万１，０００円で、前

年度と比較いたしましてそれぞれ１，９３６万

４，０００円、８０．７％の減となり、形式収

支、実質収支ともに０円であります。これは平成

２０年４月から老人保健制度にかわり、後期高齢

者医療制度が始まったことにより、平成２０年３

月診療分までの月おくれ、過誤、再請求等の実績

に伴うものであります。歳入につきましては、支

払基金交付金、国庫支出金及び県支出金が０円、

市の負担分である繰入金が４５５万９，０００

円、前年度繰越金が０円、その他の収入が７万

２，０００円となりました。 

 なお、その他の収入の内容については、主に交

通事故等の損害賠償請求による第三者納付金等と

なります。 

 歳出につきましては、その他の支出が４６２万

６，０００円となり、歳出全体の９９．９％を占

め、歳出のほとんどが医療費実績の確定に伴う支

払基金償還金、国庫補助金の返還金になります。

それ以外には総務費の支出が５，０００円となり

ました。 

 次に、認定第７号「平成２２年度西予市後期高

齢者医療特別会計歳入歳出決算の認定について」

ご説明を申し上げます。 

 資料は３５５ページからになります。 

 まず、歳入総額は５億４，２５９万７，０００

円で、前年度と比較いたしまして１，６７０万

５，０００円、３％の減、歳出総額が５億４，０

８６万９，０００円で前年度と比較して１，５０

１万５，０００円、２．７％の減となりまして、

形式収支、実質収支ともに１７２万８，０００円

の黒字額を計上しております。 

 歳入につきましては、被保険者の保険料が２億

９，６７８万９，０００円、繰入金２億３，１３

９万２，０００円うち１億８，０４４万７，００

０円は保険料軽減措置に伴う保険基盤安定分で、

５，０９４万５，０００円が事務費と愛媛県後期

高齢者医療広域連合の共通経費分です。諸収入の

１，０９９万８，０００円は、後期高齢者医療健

康診査の受託収入が主なものです。 

 歳出につきましては、後期高齢者医療広域連合

負担金４億９，５４７万８，０００円となり、歳

出全体の９１．６％を占め、歳出のほとんどが実

績額確定に伴う保険料、保険基盤安定分、広域連

合の共通経費となっております。その他総務費

３，３６４万６，０００円、保険料事業費１，１

７３万５，０００円となっております。 

 次に、認定第８号「平成２２年度西予市介護保

険特別会計歳入歳出決算の認定について」ご説明

を申し上げます。 

 資料は３５７ページからになります。 

 介護保険特別会計事業勘定は、歳入総額が４７

億５，７３３万９，０００円で、前年度と比較し

まして１億３０８万５，０００円の増、歳出総額

は４７億４，８９４万６，０００円で、前年度と

比較しまして１億３，６７３万８，０００円の増

となりまして、形式収支、実質収支ともに８３９

万３，０００円の黒字額を計上しております。今

後も被保険者の心身の状況、その置かれている環

境等に応じて被保険者の選択に基づき適切な保健

医療サービス及び福祉サービスが多様な事業者ま

たは施設から総合的かつ効率的に提供されるよう

配慮し、介護保険の健全かつ安定した運営を図っ

てまいります。 

 次に、認定第９号「平成２２年度西予市農業集

落排水事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明を申し上げます。 

 資料は３６６ページからになります。 

 農業集落排水事業特別会計における歳入総額は

４億５，５４０万円で、前年度と比較いたしまし

て２億２，２４７万円、３２．８％の減、歳出総

額が４億５，１２４万円で、前年度と比較して２

億１，７７９万５，０００円、３２．６％の減と

なりまして、形式収支、実質ともに４１６万円の

黒字額を計上をしております。 
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 本事業につきましては、現在西予市内において

１０処理区が全面供用開始しており、平成２２年

度における汚水処理の規模は、総排水区域面積６

１４ヘクタール、総水洗化人口６，１４０人、年

間総処理水量６１万４，０８７立米となっており

ます。 

 平成２２年度における施設整備内容は、明間処

理区において、管路整備延長５４５．５メート

ル、中継マンホールポンプ３カ所、終末処理施設

の機能調整工事をそれぞれ実施しております。今

後の予定といたしましては、平成２２年度をもっ

て市内１０処理区の整備が完了いたしましたの

で、老朽化施設の更新計画を策定し、施設の長寿

命化と汚水処理機能の強化に取り組んでまいりま

す。 

 次に、認定第１０号「平成２２年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入歳出決算の認定につい

て」ご説明を申し上げます。 

 資料は３７２ページからになります。 

 公共下水道事業特別会計は、歳入総額は９億

７，１６２万１，０００円で、前年度と比較いた

しまして１億６，０７１万２，０００円、１９．

８％の増、歳出総額が９億６，０３４万８，００

０円で、前年度と比較して１億５，８０４万３，

０００円、１９．７％の増となりまして、形式収

支は１，１２７万３，０００円の黒字となり、実

質収支においても６７万３，０００円の黒字額を

計上いたしております。 

 事業内容につきましては、宇和処理区、野村処

理区ともに供用を開始しており、順次拡張区域の

整備を鋭意進めているところでございます。 

 以上、西予市簡易水道事業特別会計を除く平成

２２年度西予市各特別会計歳入歳出決算につきま

して説明をさせていただきました。大まかな説明

になりましたが、詳細につきましては各常任委員

会におきまして各担当部課長が説明を行いますの

で、よろしくご審議をいただき、ご認定いただき

ますようお願いを申し上げます。 

 

○副議長 松山公営企業部長。 

 

○松山公営企業部長 それでは、認定第１１号

「平成２２年度西予市簡易水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について」提案理由のご説明を申

し上げます。 

 資料は平成２２年度決算における主要な施策の

成果報告書３６２ページからになります。 

 西予市簡易水道事業特別会計は、歳入総額が２

億８，０６３万３，０００円で、主な収入といた

しましては、給水収入１億２，１８５万９，００

０円、分担金及び負担金１，０６４万７，０００

円、繰入金８，４８０万７，０００円のほか、市

債借入金３，３００万円などでございます。歳出

総額は２億４，７６７万１，０００円で、主な支

出といたしましては、施設整備事業費の工事請負

費４，８８９万８，０００円、公債費の元金償還

金４，２００万４，０００円、利子償還金１，８

２７万９，０００円などでございます。その他の

支出につきましては、経常経費等でございます。 

 平成２２年度の歳入歳出差し引き額である形式

収支は３，２９６万２，０００円の黒字となり、

翌年度に繰り越すべき財源１，１３９万７，００

０円を差し引いた実質収支においても２，１５６

万５，０００円の黒字額を計上いたしておりま

す。 

 続きまして、認定第１２号「平成２２年度西予

市上水道事業会計決算の認定について」提案理由

のご説明を申し上げます。 

 公営企業決算書の１８ページをお開きくださ

い。 

 まず、平成２２年度の西予市上水道事業の連結

決算における概要を報告いたします。 

 営業収益につきましては、前年度は野村及び三

瓶上水道におきまして、毎月検針から２カ月に１

回の隔月検針へ移行したことに伴いまして、調定

月が１カ月先送りとなり、１１カ月分の給水収益

でありましたが、今年度は通常の１２カ月分の収

益に戻りましたことが増収の主要因となっていま

す。 

 また、夏の猛暑により水需要が増加したことも

増収の一因と推測しております。 

 経常利益につきましては、水需要の増加により

まして、水道水を精製する費用も増加しました

が、給水収益の増加に伴いまして前年度比３５．

９％増の増益となっております。 

 次に、イの業務量でありますが、給水人口は前

年度から３７９人減の２万９，８８３人、有収水

量は前年度比３．８％増の約３３０万７，７４７

立方メートルとなりました。 

 次に、収益的収入及び支出の決算額についてご

説明いたします。 

 ４ページをお開きください。 

 収入の水道事業収益は６億２，０９１万５，３

５３円、一方支出の水道事業費用は５億４，９９
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６万３，０４１円となり、前年度と比較しまして

収益は３．４％の増、費用は０．３％の増となっ

ております。なお、これらは消費税込みの金額で

あります。 

 これらを８ページの損益計算書で見ますと、１

の営業収益は５億６，９６０万９１４円、このう

ち給水収益は前年度比３．９％増の５億６，２１

７万３，７６０円となっております。それに対し

ます２の営業費用は４億９，０８３万１８１円で

あり、前年度比１．０％の増となりました。 

 支出の主な内容として、人件費、材料費、修繕

費、動力費等があり、また６，５３６万９４０円

を南予水道企業団への受水費として支出していま

す。これにより差し引きの営業利益は７，８７７

万７３３円となりました。 

 次に、３の営業外収益は、水道加入金など２，

３４３万１，３０７円で、うち２９９万７，２４

２円が一般会計からの補助金であります。 

 また、４の営業外費用３，９４５万１，０３９

円は、企業債の支払い利息として主に支出してお

ります。 

 以上によりまして、経常利益は前年度比３５．

９％増の６，２７５万１，００１円、当年度純利

益は前年度比３６．１％増の６，１６６万６，５

５５円となり、また当年度末の未処分利益剰余金

が４億８８万１，３４３円となっております。 

 なお、積立金とあわせた利益剰余金合計は８億

２，２３１万４，３２６円であります。 

 次に、資本的収入及び支出についてご説明いた

します。 

 ６ページをお開きください。 

 資本的収入につきましては、税込み収入総額

４，４３７万７，６３４円となっております。そ

の内容は、工事負担金２，３５９万３，４５１

円、補助金２，０７８万４，１８３円でありま

す。 

 次に、資本的支出につきましては、税込み支出

総額３億４，５６７万５，１１６円で、建設改良

費として２億３，０４１万２，０００円を支出し

ております。この建設改良の主なものは、永長久

枝地区配水管布設がえ工事、田之浜東配水池流量

計取りかえ工事、大西送配水管布設がえ工事、朝

立地区公園送水管布設がえ工事等であります。 

 また、企業債償還元金として１億７２６万３，

１１６円を支出しています。資本的収入額が資本

的支出に不足する額３億１２９万７，４８２円

は、過年度及び当年度損益勘定留保資金、建設改

良積立金、減債積立金等により補てんをいたしま

した。 

 なお、３７ページから各上水道事業の決算資料

を掲載しておりますので、ご参照願います。 

 続きまして、認定第１３号「平成２２年度西予

市病院事業会計決算の認定について」提案理由の

ご説明を申し上げます。 

 公営企業会計決算書の９４ページをお願いいた

します。 

 まず、病院事業の概況を報告いたします。 

 平成２２年度におきましては、診療報酬改定の

プラス効果と入院患者の増加に伴う入院収益の増

収により宇和・野村両病院とも経常利益を計上す

ることができ、黒字決算となりました。 

 宇和病院におきましては、継続して常勤医師７

名を確保できたこと、また１０対１の入院基本料

を堅持することにより、入院においては延べ患者

数、収益とも増加となっております。医業収益は

対前年度１億１，３６８万７，０００円の増収と

なり、経常利益は７，７００万７，０００円とな

りました。これにより繰越欠損金を埋め、さらに

未処分利益剰余金３，１７５万６，０００円を計

上することができました。 

 次に、野村病院におきましても、昨年度と同数

の常勤医師を確保できたことにより入院延べ患者

数が増加し入院収益は増加しましたが、外来延べ

患者数の減少により外来収益は減収し、医業収益

では前年度対比１，１２９万６，０００円の減収

となっております。 

 一方、医業費用においては、減価償却費が減少

したことや経費の節減に努めた結果、経常利益は

１億３，８０９万９，０００円となりました。 

 また、野村病院で行われている愛媛大学地域医

療学講座は２年目となりましたが、現在までに７

２名の愛媛大学医学部学生が実地研修を行ってお

ります。 

 イの業務量ですが、宇和病院では年間延べ入院

患者数３万７，５１８人、外来延べ患者数３万

１，３６９人、野村病院では年間延べ入院患者数

３万７，２１２人、外来延べ患者数６万２，４１

５人となっています。 

 次に、決算額について報告いたします。 

 ８３ページをごらんください。 

 この表は宇和病院と野村病院の連結決算による

報告書で、消費税を含むものでございます。 

 まず、収益的収入及び支出のうち収益的収入は

２９億３，２５５万３２１円となり、前年度と比
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較して１．９％増収となりました。 

 一方、収益的支出では、病院事業費用が２７億

２，６２３万９，４７０円となり、１．４％減額

となっております。 

 次のページに移りまして、資本的収入及び支出

でありますが、資本的収入の決算額は１億３，８

８５万６，６２５円で、そのうち９，３６５万

６，６２５円が建設改良に伴う一般会計出資金と

なっております。 

 一方、資本的支出につきましては、老朽化に伴

う医療機器の更新や電子化の推進に努め、宇和病

院に医用画像診断情報管理システム、透析用監視

装置と野村病院に超音波画像診断装置、エックス

線骨密度測定装置等の導入を行ったことから、建

設改良費が１億４，６９０万４，００８円とな

り、医療機器等の企業債償還金が９，６７９万

７，２２５円であることから決算額は２億４，３

７０万１，２３３円となりました。 

 なお、第１項の建設改良費のうち新市立病院に

係る決算額は３，２７０万８，２６９円でありま

す。人件費及び事務費、地質調査業務委託料など

が主な支出の内容であります。これにより資本的

収入額は資本的支出額に不足する１億４８４万

４，６８０円につきましては、過年度分損益勘定

留保資金で補てんいたしました。 

 ８６ページの損益計算書を初め各計算書、貸借

対照表、さらには１１３ページから宇和・野村ご

との決算資料を掲載しておりますので、ご参照く

ださい。 

 続きまして、認定第１４号「平成２２年度西予

市野村介護老人保健施設事業会計決算の認定につ

いて」提案理由のご説明を申し上げます。 

 同じく公営企業会計決算書１４４ページをお開

きください。 

 まず、１の収益的収入及び支出についてご説明

いたします。 

 収入の施設事業収益の決算額は４億２，２０４

万７，０２４円となり、前年度と比較して１．

５％、約６１０万円の増収となりました。 

 一方、支出の施設事業費用の決算額は４億３，

１５９万５，１２３円となり、前年度と比較して

１．９％、約７９０万円の増となりました。 

 次のページ、２の資本的収入及び支出でありま

すが、資本的収入はございません。 

 資本的支出につきましては、企業債償還元金の

ほかエアコン改修工事等で、決算額は３，２８９

万６，３６９円となりました。支出に対する不足

額につきましては、過年度分の損益勘定留保資金

で補てんいたしました。 

 それでは、１４８ページの損益計算書でご説明

いたしますと、１の施設運営事業収益は、介護給

付費が主なものであり、前年度比４７９万９，１

０８円増収の４億５５１万１，３５６円となって

おります。それに対します２の施設運営事業費用

では、全体の７８％を給与費が占めていることか

ら、職員給料や共済組合負担金等の法定福利費等

の増額に伴い前年度比８７９万９６８円増額の４

億１，１３２万１，３２１円となり、差し引き営

業損失は５８０万９，９６５円となりました。 

 また、３の施設運営事業外収益は、市からの補

助金など１，６１５万９，５８４円で、４の施設

運営事業外費用は、企業債償還利息及び雑支出な

ど１，９９３万５，４０３円となり、経常損失が

９５８万５，７８４円、当年度純損失が９５８万

９，３８４円となりました。 

 なお、前年度までの繰越欠損金と合わせた当年

度末の未処理欠損金は５，１６３万６，１１９円

となりました。 

 これらに伴います事業の概要につきましては、

１５３ページの貸借対照表及び１５６ページから

の事業報告書をご参照を願います。今後とも関係

機関と緊密な連携を図り、効率的な施設利用者の

確保及び経費節減に努め、さらなるサービスの向

上と健全経営を図ってまいりたいと考えておりま

す。 

 以上、４認定案件よろしくご審議を賜り、ご認

定くださいますようお願い申し上げます。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

 ただいま議題となっております認定第１号から

認定第１４号までの監査報告を求めます。 

 正司代表監査委員。 

 

○正司監査委員 それでは、決算審査意見につい

てご報告申し上げます。 

 市長から、平成２３年７月４日付で地方自治法

の規定に基づいて審査に付された平成２２年度西

予市一般会計、特別会計及び西予市基金運用状況

並びに平成２３年６月１０日と１６日付で地方公

営企業法の規定に基づいて審査に付された平成２

２年度西予市公営企業会計の決算について慎重に

審査し、監査委員は去る８月１５日に三好市長に

対し、審査結果についての意見書を提出したとこ

ろでございます。 
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 以下、その内容についてご報告いたします。 

 お手元の平成２２年度西予市一般会計及び特別

会計決算審査意見書の１ページをお開きくださ

い。 

 平成２２年度西予市各会計決算審査意見。 

 第１、審査の対象。平成２２年度西予市一般会

計及び平成２２年度西予市授産場特別会計外９の

特別会計歳入歳出決算であります。 

 第２、審査の期間。平成２３年７月１１日から

平成２３年８月１１日までの間実施をいたしまし

た。 

 第３、審査方法。市長から提出されました一般

会計と特別会計歳入歳出決算書、その他政令で定

められた書類について、関係諸帳簿及び証拠書類

と照合し、計数の正確性、予算の執行状況の適否

及び遺漏がないかについて審査をいたしました。 

 第４、審査の結果。適正に執行されていると認

められました。 

 なお、各会計の決算審査の状況及び意見は、２

ページ以降に記載しておりますので、お目通しい

ただき、詳細の説明は省略させていただきます。 

 次に、３５ページをお開きください。 

 決算審査の概要であります。 

 平成２０年度の一般会計及び特別会計の決算の

審査結果は、一般会計の歳入決算額は前年度繰越

額を含めて３０６億８，５４８万８，０００円に

対し、歳出決算額は２９９億７，２４９万円で、

前年度に比べ歳入で１６億２８６万９，０００

円、歳出で１５億２，３５９万８，０００円それ

ぞれ増加しています。 

 また、特別会計合計では、歳入決算額は１３３

億５，８９８万円に対し、歳出決算額は１３２億

３，１６９万５，０００円となっており、前年度

に比べ歳入で１，６５０万９，０００円、歳出で

３０２万５，０００円それぞれ減少しています。

両決算はそれぞれ予算の目的に沿って適正かつ能

率的に執行されていると認められました。 

 日本経済は長引く不況の中で、数次に至る大規

模な経済対策による景気の下支え効果などにより

やや持ち直しの兆しが見られかけましたが、東日

本大震災の発生によりもとの先行き不透明な経済

状況に引き戻され、経済は国家的危機状況にある

と言えます。 

 西予市におきましては、庁舎落成に伴い、平成

２３年度から本庁支所方式へ移行し、組織のスリ

ム化と機能の充実を図っておりますが、西予市を

取り巻く環境は依然として厳しい中にあることを

認識され、職員一人一人がこれまで以上に危機意

識を持ち、より一層の効果的で健全な行政財政運

営の推進に努めていただきたいと考えます。 

 今後の対応や課題について申し上げますと、１

点目は、ページ３ページの財政指標等の状況でも

明らかですが、普通会計における経常収支比率は

昨年度比５．６ポイント減の８４．１％で、年々

改善されてきていますが、妥当とされる７０％か

ら８０％を上回っています。 

 また、公債費負担比率は、昨年度比０．２ポイ

ント増の１９．１％と警戒ラインの１５％を超

え、ともに高比率で推移しており、予算編成に当

たっては、慎重に対処していただきたいと思いま

す。 

 ２点目は、翌年度の繰越額が大きい部課におい

ては、事業予算の執行並びに進捗状況の管理につ

いて十分注意し、適切に対応していただきたいと

思います。 

 ３点目は、収入未済額については、一般会計１

億６，０３１万５，０００円と特別会計の２億

２，２１７万８，０００円、特別会計の主なもの

として国民健康保険税１億９６万８，０００円、

住宅新築資金等貸付金８，６４５万３，０００円

となっており、合計３億８，２４９万３，０００

円の収入未済が生じています。市税等全体として

は年々減少傾向にありますが、一部では増加して

いるものも見受けられます。公平性確保の観点か

ら悪質納税者等に対しては法的措置を講じるなど

強い態度で臨み、未収金対策と収納率向上に一層

努力されるべきと考えます。 

 ４点目として、有価証券、出資金、出捐金及び

基金については、適正に管理されていますが、今

後ともその取り扱い及び管理には十分注意してい

ただきたいと考えます。 

 また、遊休の土地、建物等につきましては、積

極的に有効活用されるよう要望いたします。 

 以上、一般会計及び特別会計決算審査意見の報

告とさせていただきます。 

 次に、お手元の平成２２年度西予市公営企業会

計決算審査意見書の１ページをお開きください。 

 平成２２年度西予市公営企業会計決算審査意

見。 

 １、審査の対象。平成２２年度上水道事業、病

院事業及び野村介護老人保健施設事業の３事業の

会計決算であります。 

 ２、審査の期間。平成２３年６月２２日から平

成２３年７月２１日までの間実施をいたしまし
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た。 

 ３、審査の方法。３事業会計の決算報告書、財

務諸表及び決算附属書類が地方公営企業法その他

関係法令の規定に基づいて作成されているか、ま

たこれらの計数、経営成績及び財政状態が適正に

表示されているかについて関係諸帳簿により確認

するとともに、必要に応じ関係職員から事情聴取

して審査を行いました。 

 ４、審査の結果。いずれも法令に基づいて作成

され、計数、経営成績及び財政状況についても適

正に表示されていると認められました。 

 しかしながら、貯蔵品などの管理については、

担当者任せにするなど内部チェックの甘さが見受

けられました。平成２３年度の課題として、不正

防止の観点からも管理体制の充実に取り組まれる

よう要望いたします。 

 なお、各会計の決算審査の状況及び意見は２ペ

ージ以降に記載しておりますので、お目通しいた

だき、詳細説明は省略をさせていただきます。 

 次に、２０ページをお開きください。 

 上水道事業会計の決算審査の概要であります。 

 上水道事業は、経営の健全化を図るため、西予

市水道料金検討委員会を設置、当委員会の答申を

受け、各上水道事業体で異なる水道加入金、使用

料金、個人負担金等の基本料金の統一化や上水道

事業体の一本化に向けて大きく前進しておりま

す。 

 １、業務実績について。年間総配水量は４０９

万６，７１０立方メートルで、前年度に比べ９万

７９立方メートルの増加、年間総有収水量は３３

０万７，７４７立方メートルで、前年度に比べ１

１万９，９９０立方メートル増加し、７年ぶりに

増加に転じています。年間有収水率は８０．７％

と前年度に比べ１．１ポイント上昇しています。

これは前年度において野村及び三瓶の各水道事業

体が検針の統一化を図るため、毎月検針から隔月

検針へ移行したことに伴い、計上期間が１１カ月

分であったものが、本年度は通常の１２カ月分に

なったことが増加の要因であります。 

 ２、消費税込みの予算の執行状況について。収

益的収入は予算額６億２，８９２万９，０００円

に対し決算額６億２，０９１万５，０００円で、

執行率は９８．７％、収益的支出は予算額５億

９，８８０万２，０００円に対し決算額は５億

４，９９６万３，０００円で、執行率は９１．

８％となっており、収益的収入の執行率が収益的

支出の執行率を６．９ポイント上回り、利益が増

加しております。 

 ３、経営状況について。上水道事業の総収益は

５億９，３０３万５，０００円で、前年度に比べ

１，９３５万８，０００円、総費用は５億３，１

３６万８，０００円で、前年度に比べ２９９万

８，０００円それぞれ増加し、当年度の純利益は

６，１６６万７，０００円と収益の増加が費用の

増加を上回ったことから増益となっております。

総収益増加の主な要因は、先ほど業務実績で述べ

たとおりでございます。 

 このほか各上水道事業体は、新設及び改良工事

を実施し、市民の衛生環境の向上と安全で良質な

水の安全供給に成果を上げております。 

 また、水道料金の未収金については、西予市水

道料金徴収事務取扱要領に基づいて収納率の向上

に努められています。 

 次に、３７ページをお開きください。 

 病院事業会計の決算審査の概要であります。 

 病院事業は慢性的な医師不足の中で、入院患者

数の増加、材料費の削減等地域に密着した病院経

営の健全化に努められ順調に推移していると言え

ます。 

 １、業務実績について。常勤医師の総数は、宇

和病院及び野村病院ともに変動がなく、依然とし

て定数不足の状態は続いておりますが、両病院の

入院患者数は、季節的な患者が顕著であったこと

から、７万４，１３０人と前年度に比べ５，０４

５人増加、外来は人口の減少、高齢化等により９

万３，７８４人と前年度に比べ９，３６５人減少

したことから、西予市病院全体の総患者数は１６

万８，５１４人と前年度に比べ４，３２０人減少

しています。 

 ２、消費税込みの予算の執行状況について。収

益的収入は予算額２９億８，８４７万２，０００

円に対し決算額２９億３，２５５万円で、執行率

は９８．１％、収益的支出は予算額２９億７，９

７８万８，０００円に対し決算額２７億２，６２

３万９，０００円で、執行率は９１．５％となっ

ており、収益的収入の執行率が収益的支出の執行

率を６．６ポイント上回り、利益が増加していま

す。 

 ３、経営状況について。病院事業の総収益は２

９億２，７７８万４，０００円で、前年度に比べ

５，４９７万４，０００円と３年連続で増加、総

費用は２７億２，２３２万５，０００円で、前年

度に比べ４，１２１万８，０００円減少したこと

から、当年度の純利益は２億５４５万８，０００
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円、内訳は、宇和病院が６，７６１万６，０００

円、野村病院が１億３，７８４万３，０００円と

前年度に比べ９，６１９万３，０００円の増益と

なっております。純利益が増加した要因は、入院

患者数の増加のほか、野村病院における材料費の

削減及び耐用年数終了による減価償却費の大幅な

減少が上げられ、特に野村病院におきましては、

プロポーザル方式の導入及び日本医療機能評価機

構による病院機能評価を受けており、経営の充実

が図られております。 

 なお、窓口未収入金の滞納額は１，９３３万

９，０００円、宇和病院が１，４３０万９，００

０円、野村病院が５０３万円については、滞納者

に対して積極的に徴収に出向くなど、その実績を

明らかにするとともに、きめ細かな対策を講じて

滞納額の減少に努めていただくよう要望いたしま

す。 

 次に、５２ページをお開きください。 

 野村介護老人保健施設つくし苑事業会計の決算

審査の概要であります。 

 つくし苑の定員は１００名で、平均的な利用者

数は９５名で推移していますが、介護報酬の改定

がない限り、収益面で大きな期待はできない状況

にあります。 

 １、業務実績について。当年度の総利用者数は

延べ３万３，８９７名で、１日平均９５．５人の

利用で、充足率は９５．５％となっており、これ

を利用別で見ると、入所者数は延べ２万８，５１

５人で、１日平均７８．１人で、充足率は９７．

６％、通所者数は５，３８２人で、１日平均１

７．４人で、充足率は８７．０％となっており、

入所者の利用は増加していますが、通所者は減少

しております。 

 ２、消費税込みの予算執行状況について。収益

的収入は予算額４億３，５１１万６，０００円に

対し決算額４億２，２０４万７，０００円で、執

行率は９７．０％、収益的支出は予算額４億３，

５１１万６，０００円に対し決算額４億３，１５

９万５，０００円で、執行率は９９．２％となっ

ており、収益的支出の執行率が収益的収入の執行

率を２．２ポイント上回り経費高となっておりま

す。 

 ３、経営状況について。つくし苑の総収益は４

億２，１６７万１，０００円で、前年度に比べ６

１２万９，０００円増加いたしましたが、総費用

も４億３，１２６万円と前年度に比べ７３１万

２，０００円増加し、苦しい経営状況が続いてい

ます。総収益は前年度の介護報酬率の改定及び市

からの補助金で増加したものの、費用面で法的福

利費の負担割合が大きかったことから総費用が総

収益を上回り、前年度に引き続き赤字決算となっ

ています。今後とも利用者数の確保につながる工

夫をするとともに、経費の削減等経営基盤の構築

に努めていただくよう要望いたします。 

 以上、公営企業会計決算審査意見の報告とさせ

ていただきます。 

 これで決算審査意見についての報告を終わりま

す。 

 

○副議長 以上で監査報告は終わりました。 

 暫時休憩いたします。（休憩 午後３時２０

分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午後３時３

０分） 

  （日程１３） 

○副議長 次に、日程第１３、報告第６号「平成

２２年度西予市一般会計継続費精算報告につい

て」から報告第１９号「西予ＣＡＴＶ（株）の経

営状況について」までの１４件を一括議題といた

します。 

 理事者の説明を求めます。 

 九鬼副市長。 

 

○九鬼副市長 報告第６号「平成２２年度西予市

一般会計継続費精算報告について」提案理由の説

明を申し上げます。 

 議案つづりの５３ページからになろうかと思い

ます。 

 平成２２年度において重要伝統的建造物群保存

地区選定記念記録映像等制作事業の継続費に係る

継続年度が終了いたしましたので、地方自治法施

行令第１４５条第２項の規定により継続費精算書

を添えてご報告申し上げます。 

 続きまして、５５ページ、報告第７号「平成２

１年度健全化判断比率の修正について」提案理由

のご説明を申し上げます。 

 平成２２年９月定例会で報告いたしました平成

２１年度決算に基づく健全化判断４比率のうち、

将来負担比率を修正いたしましたので、地方公共

団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項の

規定により監査委員の意見を付しご報告申し上げ

ます。 

 続きまして、５７ページ、報告第８号「平成２

２年度健全化判断比率の報告について」提案理由
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のご説明を申し上げます。 

 平成２２年度決算に基づく実質赤字比率、連結

実質赤字比率、実質公債費比率、将来負担比率の

健全化判断４比率を算定いたしましたので、地方

公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１

項の規定にり監査委員の意見を付しご報告を申し

上げます。 

 続きまして、５９ページ、報告第９号「平成２

２年度資金不足比率の報告について」提案理由の

ご説明を申し上げます。 

 上水道事業会計、病院事業会計、野村介護老人

保健施設事業会計、簡易水道事業特別会計、農業

集落排水事業特別会計及び公共下水道事業特別会

計につきまして、平成２２年度資金不足比率を算

定いたしましたので、地方公共団体の財政の健全

化に関する法律第２２条第１項の規定により監査

委員の意見を付しご報告を申し上げます。 

 続きまして、資料は別冊になっております出資

法人等の経営状況についてごらんいただきたいと

思います。 

 報告第１０号「西予市土地開発公社の経営状況

について」、報告第１１号「財団法人宇和町住宅

協会の経営状況について」、報告第１２号「株式

会社野村町地域振興センターの経営状況につい

て」、報告第１３号「株式会社エフシーの経営状

況について」、報告第１４号「株式会社城川開発

公社の経営状況について」、報告第１５号「株式

会社どんぶり館の経営状況について」、報告第１

６号「あけはまシーサイドサンパーク株式会社の

経営状況について」、報告第１７号「株式会社グ

リーンヒルの経営状況について」、報告第１８号

「財団法人宇和文化会館の経営状況について」、

報告第１９号「西予ＣＡＴＶ（株）の経営状況に

ついて」、以上一括して提案理由のご説明を申し

上げます。 

 地方自治法第２２１条第３項で規定する市の出

資比率が５０％以上の法人等につきまして、同法

第２４３条の３第２項の規定により、毎事業年度

に法人の経営状況を説明する書類を作成し、議会

に提出することが義務づけられており、本議会に

１０法人の平成２２年度経営状況について報告を

するものであります。 

 各法人の経営状況の詳細につきましては、担当

部長から補足説明をさせますので、よろしくお願

い申し上げます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 ご説明の前に、西予市土

地開発公社の業務遂行につきましては格別のご協

力、ご支援を賜り、この場をおかりしまして厚く

御礼申し上げます。 

 なお、平成２２年度西予市土地開発公社の事業

につきましては、去る平成２３年６月２１日の理

事会におきまして事業報告及び決算の承認を得ま

したことをまずご報告しておきたいと思います。 

 それでは、報告第１０号「西予市土地開発公社

の経営状況について」説明申し上げます。 

 平成２２年度西予市土地開発公社の事業につき

ましては、完成土地売却実績として、宇和町さく

ら団地４区画を販売し、２，８４３万１，７８０

円の収入がございました。公有地売却について

は、広域交流広場用地及び永長東水利権消滅補償

を西予市に合わせて３億１，９４６万２，３０６

円で売却いたしました。 

 公有地取得につきましては、市営住宅用地とし

て２５０．１６平米を８２５万５，２８０円で取

得いたしました。 

 現在公社におきましては、完成土地のうち三瓶

町いぶき団地全２４区画のうち残１３区画を、城

川高野子団地全１５区画のうち残８区画を、宇和

町さくら団地８２区画のうち残７４区画の販売推

進を行っております。 

 次に、平成２２年度の収支報告をいたします。 

 収入の部では、事業収益３億４，８８０万９，

３９８円、事業外収益９００万３，８０２円、繰

越金３，０６１万９，３４９円、事業借入金４，

８４５万９，２８０円、歳入合計では４億３，６

８９万１，８２９円でございます。 

 歳出の部では、事業費用１，１１５万７，６５

４円、販売費及び一般管理費として２，１０９万

５５３円、事業外費用５６７万７，４１１円、事

業借入元金償還２億９，２０２万５，９６５円、

歳出の合計で３億３，０１３万１，５８３円でご

ざいます。 

 以上により差し引き繰越金は１億６７６万２４

６円でございます。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しいただきたいと思います。 

 以上で西予市土地開発公社の経営状況説明を終

わります。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 
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○藤中産業建設部長 ご説明を申し上げます前

に、財団法人宇和町住宅協会は、公益法人制度改

革に伴いまして、平成２３年３月２８日に解散を

いたしました。格別のご協力、ご支援を賜りまし

たことに対しまして、この場をおかりしまして厚

くお礼を申し上げます。 

 平成２２年度財団法人宇和町住宅協会の事業に

つきましては、平成２３年２月１０日に監査を受

け、平成２３年２月１７日の理事会におきまして

事業報告及び決算の承認を得ましたことをご報告

申し上げます。 

 それでは、報告第１１号「財団法人宇和町住宅

協会の経営状況について」説明をさせていただき

ます。 

 平成２２年度財団法人宇和町住宅協会の事業

は、みどり団地２期宅地を平成１５年から平成２

２年に継続して販売いたしました。全５３区画の

うち平成１５年度から平成２１年度まで３５区画

を販売し、平成２２年度は４区画販売をいたしま

した。現在の残区画は１４区画となっておりま

す。先ほど申し上げましたとおり、財団法人宇和

町住宅協会は解散いたしましたので、残用財産で

ある分譲住宅地は、西予市土地開発公社に移譲い

たしました。 

 次に、平成２２年度の収支報告をいたします。 

 歳入の部では、事業活動収入４，５２１万９６

５円、繰越金５，６６０万１，２６８円、歳入合

計１億１８１万２，２３３円でございます。 

 歳出の部では、事業活動支出９８７万７，０２

１円、財務活動支出７，０００万円、財政調整基

金、歳出合計７，９８７万７，０２１円でござい

ます。 

 差し引き繰越金といたしまして２，１９３万

５，２１２円でございます。 

 財団法人宇和町住宅協会の残用財産である現金

は、宇和町住宅協会寄附行為第２５条の規定によ

り西予市に寄附いたします。 

 なお、清算金額については、清算会を経て確定

いたします。詳細につきましては、お配りしてお

ります資料をお目通しください。 

 以上で財団法人宇和町住宅協会の経営状況説明

を終わります。 

 続きまして、農林水産関係第三セクター６社の

経営状況についてご報告をいたします。 

 報告第１２号「株式会社野村町地域振興センタ

ーの経営状況について」ご説明いたします。 

 当社は、西予市指定管理者として農業公園ほわ

いとファームの管理経営に当たり、乳製品や絹製

品などの地域特産品の製造販売、レストラン事業

ほかイベント開催による地域内外からの集客事業

に取り組んでおります。平成２２年度におきまし

ては、チーズの製造を開始するとともに、みかん

ソースアイスクリームの開発を行いました。ま

た、新規取引先の開拓、ネットショップへの出店

など販売の拡大を図り、菓子類を中心に新規商品

の開発やレストラン運営の効率化など経営の改善

に努めてまいりました。その結果、実質売り上げ

は約５，７５０万円、前年度対比９０．６％とな

り、実績としましては、厳しい経営状況となりま

した。期末における地域雇用者は、パート社員を

含め１９名でございます。平成２３年度につきま

しては、新たな乳製品の開発・販路開拓、地産地

消等顧客ニーズに対応したレストランの経営、各

種イベントを行うとともに、役職員の意識改革を

初めさらなる販路拡大、施設運営の改革を図り、

徹底した経営の改善に取り組んでまいります。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんください。 

 次に、報告第１３号「株式会社エフシーの経営

状況について」ご説明をいたします。 

 当社は林産材の伐出、除伐、作業道開設や治山

等の受託作業を主な事業として、森林の保全や林

業の担い手育成等に取り組んでおります。材価の

下落が続く中、平成２２年度は林業への就業定着

を進めるための雇用対策事業及び森林整備に重点

を置いた事業展開となり、森林整備面積では３１

６ヘクタール、前年対比１７６％と増加し、伐出

生産量では８，４５０立米、前年対比１５８％と

大幅な増となりました。この結果、売上総額では

約１億５，０００万円、前年対比１２１％と増加

し、治山事業への積極的参入が功を奏し、当期純

利益では１，２４０万円を計上することができま

した。期末における地域雇用者数は３０名でござ

います。平成２３年度におきましても、原木相場

は低調が続く中、大変厳しい状況となることが予

想されますが、造材から販売までの市場木材情報

を最大限に収集し、西予市内森林の適切な整備と

林業活性化に向けて将来につながる経営と担い手

の育成を確立してまいる所存でございます。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんください。 

 次に、報告第１４号「株式会社城川開発公社の

経営状況について」ご説明申し上げます。 

 当社は、西予市指定管理者として特産品センタ
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ー、加工センター、クアテルメ宝泉坊など８施設

の管理経営に当たり、地域特産品の製造販売ほか

市民の健康増進、観光交流などの事業を行ってい

ます。平成２２年度実績は、実質売り上げ約４億

７，４００万円、前年度対比９５％、当期利益１

００万円となりました。国内景気悪化の影響で過

去１６年間にわたり順調な取引を続けてきた大口

取引先からの受注が途絶え、売り上げの大幅ダウ

ンを余儀なくされましたが、当社が掲げる方向性

として、よい時期もよくない時期も常に考え、常

に動き続けるという点をモットーに絶え間なく商

品開発と販路開拓に取り組んできました。既存の

大口取引先だけに頼らず、できるだけリスクを分

散させ、常に先を見据え、複眼的思考を持つこと

の大切さを思い知らされました。期末における地

域雇用者は、パートを含め８５名でございます。

今後も高齢化や景気動向などの消費者ニーズの的

確な把握とともに、自社ブランドのたゆまぬ開発

など、常に挑戦する姿勢のもとに信頼される地域

の中核企業として産業活性化に貢献してまいる所

存でございます。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんください。 

 次に、報告第１５号「株式会社どんぶり館の経

営状況について」ご説明申し上げます。 

 当社は、西予市指定管理者として、ふれあい市

場、レストランなどの管理経営に当たり、農林水

産物や地域特産品の販売ほか、観光交流などの事

業を行っています。年間平均５０万人近くあるレ

ジ客数が、今期は下半期に実施された青空市の改

築工事により仮店舗での営業が要因で約４７万人

と大きく下回りました。経営実績では、総売り上

げ約５億８，７００万円と前年比９７％となり、

６年連続で維持していた売り上げ６億円をわずか

に下回る結果となりましたが、最終的に６８８万

円の利益を計上するに至りました。期末における

地域雇用者は、パート職員を含め２１名でござい

ます。現在青空市の改築工事も終了し、収支は安

定的に推移していますが、近隣地域での競合施設

の開業や高速道路の無料化実験の打ち切り、南伸

などの影響にも危機感を持ち続けなければなりま

せん。今後も生産者との信頼関係はもとより、新

しくなった青空市を新たな武器に、さらなるオリ

ジナル商品の開発や観光、地場産業の振興などを

戦略的に展開し、地域活性化に貢献してまいりま

す。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんください。 

 次に、報告第１６号「あけはまシーサイドサン

パーク株式会社の経営状況について」ご説明しま

す。 

 当社は、西予市指定管理者として、ふるさと創

生館、はま湯、民宿故郷、オートキャンプ場きゃ

んぱの経営に当たり、地域特産品の製造販売、市

民の健康増進、観光交流の推進など地域振興を担

う拠点施設としての各種事業を行っています。平

成２２年度の売上高は２億１，６２４万２，００

０円、前年度対比２，０３８万８，０００円の

減、率で８．６％下回る決算となりました。この

最大の要因は、無添加ジュースを主力とする創生

館事業に係るかんきつが裏年のため受け入れが減

少し、売り上げが１４％下回ったことにありま

す。 

 また、当期末における地域雇用者は、パートを

含め４１名でございます。 

 なお、厳しい経営状況ではございますが、今後

とも全社を挙げて経営の健全化を進めるため商品

開発や販路拡大、顧客獲得、経費削減に邁進し、

さらなる地域貢献が果たせるよう努力してまいる

所存でございます。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんください。 

 次に、報告第１７号「株式会社グリーンヒルの

経営状況について」ご説明申し上げます。 

 当社は、西予市指定管理者として、ケールを青

汁に加工し、その販売を行っています。平成２２

年度におきましては、天候の影響によりケールの

受け入れ量が不足し、計画どおりの製造が行えな

かったため売上高は約７億７，７００万円、前年

対比４．４％減となりました。 

 また、経常利益につきましては、６月、７月の

収穫の原料を使用したストレートバルクによる

も、冬の糖度の高いストレートバルクの比率がふ

えたことで安く仕入れ、高く売ることができたこ

と、また前年からの改善活動の成果や原材料輸送

費の削減及び資材発注ロットの調整などにより

１，７９９万円、前年対比３４％増となりまし

た。 

 なお、期末における地域雇用者数は３２名でご

ざいます。 

 ケールかすのサイレージ飼料化は、残渣処理費

の削減にも貢献しており、今後は資源リサイクル

事業として取り組むとともに、管内のケール契約

量を出荷できるようきめ細かい管理を行っていき
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ます。 

 株式会社ファンケルとの製品取引体制を見直し

たことにより、夏場の体制はよくなりましたが、

愛媛でのケールのできぐあいに大きく左右される

リスクも抱えています。今後も工場の稼働率アッ

プが期待できるようＨＡＣＣＰ遵守による製造工

程管理を徹底し、すぐれた製品づくりに努めてま

いります。 

 なお、詳細につきましては、お配りしておりま

す資料をごらんください。 

 以上で説明にかえさせていただきます。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 報告第１８号「財団法人宇和文

化会館の経営状況について」ご説明させていただ

きます。 

 財団法人宇和文化会館は、指定管理者として芸

術文化事業の実施と施設の管理運営を行っており

ます。芸術文化事業としまして、宇和文化会館自

主事業９公演、共催事業５公演を実施をしまし

た。また、三瓶文化会館自主事業２公演及び共催

事業１公演を実施をしました。近年子供向けの事

業を実施していなかったことから、米村でんじろ

うおもしろサイエンスショーでは、ショーアップ

された実験を通して科学の不思議さと理論をわか

りやすく解説いただき、子供から大人まで楽しめ

る内容で会場は大いに盛り上がりました。文化会

館の利用状況は、年間８６５件で、延べ４万７，

６２７人の利用となっております。 

 収入につきましては、西予市からの受託料収入

４，２１２万５，０００円、事業収入２，６９６

万８，０００円、会場利用収入９４１万２，００

０円及び利息収入と雑収入合わせまして６８万

９，０００円を含めた事業活動収入合計７，９１

９万４，０００円であります。前年対比７．２

３％の減となっております。 

 事業活動支出につきましては、管理費２，４６

２万３，０００円と事業費６，０５７万１，００

０円であり、合計８，５１９万４，０００円とな

りました。 

 事業活動収入合計７，９１９万４，０００円か

ら事業活動支出合計８，５１９万４，０００円を

差し引きますとマイナス６００万円となり、投資

活動収支差額９７万８，０００円を合わせますと

マイナス６９７万８，０００円となり、前期繰越

額８１５万７，０００円と合わせて１１７万９，

０００円が次期繰越額となります。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しいただきたいと思います。 

 以上、簡単ですが、ご説明とさせていただきま

す。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 最後になりましたが、報

告第１９号「西予ＣＡＴＶ（株）の経営状況につ

いて」ご説明申し上げます。 

 西予ＣＡＴＶ株式会社は、平成１９年に前身で

あります野村ケーブルテレビ株式会社の発行済み

株の一部を取得し、平成２０年４月１日には西予

ＣＡＴＶ株式会社へ社名を変更し、現在発行済み

株式１，２００株のうち８８．３％に当たる１，

０６０株を西予市が保有した形になっておりま

す。 

 平成２２年度の事業は、城川町及び野村町横林

と惣川地区並びに三瓶町の約８，５５０世帯を対

象にしたケーブルテレビのエリア拡大関連事業及

び自主事業放送番組制作、有線テレビジョンによ

る再送信事業などが主なものでございます。 

 平成２２年度の収支は損益計算書のとおり、当

期純損失が９１０万９，７６６円でありました。 

 なお、西予市からは６，２４９万９，０００円

の補助金、委託料、負担金を支出いたしておりま

す。 

 詳細につきましては、お配りしております資料

をお目通しいただきたいと思います。 

 なお、今年度の報告事項ではございませんが、

本年８月末に代表取締役社長の大森氏が退任さ

れ、９月より元西予市職員の清水忠夫氏が新社長

に就任されましたので、参考までに報告いたしま

す。 

 以上、西予ＣＡＴＶ株式会社の経営状況の説明

を終わります。 

 

○副議長 理事者の説明は終わりました。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしまし

た。 

 明日９月７日は午前９時より一般質問及び質疑

を行います。 

 本日はこれにて散会いたします。 

  散会 午後４時０２分 
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平成２３年第３回西予市議会定例会会議録（第２号） 

 

１．招 集 年 月 日 平成２３年９月７日 

１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 

１．開     議 平成２３年９月７日 

          午前９時００分 

１．散     会 平成２３年９月７日 

          午後３時５６分 

１．出 席 議 員        

    １番    欠  員   

    ２番  二 宮 一 朗 

    ３番  兵 頭   学 

    ４番  明 智 祥 勝 

    ５番  井 上   勲 

    ６番  小 野 正 昭 

    ７番  松 山   清 

    ８番  宇都宮 明 宏 

    ９番  松 島 義 幸 

   １０番  元 親 孝 志 

   １１番  嶋 川 武 文 

   １２番  沖 野 健 三 

   １３番  森 川 一 義 

   １４番  藤 井 朝 廣 

   １５番  浅 野 忠 昭 

   １６番  岡 山 清 秋 

   １７番  酒 井 宇之吉 

   １８番  兵 頭   勇 

   ２０番  梅 川 光 俊 

   ２１番  菊 地 ミスギ 

   ２２番  大 竹 忠 盛 

   ２３番  二 宮   元 

   ２４番  坂 本 隆 重 

１．欠 席 議 員 

   １９番  山 本 昭 義 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

   市     長  三 好 幹 二 

   副  市  長  九 鬼 則 夫 

   教  育  長  森   英 二 

   公営企業部長  松 山 一 郎 

   会 計 管 理 者  河 野 敏 雅 

   総務企画部長  宇都宮 又 重 

   産業建設部長  藤 中   彰 

   生活福祉部長  上 甲 憲 章 

   教 育 部 長  兵 頭 三 樹 

    

明 浜 支 所 長  平 田 與 輝 

   野 村 支 所 長  河 野 数 義 

   城 川 支 所 長  福 原 純 一 

   三 瓶 支 所 長  三 好 幸 二 

   消防本部消防長  清 水 敏 昭 

   総 務 課 長  井 上 謙 二 

   財 政 課 長  宗   正 弘 

   企画調整課長  宇都宮 松 夫 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 
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  開議 午前９時００分 

○副議長 おはようございます。 

 本日はこのように大勢の方が傍聴にお越しいた

だきまして、まことにありがとうございます。 

 ただいまの出席議員は２２名であります。これ

より本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであ

ります。 

  （日程１） 

○副議長 これより日程第１、一般質問を行いま

す。通告順に質問を許可いたします。 

 この際、申し上げます。 

 各議員の発言時間は、１５分以内でお願いいた

します。質疑については３回までとし、あわせて

１０分以内でお願いいたします。 

 まず、７番松山清君。 

 松山君。 

 

○７番松山清君 皆さんおはようございます。 

 平成２３年第３回定例議会におきまして、質問

の機会を得ましたので、通告に基づき質問いたし

ます。 

 冒頭に、台風１２号による大雨洪水で被害に遭

われた皆様に心からお見舞いを申し上げます。１

００人を超える死者、行方不明者が出るという想

定もしない大災害となりましたことに、自然の力

の恐ろしさを痛感している次第であります。 
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 東日本大震災から早くも半年が過ぎようとして

いますが、福島第一原子力発電所の収束のめどが

立たず、今後２０年にわたり自宅に帰ることがで

きないという被災者が発生してくるなど、大震災

は日本の歴史上経験したことないほどの大惨事と

なってきつつあります。周辺住民の皆様の復興へ

不安とこれからの生活を思うと、心配という言葉

だけでは言いあらわすことのできない魑魅魍魎し

た未知の世界が待っているのではないかと、とて

も恐ろしく思います。そのような不安は、日本人

のみならず外国にも伝染し、風評被害となって日

本を襲ってきています。直接の放射能だけでな

く、外国人が日本へ来なくなるという、観光産業

にとっては大きな痛手になっており、農水産物の

みならず工業製品の輸出まで放射能検査を求めら

れるという、日本の産業の根幹を揺るがす事態に

までなってきております。 

 今、日本は放射能病から脱却しなければなら

ず、そのためにはこれからの東日本の復興と原発

に頼らないエネルギーの確保を進めていくことが

重要な時代に突入してきていると思うわけであり

ます。 

 まず、第１の質問として、政府が掲げる脱原発

依存の方向性について、市長の考えをお伺いいた

します。 

 国のエネルギー政策は、政府関係者の発言など

からも、脱原発で進もうとしていますが、三好市

長は脱原発依存について、西予市では今後どう対

応していくと考えられておられるでしょうか。西

予市から２０キロメートル以内に伊方原子力発電

所が立地していますが、チェルノブイリ、スリー

マイル、福島第一原発事故のような想定外の問題

が将来起こり得ることを考えると、既に原子力発

電に電力を頼ることには限界が来ていると感じら

れます。 

 福島第一原発において想定外と言われているこ

とも、伊方原発１号機設置許可の取り消しを求め

た伊方訴訟において、その問題は予見されていた

とも指摘され、全電源喪失による炉心溶融と放射

性物質放出、地震や事故への甘い想定、推進を前

提とした安全規制の矛盾、行き詰まった使用済み

燃料処理、事故時の健康被害など、想定外という

言葉で責任回避することはできません。 

 今後は、原子力発電によるエネルギーから、自

然エネルギーをもっと取り入れた社会を目指して

いくべきだと思いますが、そのためには自治体や

住民のコンセンサスが必要となってきます。した

がって、その方向へ向かって西予市のまちづくり

を進めていかなければならないと思います。しか

し、今の福島第一原発の処理を見ていると、全く

収束しない今の現状では、周辺の住民の幸福につ

いて思うとき、国の原子力発電に頼るエネルギー

政策や安全神話の見直しが必要なことは明白であ

ります。 

 福島第一原発から２０キロメートル以内は避難

指示、２０キロから３０キロメートルは緊急時避

難準備区域、それ以上は計画的避難区域とされ、

住民が土地から引き離されている現実を見ると

き、西予市民もその基準で見ると、伊方原発で事

故が起こった場合、農業や水産業、あるいは事業

所や店舗など、今の生活を捨てて避難所で暮らさ

なければならないというリスクも想定しておく必

要が出てきます。そこまで覚悟して原発を容認す

るということはできないのではないでしょうか。 

 昭和５０年代に伊方原子力発電所を建設されて

いるときは、耐用年数は３０年と聞いていました

が、先般四国電力の勉強会では、発電機の部品な

どは新品に交換しているので耐用年数はないとい

う経営幹部のお答えでありました。しかし、建屋

や原子炉を初めとする構造物などは取りかえるこ

とができないので、３０年もたてば次の新しい発

電方式になると期待していましたが、部品交換と

定期点検という逃げ道や言いわけで半永久的に使

い続けていくという現状がはっきりしてきたよう

に思います。そうであれば、政府が目指す脱原子

力発電という方向は、我々国民にとっては納得で

きるものであり、西予市も積極的に自然エネルギ

ーを利用するように今後は考えて、段階的に原子

力発電に頼らないまちづくりに取り組むという方

向が重要だと考えられますが、理事者の考えをお

伺いいたします。 

 次に、観光林道の活用と風力発電の誘致につい

てお伺いいたします。 

 法華津峠から県道宇和高山線へとつながる観光

林道は、合併前から宇和町、明浜町、吉田町が取

り組んできた事業で、最近では舗装もされて大変

通行もしやすくなっていますが、その利用はとい

うと十分ではないと感じられます。観光林道とい

う意味合いがまだまだ市民に浸透していないし、

そのような利用のされ方がないためでしょう。今
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後の活用及び事業予定はどう取り組んでいくの

か、お尋ねします。 

 この観光林道は整備されているので、自然エネ

ルギーに注目が当てられている今では、観光林道

沿いに風力発電の誘致はできないものでしょう

か。社会情勢にもよるのでしょうが、今後風力発

電の必要性は高まっていくことが予想されている

し、ここは人家からも遠いなど、条件的には有力

な立地条件を持っています。風力発電は、今後の

中核を担う新エネルギーであり、地球温暖化への

対策として全世界的な広がりも見逃すことができ

ず、最近の技術の進歩により３，０００キロワッ

ト級の風力発電機が登場するなど、発電コストの

低価格化も進んでいます。したがって、事業主体

をどうするかが課題でありますが、それらに対し

て市としての支援を検討することにより、西予市

の自然エネルギーの自給率も向上していくのでは

ないかと思います。 

 ８月２６日には、太陽光、風力発電などの普及

を目指す再生エネルギー特別措置法が国会で可決

され、来年７月から施行されることになりまし

た。これには小規模水力発電やバイオマス発電な

どによる電力も含めて固定価格買い取り制度が導

入されており、今後の電力の自給向上を目指す自

治体が増加していくと考えられます。今こそ再生

可能エネルギー確保に力を入れていくべきだと思

いますが、理事者の考えをお聞かせください。 

 次に、太陽光発電システムの導入補助について

お伺いいたします。 

 再生可能なクリーンエネルギーとしての太陽光

発電システムは、近年普及が進んでおり、国も補

助制度を導入してその促進を図っているところで

あります。愛媛県内の大抵の市は独自の設置補助

制度に取り組んでおり、南予では大洲市から愛南

町や鬼北町に至るまで、その補助制度が受けられ

る実態となっております。その補助金額について

は、松山市の場合、最大で国から１４万４，００

０円、市からは１８万円となっているようです

が、その自治体の財政状況に応じて市や町の補助

額には差があるようです。高知県梼原町では、県

１０万円、町６０万円などを含め、計８４万４，

０００円もの補助があります。時代のニーズとし

て太陽光発電システムは今後推進していくべきで

あり、愛媛県も補助制度のある市町に対し支援を

するということが９月補正予算で明らかになって

きました。西予市においても導入時の補助制度を

つくるべきではないかと思うのですが、理事者の

考えをお伺いいたします。 

 かつてメーンフレームという情報センターの大

型コンピューターが事務処理や技術計算の主役で

あった時代がありますが、ダウンサイジングによ

りパソコンやオフコンなどにより現地現場処理が

進んでいったのと同じように、発電も原発という

巨大施設での生産から自然エネルギーを利用した

ローカル発電が主役になる、スマート発電の時代

に今は向かっております。西予市には、バイオマ

スタウン構想はありますが、福島第一原発事故を

教訓にして、バイオ発電や太陽光発電、風力発

電、ダムを改良するなどした水力発電などによる

エネルギー確保に取り組んで、自然エネルギー１

００％のエコタウンを目指していくことはできな

いでしょうか。 

 次に、卯之町駅前広場と自転車置き場の整備に

ついてお伺いいたします。 

 本庁舎が完成して、旧庁舎も解体されている途

上ですが、今後卯之町駅前の周辺整備と自転車置

き場の確保についての見通しをお聞かせ願いたい

と思います。 

 現在、第１別館前や通路の中まで無秩序に自転

車が突っ込まれていますが、利用者の利便を考え

ると、その確保は工事中でもまた完成後もしっか

りとしていかなければならないと思います。卯之

町駅前は、町の顔であり、多くの人が列車を利用

することから、広場や駐車場、送迎車、タクシー

の待機場所などは、それにふさわしいものとして

適切に確保していかなければならないと思ってお

ります。ＪＲや宇和島自動車との整備計画につい

ての協議などの進捗状況は現在どのようになって

いるのでしょうか。今後の取り組みについての方

針や現状をお伺いいたします。 

 また、第１別館についての取り扱いは、解体し

て周辺整備をしていかなければならないと思われ

ますが、そろそろ新庁舎も完成することから、次

のステップとしての基本的な考えについてお伺い

いたします。 

 最後に、ＣＡＴＶの活用と行政チャンネルにつ

いてお尋ねいたします。 

 西予ＣＡＴＶの番組は、自主制作のものを中心

に放送されていますが、行政情報はまだまだ十分

に発信されていない現状だと思います。行政も積



 

－51－ 

極的にＣＡＴＶを利用して情報発信をすべきであ

ります。さらに、活用を図ることによって市民に

有効な情報伝達の手段となる可能性もあるし、市

民が興味を持ち、加入率の向上につながると考え

られます。 

 例えば、西予市の行政改革や事務事業評価、公

共交通の見直しなどの結果や検討状況などを職員

が登場して解説をしたり、議会報告や委員会報告

の番組を制作する、またそれぞれの行政部門や検

討委員会の報告、議会の委員会や議員が活動報告

に活用するなどすれば、おもしろい放送となりま

す。行政チャンネルについては、実施している町

は多数ありますが、行政情報と市のスケジュール

などの文字情報を３０分から１時間程度に編集

し、同じ内容を一日じゅう繰り返して流している

という例もあるようです。それは、１週間単位で

更新するという仕組みですが、それくらいなら西

予ＣＡＴＶでもできるように思います。さきの視

察した亀山市では、議会があるときはその時間だ

け行政チャンネルで議会を生中継するそうで、Ｃ

ＡＴＶの活用例としてはそのやり方も考えられま

す。ローカルな放送ならではの活用方法を模索

し、また行政チャンネルとしての専門性を持たせ

て、もっと親しみのある西予ＣＡＴＶにしていき

たいと思いますが、理事者の考えをお尋ねいたし

ます。 

 以上で質問を終わります。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 皆さんどうもおはようございます。 

 日本全国各地に甚大な被害をもたらしました台

風１２号、このように、うそのようにきょうは台

風一過で晴れてまいりました。秋さえ感じさせる

ような晴天の朝となってまいりました。 

 本日はこのように早朝から、傍聴の席において

は多くの方々が傍聴いただいております。本当に

ありがとうございます。 

 本日は９名の議員の方から一般質問を受けます

けれども、いずれも大切な一般質問でございま

す。私どもも真剣に対応していきたいと思ってお

ります。 

 まず、第１番目の脱原発についてと太陽発電シ

ステムの補助について、松山議員の質問について

私のほうから答えさせていただきます。 

 議員ご質問の第１点、脱原発についてお答えさ

せていただきます。 

 国のエネルギー政策は、安定供給の確保、環境

への適応、市場原理の活用の３つの基本方針を掲

げております。その中にあって、原子力発電はコ

ストや安定供給をする安定性、経済効率性を同時

に満たす基幹エネルギーとして、安全の確保を大

前提として積極的な利用拡大が図られてまいりま

した。しかしながら、３月１１日に発生した東日

本大震災による福島第一原子力発電所の事故は、

私たちが認識した原子力発電の根幹を揺るがし、

安全神話が崩壊してまいりました。 

 大震災から間もなく半年を迎えようとしており

ますけれども、原発事故の収束に向けた当面の取

り組み、ロードマップは公表されておりますが、

住民のふるさとへの帰還についての先行きは見え

ない状況にあります。また、主な復興事業の工程

表をマスコミが発表されましたけども、長いもの

では５年程度を目指しており、住民とって非常に

厳しいものとなっております。今回の原発事故に

おいて、脱原発の議論は深まると思いますけれど

も、安定供給やコスト、地球温暖化防止等の整合

性を考慮しながら代替エネルギーへの転換を図る

には長期的な対策、視点が必要であり、当面の短

期的なエネルギー源は原子力発電に頼らざるを得

ないのではないかと思っております。最終的に

は、脱原発を目指すのは自然的な方向だと思いま

すが、電力料金の高騰や安定供給に不安がある

と、国内産業の海外流出を誘発し、家庭にも大き

な影響を及ぼすこととなります。 

 したがいまして、将来的には、新たなエネルギ

ーの導入や省エネ対策を強力に推進し、全体的な

エネルギーバランスを考えながら、原発への依存

を徐々に減らしていく手法が最善であろうかと考

えております。原発事故以降、エネルギーの安定

供給を確保するとともに、二酸化炭素の排出を削

減し、地球温暖化の問題への対応を図る観点か

ら、太陽光、風力、バイオマスなど、再生可能エ

ネルギーの期待が高まっております。 

 このような中、先般再生エネルギー特別措置法

が可決成立いたしました。この法律は、発電した

電力の全量を電力会社が買い取る、固定価格の買

い取り制度でありますけれども、制度の柱となっ

ております新規参入の発電コストは発電料金に転

嫁されることとなります。企業や家庭では負担増



－52－ 

となると思われておりますけれども、電力を大量

に使う企業には負担軽減措置が講じられるようで

あります。本市におきましても、環境に優しいま

ちづくりを積極的に進めてまいりたいと思ってお

るところであります。温室効果ガスの排出削減を

図るためには、バイオマスや太陽光、風力等の自

然エネルギーからの発電を積極的に推進していき

たいと考えております。 

 なお、導入に当たっては、地域や地点によって

適合性が大きく異なることから、地域に適した導

入を検討したいと考えております。 

 次に、ご質問３点目の太陽光発電システムの補

助金につきましては、ご指摘のとおり県内１４市

町で財政状況において国の補助の上乗せとして補

助金を支出されております。この太陽光発電シス

テムの導入につきましては、クリーンエネルギー

として注目されておりますけれども、導入コスト

が高く、投下資本の回収が困難なことから、一般

家庭では思うように普及していないのが現状であ

ります。近年の消費者のエネルギーに対する意識

変化や、平成２１年度末からの買い取り価格の上

昇の後押しもありますので、本市におきましても

広い市域の地域特性を十分に生かした環境のまち

づくりを推進するため、太陽光発電システム補助

金制度の導入とあわせてエコタウンの推進を前向

きに検討してまいりたいと考えております。 

 以上、私からの答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 松山議員の２点目のご質

問、観光林道の活用と風力発電の誘致についてお

答えいたします。 

 初めに、観光林道の今後の活用及び事業予定と

してどのように取り組むかについてお答えをいた

します。 

 法華津峠から県道宇和高山線へとつながる観光

林道成谷線、竜王線につきましては、平成２２年

度に林道成谷線の舗装が完了したことにより、起

点から終点までの全線が舗装道となりました。市

といたしまして、本路線は林業及び観光振興両面

の機能を有していると考えております。 

 まず、観光面につきましては、法華津・野福峠

観光開発促進協議会を設置し、観光施設等の充実

を図っているところです。平成２２年度には、展

望台に設置しております法華津峠表示板の改修、

宇和高山線に法華津峠展望台案内板の設置、展望

台トイレ、手洗いの取りかえと観光客誘致及び整

備を行ったところでございます。ご存じのとお

り、県では南予地域を重点地域として観光支援を

進めていただいております。市といたしまして

も、足宇和海国定公園に位置し、風光明媚な法

華津峠を観光面で一角となるよう、観光開発促進

協議会のメンバーでもある宇和島市と協力しなが

ら誘客に努めてまいりたいと考えております。 

 また、今後の事業実施といたしましては、ウオ

ーキング大会や体験メニューの企画、マスコミへ

の積極的なＰＲ活動等を行い、法華津峠の魅力を

市内外に発信する予定といたしております。法華

津峠は、往来する人々がその絶景に心を打たれ、

詩歌が生まれ、絵となり民話となり歌碑が建てら

れました。殺伐とした現代社会の中にあって、市

民の方々はもちろん、観光客の方の心休まる地、

いやしの地、歴史をしのぶ地として位置づけ、観

光振興に役立てていきたいと考えております。 

 次に、観光林道沿いに風力発電の誘致はできな

いかについてお答えをいたします。 

 法華津峠から県道宇和高山線へとつながる観光

林道、成谷線、竜王線沿線の風力発電施設の設置

については、過去平成１７年度でございました

が、大手企業からの協力依頼の申し出がありまし

た。企業側といたしましても、当該地の宇和財産

区山林を借地の上、風強調査等を実施された結

果、おおむね企業として採算ベースに乗る風力が

確認され、事業着手に向けた計画を進められてい

た経緯があります。しかし、企業の諸事情により

現在まで計画は中断されたままになっておりま

す。市といたしましても、風力発電や太陽光発電

のような再生可能エネルギー供給施設の設置は重

要と考え、今後関係企業から当該地域における風

力発電施設設置の申し出があった場合には、地元

や県、国と協議連携し、各種の問題点がないこと

を確認の上、事業実施に向けた協力に取り組んで

まいりたいと思っております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 私からは、４点目の卯之

町駅前広場と自転車置き場の整備とケーブルテレ
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ビの活用についてお答えいたしたいと思います。 

 まず、卯之町駅前広場と自転車置き場の整備に

ついてでございますが、昨年６月の定例議会にお

いてもご質問いただいたところでございますが、

庁舎第１別館の利活用とあわせた駅前の整備につ

きましては、西予市の顔、玄関でございますの

で、西予市のまちづくり、中心市街地の活性化を

考える上でも非常に重要な課題でございます。 

 今後の取り組みにつきましては、２４年度から

庁内検討会と並行して市民検討委員会等を開催

し、広く市民の皆様の声を聞きながら整備計画づ

くりを進めてまいりたいと考えております。 

 ＪＲ四国や宇和島自動車の協議につきまして

は、整備計画策定にあわせて同様に進めてまいり

たいと考えております。 

 また、自転車置き場の確保につきましては、現

在宇和保健センター改修工事や庁舎建設事業によ

り、庁舎第１別館横の駐輪場及び旧上下水道課棟

の横の駐輪場を撤去いたしております。第１別館

周辺部分や文化会館前の一部を代替の駐輪場とし

て対応しているところでございます。 

 ＪＲ卯之町駅前の利用者の多い日には、駅前の

利用者の多い日にはこの代替駐輪場に自転車が約

１００台、バイク２０台程度が駐車しておりま

す。ご指摘のとおり、一部第１別館前の道路、歩

道部分にまではみ出しているのが現状でございま

す。使用上の注意を表示して、利用者に整理整頓

について周知は図っておりますが、現状では利用

台数に対して駐車面積が不足しているのも事実で

ございまして、利用者及び周辺地域の皆様に大変

ご迷惑をかけているところでございます。 

 ただ、１０月にはすべての庁舎建設工事が完了

いたします。現在のスペースに加えて市役所敷地

内に約４０台の駐輪場が増設となりますので、混

雑が緩和できるものと考えております。また、長

期的には現状を踏まえ、駅前開発事業の中で駐輪

場の整備についての検討が必要であろうかと考え

ておりますので、ご理解やご支援を賜りますよう

お願いいたします。 

 続きまして、５番目のケーブルテレビの活用と

行政チャンネルについてお答え申し上げます。 

 西予ケーブル株式会社の自主放送チャンネル、

きらりチャンネルでございますが、同社が提供す

るケーブルテレビサービスの加入者向けに西予市

で行われている身近な話題、地域の情報をデジタ

ル画像で配信するために、西予市及び日本ケーブ

ルテレビ連盟の自主放送チャンネル使用、認許可

をとって取得したのは、これが自主放送チャンネ

ルでございます。これまで、西予ケーブルテレビ

株式会社におきましては、デジタル放送の完全移

行に向けまして、加入手続や引き込み工事の対応

に追われ、自主放送番組の作成に時間的な余裕が

なかったのが現状でございました。デジタル放送

の完全移行が終わりましたので、引き込み工事の

対応も落ちついてまいりました。今後は、経営安

定に向けて魅力あるケーブルテレビサービスの提

供に向けて自主制作番組の充実を図り、加入率の

向上を目指すとの方針でもございます。制作スタ

ッフの増員も検討しているというふうに伺ってお

ります。より市民のニーズにこたえた番組づくり

に努力いただけるものと期待いたしております。 

 西予市といたしましては、ご指摘のとおり行政

情報の発信手段としてＣＡＴＶの活用は有効であ

るという認識では同じでございます。西予ケーブ

ルテレビ株式会社の番組編成との連携を図りまし

て、市民の皆様に有益となる行政情報番組の作成

について整備を進めてまいりたいと思います。 

 なお、調整に当たっては、行政側の体制づくり

が必要でございまして、作成した番組の内容を監

査する体制づくり等も検討する必要があろうかと

思います。こういった課題の解決に向けまして、

先進自治体の運用事例を集めまして、行政として

どのように関与していけばよいかという研究をし

てまいりたいと存じております。 

 なお、市民の皆様方には、きらりチャンネルが

地域情報の拠点となりますように、地域活動の情

報提供と加入促進につきましてご審議いただきま

すようお願い申し上げまして、私の答弁とさせて

いただきます。どうかよろしくお願いいたしま

す。 

 

○副議長 ７番松山清君。 

 

○７番松山清君 西予市の未来におきまして、や

はりいろいろ心配することもありますし、そうい

う中で前進していけるなあということを感じた次

第であります。 

 原子力につきましては、私は当初想像した以上

に非常に毎日毎日報道されておりますし、セシウ

ムが問題になったりダイオキシンが問題になった
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りと、新しい話題が次々と出てくるわけで、それ

だけ市民が不安に感じておるんじゃないかという

ことを痛感いたしております。そういう中で、や

はり新しい東日本の復興計画や日本のいろんな原

発立地地域におきましては、次のまちづくりをど

う進めていくかということは、市民にとってもす

ごく重要な課題じゃないかと思いまして、私は脱

原子力発電と自然エネルギーへの転換というのを

強く推進したいというふうに考えているところな

わけであります。 

 それで、市長の方針も理解できましたし、大変

これから変わっていくんじゃないかなという期待

を持っております。最近の報道やら視察やらで、

特に梼原町が１００％エコタウンを目指して、風

車を２基建てて、それが町がやられたそうですけ

ども、かなりそれに貢献しておるということと、

先月私清風会で沖縄県の与那国を視察しまして、

やっぱ島ですのでエネルギーの確保はどうなって

いるのかっていうことで、その分も見てきました

ところ、人口とかそういうものが少ない関係上２

基の風車を建てて、そこもその風車で約７割の町

の電力を確保されておりました。それで、残り３

割どうするのかっていうことなんですけども、そ

れが太陽光発電パネルを一面に敷き占めて、大変

広い敷地でしたけども、広いといっても４ヘクタ

ールぐらいでしたけども、それを見たときに平面

に敷いてあるのを見たのは初めてやったんです

が、やっぱ町の取り組みといいますか、そういう

自然エネルギーを最大限に活用して、町のエネル

ギーを確保しているという強い意気込みを感じた

わけであります。さらにまた、太陽が照らないと

か風が来ないときはどうするかっていうと、その

町の中に火力発電所がありまして、本当の工場み

たいな発電所でしたけども、自分たちの町のエネ

ルギーは自分たちで賄っていると、ただ火力発電

も一部補助的に使っていたというようなことであ

りましたけども、それはすごく私たちにも参考に

なることであって、西予市としたら広い地形を有

しております。ですから、私たちの町、西予市は

１００％ひょっとしたら目指せるんじゃないだろ

うかと。もし足りないエネルギーがあるんであれ

ば、バイオマスペレットをつくっておりますので

そういうことを利用するとか、あるいは今度ごみ

の、八幡浜市の処理場が使えなくなった場合に、

やっぱそういった燃やしたときに出る熱エネルギ

ーを利用するとか、そういったことに積極的に取

り組んでいくことによって、やはり次の時代のエ

ネルギーの確保というのは可能じゃないかなとい

うふうに思うわけであります。 

 それで、１つだけ答弁いただきたいのは、風力

発電の導入に関してのご説明があったわけなんで

すけども、それ過去の例は過去の例として、現在

実施されていないということは承知しておるわけ

ですが、やはりそれを市として、やはりいいとこ

ろがありますよと、あなたしないんだったら次の

Ｂ社どうですか、商社であったり電力会社であっ

たり、いろんなとこあるかと思うんですけども、

そういうこちらから積極的にそういう計画を立て

て参加企業を募るとか、そういうような自然エネ

ルギーへの取り組みに対する市としての姿勢を示

すとか、あるいはひょっとしたら固定資産税の減

額みたいな方法を示すとか、そういったことがで

きないもんだろうかというふうに思うわけであり

まして、特にその観光林道のところにおきまして

は、それをやることによってやはり周辺整備がさ

れて観光というか、皆さん見に来たりとかという

ことも瀬戸町の例を見たらあるようなんで、もっ

と積極的な取り組みができないのか、そういうこ

とはできないのかっていうことに対して再答弁を

お願いいたします。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、松山議員の再質問につい

てお答えさせていただきます。 

 私は、けさ方、夜中ですね、夢を見ました。と

いいますのは、これハメに食われておるけれど

も、どうしようかという夢です。そのハメ退治し

ようかどうか、だんだん手が痛くなって、だんだ

んそれが正夢になりました。ムカデがおりまし

て、床にムカデに食われて、けさまでここぷうっ

と膨れておりまして、それでそのときに正夢、治

療をするときに、そのムカデを殺そうかどうしよ

うかと迷いました。それはどういうことかといい

ますと、私のような非常に古くて老朽化した家に

は、ムカデは益虫なんです。ムカデはいろいろな

家の虫を食ってくれる、非常に大事なんですね。

だから、ムカデと私は共存しておるんだと思いな

がら、残念ながらムカデを退治してしまいまし

た。 
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 この原子力発電というのは、そのように似てお

りまして、ある意味では大事なものを一遍になく

してしまっていいのかどうかということにも通じ

るんではないかなと。今、きょうのご質問を受け

ながら考えておりました。そういう中で、今ほど

の再質問の風力発電の問題でございますけれど

も、風力発電、私ども今後可能性の高い、西予地

域において可能性の高い地域があります。まず、

今ほど松山議員がおっしゃられました場所、ある

いは明浜、三瓶の稜線ですね。あるいは、大野ケ

原、すごい風力の力があります。そういうところ

に、今までもそれぞれの企業が、そこに風力発電

をやりたいということを言われまして、私どもも

ある一面その企画については賛同しながらやって

おった時期もありました。しかしながら、残念な

がら今まではその背景にあるのは、それぞれの電

力会社が国が定められた自然エネルギーの強制的

にこれぐらいにしなさいよというパーセンテージ

が、今まで恐らく３％であったと私は認識してお

りますが、それ以上になりますと電力会社は安定

供給のできない電力については要らないと規定を

打ったとこがあったと思います。したがって、今

まで私どものとこに来られた企業は、その入札に

入られて、残念ながら落札しなかったと私どもは

思っております。だから、その努力はそれぞれさ

れましたし、私たちもそれに対しては広報してま

いったところもございました。そういう意味で

は、市自身が直接風力発電所を今するかどうかと

いうのについては、今逡巡しておるところでござ

いますけれども、今後はいろいろな事例もあっ

て、可能性があるかどうかは探らないといけませ

んけども、そういう参加企業を募るということに

ついては、あくまでもその対岸におられるのは電

力会社だということを私どもは知っておくべきで

はなかろうかなと、このように思っております。 

 以上、答弁といたします。 

 

○副議長 ７番松山清君。 

 

○７番松山清君 風力発電に関して、今からのま

た課題がいろいろとあると思いますけども、ぜひ

とも前向きに取り組んでいってほしいなというふ

うに思います。 

 それと、あともう一点、市長のムカデの話を聞

きながら、私のちょっと感じたことをさせてもら

いたいんですけど、私の主張と同じように思いま

して、今原子炉は定期点検なんかでとまっており

ますけども、これを再稼働させないとか、そうい

う気持ちで言ってるわけではないんです。これら

は、恐らくいろんなアスベストテストとか、さら

に厳しい検査の中で再稼働していかなくてはなら

ないでしょう。しかしながら、その背景の中に私

たち国民の気持ちとしては、やはり耐用年数、建

てるときには３０年と言って、今４０年というの

が国会なんかでは言われてるようでありますけど

も、その耐用年数というのを超えたものに対して

は、たとえ部品の交換をしたとしても、あるいは

いろんな点検をしたとしても、コンクリートも劣

化していくわけですし、中にあるすごく頑丈にで

きた原子炉についても、鉄というのもやっぱ疲労

とかがありますし、想定しないものもあるわけで

ございますので、今後１０年、２０年後にそうい

ったものが、そういう耐用年数と言われる年限を

過ぎていく。そのときには、やはり新しいものを

準備しておかなくてはならない。原子力発電とい

うものも数十年前の技術でありますから、今は、

新しい太陽光であったり、風力であったり、そう

いった自然を利用した、あるいは西予市において

はバイオマスタウン構想がありますので、それを

さらに強化して、発電の方へもシフトした考えを

していただきたい。そういうのが私の言っておる

趣旨でございますので、今突然にこの原子力発電

やめろとか、強硬なことを言うつもりはないわけ

ですけども、技術の変化、時代の変化とともに、

我々西予市も新しい方向に進んで行く、行きたい

と、そういう意味でございますので、ぜひよろし

くお願いいたします。 

 

○副議長 暫時休憩します。（休憩 午前９時４

３分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午前９時４

６分） 

 次に、２番二宮一朗君。 

 

○２番二宮一朗君 公明党の二宮一朗でございま

す。議長より許可をいただきましたので、通告に

従いまして質問をさせていただきます。 

 本日は、宇和町小学校の５年生の皆さんが議会

見学に来ていただいております。西予市の将来を

担っていただく皆さんです。せっかくの機会です
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から、何かを感じて帰っていただきたいなと思っ

ております。また、皆さんの前でさせていただく

ことに責任の重さを感じながら始めさせていただ

きます。 

 ３月１１日の東日本大震災からもう少しで半年

になろうとしております。特に被害の大きかった

東北３県では、いまだに避難所生活から抜け出せ

ない被災者が数多くおられます。瓦れきの撤去も

遅々として進んでいない状況だと聞いておりま

す。加えて、福島第一原発事故に端を発する放射

能汚染と風評被害は、関東各地にまで影響を広

げ、そして水産業や農業などの復興や再生への道

筋はというと、これも進んでおりません。また、

原発の影響でふるさとを離れて暮らさなければな

らない皆さんは、いつになれば我がふるさとに帰

れるのでしょうか。今後、原子力は日本のエネル

ギー政策にどのような影響を及ぼしていくのでし

ょうか、などなど政府の対応の遅さにいら立ちを

覚えております。日本全体が心を一つにして、頑

張れ東北、頑張ろう日本との思いで約２，２００

億円の義援金が集まりましたが、いまだに被災者

の皆さんには約半分も届いていないのが今の現実

であります。想定外の災害とはいえ、国の対応は

余りにも遅いし、ひど過ぎます。東北にとって暑

い夏は終わりました。今からは、短い秋と長く厳

しい冬がやってくるんです。一日も早く復興への

道筋を示すことが必要だと考えます。 

 先日、民主党政権３人目の総理が誕生をいたし

ました。新野田総理には、二度あることは三度あ

るではなく、必ず三度目の正直の結果を出して、

国民の皆さんや被災地の思いにこたえ得る政権運

営をともどもに期待をしていきたいと思っており

ます。国民を守るのは国の責務であり、市民の皆

様の生命と財産を守るのは市の責任であります。

西予市の皆さんの生命と財産を守るべき立場の三

好市長や理事者の皆さん方には、地震や津波とい

った自然災害は未然に防ぐことはできないかもし

れません。しかし、生命と財産を守るその対策

は、真剣に、また早急に、全力で取り組んでいた

だきたいと思います。 

 そこで、第１点目の西予市の防災対策について

お伺いをいたします。 

 西予市各地域には、それぞれさまざまな災害に

対する課題があり、その結果も異なると思いま

す。その対策も異なると思います。防災対策につ

いては、６月議会でも多くの質問や提言がありま

したが、一朝一夕にすぐにできるものではありま

せん。現在策定されているマニュアルの検証や見

直し、避難場所の確保や、水、食料などのハード

な対策には財源も必要になります。行政でできる

ことと地域や住民にお願いすることの選別や、防

災計画に向けての段階的な時期や時間を示すこと

も必要です。６月議会の私の質問に対しての市長

の答弁、西予市として何が必要か、今見直しの指

示を出していると言われておりました。西予市の

防災対策をどのように考えておられるのか、特に

震災後防災に対する考え方に変化はあったのか、

現時点での三好市長のご所見をお聞かせくださ

い。 

 次に２点目、自主防災組織について質問をさせ

ていただきます。 

 前回、６月議会に続いての質問になります。今

回は、公明党愛媛県本部の防災対策委員会で取り

組んでおります防災に関するアンケート調査をも

とに質問をさせていただきます。 

 私たち公明党愛媛県本部では、５月１２日に防

災対策委員会を立ち上げ、防災に強い愛媛県や各

市町村を目指して活動をさせていただいておりま

す。６月議会での被災者支援システムも、西宮市

情報センターでの研修を踏まえて、県内の各自治

体への早期導入を目指して質問をさせていただい

たものであります。 

 それに続く第二弾として、今回は自主防災組織

のリーダーの皆さんへのアンケートを行い、県内

それぞれの自治体の自主防災組織の問題点や改善

点、改善すべき点を明確にし、現実的に役に立つ

組織にするべく取り組んでおります。私たちの西

予市においては、６６の自主防災組織があります

が、その中で今回は２４の自主防災組織のリーダ

ーの皆さんにアンケートをお願いして、お願いし

た全員のリーダーの皆さんから回答をいただくこ

とができました。ご協力をいただきました各自主

防災組織のリーダーの皆さんには、心より御礼を

申し上げます。 

 アンケートの内容としましては、伊方原発への

不安、自主防災組織への住民への周知と理解度と

防災マップ、避難所、避難訓練、自主防災組織の

活動に関する内容など２９項目について質問をさ

せていただきました。アンケート開始に当たり、

危機管理室に協力をお願いするために、自主防災
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組織のリーダーの皆さんの名簿を見せていただこ

うとお伺いしたところ、名簿はありませんとの回

答だったので、組織名簿だけをいただいて帰りま

した。名簿がないということで、どこにお願いを

すればいいのかなと考えたんですけれども、旧宇

和町地区においては各公民館の主事さん方に、ま

た宇和以外の４つの地区においては各支所長の皆

さんにご協力をいただき、自主防災組織のリーダ

ーの皆様へアンケートを届けていただきました。

大変お世話になりました。ありがとうございまし

た。 

 そこで、以下の点を質問をいたします。 

 自主防災組織のリーダーを掌握されていない西

予市では、もし災害のとき危機管理室と各自主防

災組織との連携や連絡、また避難場所との連絡は

どのような方法でされるのでしょうか。 

 ２点目、アンケート結果での自主防災組織の運

営上の課題の問いに対しては、名ばかりの組織に

なっている。住民の防災に対する意識が乏しい、

またＰＲ不足である。３番、行政の積極さが足り

ない。４番、活動をしたくても資金がないなどの

回答がありました。この回答に対してのご意見は

いかがでしょうか。また、アンケートの運営上行

政に対して望むことはとの問いには、専門的な人

材を派遣してほしい、資材や機材の支給とフォロ

ーが欲しい、積極的に指導し予算もつけてほし

い、地域任せになっているなどの回答でございま

す。これに対してのご意見もお伺いをいたしま

す。 

 次に３点目、自助や共助の大切さを市民の皆さ

んにどのように啓発すればいいとお考えでしょう

か、お伺いをします。 

 最後に、自主防災組織と連動した西予市全体、

または旧町単位での防災訓練等が必要ではないか

と思うのですが、お考えをお示しください。 

 次に、災害時要支援者の避難対策についてお伺

いをいたします。 

 それぞれの地域や自主防災組織において、災害

弱者と言われる、支援が必要な皆さんの名簿とか

実態の把握はできているのでしょうか。 

 また、福祉避難所は西予市において何カ所確保

をされているのでしょうか。 

 ３つ目として、要支援者の皆さんの避難場所へ

行くまでの体制や計画はどのようになっているの

でしょうか、お伺いをいたします。 

 最後になります、災害時のコミュニティー放送

や災害ＦＭについてお伺いをいたします。 

 災害時、防災行政無線が被害を受けたかわりと

して、コミュニティー放送を活用したり、臨時の

放送設備を設置するなど、臨時災害放送局として

災害ＦＭが有効だと聞いております。西予市の防

災行政無線は、地域によれば現在のマイク放送が

聞きづらい、聞こえないとの声を多く聞きます。

また、災害によっては現在の設備が壊れたときの

対応の準備が必要だと考えます。この災害ＦＭ

は、市が開局することになっており、口頭申請に

より即日免許を交付されるものであります。災害

時に開局するには、放送機材や無線従事者の確保

など、平時から準備が必要と考えます。西予市で

も有事の前にできるだけ早く準備をしておいてい

ただきたいと思いますが、ご所見をお伺いして私

の一般質問とさせていただきます。大変にありが

とうございました。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 傍聴席に来ていただきました宇和町

小学校の５年生の皆さん、よくぞ来ていただきま

した。皆さんの中からも、よく勉強をいただい

て、勉強をして、この私どもやこちらの理事者

側、あるいは市議会議員、このようにおられます

けれども、そういう目指すべきような人が出てい

ただいたらありがたいなと思っておりますし、傍

聴席の一番前には県会議員の兵頭県議にも来てい

ただいております。そういう方もおりますので、

目指すべきものも、ひとつそういうものも目指し

ていただきたいなと、このように思っておりま

す。 

 それでは、私のほうから二宮議員のご質問につ

いてお答えをさせていただきます。 

 去る３月１１日に発生いたしました東日本大震

災から６カ月を迎えることとなりました。今回の

大震災におきましては、マグニチュード９という

我が国観測史上最大規模の地震に加え、その直後

に発生した大津波と福島第一原子力発電所事故に

より未曾有と言われる大災害をもたらしました。

現在もなお全国で８万人の方々が避難生活を余儀

なくされているところであり、改めて被災者の皆

様方にお見舞い申し上げますとともに、被災地域

の一日も早い復旧復興を念願するところでござい



－58－ 

ます。 

 さて、ご質問の第１点の西予市の防災対策につ

いてでありますが、先ほども申し上げましたとお

り、今回の震災は強大な規模の地震津波による自

然災害と、それに起因する原子力災害という史上

例を見ない、広域、複合的な災害であります。こ

のため、現在もなお国や専門機関等においても、

その検証作業と対応に向けた議論、検討が進めら

れているところでありますが、宇和海沿岸地域を

有し、近隣に伊方原発が位置する西予市におきま

しても、今回の震災を教訓として新たな防災対策

に取り組む必要が迫られております。 

 このため、災害時において中核的な役割を担う

べき災害対策本部の体制と災害時の職員配置計画

の見直しを行っているところであります。また、

本年５月には国、県から各地域防災計画に基づく

防災体制についての緊急提言を行う通知を受け

て、現在各部署を中心に地域防災計画の見直しも

含め、防災体制の点検を進めているところであり

ます。この間にも、職員派遣を初めとする被災地

域支援にも積極的に取り組み、愛媛県、四国電力

などとの検討協議や各種要望申し入れ等を行いま

すとともに、市民各団体における研修、訓練等の

実施を進めてまいりました。 

 一方、今回のような大規模災害や原子力問題へ

の対応に関しましては、より専門的な検討と広域

的な連携体制が不可欠であると考えております。

こうした中、６月１６日に愛媛県及び県内各市町

による第１回防災対策協議が開催されました。ま

た、７月２６日には県宇和海沿岸の南予５市町、

愛媛大学による津波対策検討会、８月１０日には

県関係市町による愛媛県原子力防災対策検討協議

会が設置されまして、それぞれ私を初めとしまし

て副市長、関係職員が参加をいたしました。県関

係各市町とも今後の対応などについて検討協議を

進めているところでございます。 

 この中で、地域における防災リーダーの育成

や、宇和海沿岸における津波対策、原子力防災へ

の対応、広域的な避難訓練など、個別の具体的な

検討を進めることといたしております。今回の大

震災を大きな教訓と受けとめまして、西予市の防

災を考えますとともに、やはり基本的なことであ

りますが、市民お一人お一人の防災意識の向上と

地域における防災力、防災体制の向上が重要であ

ります。このことを基本としながら、本市地域防

災計画のマニュアルの見直し、地域における防災

対策、防災環境の整備などに取り組んでまいりた

いと存じます。 

 なお、原子力問題や大規模災害に関しまして

は、各種法制度や専門分野における課題が山積し

ております。このため、国関係機関等におかれま

しても、今回の震災の検証結果を踏まえた中で、

一日も早く安全防災に関する各種法制度、新基準

等を明確にされるとともに、国や自治体に対して

速やかな情報提供をいただくよう強く要望してま

いりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 私からは、自主防災組織

のご質問と災害ＦＭ、コミュニティーＦＭについ

ての２件についてお答えいたしたいと思います。 

 まず、自主防災組織に関するご質問のうち、災

害時の避難場所や危機管理室と各自主防災組織の

連携、連絡方法についてでございますが、一時避

難場所への連絡や情報伝達につきましては、現状

では行政防災無線と各施設に設置しております戸

別受信機、または固定電話等を利用しておるとこ

ろでございます。連絡体制といたしましては、現

地に職員と消防団員を配置することといたしてお

りますので、消防団と各支所総務課が保有してお

ります移動系の防災行政無線や、個人の携帯電話

を活用することといたしております。自主防災組

織との直接連絡につきましては、現在これ以外に

具体的な通信手段を確保しておりませんけれど

も、各自主防災組織の役員等の一覧表を整備し

て、本庁、支所が連携して現地との連絡をとり合

うことといたしております。 

 なお、今後は現地対策本部における職員と消防

団員の配置体制や役割等のマニュアルを整備いた

しまして、マニュアルを確認いたしますととも

に、これに基づいた訓練や研修の充実を図ってま

いりたいと存じます。 

 次に、自主防災組織の運営上の課題に対する行

政側の意見でございますが、まず、自主防災組織

の結成の経緯が必ずしも住民の自発的な動機によ

るものばかりではないため、活動に対する住民の

関心が低く、また役員が自治会内なんかの役員と

の兼務をせざるを得ない状況でございますので、
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役員となっていただく方の過剰負担になっている

という組織もあろうかと思います。また、役員の

高齢化や後継者不足、役員の任期交代に伴い、活

動の引き継ぎが十分でなかったり、資金や機材等

の不足など、組織体制の維持や活性化が難しいと

いう問題点があることは十分認識いたしていると

ころでございます。このため、危機管理室と消防

本部が連携いたしまして、自主防災組織の役割や

運営に関する学習会、研修会を定期的に開催する

など、地道な取り組みを進めてまいりたいと思い

ます。 

 また、資金面に関しましては、現在西予市防災

組織活動育成補助金交付要綱の制度の見直しを検

討いたしております。今年度より実施しておりま

す、西予市地域づくり交付金をうまく活用いただ

くのも資金面でのもう一つの方法でなかろうかと

思います。 

 さらに、３点目の自主防災組織の運営上、組織

が行政に望んでいることの事項への対応でござい

ますが、まず人材に関しては地域防災の中心的な

役割を担うリーダーの育成が重要でございます。

今年度におきましては、県主催の防災士養成講座

に２５名の参加を予定いたしております。今後３

年間で７５名の防災士を育成する計画でございま

す。したがいまして、この方々を中心としなが

ら、住民の自主的な防災意識の向上と活動の充実

促進を図ってまいりたいと考えております。 

 予算や機材等の問題につきましては、先ほどの

西予市自主防災組織活動育成補助金の見直しを初

めといたしまして、必要となる備品、設備等の整

備確認を行いますとともに、維持管理体制も含め

まして、計画性を持った上で必要なものについて

は順次整備を図ってまいりたいと考えておりま

す。地域任せ、行政任せとならないように、地域

と行政がお互いに連携、意思疎通を図りながら、

計画的な取り組みに努めたいと考えておりますの

で、ご協力を賜りますようお願い申し上げます。 

 さらに、自助、共助に対する啓発についての考

え方でございます。これまで、地域の要望に応じ

た各種講習会、研修会を随時行っているところで

ございますが、８月現在、危機管理室、西予市消

防本部を合わせまして、市内２５の団体から講習

会等の依頼がありましたものが、延べ１，６００

人の受講者に対して防災研修や講座を実施してま

いりました。 

 なお、今後は具体的な訓練を通じた意識づけが

必要であろうと考えております。自分の命は自分

で守るということを基本として、災害時の被害を

最小化する、いわゆる減災の考え方を踏まえなが

ら、各地域における訓練を計画的に実施するな

ど、防災意識の高揚に努めてまいりたいと考えま

す。 

 次に、防災訓練でございます。 

 現在の西予市内には、６４の自主防災組織が設

立されておりますけれども、一部地域でだけ自主

防災訓練が行われている現状でございます。ま

た、今回の大震災以降、各自主防災組織の自治会

など市民の皆さんから防災啓発講習会の依頼が急

増いたしており、住民の方々の災害に備える機運

が高まってきております。９月の防災月間は、三

瓶町、明浜町、宇和町内におきまして避難訓練が

計画されるなど、引き続き旧町の各地域単位での

避難訓練等が計画実施されております。 

 大規模な訓練の必要性につきましては、今後検

討してまいりたいと存じますが、今後も地域の要

望にこたえながら防災知識の普及啓発及び各種訓

練活動等を継続してまいりたいと思っておりま

す。 

 次に、災害時のコミュニティー放送や災害ＦＭ

についてのご質問についてお答え申し上げます。 

 まず、コミュニティー放送局でございますが、

従来のＦＭ放送より若干狭い範囲内で地域に密着

した情報提供する小規模のＦＭ放送局という定義

でございますが、防災専用のコミュニティーＦＭ

局の設立はできませんで、一般ＦＭ放送局とし

て、自治体以外の放送事業者が許認可を、要件を

満たした上で設立する必要がございます。ほかの

自治体での試算ですが、一中継局当たり約１，０

００万円程度、全体で数千万円の経費が見込まれ

るそうでございます。経費や運営主体の課題が当

然ありますので、災害時の対応を主目的とするコ

ミュニティー放送設置につきましては、現在では

対応が困難と考えております。 

 また、災害ＦＭにつきましては、地震や豪雨な

ど大規模災害が発生した場合に、その被害軽減に

役立つ情報を流すことを目的として、自治体が総

務省の免許を受けて、臨時災害放送局を開局する

ものでございまして、ご質問のとおり口頭での申

請により、即座に免許の発行と周波数の割り当て

が行われております。 
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 東日本大震災では、防災行政無線が津波で流さ

れた被災地など、臨時災害放送局が２６局程度開

局されておりまして、避難所への情報提供等の面

で有効であるという報告もなされております。た

だ、臨時災害放送局を開設するためには、既存の

コミュニティーＦＭを利用して開局するか、もし

くは新たな放送設備を整備する必要がございま

す。現在、本市におきましては、戸別受信機を含

む防災行政無線及び消防救急デジタル無線の整備

計画がございますので、災害時に限定して開局す

る臨時災害放送局の設備を直ちに整備することに

つきましては、経費設備等の条件を含めまして、

さらに精査検討をしてまいりたいということでご

ざいます。 

 以上、２件に対する答弁とさせていただきま

す。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 二宮議員３点目の災害時要

援護者の避難支援についてのご質問にお答えをい

たします。 

 １点目の災害時要援護者の実態把握についてで

ございますけれども、西予市では西予市地域防災

計画に基づき、高齢者や障害のある方など、災害

時に自力で避難することが困難な方への避難誘導

支援体制について、西予市災害時要援護者避難支

援プランを平成２２年１月に策定したところでご

ざいます。このプランでは、避難支援を希望され

た方の緊急時の連絡先や避難誘導の際の留意事

項、避難を支援していただく方の氏名などを記載

した登録台帳を作成して、地域の自主防災組織や

民生児童委員などの関係機関に情報を提供するこ

とにより、地域における情報伝達や避難誘導など

の避難支援体制を整備し、地域で支え合い、安心

して暮らせるまちづくりを進めていくものであり

ます。 

 さて、災害時における要援護者の実態把握につ

いてでございますけれども、平成２１年１１月に

広報紙とパンフレットにより全戸へ支援制度の周

知をした後、市が作成した要援護者リストを参考

に、民生児童委員や関係機関の協力のもと、実態

把握と登録申請の改修を行いました。なお、個人

情報保護法により、現況の情報把握は難しい面も

ありますけれども、平成２３年８月１日現在で、

対象者６，７８１名のうち登録申請は２，６２７

名で、登録率は３８．７％となっており、まだま

だ十分とは言えない状況でございます。引き続

き、要援護者へのきめ細かな避難支援のため、自

主防災組織及び関係機関などの協力を得て、対象

者に対し登録申請を積極的に呼びかけてまいりた

いと思っております。 

 ２点目の福祉避難所についてでありますけれど

も、災害時に障害者や心身に衰えのある高齢者な

ど、避難所での生活において特別な配慮を必要と

する方々、また対象者を介助する家族が避難する

施設であります。本市におきましては、特別養護

老人ホーム、デイサービスセンター、その他老人

福祉施設など、１４カ所を指定をしております。

今後、円滑な福祉避難所の開設、受け入れ、運営

について、施設を管理する社会福祉法人及び市の

施設の指定管理者とさらなる協力体制を構築して

まいりたいと考えております。 

 ３点目の避難所までの移送体制や計画について

でございますが、家族や隣近所など、地域におけ

る互助、共助が何よりも重要となろうかと思いま

す。また、行政機関が行う災害情報や避難誘導な

どの救援活動を進めるためには、地域における自

治会や自主防災組織などを初めとした地域コミュ

ニティーの存在、協力が欠かせません。今回、整

備する登録台帳の情報を含め、地域等とも連携を

し、要援護者の安否確認や避難情報の伝達、避難

誘導に活用してまいりたいと思っております。 

 また、要援護者を発見した場合には、速やかに

負傷者の有無や周囲の状況等を総合的に判断をし

て、避難所への移動、病院への移送、施設等への

緊急入所など、適切な措置と福祉サービスの提供

に努めてまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 ２番二宮一朗君。 

 

○２番二宮一朗君 ご答弁大変にありがとうござ

います。 

 西予市の防災対策ということで、市長のほうか

らご説明ありましたけれども、３月に大震災があ

って、６月にも質問をさせていただいて、そこか

ら３カ月、私の中で何も見えてこないというの

が、防災に対して何も見えてこないなというのが

現実で、今回もう一回質問をさせていただこうか



 

－61－ 

なということで質問をさせていただきました。市

長の言われた、今国とか県とか、いろんな今回の

大規模災害に関して見直しを行っていて、それを

待っていて、それから西予市の防災対策も新たな

ものにしていくというお話ももちろんわかります

けれども、今回のさきの台風１２号でおわかりの

ように、本当に山津波があったり、特にこの近年

のゲリラ豪雨等で、いつどこで何が起こるかわか

らないというのが、本当に今の現状ではないかな

と。特に、前回は特に津波ということで明浜、三

瓶地域というところを中心に質問しましたけど

も、今回のこの台風１２号を受けたら、城川とか

野村とか、本当にぱっと裏の山を見ないかんなと

いうふうなところがたくさんあるわけですよね。

また、急傾斜地で今直してくれというふうに申請

してても、全然進んでないというところが何十カ

所もあるわけですよね。そういうことを考えたと

きに、国や県の対策を待つのもですけれども、で

きることをとにかく早く住民の人に知らせていた

だきたいなと。そこから物事がスタートするんじ

ゃないかなという思いがあります。 

 それで、今回ほとんど全部が防災対策のことで

項目も多いんですけれども、特に自主防災組織に

関してちょっとご要望というか、早くしてほしい

なという思いでちょっと質問をさせていただきま

す。 

 前回もちょっと宇和島市の例を出させてもらい

ましたけれども、今回も宇和島市で取り組んでい

る内容について、ちょっと質問をさせていただき

ます。 

 宇和島市では、自主防災組織のリーダーに対し

て、自主防災組織のリーダーは、先ほど言われた

ように充て職が多いんで、自治会長と自主防災組

織の代表者に連絡先の情報提供について文書を出

されまして、要するに危機管理室がそれを把握を

しているということで、私きのうちょっと宇和島

危機管理室の方と電話で話をしました。そして、

一応文書を、どういうふうな文書を送られたんで

すかということでファクスを送っていただきまし

て、今持ってますけども、その中でメールアドレ

スを教えていただいたというのが５４％、あと電

話番号のみの連絡というのが７４％ということ

で、今ことしの５月ぐらいから取り組みを始め

て、今整備をされております。こういうことをさ

れるのが僕もいいんじゃないかなというふうに、

ひとつ思います。 

 それと、あと防災、これは宇和島市ではないん

ですけども、いろんな自治体の防災情報、ホーム

ページを見ておりましたら、防災情報のところに

メール配信、防災情報のメール配信をしている自

治体、だからメールで登録を要するにされておっ

たら、何かあったときに、消防であったり危機管

理であったり、そういうところから情報がその方

に流れるような、そういう配信をされているとこ

ろがたくさん自治体としてあります。そういうと

ころも研究をしていただきたいと思っておりま

す。 

 それと、防災行政無線に関して、先ほどもちょ

っと言いましたように、西予市は各町で違います

よね、宇和みたいに戸別受信機があるところと、

野村のようにまだ屋外だけのとこと、それもまた

聞こえにくいとか、雑音が入るとかということ

で、今多くの声を聞いとるんですけれども、今ほ

どの自主防災組織との連絡も防災行政無線でやり

ますという答弁でもあったんですけども、それ以

外にふだんから防災行政無線が聞こえなかったと

きの対応の方法として、音声自動応答装置という

のを取りつけているという自治体がたくさんあり

ます。これは、マイク放送で、どこそこで何か起

こりましたよということであったときに、家の中

におったときに聞こえにくい、あれ何か言うたな

と、何か言うたけど何やったやろかというとき

に、フリーダイヤルでそこに電話をすると、今流

したそういう防災行政無線に流した内容が電話で

聞けるという内容のものです。これは、結構たく

さんの自治体が全国でやられております。こうい

うことを、これもフリーダイヤルで市のほうが用

意をしておるんですけれども、そういうふうにさ

れると今の、たちまちですよ、たちまちいろんな

システムの改修とか、今から考えておられるでし

ょうけども、たちまち市民の方が安心できるよう

な一つの防災対策になるんじゃないかなというこ

とで、そういうような小さいところから、できる

ところから順次僕はやっていきたいな、やってい

ただきたいなと。それを市民、住民の皆さんに早

く知らせていただきたいと思いますんで、そうい

う点、ちょっといかがでしょうか、質問をいたし

ます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 
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○宇都宮総務企画部長 アンケート配付時に代表

の住所がわからなかったという問題も含めてでご

ざいますけれども、私のほうで全員年度交代時

に、それぞれ自主防災組織に案内状を出して、そ

の年の防災計画、自主組織自体の防災計画等につ

いての問い合わせ、講習会等の問い合わせをする

ようにという指示を出しております。それから、

メールアドレスの問題ですけども、我々先ほど答

弁に申しましたとおり、代表だけではだめな場合

もありましょうから、役員全部という考えで現在

おります、協力いただけるところは協力していた

だきたいなという考えでございます。 

 防災メールの配信については、以前にも似たよ

うなご質問いただきましたけども、この問題につ

いてはシステム上の問題も含めて検討を深めてま

いりたいと思います。 

 防災行政無線に関するフリーダイヤルの問題で

すけれども、こういう問題を含めまして今議会の

最終で予定しておりますが、三瓶地域における防

災ラジオの導入、それから野村地域におきまして

は、まだ基本設計ができておりませんが、近々基

本設計に移りたいなという考えでおりますので、

ただいまのご意見、フリーダイヤルの取り入れら

れるものかどうか、検討してまいりたいと思いま

す。 

 いずれにいたしましても、準備が整っておらな

い場合、災害が起きた場合に、どういうこともで

きないというのも本当にそのとおりでございます

んで、できるだけの対応を考えてまいりたいと思

います。ご質問、本日はありがとうございまし

た。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、二宮議員の再質問のちょ

っと前段のところについて少しだけ答えさせてい

ただきたいと思いますが、私どもの防災計画が

遅々として進んでないのではないかなというご指

摘がありましたけれども、私どもは基本的な防災

計画はつくっておるんです。現実的にはあるわけ

でありますが、今のところ問題になっておるの

は、今回の東日本大震災を受けて、津波に対する

問題、原子力発電発展事故に対する問題、それが

またしっかりこの市の防災計画の中には織り込ま

れていないという側面があります。それについて

は、今回の東日本大震災のしっかりした国の検証

があって、それに基づいてしないと中途半端にな

ってしまうということを以前から申し上げてると

ころでありまして、それについては国のしっかり

した検証の上で、国の防災計画を見直された上

で、私ども、あるいは県の防災計画が見直しされ

ると、このように思っておるわけであります。 

 また、あわせまして今後の防災計画の中で、こ

のように先ほど言われましたゲリラ豪雨、山津波

等災害が大型化をしておりますけれども、それに

対する問題点も十分考えていく必要がありますの

で、以前のご質問にもお答えいたしましたとお

り、市の中で今プロジェクトを組んで、新しく対

応をするように指示をして、市の中では内部的に

は動いておるところでございまして、ご理解をい

ただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○副議長 ２番二宮一朗君。 

 

○２番二宮一朗君 市長の今言われたことは、先

ほどのご答弁で私も理解はしております。それは

わかっておるんですけれども、もっとその細かい

ところを再質問としてさせていただいたわけであ

ります。 

 今の総務部長のお話でちょっと何点か、再々質

問で恐縮ですけれども、させていただきたいと。 

 最初に言われた、何か自主防災組織の年度が変

わったら役員の名簿云々という、それとあと行事

予定と言われましたけども、今私地元の自主防災

組織のリーダーなんですね、実は。まだ何も聞い

ておりません。ことし４月以降、そういうことに

関して。名簿は出しました、各地区の名簿は出し

ましたけれども、総会も開いておりませんし、ま

あそれは自分とこの問題なんですけども、市から

こういうものを出してくださいとかというのも何

も聞いておりません。私は、石城地区の今自主防

災組織のリーダーです。だから、６月に質問をし

て、その間何もないから僕はさっきのことを言っ

たんですよ。おかしいんじゃないかなと。危機感

がないんじゃないかなというふうに思いました。

先ほど上甲生活福祉部長のほうからご答弁いただ

いた福祉避難所の件とか、援助が必要な方の名簿

とか、そんなんも名簿はあっても、要するに現実

的に起こったときに、だれが何をどうするかとい
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うことがわかってないといかんということは、要

は自主防災組織であり地元ですよね、地元の要す

るに近所の力ですよ。それが大事なわけですよ。

そういうところをしっかり、行政のほうが僕は前

回の６月にも言った、先ほどもご答弁にもありま

したけども、自主的にできた自主防災組織がない

って言われましたけども、そうかもしれません。

国や県から言われて、自主防災組織つくれって言

われて今９４％になっていると。じゃあ、それだ

けでいいのかということですよ。つくれって言っ

たのなら責任持てよということを僕は言いたいな

と。自主防災組織が、それぞれが活動できるよう

に指導していくのが、僕は行政の務めじゃないの

かなという思いで、今今回も質問をさせていただ

いておりますんで、ぜひそこのところをご配慮い

ただきたいなと思っておりますし、最後に１点だ

け、災害ＦＭについてご答弁いただきましたけれ

ども、西予市５１４キロと広いですから、１つで

はひょっとしたら対応できないかもしれないとい

うことで、今後いろんな防災計画をされる中で、

ひょっとしたら２つ要るかもしれませんけども、

お金は多分そんなにかからないというふうに聞い

ておりますんで、ぜひ積極的に取り組んでいただ

きたい、研究をしていただきたいなと思いますん

で、よろしくお願いします。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 先ほどの自主防災組織の

メンバーのことですが、私先ほどご答弁申し上げ

ましたのは、このようにご意見をいただいて、完

全な名簿が整備されてないようなことでは困るの

で、毎年年度が変わることにご案内を出しなさ

い、その際に今年度の自主防災組織の計画や講習

会の要望等を把握するということをしなさいとい

う、このことを指示したというふうにご説明した

つもりでございました。 

 それから、もう一つのＦＭのお話でございます

が、調べてみますと防災行政無線に比べて１０分

の１、平地部の広いところで１００分の１ぐらい

の経費で済む場合があるということでございま

す。我々のところでは、ＦＭ局の多分中継局が何

カ所かないと届かないだろうという想定が、調べ

たわけじゃございませんので、想定がございます

ので、１基１，０００万円程度のＦＭ中継局を数

カ所構えるとすると、やはり数千万円かなあとい

う、これはあくまでもつかみの数字ですが、要る

だろうなという感覚を持っておるというところご

ざいます。ただ、先ほど申しましたとおり、防災

行政無線に比べれば格段に安く、災害時の情報量

は格段に多いという特徴がありますので、もう少

し検討を深めてまいりたいと思います。 

 

○副議長 暫時休憩いたします。（休憩 午前１

０時３３分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午前１０時

４５分） 

 次に、１３番森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 皆さんこんにちは。 

 通告により、西予市民の意見を代表して質問を

いたします。 

 理事者席と議員の皆様の席には、八幡浜市の政

治倫理条例と多田老人クラブの会報をお配りして

いますので、よく読んでいただきたいと思いま

す。 

 それでは、最初に質問をいたします。 

 市の公共工事の入札の審査委員会に市民の代表

も委員になっていただくこと及び政治倫理審査会

の設置について質問をいたします。 

 市の公共工事は公正に行わなければいけませ

ん。今、建築でも土木でも仕事が少ないときで

す。日本経済は１００年に一度の経済危機と言わ

れていますが、西予市でも同じことが言えます。

特に、仕事が少ない業者が入札、指名に入ってい

ないようなことはないでしょうか。また、理事者

の好みによって入札業者が決まっていないでしょ

うか。私の携帯電話には、仕事がないという電話

や入札の指名に入っていないなど、多くの電話が

かかります。 

 私は、議員になって１７年になりますが、公共

工事の指名願を一度も出していません。私たち議

員は、予算審査、決算審査をしなければいけませ

ん。自分で予算を決めて、自分で仕事をして、利

益を上げて、決算を審査することは考えられない

ことです。 

 隣の八幡浜市では、政治倫理審査会を設置して

います。西予市においても、公明で公正な政治が

行われるためにも政治倫理審査会を設置してはい

かがでしょうか。市長の考えをお聞かせくださ
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い。 

 次に、部長、課長の仕事について質問をいたし

ます。 

 部長や課長は、市民からの要望にこたえる努力

をしていますか。市民の方々から、西予市の庁舎

は立派になったが、中身がよくなったのかと言わ

れます。市民のためと言っても、それだけを目的

に生きるのは難しいところがありますが、人それ

ぞれに金銭欲や出世欲やつき合いなどのしがらみ

がありますが、市の職員、特に部長や課長は市民

の役に立ち、市民に必要とされ、市民に好かれる

ことが大事ですし、部下の職員を指導し、リーダ

ーとして結果を出さないといけません。部長や課

長は、職員の５倍から１０倍の仕事をしないとい

けません。以前、小野田地区から道路格上げ申請

の要望が出ていても、道路格付委員会に書類が出

されていませんでしたので、私が自分で型枠をつ

くって、その道路の横の水路にコンクリートを打

って直しました。小野田地区の人たちや私の話を

聞いた人たちはどう思っているでしょうか。市長

に要望書を出しても、職員は仕事はしないのだと

思っています。職員は、市長の顔をつぶさないよ

うに、また市民から職務怠慢と言われないよう

に、職務に励んでください。ノブレス・オブリー

ジュという言葉があります。言葉の意味は、高い

地位にいる人には社会や人々のために尽くす義務

があるということです。社会のために、人のため

に行動を起こし、結果を残すことによって、その

人は地位や報酬だけでなく、尊敬と愛情という幸

せを手に入れることができるのです。それぞれが

管理職としての責任を果たすことを切に望んでま

す。 

 １つ気になることがあるのでお伺いいたします

が、宇和町山田に予定されていた野菜工場の跡地

の埋蔵文化財調査費は、入金の見込みはあるので

しょうか。 

 最後に、第１別館、元ＪＡの建物の今後と職員

の駐車場についてお伺いいたします。 

 最近、市民の方々から元ＪＡの建物はどうなる

のかとよく質問されます。中には、建物を取り壊

した後に、また職員の駐車場になるのではと心配

している方もいます。多田の老人クラブの方が来

られて、老人クラブの会報をいただきました。宇

和文化会館専用駐車場に、職員から月５，０００

円駐車料金をいただいたとして、２００台で計算

をして、１年で１，２００万円になると言われま

した。 

 また、住民税や水道料金が高くなったというこ

とです。上水道に加入したら審査料５，０００円

と、わけのわからないお金が要ったという人もい

ます。西予市民の生活を西予市の職員は考えたこ

とがあるのでしょうか。 

 参考までに、職員の通勤手当の支給金額を教え

ていただけたらと思います。第１別館、元ＪＡの

建物を解体した後はどのようになるのでしょう

か。私は、市民にとって大事なことしか質問しま

せんので、市長の誠意ある回答をお聞かせくださ

い。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

 

○副議長 九鬼副市長。 

 

○九鬼副市長 それでは、今の森川議員の最初の

問題についてお答えを、私のほうからさせていた

だきます。 

 市の公共工事の入札審査委員会に市民代表の委

員もとのご質問であります。 

 ご承知のとおり、平成２３年度、本年度から入

札及び契約の公正を期すために、総務企画部に監

理用地課を新設し、審査会要綱等に従って厳正に

指名入札業者の選定等を実施しているところであ

ります。 

 審査会の職務は、一般競争入札に係る参加資格

の決定、設計金額が３，０００万円以上の公共工

事及び１，０００万円以上の製造の請負等の業者

選定並びに不正または不当な行為のあった業者の

指名停止等を主な職務といたしております。 

 委員の構成は、委員長に副市長、委員に総務企

画部長、工事担当部長、工事担当課長、入札所管

課長を充てておりますが、技術的適性等を判断す

る必要があるときには、学識経験者のご意見を聞

くことができることにもなっております。 

 そこで、森川議員の市民の代表も委員にとのご

意見でありますけれども、現在審査会は工事担当

課の業務、事務日程等を最大限尊重した形で随時

開催しており、１週間に２回開催する例もありま

す。市民の中から委員に選任した場合、委員への

開議通知等で審査会開催日に大きな制約が生じ、

業務に支障が生じることや、事業によっては委員

と業者との間に利害関係がある場合もあり、守秘
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義務の観点からも懸念されるところであります。

ちなみに、近隣市町についても調査をいたしまし

たけれども、一般市民が委員になっているところ

はないのが現状であるようであります。 

 また、ご質問の中に特に仕事が少ない業者が入

札の指名に入ってないとか、理事者の意向によっ

て入札業者が決まっているのではないかといった

ような発言がございましたけれども、まず本市に

あってはそのようなことは絶対にないことを申し

上げておかなければなりません。それで、本市の

公共事業も年々縮減傾向にあり、業者の非常に厳

しい現状も十分認識しておりますが、指名基準及

び選定要領に従い、業種、格付、設計金額、地理

的条件及び手持ち工事の状況等を総合的に勘案

し、公正かつ公平に特定業者に偏らないように選

定をしているところであります。今後も監理用地

課設置の意味を十分認識し、引き続き入札指名業

者選定については公正かつ厳正に対応してまいり

ますので、ご理解とご協力をお願い申し上げま

す。 

 続きまして、政治倫理審査会の設置についての

ご質問ですが、当市の政治倫理条例は政治倫理の

確立を図り、市政に対して市民から信頼され、公

正で民主的な市勢の発展に寄与することを目的

に、議員発議で制定されたものであります。しか

しながら、条例の厳格適用のための政治倫理審査

会の設置については規定しておりませんし、また

具体的な判断基準も設けていない状況にありま

す。この件については、平成２２年度第３回定例

会において、嶋川議員からの一般質問でもお答え

をいたしましたとおり、政治倫理の基準の具体化

については条例制定の経緯を踏まえると、まずは

制度が直接適用され、運用される立場にある議会

内部で検討、協議をいただき、あわせて政治倫理

審査会の設置についてもご検討をいただきたいと

存じます。 

 市執行部においては、議会と歩調を合わせて取

り組ませていただきたいというふうに考えており

ますので、よろしくお願いを申し上げます。 

 以上答弁といたします。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 森川議員の２つ目の部

長、課長の仕事についてのご質問についてお答え

いたします。 

 行政組織における部長、課長は、行政執行事務

の責任者でもあり、管理監督職であります。豊か

な人間性と広い視野、高い見識が求められると同

時に、長期的な展望に立った政策判断や統率力や

折衝力を発揮して、他の部局との調整といった能

力も求められます。部長、課長職へは、これらの

能力を一定レベルで有している人材が登用されて

いると承知いたしておりますけれども、議員がご

指摘されるような思いが市民に宿っているとすれ

ば、非常に残念なことと思っております。 

 現在、管理職の育成におきましても、人材育成

基本方針に基づき、各種研修において行政経営、

政策形成、コミュニケーション、職務遂行、専門

の職務遂行の各能力の取得に努めているところで

ございます。具体的には、市独自の研修や、愛媛

県の研修所で新任課長級の課長研修に積極的に参

加させ、職務遂行のために必要な専門的能力の育

成向上を図るとともに、県内の自治体職員との交

流、相互啓発を通じて職務に関する情報収集を図

っております。また、毎月定期的に部長会、課長

会を開催し、各部署で抱えている課題や事業の執

行状況等の情報共有、意思統一を図っているとこ

ろでございます。立派な新庁舎が市民サービスの

拠点として、また市民の皆様に愛される市役所と

なるためにも、管理職を初めとする全職員の育成

に引き続き努めてまいりたいと考えておりますの

で、ご理解いただきますよう、職員への指導助言

を含めてお願い申し上げます。 

 次に、第１別館の建物の今後と職員の駐車場の

件についてお答えいたします。 

 第１別館の建物の今後と職員の駐車場というこ

とでございますが、第１別館には松山議員のご質

問でもご答弁させていただきましたとおり、卯之

町駅前広場の整備計画を平成２４年から庁内で検

討会並びに市民検討委員会等を開くというような

計画にいたしておりますので、その中で具体的な

検討を行いたいと思います。 

 職員の駐車場につきましては、現在宇和文化会

館裏駐車場を文化会館でのイベント開催以外に時

間制限のみを行い無料で開放いたして、市職員を

初め一般市民の方が利用されている状況にござい

ます。新庁舎建設工事前の約５００台と比較いた

しまして、完成後には約４５０台となり、駐車場

が減少しますので、庁舎周辺の慢性的な駐車場不
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足を懸念いたしているところでございますが、完

成後における利用状況の変化や駅前広場の整備計

画検討結果を踏まえまして、有料化を含めた新た

な駐車場管理方法の検討を行ってまいりたいと思

いますので、ご理解賜りますようお願い申し上げ

ます。 

 通勤手当の支給額につきましては、広報１月号

の市職員の給与などの状況を公表しますという記

事の中で毎年掲載させていただくほか、西予市ホ

ームページで西予市人事行政の運営状況について

という項の中で掲載して公表を行っているところ

でございます。本市におきましては、平成２３年

４月１日現在、８８９名の職員が在籍しておりま

すが、そのうち通勤手当が支給される職員数は６

２５名であり、１人当たりの平均支給月額は６，

７００円、全体の月額支給額は４１８万７，５０

０円となっております。 

 なお、職員の通勤手当支給額は、西予市職員の

給与に関する条例で規定しておりますので、詳細

については例規集でご確認ください。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 森川議員２番目の質問の中の宇

和町山田に予定されていた野菜工場の跡地の埋蔵

文化財調査費の入金についてお答えいたします。 

 株式会社エリアの埋蔵文化財発掘調査委託料の

残金の支払いにつきましては、平成２１年９月１

７日に調停が成立し、平成２１年１１月から毎月

返済を約束したものですが、その後においても株

式会社エリア代表取締役社長が、何かと理由を付

した文書を寄こして支払いを延期し、いまだ支払

いがなされていない状態であります。 

 第１回目の支払い期日から遅延したことで、再

三にわたり株式会社エリア代表取締役社長に対し

文書による支払いの督促を行うとともに、今後の

返済計画等協議のため、来庁依頼通知を送付いた

しましたが、何ら誠実な回答を得ることができま

せんでした。そこで、昨年末から数回自宅及び事

務所へ訪問を行いましたが、面会することができ

ず、現在は電話による連絡もつかない状態となっ

ています。ことし４月からは、市からの督促文書

も２度相手先不在で還付され、文書も到達しない

状態となり、所在の有無も確認できない状態とな

ったことから顧問弁護士に相談し、弁護士法に基

づく住所確認の調査を行っているところでござい

ます。今後は、その調査の結果を踏まえ、具体的

な法的措置への移行を前提とした対応についても

検討していかなければならないと考えておりま

す。 

 以上の答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 １３番森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 まず、公共工事の競争参加

資格審査会についてお願いします。 

 市民から要らぬ疑惑を招かないためにも、利害

関係のない人、議長や副議長などを選んで、ぜひ

して、議長や副議長なら利害関係がないと思いま

す。ほかの市がしていないからしないのではな

く、ほかの市の見本となるような行動をしてもら

ったらと思います。 

 例えば、西予市暴力団排除条例などは、完全に

ほかの市からおくれをとっています。ほかの市で

は、もう去年から条例ができている状態です。西

予市は、ほかの市のまねをするんじゃなく、ほか

の市の見本となるような市になってもらいたいと

思います。 

 そして、最後にエリアなんですが、保証人は２

人とれなかったかどうか、お伺いします。 

 

○副議長 九鬼副市長。 

 

○九鬼副市長 審査会の委員に議会の代表もとい

うご意見のようであります。今後、そういうこと

ができるか、現実に対応できるか検討させていた

だきたいと思います。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 保証人のご質問ですけども、現

在保証人、株式会社社長と社長の個人的な保証人

という形で、現在会社を代表する社長と個人名で

の保証人という形で、保証人を２名とっていると

ころでございます。 

 

○副議長 １３番森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 普通、保証人への個人で２
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人とるのが常識だと思っていますが、そうじゃな

いでしょうか。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 契約書の中で、代表取締役社長

という形の契約ですとなっておりましたけども、

こういった支払い１年という形が発生した段階に

おいて、個人的にも支払いを科すという形で、個

人名義の保証人という形を途中からお願いし、承

諾を得たところでございます。 

 

○副議長 次に、２４番坂本隆重君。 

 

○２４番坂本隆重君 私は、企業の創出と雇用対

策について質問をさせていただきます。 

 ことしの１月３日の成人式の折、成人女性代表

の主張の中にあった職場を与えてくださいという

切実な訴えは、市長の脳裏にも鮮明に残っている

ことと思います。 

 最近、円高が戦後最高値の１ドル７４円台をつ

け、日本経済はリーマン・ショックの傷がいえな

いうちに東日本大震災に見舞われ、財政は先進国

の中でも最悪の水準にある中で、米国債の格下げ

で投資家からドルを手放す動きが加速し、世界的

な株安の連鎖で投資家は、リスクを減らし、安全

とされる資産に投資しています。米国の景気は失

業率が高く、個人消費も振るわず、市場での経済

も先行きは日本以上に深刻との見方があり、ドル

が売られやすくなっています。円高は、原油価格

などの輸入価格が低下するメリットがあるもの

の、製造業の価格競争力の低下にもつながりま

す。これ以上の円高は、生産拠点の海外移転や外

注化を加速させ、日本経済の空洞化をもたらす可

能性があります。大手電気メーカーでは、１円円

高が進むと、営業損益が４３億円の減益になると

計算しています。 

 また、原子力発電は絶対に安全である、だから

原子力発電は絶対に安全だということにしないと

いけないという考え方が、結局何らかの対策もと

らなかったことによって、こういった結果になっ

たのではないでしょうか。国は、これまで今回の

福島原発事故は想定外といって国民に説明してき

ましたが、原発は人間がコントロールできないも

のであることを、国また国民もわかってきたので

はないでしょうか。風評被害は日本国内外に及

び、日本国政府の弱体化は領土問題にも発展、影

響しているように思えてなりません。 

 今国会で再生可能エネルギー買い取り法が制定

されました。国家の手厚い保護を受けてきた原子

力が、既存原発の耐用年数を考慮した、将来のあ

る時点で脱原発を視野に入れ、原発や化石燃料に

依存することなく、再生可能エネルギーの大幅な

拡大と既存の住宅の改築などの大規模な省エネの

実現が必要ではないでしょうか。このことは、国

内の需要や雇用の拡大、その結果経済の活性化に

もつながります。そのためにも、平成２２年に過

疎法の６年の延長と追加の事項に認められました

中で、太陽光、バイオマスを熱源とする熱、その

ほかの自然エネルギーを利用するための施設とあ

るごとく、地域が発電所の機能を持つ次世代エネ

ルギーのベストミックスで低炭素社会を目指すべ

きではないでしょうか。エネルギーの大部分を輸

入に頼っている日本は、自然エネルギーをうまく

生活の中に取り込むことによって、豊かな暮らし

を実現する低炭素エネルギー社会を構築できるの

です。 

 日本で行われている次世代エネルギーの取り組

みは、スマートシティー、すなわち一定の町や都

市にスマートグリッド技術を取り入れて、地域内

全域を網羅する大規模なエネルギーマネジメント

システムを構築すべきだと思います。既に各地で

実証実験を行っています。青森県の六ヶ所村、横

浜市、愛知県の豊田市、京都府けいはんな学研都

市、北九州市等、既に各地で実証実験が行われて

います。西予市も市長がトップリーダーとなっ

て、八幡浜市のチャンポン課のごとく、市の職員

が先頭に立って有名にしたように、エネルギー課

を設置し、総力を結集して次世代エネルギーに積

極的に取り組む時期が来ているのではないでしょ

うか。 

 また、東温市では、地球温暖化対策で住宅の太

陽光発電による二酸化炭素の削減量を取引する東

温太陽の恵みスマイルプロジェクトの本格スター

トにあわせて、経済産業省の国内のクレジット制

度をスタートさせております。すなわち、地創地

活を展開する全国に先駆けとしての環境保全と、

地域経済の活性化に取り組んだいい例だと思いま

す。 

 西予市の職員の中には、過去にも２００９年の
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国の地域医療再生基金を使って、地域医療再生計

画にも素早く対応し、新市立病院を建設に至らし

めた部長、平成２０年の特別間伐法に基づく美し

い森林づくり交付金事業を立ち上げた、すなわち

バイオマス事業、木質ペレット事業を起こした課

長、現在の新庁舎の建築にかかわってきた係長

等、人材は豊富です。資源も豊富です。自立型地

域づくり、まちづくり、自力で産業を興し、雇用

を創出する、こういう市であるべきだと思いま

す。 

 以上のことから、次の３点についてお伺いいた

します。 

 １点目、エネルギー課の設置、２点目、エネル

ギー関連の企業起こし、３点目、雇用対策、市長

の明快な答弁を求めます。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 坂本議員のご質問、起業創

出と雇用対策についてお答えをいたします。 

 初めに、エネルギー課の設置についてと、エネ

ルギー関連の企業起こしについてお答えをいたし

ます。 

 市といたしましても、太陽光発電や風力発電の

ような再生可能エネルギーを取り入れ、従来型の

中央制御式コントロール手法だけで達成できな

い、自立、分散的な制御方式も取り入れながら、

電力網での需給バランスの最適化調整と事故や過

負荷などに対しても、その機能を維持する能力を

高めるスマートグリッドは、新しい機能を持った

電源ベストミックスや低炭素エネルギー社会の構

築を推進する上で重要だと考えております。西予

市においても、電力網再構築の一端を担うために

も、次世代エネルギー対策を担当する部署の設置

については、地方におけるエネルギー対策のあり

方等を含めて将来的な検討課題としたいと存じて

おります。 

 なお、エネルギー関連の企業誘致につきまして

も、関連関係機関や地域と連携して取り組んでま

いりたいと考えております。 

 次に、雇用対策についてお答えをいたします。 

 市といたしましては、産業振興及び雇用機会の

拡大を図り、もって本市経済の発展及び市民生活

の向上に寄与することを目的として、市内の企業

の立地を促進するために、必要な優遇措置を講ず

る企業誘致奨励措置事業や、地域特性を生かした

地域内型産業の振興、地域農林水産業にかかわる

加工業の振興をすぐれた産品の販売を通じた地域

産業の活性化、地域特性を生かしたグリーン・ブ

ルーツーリズム事業の振興を図るための産業活性

化対策関連事業の実施に取り組んでおります。 

 今後も自力で産業を興し、雇用を創出する自立

型地域づくり、まちづくりを進めるため、これら

の事業継続に取り組んでまいりたいと存じており

ます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 ２４番坂本隆重君。 

 

○２４番坂本隆重君 今、部長の説明の中で、い

ろいろと今後の構想をお聞きしたのですが、テン

ポがぬるいんじゃないかなと私は思います。とい

うのは、もう国は完全に脱原発を宣言して再生可

能エネルギー買い取り法を成立させ、もうシフト

はしかれたわけです。政策転換はされたと。８月

２６日に法が制定されましたので、もうこの時点

ではもはや過去にもずっとその形跡は認められと

ったわけでございますが、現に西予市においても

過疎地域に指定されまして、過疎法に基づいて２

２年３月に過疎法が６年間の延長になりました。

そのときに、追加の改正点として追加の事項が盛

り込まれた中に、医療関係のソフト部門、これが

追加されました。それから、自然エネルギーが追

加されました。その中に、この自然エネルギーの

市町村の計画に基づいた上での、この過疎法の適

用という条件がついております。ですからバイ

オ、木質ペレットをやられたときには、もうこの

次元でこの適応を利用されてるわけですよね。そ

れから、医療も過疎法に基づいたときに当時の部

長が先を読んでプランを立てて、総務省に出し

て、そしてこれが病院の改築に、ひいては新市立

病院というような形に展開してきたわけです。こ

れもやはり２年間ぐらいかかっているわけです

よ。ですから、責任ある行動を起こすためには、

こんな中・長期的なものを立ち上げるためには、

やはり知恵と知識と、それから情報量、これが必

要です。それを受け持つのは、やはり責任ある体

制を組んで、初めてプランが成り立つのじゃない

かというように思いますので、今から検討します

では、ちょっと遅過ぎるんじゃないかなと。補助
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金の場合は、ぶら下がっていけばいいですけど、

地方分権とか地方が自立していくためには、活性

化していくためには、やはりこと起こしは西予市

自体から起こしていかないかんと。プランニング

をやらなかったら、これはできないことではない

かと思いますので、ぜひこういうような転換があ

ったときにこそ、初めて早く立ち上げてもらいた

いと思います。 

 それともう一件、質問の中にも入れたんです

が、八幡浜のチャンポン課がチャンポンを大々的

に売り出して、今成功してます。それで、なぜこ

ういうにまで成功したかと、有名になったかとい

いますと、きょうの愛媛新聞に載っております

が、議場から八幡浜チャンポンをＰＲするがよと

いうことで、写真入りで理事者側、それから議員

側が皆１，８００円のＴシャツを着て会議に臨ん

でいるわけですね。この心意気なんですよ、要

は。 

 そういうことで、これは非常に将来につながる

中・長期的な展望でございますんで、ぜひともそ

の心意気をちょっとお聞かせ願いたいんですが、

これぜひとも最高責任者の市長にちょっとお考え

をお聞きしたいのですが。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、坂本議員の再質問につい

てお答えをさせていただきます。 

 まず、職員のいろいろな立場において事業云々

と評価をいただきまして、本当にありがとうござ

います。議員もいろいろ立場によってそれぞれ違

うんかなあというふうに思いますけど、評価いた

だいたことにありがたく思っております。ありが

とうございます。 

 私ども、今のご質問の中でこういう自然エネル

ギー等と、国の方が再生可能エネルギー特別措置

法案ができて、それに対応する新しい体制づくり

をしなさいよというご意見、これは非常に痛いほ

どわかりますし、ありがたいご指摘だと、このよ

うに思っておりますけれども、私どもの西予市は

ご案内のとおりバイオマスタウン構想を構築いた

しまして、今回の震災がある前から再生可能エネ

ルギーに対しては早く取り組んできたと私は思っ

ております。したがって、その前に木質ペレット

の製造施設をつくって、ご案内のとおりこの新庁

舎の１階の冷暖房、いわゆる空調については木質

ペレットのいわゆる自然可能エネルギーを、再生

エネルギーを使っておるというようなことをさせ

ていただいておるというのも、先刻ご承知のとお

りだと思っております。 

 また、今回の議会にも予算として提案をさせて

いただきましたけども、カーボンオフセットに向

けてご提案をして、これを広く企業に買い取って

いただくというようなご提案もすることも予算化

をさせて、お願いをしておるところでございまし

て、やはり西予市の森林が生み出す二酸化炭素の

固定化も吸収も新しく産業としてなるんだと、こ

れも再生可能エネルギーに向けてのまた新しい一

歩であろうと思っておるわけでございます。 

 また、市だけではなしに、市内の団体も新しい

方向に向けた活動もされつつあります。それに対

しても、市としても自然の再生可能エネルギーの

大きな力になるんだろうという予想の中で、今水

面下で一緒に努力していこうかなというような考

えを進めておるところでございまして、そういう

ような積極的な対応についてはそのほかの区市町

村よりかは劣っておると私は思っておりません。

議会の中でも木質ペレットの進め方については、

最初問題視をされた方もございましたけれども、

私自身は一つの考え方としては、そういうものを

進めることによって、それは単価としては高いか

わかんないけれども、市全体の経済の中で大きく

見た場合は、よく価値性が高くなってくる、経済

の大きさが広がってくると、このように思ってお

りまして、その点については坂本隆重議員のおっ

しゃる点と同じところでございまして、そういう

点は進めていきたいと思います。 

 私ども八幡浜市の事例等々もご紹介もいただき

ましたけれども、できるものについては積極的に

そのように投資をやっていくということも今後と

も進めていきたいと、このように思っておりま

す。 

 以上です。 

 

○副議長 次に、２３番二宮元君。 

 

○２３番二宮元君 私は、当面する３つの課題に

ついて関係する市民の声を参考にして質問をいた

します。 

 まず、西予市の水道料金の平準化についてでご
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ざいます。 

 去る７月に、この問題の検討委員会の答申書が

全議員に配付されました。資料にもありますとお

り、合併前の平成１５年の協定では、水道料金は

それぞれの歴史があり、現行のとおりとするとい

うことで、平成１６年４月に合併されたのであり

ます。 

 私は、７月末に久しぶりに近くの温泉に行って

おり、八幡浜の向灘の７０代のミカン農家の方が

おられ、いろいろ話をされました。特に、水問題

は熱心で、過去の歴史を話され、昔は価格もよく

笑いがとまらない時代が続いたが、ただ水不足に

ついてはいつも不安で干ばつ対策が最大の課題で

苦労したが、昭和５７年３月完成した野村ダムの

おかげで飲料水はもとよりミカン畑も干害の心配

もなくなり、あれから生活も本当に楽になったと

話され、ただ価格が下がり続けていたが、昨年は

３倍近くの高値で取引され農家も潤いましたと。

野村ダムのおかげよと話されました。飲み水のな

い苦しさは、その地域で生活される人たちでない

と実感できないのであります。その後、明浜の友

人にも会い、水の問題を話すと、野村ダムおかげ

で本当にありがたい、現在は人もミカンも元気で

助かっておるぜと、野村ダムからの命の水の大切

さを切々と真剣に話されました。 

 ただ、料金の件につきましては、全く考えてい

ないとのことでした。のど元過ぎれば熱さを忘れ

るとの格言がありますが、ともすれば現代の生活

になれてくると、人間だれでも過去のことは忘れ

がちになるのは自然であります。特に、若い人た

いは昔の経験をしていないだけになおさらであり

ます。平成２３年４月、西予市本庁舎も完成し、

本庁方式での改革が進められておりますが、温故

知新のとおり過去の歴史を無視しての未来の発展

は望めないと私は思うのであります。 

 松山市では、慢性的な水不足が毎年報道されて

おります。歴代知事や松山市長さんが有水地域か

らの分水の要請や働きかけを続けられております

が、前向きの答えは全くありません。それほどラ

イフラインのかなめである水問題は難しいのであ

ります。 

 さきの水道料金の平準化は、旧野村町民の有識

者は、特にこの件については根強い不信感を持っ

ておられ、簡単に解決する問題ではないと私は思

っております。 

 同じ肱川流域の大洲市は、合併して７年になり

ますが、関係者に聞いてみますと、基本料金の統

一は理想ではあるが直接市民の生活に響くので提

案することもできない状態であると話されまし

た。なお、大洲市の上水道料金は、大洲が７２０

円、長浜が１，２００円で、いずれも８トンまで

の基本料金とのことであります。 

 さきの水道料金検討委員会では、基本料金は統

一されるべきと報告されております。新庁舎の完

成に伴い、総合支所からただの支所へ、本庁中心

に改革は進められ、野村町の商店街はシャッター

の閉じた店ばかりが目立ち、人影もほとんど見え

ず、寂れる一方の中心地、暗く寂しさの増す商店

街の現状を思うとき、この上水道料金を値上げす

るとなると、野村町民は果たしてどう理解するの

か、これでいいのかという不信感が強くならない

のか、私は心配でならないのであります。 

 ある検討委員さんに経過についてお尋ねしたと

ころ、いろいろ意見は出ましたけれども、全体で

は事務局の提案どおり事は進んでいったと話され

ました。下流域の大洲市でさえ、この問題を進め

られない状況の中、野村ダムから導水している明

浜、三瓶町の歴史を考えるとき、基本料金に向け

た検討委員会の答申にはいささか疑問が残るので

あります。 

 合併前の協定にもありますように、料金改定は

日常生活にも即影響するので、現行のままでよい

のではないか、理事者のお考えをお伺いいたしま

す。 

 次に、歯長橋付近からの高速道路の乗り入れに

ついて質問をいたします。 

 この件は、去る２月１８日、関係地区の宇和町

下川明間、野村町の全地区、城川町の全地区の嘆

願書を添え関係地区役員と紹介議員２名で三好市

長に陳情をいたしました。そして、５月９日には

市長と関係役員が同行し、松山の県庁に出向き、

井上土木部長に陳情をいたしたところでございま

すが、土木部長は快くご理解をいただき、西予市

と連携して早期実現に向けて国への働きかけを進

めるという前向きの回答をいただいており、非常

に私ども大変思いを強くして帰ったところでござ

います。 

 もうご承知のとおり、高速道宇和宇和島間は平

成２３年度で全面開通が決定しており、残り工事

が現在急ピッチで進められております。しかしな
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がら、西予市インターは宇和に１カ所しかなく、

危篤状態の重症患者が出た場合、果たして助ける

ことができるのかを一番心配しているのでありま

す。南予地方の第３次救急医療施設は市立宇和島

病院のみであり、救命救急は当院に頼るしかあり

ません。歯長から宇和インターまでは約４キロあ

り、インターを経由して宇和島市に向かうと約１

０分の時間を要します。救命救急は一分一秒を争

うことであり、西予市の人口３分の１が住んでい

る肱川下流域市民は大変心配をいたしておりま

す。歯長橋からの乗り入れ道路はまさに生命路線

であり、市民のとうとい命を救い、安全・安心し

て生活を営むためには、救命救急業務の整備は喫

緊の重要課題であります。関係市民は、下り線宇

和島方面のみの片側一方通行での四国自動車道へ

の乗り入れについて、市民８，５１５名の署名を

添えて提出されておりますが、その後の経緯につ

いて市長の見解をお伺いをいたします。 

 次に、主要県道宇和野村線栗木地区の通行どめ

について質問をいたします。 

 去る７月２５日に発生しました防災工事中の落

石事故のため全面通行どめが続いており、既に４

０日が経過をいたしております。現場付近は、以

前から毎年崩落が発生しており、その都度通行ど

めとなり、通行者はもとより地元住民も大変不便

を来しております。この路線には、対岸に迂回路

はなく、城川町の県道野村城川線を利用するか、

または崩落箇所上の市道荷刺大西鎌田西線しかあ

りません。迂回する人たちは時間的にも早い同線

をよく利用しておりますが、カーブが多く幅員が

狭いため事故でも起こしたら大変と地元住民は心

配をいたしておるのであります。その後、復旧工

事は進んでいるのか、通行どめ解除はいつになる

のか、理事者のお考えをお聞かせください。 

 以上、私は３つの課題について質問を終わらさ

せていただきます。ご清聴ありがとうございまし

た。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、二宮議員のご質問にあり

ました西予市水道料金の平準化についてお答えを

させていただきます。 

 平成１６年に合併をしました西予市であります

が、水道料金につきましては、合併協定では独立

採算制が原則であり、当面の間は現行のとおりす

るとされておりました。しかしながら、合併後８

年を迎えた今、この市町村合併の集大成ともいえ

ます水道料金の統一は避けて通れない大きな問題

でもあります。 

 水道法では、水道料金は適切な原価に照らし、

公正、妥当で、かつ特定の者に対して不当な差別

的取り扱いをするものではないとされておりまし

て、国からは１市町村１上水道事業との統合方針

が示されております。県内におきましても、上水

道事業が整理されております１８市町のうち、既

に１５市町で水道料金の統一がされておりまし

て、西予市も含む３市町で統一できていないのも

現状でございます。このようなことから、今後水

道事業の健全な経営基盤の確保を図るための適切

な水道料金改善について、広く市民の意見を反映

させるため、各種団体の代表１４名によります西

予市水道料金検討委員会を設置いたしまして、昨

年１２月から６回の委員会を開催して、現状の把

握と将来の予測等につきまして真摯に対応いただ

き、去る７月に答申をいただいたところでござい

ます。 

 各水道事業には、歴史や地域性もありまして、

また野村ダムからのまさに命の水の恩恵により３

市１町の慢性的な水不足が解消されたことも十分

認識をしておりますけれども、給水人口の減少や

節水型機器の普及によりまして、給水収益が減少

する現在の経営状況の中で、重要なライフライン

として老朽化した施設の更新や南海・東南海地震

などの大規模災害に備えた耐震化を図るために

も、水道事業の統合を行って経営の健全化と事業

経営の適正化を進めなければなりません。市とい

たしましても、まず答申を尊重いたしまして、２

４年度からの事業の統合と水道料金の平準化を進

めていきたいと考えておりますので、ご理解のほ

どよろしくお願いをいたします。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 二宮議員２番目の質問の歯

長橋付近からの高速道路の乗り入れについてお答

えをいたします。 

 高速道路への乗り入れの件につきましては、質

問にもありましたように、５月９日井上要県土木



－72－ 

部長に要望書を提出し、県の担当窓口であります

道路建設課と今後の対応について協議を実施いた

しました。 

 また、去る６月６日、国土交通省四国地方整備

局大洲河川国道事務所において、県及び市の担当

者で高速道路への乗り入れ道設置についての事前

協議を行ってきました。しかしながら、今回の事

例につきましては、国としても前例のない件であ

るので具体的手段についての回答はなく、今後国

としても検討していく旨の返答に現在はとどまっ

ております。 

 そこで、今後どう進めていくかについて検討協

議を進めておりますが、西予市のほうで具体的に

乗り入れ道について、二、三カ所の案を選定し、

国土交通省と協議を進めるよう、県の提案を現在

は受けております。そこで、現在歯長橋から下川

橋にかけての区間において、乗り入れ可能な区間

の選定作業を実施しておりますので、案が決まり

ましたら引き続き県と国土交通省と協議を進めて

まいります。今後も継続的に事業の推進を図って

まいりますので、ご理解をいただきますようお願

い申し上げます。 

 なお、この協議の中で、今回は緊急自動車の進

入路としての扱いで対応しております。 

 続きまして、主要地方道宇和野村線栗木地区の

通行どめにつきましては、本路線は土砂崩壊によ

り７月２５日から全面通行どめが行われており、

愛媛県南予地方局西予土木事務所が管理し、８月

上旬から応急対策工事が実施されております。道

路上の土砂を撤去するには、のり面の安全が確認

されないと撤去できない状況であるため、のり面

上部の浮き石、オーバーハング箇所の掘削等を行

いながら、モルタル吹きつけ、鉄筋挿入によりの

り面復旧後、土砂を撤去し、仮設防護さくを設置

する計画となっております。よって、一般車両の

通行は９月末の予定でございます。 

 なお、土砂撤去中に安全が確保されれば、歩道

部分の通行を先行して行う予定でありますので、

ご理解いただきますようお願い申し上げます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 ２３番二宮元君。 

 

○２３番二宮元君 今、三好市長さんから答弁が

ございました。下水道料金は絶対統一すべきだと

いうような確たる答弁があったと、このように思

っておりますけれども、これが平等にいけば一番

いいんです。ところが、野村町の人らに聞いてみ

ると、それはもう歴史があるもの、それをなぜそ

ういうことをせないけんかという強い不満がある

ということを一つきょうは伝えたかったと、この

ように思っておるところでございます。今からそ

れぞれの各町で説明でもあろうと思っております

けれども、十分にひとつ理解をしてもらうよう

に、市長からも市民に納得していただくようなひ

とつ説明を、責任を果たしてもらいたい、このよ

うに思っておるわけでございまして、非常に野村

町の場合不信感が強まっているということを私は

感じております。 

 それから、歯長乗り入れ道路でございますけれ

ども、今説明がございました。私も非常にこの道

につきましては、８，５１５名の署名していただ

いて、嘆願書も集まっており、そういった形の責

任も感じておるわけでございますけれども、何と

してでもこれは実現していただきまして、この命

を守っていただくということに、ひとつ市長もお

骨折りいただきたい。特に、市長は今現在愛媛県

の市長会の会長さんということでございまして、

いろんな面で水問題もですが、この歯長の乗り入

れ道につきましては、その発言力もあり、実現実

行力も高いと私は信じておるところでございます

ので、どうぞひとつご努力をいただきたい。そし

てまた、早期に実現するようにご配慮願いたい、

このように思っております。 

 それから、藤中部長、今の宇和野村線の通行止

めにつきまして、先ほど説明しましたけれど、ち

ょうどこれは県道野村城川線が迂回路となってお

りますけれども、ほとんど通る人はあの市道鎌田

栗木西線を利用されます。これも行ってもらえた

らわかると思いますが、非常に道が狭い、カーブ

が多い、危機がいっぱい伴うと、このように思っ

ておりますので、これはぜひひとつ市道改良をよ

り早く進めていただきたい、このことを地元は願

っておるところでございますが、ひとつ部長の見

解をお話しいただきたい、このように思っており

ます。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、二宮議員の再質問につい
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て１点、２点目について、大まかにまたお話をさ

せていただきます。 

 先ほどお話ししたとおりでございますけど、水

道料金の統一については答申をいただいたことに

ついて、まずしっかり受けとめて、今から地域で

それぞれ説明をさせていただきたいと思っており

ます。それでご意見をいただいて、その答申の内

容から最終的にどう結論を導びくかということ

は、今後の課題であります。そういう方向に向け

て、まず説明をした上で、最終的に市の最後の判

断をしていこうと、このように思っておるところ

でございます。 

 次に、歯長橋の乗り入れについては、先ほどか

らも議員ご指摘のとおり８，５１５名の署名は非

常に重たい署名でございますし、それを受けとめ

て私も議員と一緒に県のほうにお願いをして、国

のほうのつなぎを今ずっとやっていただいておる

ところでございまして、その重みというものをし

っかり受けとめてやっていきたいと、このように

思っております。 

 ただ、先ほど部長の答弁にもありましたとお

り、あくまでも今の段階では特殊事例であるとい

うことで、緊急用自動車の自動車道と、緊急自動

車の進入自動車道という形をとらざるを得ないと

いうことがありますので、この辺も理解をしなが

らしていただきたいのと、もう一点は、市も財源

的なとこも含めて、それに対応するのには有利起

債を使わせていただくということの条件も付しな

がら今後進めていきたいと、このように思ってお

ります。 

 以上です。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 今回の県道宇和野村線の通

行どめによりまして、貝吹地区の幹線道路であり

ます市道荷刺大西鎌田西線の交通量は大変多くな

っていると思いますが、この路線はまだすべてが

完了したわけでございませんで、今継続中でござ

います。この路線につきましては、ぜひ完了させ

たいと思っております。今回、今お話しのある路

線につきましては、県道から栗木川平に続く路線

の改良かと思うわけですが、この路線につきまし

ては議員言われるように、大変狭く離合ができな

い状況の道路でございます。そういう中で、なか

なか事業ができなかったわけですけれども、平成

２０年と２１年に一部、岩盤のり面の工事をさせ

ていただいて、２７０メートルほど今供用をして

いるところでございます。この路線につきまして

は、まだかなり距離もございます。こういう中

で、今すぐ工事が改良ができるかという話にはな

らないわけですけれども、今予想以上の通行があ

りますのは、県道が通行どめになっておるという

条件の中で、今割と交通量が多くなっとるという

ことで、これが県道が開通すればまた平静に戻る

のかなと思っておりますが、ただそれにかかわら

ず、今後は全部改良じゃなくして、離合場所を含

めた局部改良ということで、今後進めていきたい

と思っておりますので、ご理解をいただきたいと

思います。 

 

○副議長 ２３番二宮元君。 

 

○２３番二宮元君 今、答弁をいただきましたけ

れども、今の通行どめについては栗木川平線のこ

とを言われましたけれども、あれから西まである

んですね。それでまた、栗木から西の間の約６０

メーター、未整備、未改良になっておるところで

ございますが、これ非常に狭い、危ない、危険な

ということでございまして、そこら辺もひとつ十

分把握していただいて、ご配慮願えればありがた

いと、このように思っております。 

 以上です。 

 

○副議長 暫時休憩いたします。（休憩 午前１

１時５５分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午後１時０

０分） 

 次に、１２番沖野健三君。 

 

○１２番沖野健三君 やはり午後になると傍聴席

が少し寂しいようですが、まあ頑張ってやりま

す。 

 先日、私はある団体の会合に出席しました。そ

のときに年配の方が、西予市は大丈夫か、つぶれ

んかというようなことを言われました。振り返っ

てみますと西予市も７年間の間に大きな事業を多

くやってきております。中でもＣＡＴＶ事業とか

下水道事業、それと新庁舎の建設と、今後予定さ

れているのが新病院の建設であります。市民の方
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が心配するのもわかるような気がします。 

 また、財政的にいいましても、今までは国から

の交付税というものが右肩上がりで増額されてお

りましたが、今後は非常に減額される可能性が大

きいと思います。今、国と地方の借金であります

総財務残高が１，０００兆円ですね。１，０００

兆円を突破するという危機的な状況であります。 

 例えて言いますと、親が子供のクレジットカー

ドを使って物を買っているような状況で、子供に

借金を残すというようなことであります。また、

東日本大震災の復興には今後１０年をかけて約２

３兆円を費やすというふうにも聞いております。 

 今後の市の財政運営は非常に厳しくなると思わ

れます。市長は市政報告で財政は心配は要らない

と言っておられますが、やはり想定外ということ

がありますので、市民の方が心配される理由もわ

かるような気がします。 

 それでは、少々前置きが長くなりましたが、質

問に入らせていただきます。 

 最初に、汚泥再生処理施設の建設地について質

問いたします。 

 本市では、老朽化している東部衛生センターと

西部衛生センターを集約して、新しい処理施設の

建設を計画しております。新しい施設は、リン回

収方式として整備を行う方向で検討しておりま

す。従来のし尿処理施設のイメージを一新する施

設になるようですが、建設地が決定しておりませ

ん。 

 ４月に宇和町の旧町地区に候補地のお願いをし

たのですが、住民の中に反対者が多く断念したと

聞いております。建設地としては、地形的条件、

収集効率、利便性等の財政的条件が必要とされま

す。しかし、関係する地区住民の賛同がなければ

建設は不可能であります。新しい施設が完成する

までには、環境アセスメントが必要で４年から５

年かかるため、市としては今年度中に建設地を決

定したいようです。 

 私は、今回候補地に上がった住民の方たちとの

話の中で、住民の賛否両論どちらももっともな意

見で理解できます。今回、候補地と上がった地区

の皆様には大変ご迷惑をおかけしたと思います。

場所を選定する場合、何よりも大切なのは市の最

高責任者の取り組みだと思います。地区の方々と

の信頼感なくしては建設は不可能です。市長がみ

ずから足を運び、意見を伺い、みずからの言葉で

語る、真摯な姿勢が必要と思われます。市長の考

えをお伺いします。 

 次に、ジェネリック医薬品希望カード配付につ

いて質問いたします。 

 本市では、今年度中に希望カードを国民健康保

険被保険者に配付いたします。ジェネリック医薬

品とはどのような薬かといいますと、薬には医療

医薬品と一般用医薬品の２つに分けられます。医

療用医薬品は、医師の診断によって処方される薬

のことで患者が自由に購入することはできませ

ん。これに対して、一般用医薬品はいわゆる市販

薬のことで、薬局、薬店などで直接購入できる薬

です。さらに、医療用医薬品は新薬、先発医薬品

とジェネリック医薬品、後発医薬品に分けられま

す。新薬は、長い歳月と多額、１００億円以上の

費用をかけて開発されるので、新薬を開発した製

薬会社は特許の出願により、およそ２０年から２

５年、独占的に製造販売する権利が与えられま

す。けれども、特許期間が過ぎると、ほかの製薬

会社も製造ができるようになります。その薬がジ

ェネリック医薬品です。ジェネリック医薬品は、

安価で新薬と同等と認められているため、医療費

の節減につながるようです。国は、平成２４年度

末までに３０％以上、ジェネリック医薬品を普及

させるつもりのようです。しかし、医療関係者の

間では、品質や情報提供、安定供給に不安がある

と言われております。 

 また、医師と患者の信頼関係からして、果たし

て患者が医師にカードを見せることができるだろ

うか、疑問に思いますが、しかし西予市の国保会

計決算状況を見ますと、合併当初３億９，０００

万円あった基金も使い果たし、さらに一般会計か

ら繰り入れをしなければならない状況を見ます

と、少しでも医療費の節減のためには必要かと思

います。患者が遠慮なく医師にカードを見せるこ

とができるようにするにはどうすればいいか、普

及啓発についてお伺いいたします。 

 また、宇和病院、野村病院では何％シェアをし

ているか、お伺いいたします。 

 最後に、スポーツ合宿補助金制度についてお伺

いいたします。 

 昨年の第３回定例会で質問いたしました、再

度、スポーツ合宿補助金制度について質問いたし

ます。 

 市外のスポーツ団体が市内において合宿をした
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場合、補助金を出す制度であります。宇和島市や

愛南町では１泊につき１人１，０００円を助成し

ております。高速道路が開通して、宿泊人口も減

少しております。来年宇和島まで高速道路が開通

しますと、今以上に宿泊者は減少するでしょう。

地域活性化や経済効果のためにも実施してはどう

でしょうか。 

 先日、宇和高校、野村高校、三瓶高校の陸上部

の監督と話す機会がありました。この件について

話しますと、ぜひやってほしい、こういう制度が

あると強いチームを呼びやすくなり、地元のチー

ムのレベルも上がりますということでした。ま

た、昨年の市長の答弁の議事録を読んでみます

と、ここにありますけれども、市長は、スポーツ

合宿の関係でございますが、これはいい提案であ

ったとは思っております。こういう提案をもと

に、私どももそういう地域の中で外貨獲得の中の

方法論として、行政も前向きに考えていくという

ことは必要なことだと思っておりますし、既にあ

けはまシーサイドサンパーク等々もスポーツ合宿

等に似たような合宿も結構やっていただいておる

ような側面もありまして、そういう広がりを行政

としても各業界の方々と連携をしながらやってい

くことについては前向きに考えていきたいと、こ

のようにも思っております。市長の答弁でもやり

たいということでありましたが、１年を経過して

まだ実施されておりません。この点についてお伺

いしたいと思います。 

 以上で一般質問を終わります。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、沖野議員のご質問につい

てお答えさせていただきますが、その前に前段で

お話しされたことについて、少し私のほうから財

政の問題についてだけ、前置きと言われましたけ

ども大事な問題で、触れさせていただいたらと、

このように思います。 

 市民から財政は大丈夫かというようなご指摘が

あると言われましたけれども、財政というのは市

の根幹をなすものでございますから、この点をし

っかりやっていくのが市政運営の根本でもあるわ

けでございます。そういう中で、今回の決算報告

の中でお手元にもお渡しいたしまして、昨日西予

市の監査委員の方からも出されておりました西予

市財政健全化審査意見書及び西予市経営健全化審

査意見書で見ていただいたとおりでございます

が、例えば私どもの主要としています実質公債費

比率が昨年は１３．１から１２．３によくなって

おる、あるいは将来負担比率が９４．１から８

５．１になっておると。それ以前は１０５％であ

ったと、このように思っておりますが、そのよう

にだんだん安定的に、いわゆる１００を切ったと

いうのはすごく安定力があるということもご理解

をいただいたら、将来負担が安定しておると、将

来負担です。ご理解をいただいたらと思っておる

わけでございます。どうしても、決算報告には私

どもは厳しく、大変だということをまず、どうし

ても書かざるを得ないところがありますけれど

も、しかしながら私どもが今、例えば合併特例債

の問題にしても、全国の中で合併特例債が使われ

ておる率が、まだ３０％弱だと聞いております。

したがって、今国の方も合併特例債を震災地につ

いては延期をするというのをまず決められまし

た。しかし、その後合併特例債の問題は、やはり

１０年のうちには使い切れないということで、今

延期の流れに完全になってきたと、このように思

っております。 

 もう一つ、いわゆる普通交付税の合併算定がえ

と一本算定の問題でございますが、これについて

も、今全国のそれぞれの市町のほうからこの問題

について非常に声が上がってまいりました。合併

しておる市と合併しない市が同じような状況でい

いのかどうかという問題の指摘の中で、恐らくこ

の合併算定がえの一本算定のも、これもだんだん

変わってくると、このように思っておるわけでご

ざいます。甘い考えは捨てながらも一生懸命私ど

もは市運営をやっていきたいと思いますし、基金

につきましては、私どものほうからでお話をさせ

ていただきたいのは、合併に５０億円のいわゆる

基金を持ってきていただきました。三位一体の改

革で、非常に厳しい状況が１６年から１８年の間

にありました。したがって、１７年の段階には３

８億円まで基金が減りました。今、現段階では約

８０億円まで積み立てがきたということでありま

して、私が当初合併協議会の法定協議会の中で理

想として、幹事長として出させていただいた８０

億円までクリアできる数字になってきたと、この

ように個人的には思っておるわけであります。そ

ういう安定力をつけながらも、厳しく行財政改
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革、あるいは行政評価システムによる事務事業の

全部の見直し等々を今やっておるところでござい

まして、その辺のご理解もいただきたいと思って

おるところでございます。 

 それでは、ご質問の中にあります第１点目につ

いてお答えいたします。 

 ご承知のとおり、本市のし尿処理施設では東部

衛生センター及び西部衛生センターは、稼働後３

０年が経過をいたしまして、経年劣化による老朽

化が著しい状況となっております。また、県内で

も最も古い施設でありまして、新施設の整備が喫

緊の課題となっております。しかしながら、こう

した環境浄化施設の問題は、建設地周辺の住民の

皆さんのよい住環境を享受する権利や利益との関

係もありまして、複雑なものとなっていることも

事実でございます。今後の建設地の選定につきま

しても西予市汚泥再生処理センター建設計画市民

検討委員会の答申を尊重いたしまして、廃棄物処

理施設の目的を見誤ることもなく、予定地の諸条

件について調査検討を重ね、何よりも住民の理解

と協力を前提にした事業を推進してまいりたいと

考えておりますので、議員各位のさらなるご指

導、ご協力をお願いをしたいと思っております。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 沖野議員のジェネリック医

薬品希望カードの配付についてのご質問にお答え

をさせていただきます。 

 ご案内のように、ジェネリック医薬品とは低価

格でありながら安全性や効き目では新薬と同等と

認められている後発医薬品のことであります。先

発医薬品と治療学的にも同等であるものとして製

造販売が承認され、一般的には開発費用が安く抑

えられることから、先発医薬品に比べて薬価が低

くなっておるところでございます。 

 このため、後発医薬品の普及は患者負担の軽減

はもちろん、厳しい医療保険財政の改善に資する

ものであり、国は積極的に推進し、２４年度まで

に後発医薬品の数量シェアを３０％以上にする目

標を掲げております。２２年度末で、県下２０市

町のうち、本市を含め８市町が希望カードを配付

しておりません。後期高齢者医療広域連合におい

ては、昨年の保険証更新から県下統一して希望カ

ードを配付していますし、全国健康保険協会にお

いても希望カードを配付しており、広域連合の取

り組みとあわせ、ジェネリック医薬品について

徐々に普及が進んでおり、混乱を招くような事態

は起こらないと考えております。 

 今後は、県内すべての市町においてカードが配

付されると思いますので、西予市といたしまして

も、国、県の指導のもと、今年度内にジェネリッ

ク医薬品希望カードを全被保険者に配付して啓発

に努めたいと考えております。 

 沖野議員ご指摘のように、ジェネリックの普及

使用につきましては、患者の立場からは医師に言

いにくい、相談しにくいこともありますし、患者

自体、存在自体を知らないこともあろうかと思い

ます。また、医師の立場からは、ジェネリックに

対する信頼やなれがないことが言えると思いま

す。しかし、希望カードを気兼ねなく利用するこ

とにより、加入者が支払う薬代の削減に加え、市

の歳出を抑制する効果もあり、市民や行政双方に

とって医療費が減る特効薬となるよう期待してい

るところでございます。 

 また、すべての治療薬にジェネリック医薬品が

あるわけではありませんので、その選択は患者が

医師、薬剤師と相談の上、決定をされることにな

ります。 

 西予市立病院でのジェネリックの使用につきま

しては、院外処方ですので、入院患者が中心とな

りますけれども、平成２２年度の採用品目数では

は、宇和病院が８１８品目のうち５９品目を採用

しております。パーセントでは７．２％になろう

かと思います。野村病院が８５４品目のうち８７

品目を採用し、１０．２％の指標となっておりま

す。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 スポーツ合宿に対する補助金制

度についてのご質問にお答えいたします。 

 近年、スポーツ合宿は地域振興の一つの方法と

して全国的に注目され、盛んになってきておりま

す。ご指摘のとおり、宇和島市と愛南町では、既

にスポーツ合宿に対する補助金制度を創設して、

スポーツ合宿の誘致に向けた取り組みがなされて

おります。 

 昨年の第３回定例会において、スポーツ振興に
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とどまらず、さまざまな経済効果を目指した支援

制度についても今後検討を重ねていきたいと答弁

をさせていただきました。そこで、文化を含めた

文化、スポーツ合宿補助金制度を検討するに当た

り、先進地の状況や市内の文化、体育施設等の利

用状況等を調査検討いたしました。一部の施設に

おいては、市内主要団体によって使用時間等飽和

状態になっているものもありますが、市内の各施

設は設備環境には差はあるものの、使用に際して

比較的余裕があり、先進地の事例を見ても文化、

スポーツ合宿の誘致は可能であると考えておりま

す。 

 今後の西予市における文化、スポーツを通じた

まちづくりの取り組みにつきましては、市民スポ

ーツの振興や、２０１７年愛媛国体に向けた体制

づくりはもとより、西予市の特色を生かした文

化、スポーツ合宿の誘致など、新しく文化、スポ

ーツを通じた交流人口の拡大による地域の活性化

を目指すことが必要であると考えております。同

じ文化、スポーツでも、交流人口の増大や経済的

効果を目的とする施策と、市民を対象とする文

化、スポーツの振興を目的とする施策がございま

す。 

 そこで、それぞれを担当する商工観光課と文化

体育振興課において役割分担を明確にし、部署が

違っても一体となって文化、スポーツを通じた交

流人口の拡大による地域の活性化や、市民スポー

ツのレベルアップ、文化活動やスポーツに対する

意欲の向上、健康増進を図るべく、現在文化、ス

ポーツ合宿補助金制度の創設に向けて関係部局間

で協議検討を重ね、その実現に向けて努力してい

るところでございますので、何とぞご理解いただ

きますようお願い申し上げまして、答弁とさせて

いただきます。 

 

○副議長 １２番沖野健三君。 

 

○１２番沖野健三君 それでは、再質問をさせて

いただきます。 

 前置きの分のことについて、市長からご丁寧な

説明がありました、ありがとうございました。こ

れで市民も少し安心するんじゃないかというよう

に思っております。 

 まず、１点目の汚泥再生処理施設の建設地のこ

となんですけども、昨年もこの宇和町地区におい

てそういう場所があったけども、市民の反対にあ

っていけなくなったと、これは市からの候補地と

いうお願いはしてなかったというふうに聞いてお

ります。検討委員会等では、宇和町地区にという

利便性から考えて、宇和町地区にというようにな

っているらしいですが、やはり地区住民の反対が

こうあると、もう宇和町でさあ果たして可能かど

うかということには、非常に私も疑問を感じま

す。今回の旧町地区の私の近くの住民の方にもお

話を聞いた段階では、非常にやっぱりイメージ的

に温度差が非常にあるということであります。こ

のイメージということをいいますと、私は厚生委

員会の研修で千葉県の流山市に行ったんですけど

も、そこは住民との距離は１００メーターという

近い距離にもあるんですけども、バキュームカー

のタンクを囲んでしもうとるんですね。囲ってし

まって、運送会社のトラックのようにしとるんで

すよ。それぐらい細かな気の使いようが、やはり

住民に安心を与えるんじゃないかというふうに思

うんですね。今回、いろいろな話を聞いてみて、

やはり住民を説得するための説明も少し足らなか

ったんじゃないかなというような気もしておりま

す。 

 続いて、ジェネリック医薬品については、私も

いろいろ医師と話をする中で、やはり、いいと悪

いとの言う先生が多いですね。それで、住民の方

が医師にカードを見せてジェネリック下さいと言

えるかということですね。先生が、もちろんこの

私が推奨してますよというようなことであれば出

しやすいと思うんですけども、そうでなければな

かなかカードあって普及さすというのは、なかな

か難しいんじゃないかというふうに思っておりま

す。 

 そこで、私は提案があるんですけれども、ポス

ターをつくって、そしてジェネリック医薬品を推

奨しておりますというような書いて、それを医院

の待合室でも張ってもらうんですね。そうした

ら、患者さんもここの先生は医薬品を推奨しとる

んかなというような気になってカードを出しやす

いんじゃないかと思うんですね。私の提案なんで

すけど、これ検討していただいたらと思います。 

 それからもう一つは、これはやってほしいのは

今後配付した場合の検証ですね。今まで出さなか

ったときの医療費の金額と、それから出した後の

半年なり１年間出した後、どのような医療費が減
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額されているかというような検証もぜひやってほ

しいということです。 

 それから、３点目のスポーツ合宿のことについ

て、教育部長も昨年、実はきょうでしたかね、９

月７日、８日、この辺だったと思うんですけれど

も言われたんですよ。ほいで、きょうと同じよう

に検討すると言われるんですね。私も長い間議員

やっているからわかるんですよ、大体検討という

のは、これはもうやらないんですよ、大体ね。や

らないということなんですよ、検討という言葉

は。だから、非常に私は残念ですね。きょう聞い

てみて。来年度から実施しますというて言われた

ら、私もそらこういうことを言わなかったんです

けども、やはり昨年と同じように検討しますや

ね、これまた期待できないですね。また今度、１

２月か３月、もう一回やらないといけんかなとい

うような気がしました。 

 以上でございます。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、沖野議員の再質問の汚泥

処理施設についてお答えをさせていただいたらと

思います。 

 この汚泥処理施設の設置箇所の問題について

は、非常に難しい側面があるというのは議員のご

指摘のとおりでございまして、意識の中にはやは

り皆さんの中に迷惑施設としての意識づけがどう

してもあるのかなというのを、これをぬぐい切る

ことが非常に難しいところがあるんではなかろう

かなと思っておるところであります。 

 しかし、先駆的な都市等々については、一つの

流山の事例も言われましたけれども、そのような

先駆的な都市についてはそういうイメージが、都

市住民の人は特に今なくなっておりますし、実質

上のにおい等々から含めても全然ないという状況

になっております。そういう意識づけを私どもの

市がどうしていくかということが今後の大きな課

題になってくるのかなと、このように思っておる

ところでございまして、そういう意味ではまだま

だ説明不足があると思いながらも、まだしかし時

間は刻々と２施設の老朽化が進んでおりますの

で、その辺のところ、今後しっかりやっていかん

といけないなと思っておるところでございます。

これもやめるわけにはいきませんので、重要な課

題として今後取り組んでいきますので、先ほど言

いましたとおり皆さん方のいろいろなところのご

推薦をぜひともお願いをしたいと、このように思

っております。よろしくお願いします。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 今ほど沖野議員のほうから

ジェネリック医薬品の推進にご提案をいただきま

した。待合室へポスターを張ってという、これは

大変いい案であろうかと思います。また、医師会

等々とも協議をいたしまして、そのような方向に

なればいいかなというふうに思っております。あ

りがとうございました。 

 なお、医療費の検証につきましても大事なこと

だと思っておりますので、そのように進めてまい

りたいと、このように思います。ありがとうござ

いました。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 ３番目のスポーツ合宿に対

する補助金についてでございますが、先ほど教育

部長のほうから答弁がありました。そこの中で、

スポーツ合宿にはスポーツの誘致と受け皿となる

宿泊施設の確保が、役割分担があるというふうな

ことで、私のほうから近隣市町の聞き取りを行い

ました。受け皿となる宿泊施設は、地域の活性化

を図るという意味合いもありまして、近隣市町に

おきましては商工観光課が窓口となって対応され

ている状況でした。 

 市長の前向きなご意見もあるわけですけれど

も、今後西予市も商工観光課に窓口を置きまし

て、スポーツ合宿に供する宿泊施設に取り組んで

いきたいと考えております。 

 今後は、現在取り組まれている市長の状況を調

査させていただいて、平成２４年度から、スポー

ツ合宿に対する補助金制度の創設に取り組んでま

いりたいと思いますので、ご理解をいただきたい

と思います。 

 

○副議長 次に、３番兵頭学君。 

 

○３番兵頭学君 議長の発言の許可をいただきま

したので３つの質問をさせていただきます。 
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 その前に、お昼のニュースで台風１２号の被災

者が、死者、行方不明者合わせて１００人を超え

たというニュースをしておりました。被災に遭わ

れた方に心よりお見舞いを申し上げたいと思いま

す。 

 まず、それでは１点目の質問、西予市水道料金

検討委員会の答申についてお伺いしたいと思いま

す。 

 先ほど二宮元議員が質問されたことと重なる点

がありますが、水道料金の統一についての質問を

させていただきます。 

 ７月４日に、水道料金検討委員会の答申書が市

長あてに提出されました。答申の中身は、言うま

でもなく料金体系の統一でありますが、県内の市

町村合併により、この問題はどこの市町村でもあ

ると聞いており、料金の統一は避けて通れないと

思われますが、答申の内容で二、三、質問をした

いと思います。 

 まず１点目に、答申書の６番目に書いてありま

すが、附帯意見として水道料金の統一に当たって

は各水道の歴史と地域性を考慮し、財政措置も含

めた検討が必要であると考えられるという文書が

ありますが、この水道の歴史と地域性を考慮とあ

るが、例えば野村ダムの完成により、南予一円に

給水できるようになった経過や南予用水から給付

を受けることにより給水原価の差。宇和が１７２

円４４銭、明浜が２４３円５５銭、野村が１３２

円６４銭、それから三瓶が１２４円３１銭という

給水原価がありますが、これをどのように考慮す

るのか。また、財政措置も含めた検討とあります

が、これを一般財源から繰り入れるのかを考えか

を伺いたいと思います。 

 この２点目に、この答申から実質値上げになる

のは野村上水道利用者ですが、その内容の説明会

を開かれることになると思いますが、その時期や

すべての町民に説明し、理解を得る考えなのか、

伺いたいと思います。 

 ２点目に、幼稚園の延長保育について伺いした

いと思います。 

 国政でも何度も議論されています、幼稚園と保

育所の一体化施設、こども園が創設される予定で

ありますが、地方では進んでいないのが実情だと

思います。市内の場合、園児の状況は野村町の場

合特にですが、保育所は満杯状態ですが、幼稚園

は定数割れになっており、保育所に入れない園児

が幼稚園に行ってもらうことが続いております。

保護者の中には、今の幼稚園の制度では働きたく

ても働けないという声が多く聞かれます。 

 そこで、西予市だけでも、幼稚園での夕方６時

ごろまでの延長保育ができれば、保育所の過密状

態が緩和はできると思いますが、理事者の考えを

伺いたいと思います。 

 ３点目に、避難施設と防災無線について伺いた

いと思います。 

 東日本大震災では、震災後６カ月近くになろう

としています。いまだに避難所での生活を余儀な

くされている方がいらっしゃいますが、一刻も早

い仮設住宅が完成し、入居を望むものでありま

す。 

 さて、今回の震災では、避難所として小学校や

中学校の体育館が一時的避難施設として利用され

ていましたが、問題の一つにトイレの不便さが取

り上げられていました。ほとんどの学校では和式

便器になっており、高齢者の中には不自由な避難

生活の上に、トイレに行く回数も我慢していると

報道してありました。 

 先ほど、二宮一朗議員も防災関係の質問の答弁

にもありましたが、今後起こると予想されている

東南海・南海地震に対して、防災の見直しを検討

し、情報伝達や自助、共助の仕組みを強め、人命

を守る防災に転換する時期にあわせて、避難施設

の設備などの充実も必要だと思いますが、理事者

の考えをお伺いしたいと思います。 

 関連して、今年度三瓶町に防災無線ラジオが導

入されますが、野村町だけが未整備であり、２４

年度以降に設置予定と聞いております。現在の防

災無線では、災害時の避難命令が出たときに放送

が聞き取りにくく、伝達ができないことが予想さ

れます。一刻も早い設置を望みますので理事者の

考えをお伺いします。 

 以上、私の質問とさせていただきます。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、兵頭議員よりご質問のあ

りました西予市水道料金検討委員会の答申につい

てにお答えさせていただきますが、先ほど二宮議

員がこの同じようなご質問をいただいておりまし

たので、重複を避けながら回答をさせていただけ

たらと思います。 
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 まず、１点目の南予用水から給水できるように

なった経緯や、給水原価の差をどのように考慮す

るのかについてでありますけれども、西予市内の

上水道事業におきましては、昭和２５年三瓶町上

水道事業が最初に創設され、その後城川町を除く

３町に事業が創設され現在に至っておりますが、

昭和４２年に発生した南予地方の大干ばつを契機

に、その対策として愛媛県では昭和２５年に南予

水源開発計画を策定し、水源として肱川上流に位

置する多目的ダムである野村ダムが建設され、南

予地域３市１町の樹園地向けの農業用水及び上水

道水を供給し、毎年干ばつから悩まされていた地

域において、渇水の心配がなくなったのはご承知

のとおりでございます。 

 明浜町と三瓶町におきましては、この水を原水

とする南予水道企業団から用水供給を受けており

ます。給水原価は、主に経常費用を総有収水量で

除した金額でありまして、工事等が多くなればそ

れに伴う減価償却費の増加や人件費の増加等によ

り、金額が高くなるといった側面があり、給水原

価の高低だけで水道料金の差をつけられないと考

えております。 

 ただ、今回の答申におきまして、その歴史的な

背景によります料金格差を考慮されて、一度に統

一することなく段階的な統一を求められるものと

考えております。 

 ２点目の一般財源からの繰り入れは考えている

かについてでございますけれども、水道事業会計

の原則は独立採算であります。先ほどの給水原価

については、明浜上水道におきましてはすべてが

南予水道企業団から受水でありまして、給水原価

は他の事業体との差があると考えておりますし、

また今後国が経営基盤の脆弱な簡易水道の統合を

推進しておりますことから、将来は上水道の統合

の問題も出てくることとなります。 

 このようなことから、水道事業全体の経営の健

全化、安定化を図るとともに、市民の皆さん方の

負担軽減を図る上では一般財源による財政措置の

検討も視野に入れるべきだとの意見でありまし

て、参考にさせていただきたいとは思っておりま

す。 

 ３点目の水道料金の改正に伴う説明につきまし

ては、１０月から１１月を目途としまして、上水

道に係る地域につきまして、答申についての説明

会を実施する予定でございますが、説明会には基

本として全市民ということではなしに、まず代表

者、主に区長さん等々でございますが、中心とい

たしまして、まず説明会をやっていきたいと、こ

のように考えております。その後、説明会での意

見を参考に、関係条例改正等を上程したいと考え

ておりますので、何とぞご理解いただきますよう

お願いを申しまして答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 兵頭議員からの幼稚園の延長保

育についてのご質問にお答えいたします。 

 現在、国政においても子ども・子育て支援シス

テムについて、基本制度、ワーキングチームが設

置され、幼・保一体化に向けた学校教育、保育及

び家庭における養育支援を一体的に提供する総合

施設、仮称でございますが、を創設する仕組みに

ついて、中間報告がまとめられたところでありま

す。ご質問にあります延長保育とは、いわゆる預

かり保育を指すものと存じますが、預かり保育と

は幼稚園教育要領にありますとおり、地域の実態

や保護者からの要請により、教育課程に係る教育

時間終了後に、希望する者を対象に行う教育活動

であり、市内では私立幼稚園２園が実施をしてお

ります。 

 本市でも、平成１８年１０月１日から施行され

た就学前の子供に関する教育、保育等の総合的な

提供の推進に関する法律を受けて、認定こども園

いわゆる幼・保一元化に向けて、市長部局、教育

委員会部局との協議を進めてまいりました。しか

しながら、平成２１年１０月に西予市小学校再編

計画が策定され、小学校再編とあわせて公立幼稚

園の再編についても検討を行っているところでご

ざいます。特に、市内では野村地区に公立幼稚園

が６園のみでございます。小学校の再編と就学前

教育の施設の統合についても、一体的な協議が必

要であると考えております。現段階では、幼稚園

の再編とあわせて学校教育、保育の養育支援を一

体的に提供する総合施設や預かり保育の導入を検

討しているところでございます。 

 一方、野村保育所は１歳児から４歳児のみが施

設入所定員でありましたが、共働き家庭の増加、

核家族化等の社会環境の変化に伴い、ゼロ歳児か

ら５歳児までの入所定員条件１５０人となったこ

とにより、入所児童数が満杯状態になった最大の
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要因に上げられます。また、さきに述べました国

の中間報告の中でも、こども園給付構成、これ仮

称でございますが、において１点目として、３歳

児以上の児童に対する標準的な教育時間及び就労

時間に応じた保育に対する給付、これは幼稚園で

ございますが、２点目に３歳児未満児の保護者の

就労時間等に応じた保育に対する給付、これは保

育所に関係でございますが、この２点が上げられ

ておりますことから、今後幼稚園での預かり保育

や保育所の過密状態の緩和に向けて、幼稚園、保

育所がお互い補完し合う西予市独自の幼・保一体

化の実現に向けて関係部局間で連携し、対応策を

検討してまいりたいと考えております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 ３番目のご質問、避難場

所と防災無線についてお答えいたしたいと思いま

す。 

 現在、本市におきましては、主に学校施設、社

会教育施設を中心に、１１３カ所の公共施設を避

難収容施設として指定いたしております。これら

の公共施設は、学校教育や生涯学習の場でありま

すと同時に、災害時においては地域住民の皆様の

応急避難場所として役割を果たすことから、その

施設の安全性や防災機能の確保につきましても極

めて重要な問題と認識いたしております。 

 また、今回の東日本大震災では、津波等により

ましてその施設に多くの被害が生じたり、応急避

難場所としての施設機能に支障が生ずるなど、従

来想定していなかった新たな課題も生じてまいり

ました。本市におきましては、施設の耐震対策等

については計画的に事業を図っているところでご

ざいますけれども、防災機能の確保、整備につき

ましては十分とは言えない状況でございます。 

 今後は、施設管理者との間で応急避難場所とし

ての施設を利用する際の施設利用計画の策定や必

要となる機能の整備、施設の維持管理、備蓄支援

物資の確保、管理面などについてお互いの役割を

明確にしながら、各施設の防災機能の向上を図っ

ていく必要があるものと考えております。 

 また、野村町のおける防災行政無線のデジタル

化整備につきましては、今後の主要事業と考えて

おりまして、平成２４年度以降できるだけ早く整

備を図ってまいりたい計画でありますが、事業費

も多額となりますため、その実施時期、設計内容

につきましては現在検討、精査を進めている段階

でございます。 

 以上、３番目のご質問の答弁とさせていただき

ます。 

 

○副議長 ３番兵頭学君。 

 

○３番兵頭学君 ただいま再質問させていただき

ます。 

 先ほどの１番目の水道問題の件ですが、９月号

の広報せいよにも、この答申が出ておりました。

一般の方も見られる方が多いと思いますが、それ

以降の広報せいよに今後の状況とかを載せられる

のか、また一番最後に書いてありますが、水道料

金の案については、市の水道課に問い合わせして

くれというふうなこと一文がありますけど、これ

はなかなか個人が一々聞くのも大変ですし、説明

される係員も大変だと思います。ぜひ、１０月号

以降、この水道料金についての詳細も載せていた

だいたらと思います。 

 それから、２番目の先ほど前向きに幼稚園の延

長保育、預かり保育について兵頭部長のほうから

前向きな答弁をいただきまして、まことにありが

とうございますが、ただいまのゼロ歳児の保育も

預かっておるということで、野村幼稚園、９月の

補正でもう一人増員という話を伺っております。

その保育所の関係ですので、担当は生活福祉部長

になるとは思いますが、今国が決めとるゼロ歳児

は３人に一人という、その保育士の割り当てにな

っておりますが、国が決めておる３人に一人で十

分なのか、理事者のそこら辺の考えをぜひ伺いた

いと思います。 

 私は、ゼロ歳児の場合は、３人に一人では無理

じゃないのかという考えを持っております。ぜ

ひ、その辺の答弁をお願いしたいと思います。 

 ３点目に、防災行政無線について、もう一度お

伺いしたいのが、ここ最近先ほどの台風１２号に

もありましたように、ゲリラ豪雨等も頻繁に発生

しており、大変心配しておるとこであります。特

に、先ほども申しましたが野村の場合は、そうい

う無線が、防災が、豪雨のときなんかは全然聞こ

えんという状態が続いておりますので、先ほど西

予市もこれから統一して、料金も統一するという
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ことがございます。公平が原則であれば、できる

だけの防災無線２４年度中にやりますというふう

な一言がいただければ、野村町民も安心できるん

ではないかと思いますので、再度答弁をお願いし

たいと思います。 

 

○副議長 松山公営企業部長。 

 

○松山公営企業部長 先ほど市長が申しました検

討委員会での内容でございますけど、一応今議員

さんが申されましたように、今後１０月から１１

月にかけまして、上水道関係地域につきまして、

一応説明会を開催したいと考えております。答申

書につきましては、一応答申の案でございまし

て、また市の決定金額ではございませんので、ち

ょっと誤解があっても困るということと、そして

また紙面の関係上、広報に載せるのは割愛をさせ

ていただきました。ただ、ホームページにつきま

しては、掲載をしてます。今後、市民に丁寧に説

明をして、説明に参りまして、そしてまたその後

市の案が決定しましたら、一応広報に案につきま

しては載せたいと考えております。 

 以上でございます。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 最後に、なかなか厳しい

回答を迫られておるんですが、２４年度以降の重

要事業という位置づけを先ほど来何回か申し上げ

ておりますけれども、事務サイドでは２４年度に

実施したいという計画ではおります。ただ、消防

のデジタル化の事業もございます。ということ

で、来年度の予算編成を終了した後、いつから着

手できるか、純粋に財政上の問題として検討して

みたいと思います。 

 ご承知のように、既に概算で野村地区のアナロ

グデジタルの概算費用を出してから６年が経過し

ております。その数字自体が古いんじゃないかと

いうこともありますので、先ほどの答弁でも言い

ましたように基本設計から必要じゃないかなとい

うような感覚を持っておりますので。単年度で

は、多分ちょっと困難であろうかという考えでお

ります。 

 以上、答弁といたします。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 兵頭議員の再質問にお答え

をさせていただきます。 

 国の基準では、今ほど職員数でございますけれ

ども、ゼロ歳児が１人の職員に対して３人まで、

１歳から２歳までが６人、３歳以上が２０人、４

歳以上が３０人受け持てるという基準になってお

るところでございます。西予市におきましても、

その基準にのっとって保育をしておるわけでござ

いますけれども、いかんせん合併以来、職員に新

規の職員は採用をしておりませんし、嘱託、臨

時、またパート職員で、その後はずっと頼ってお

るところでございます。確かに、ゼロ歳児の保育

につきましては、保育士、職員大変ではございま

すけれども、残念ながら職員も臨時も含めて職員

が大変少なく、急を要しておるところでございま

す。近年特に、ゼロ歳から３歳児の入園児がふえ

ているのも現状でございます。 

 当面のところは、職員も大変ではございますけ

れども、国の基準にのっとった方針で進めたい

と、このように思っておるところでございます。 

 

○副議長 ３番兵頭学君。 

 

○３番兵頭学君 それぞれの部長さんの答弁あり

がとうございました。 

 最後に、市長にお願いしたいというか、聞いて

もらいたいと思いますので、先ほど松山議員にム

カデに刺された例え話をされましたが、その中に

大事なものを一遍になくすというのはいかがなも

のかという例えをおっしゃられましたが、野村町

民の場合は、それが水問題が、今、一番大事な思

いだと思っております。ぜひ、その町民のその辺

の理解をしていただいて、今後の水問題に対して

の市長の明快な指導をお願いしたいと思います。

よろしくお願いいたします。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 再々質問の水問題についてでござい

ますけれども、この問題は市としても重要な問題

でございます。したがって、答申に基づくこと

で、今後どういう、皆さんのご意見を聞いて、最

終決断をするのかということは大事になると思い
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ます。ただ、先ほどの回答、答弁にも申しました

とおり、水道事業というのは公営企業でございま

す。したがって、独立採算ということを言ってお

りましたが、これは基本的には税と少し違う側面

でできておるというとこでございまして、今まで

料金体系を答申の中で議論をされる中で見てみま

すと、やはり今後の対応を今の料金でいいのかど

うか、本来なら今まで上げておかなくてはいけな

かったのを上げてなかった側面も率直にして見受

けられました。それは、やはり公共料金、水道料

金のあり方ということに関連するわけであります

が、したがって設備投資を今後するためには、本

来ならこれぐらいをすべきであったという側面も

ありまして、その辺も細かくわかるように説明を

していかなくてはならないのじゃなかろうかな

と。ただ、全部が一緒くたにして、一つにするだ

けの目的ではないという側面も、私どもは説明し

切らなくてはいけないのではなかろうかなと思っ

ておるところでございます。 

以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 次に、８番宇都宮明宏君。 

 

○８番宇都宮明宏君 ただいまから一般質問をさ

せていただきたいと思いますが、まず質問の前に

ちょっと職員の２つの話を聞いていただいたらと

思います。 

 まず、私今回一般質問を提出しまして、実は誤

字がありました。そして、きょう来てみましたら

その誤字が直っておりました。この発言台に立ち

まして、訂正をしなければいけないかなと思って

たんですけど、このように気がついてくれる職員

がいるということはありがたいことだと思ってお

ります。 

 それと、貴重な傍聴者の方がいらっしゃいます

んで、もしご存じなかったら今国道に３けたの数

字が国道５６号線にあるんですけど、これは僕も

市民の方から聞かれまして、これ高知市から始ま

って松山を終点なって、結局１キロごとにキロ表

示があります。これは、防災のために国交省が、

どうもやった事業だそうでございます。この役場

の前に、多分２２３とかそういう数字があろうか

と思いますんで、もしお帰りの際に気がつかれた

ら、そういうことですんで、よろしくお願いいた

します。 

 それでは、こうやって一生懸命、この話も私職

員に問い合わせをしましたところ、このように教

えていただきましたんで、そういう職員がいらっ

しゃるという中で、繰越明許費の縮減についての

質問をさせていただきたいと思います。 

 西予市として合併後８年目になりました。毎年

多額の繰越明許費が発生をしております。この費

用の趣旨からして、多数の項目で多額が発生して

いるのは、多くの問題を抱えているのではないか

と考えますので、以下の２点について質問をいた

します。 

 まず、西予市の過去３年間の決算額と繰越明許

費の額について。 

 繰越明許とは、何らかの理由によりまして、そ

の会計年度内に執行できなかった費用となってい

ると思いますが、一つ一つの事例について議論を

しても始まりませんので、まず本市の過去３年間

の決算額と繰越明許費の状況についてお伺いをい

たします。 

 次に、南予の他の３市との比較について。 

 問題点を論じる場合に、似たような状況下で運

営されている団体との比較も一つの観点であると

思いますので、南予の３市、大洲市、八幡浜市、

宇和島市の過去３年間の状況をお伺いをいたしま

す。 

 以上です。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 それでは、繰越明許費の

縮減についてのお尋ねについてご回答いたしま

す。 

 地方自治法では、会計年度独立の原則の例外の

一つとして、繰越明許費による繰り越しが認めら

れております。これは、予算の効率的な使用を図

るため、歳出予算の経費のうち、その性質上また

は予算の成立後の事由により、当該年度の支出が

終わらないと見込まれるものに対して、予算の議

決を経て翌年度に限り繰り越して使用することが

できることを規定したものでございまして、これ

により年度末の補正予算に繰越明許費を計上して

きたところでございます。 

 さて、ご質問１点目の過去３カ年の一般会計に

おける決算額と繰越明許費の計上額であります

が、ちょっと数字なので細かくなりますけれど
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も、平成２０年度の決算額は２３１億２，０６８

万６，０００円、繰越明許費は２７億８８万９，

０００円、決算額に繰越明許費を加えた額に対す

る比率でございますが１０．５％になります。平

成２１年度の決算額２８４億４，８８９万２，０

００円、繰越明許費３５億８２５万８，０００

円、同じように１１％になります。平成２２年度

の決算見込み額になりますが、２９９億７，２４

９万円、繰越明許費１３億３２万４，０００円、

比率で４．２％となっており、例年より多くの繰

越額が発生しておりますが、その主な要因といた

しましては、平成２０年度から２２年度にかけ

て、６次に及ぶ国の経済対策臨時交付金が国の補

正予算で計上され、本市におきましては総額で３

４億８７２万９，０００円、総事業費で４５億

３，０００万円が交付され、執行におきましては

その８割以上を繰り越しを行ったことや、平成１

９年度から進めてきたケーブルテレビ事業による

繰り越し等によるものであります。 

 ２点目の近隣３市との比較でございますが、先

ほど申しましたように決算額に繰越明許費を加え

た額に対する繰越明許費の比率で申し上げます

と、宇和島市は平成２０年度で１０．５％、２１

年度が３．７％、平成２２年度見込みが２．６％

でございます。八幡浜市では、平成２０年度１

１．８％、２１年度が１７．８％、２２年度見込

みが１．０％でございます。大洲市では、平成２

０年度、６．６％、２１年度６．３％、平成２２

年見込みで２．８％となっております。３市にお

きましても、繰越明許費の中に国の経済対策臨時

交付金が含まれており、それを除く比率の３カ年

平均で申し上げますと、宇和島市４．７％、八幡

浜市８．９％、大洲市３．１％、本市が４．０％

となっており、近隣３市と比較しても決して高い

数字ではございません。繰越明許費は、補助事業

の予算化時期や災害発生、用地買収の遅延等、さ

まざまな理由により年度ごとに大きく異なるもの

でありますけども、議員ご指摘のとおり、予算の

執行については目的に従い、年度内執行に努める

ということが原則でございます。 

 また、平成２０年度秋のリーマン・ショック以

降の景気対策の後退が、農林水産業を初めとする

地域産業の低迷に追い打ちをかけ、さらに厳しい

地域経済状況や雇用状況になっていること等に迅

速な対応が求められている時期でございますの

で、事業の早期着工、進行管理の徹底、事務処理

の効率化等によりまして、繰越明許費の縮減に努

めてまいり、住民サービスの向上と地域の活性化

を図ってまいりたいと考えております。ご理解賜

りますようお願い申し上げます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 ８番宇都宮明宏君。 

 

○８番宇都宮明宏君 南予３市の状況をお伺いし

まして、ちょっとほっとしたというか、やはり目

標とするには１番が一番よろしいと思うので、目

指す大洲市というか、そういう気持ちで取り組ん

でいただけたらと思っております。 

 そして、今説明にありましたように国の政策に

よりまして、執行できなかった面というのは私も

十分理解をしておるつもりでございますが、予算

をただこの繰越明許費の中ですべてそれじゃない

と、普通の地域の事業も含まれているということ

だろうと思ってます。これは、通告してませんの

でその数字はきょうは聞きませんが、ただそうい

う事業の場合の例で話をさせていただきますと、

やはり担当者の詰めがちょっと甘いところがあっ

たのではないかと、これだけ明許が発生するとい

うことは、この事業というのは私なりに考えまし

て、まず住民の安心・安全、そして福祉の向上が

事業の主たるものだと思いますが、もう一つの側

面として地域経済の活性化という、そういう側面

を持っているんだろうと思っております。そうい

う面で考えますと、やはり繰越明許費はできるだ

け０に近いほうがよろしいんではないかと思いま

すので、この辺を今から職員を指導監督していか

れる市長に、この取り組む考えをお伺いをしたい

と思います。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、繰越明許費の再質問につ

いてお答えをさせていただきます。 

 数字上では、先ほど総務企画部長が申したとお

りでございまして、数字的には国の交付金を除い

た数字は安定的な数字以内だと私どもは思ってお

ります。どうしても、事業をする上で年度内に完

成しないいろいろな事例があります。それは、担

当者の力量によるとこもあるかもしれませんし、
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地域事情によることもあるかもわかりませんし、

あるいは土地の買収等々に係るときに、いろいろ

な問題点があったと等々もあることかもしれませ

ん。いろんな諸事情の中で、どうしても出てくる

側面があります。その中で、今ほど議員ご指摘の

とおり、地域経済に果たす役割というのは、事業

を進める上に重要な側面がありますので利用す

る。それは、大事しなくてはならんと思っておる

わけでございます。ただ、繰越明許をしたとき

に、一つの別の側面でいいますと、４月から次の

年度内の事業が立ち上がる７月の間に事業ができ

る側面が別にありますように、時期によって事業

がないときに、それぞれ施行される業者のよさと

いうものが別の側面ではあります。それが、それ

が多かったら大変なわけでありますけれども、そ

れもまた別の側面があるということも一つのご理

解の範囲で入れていただきたいなと思っておりま

す。 

 以上でございます。 

 

○副議長 ８番宇都宮明宏君。 

 

○８番宇都宮明宏君 今、市長から答弁ありまし

た。 

 そういう面は、私も十分理解ができました。た

だ、繰越明許をやっぱり目標はゼロということ

で、行政的には取り組むべきだと思いますんで、

これはもう答弁は要りませんので、ぜひそのよう

に前向きに努力をしていただきたいと思います。 

 

○副議長 暫時休憩いたします。（休憩 午後２

時１２分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午後２時２

５分） 

 次に、１７番酒井宇之吉君。 

 

○１７番酒井宇之吉君 議長に中断をいただきま

して、緊張感が少し途切れましたけども質問させ

ていただきます。 

 非常に、緊張感の中でずっとやっておるわけで

ございますが、先進地へ行きますと、代表質問、

一般質問をこれ含めてこういう緊張感の中で３日

間もやるというとこがほとんどですよね。私、き

ょう一日９番バッターでございますので、とんじ

りでございますけども、これを３日間やる議会の

緊張と、そして問題意識ってのが非常にうらやま

しくもあり、またこれからもまだまだ西予市市議

会頑張らんといかんなというような気がいたして

おります。一般質問に移ります。 

 ノルディックウオークの現状と普及について。 

 本日、朝散歩してますと、私ノルディックつい

て、１５分ほど犬連れて散歩するんですけども、

そこへたまたま毎日散歩されてる、私の仲人親で

あられる方が８５歳になるんですけれど、かくし

ゃくとして歩いてこられて、おまえ何でつえなん

かついとるんだと言われまして、いや実を言うた

らこれこれと、おうわしも知っとるぞと、だから

わしもまたやろうかと思うけど、まだつえは要ら

んと言われまして、私もやりながら敬意を表しと

る方なんで、もうあなたほど元気で８５歳まで生

きたいですねというようなお話ししたとこでござ

いました。 

 介護予防として取り入れているノルディックウ

オークの現状と普及についてお尋ねします。 

 先般、８月４日議会主催、厚生委員会が主導で

ございましたけれども、講師松本陽子先生、この

方は７１歳なんですが、そこにおる５０歳そこそ

こに見えられる方、年齢的には。その方をお迎え

して、約２時間、ノルディックウオーク講習会を

体育館で行いました。転ばぬ前のつえと言います

けれども、高齢化率が非常に進んでいる中、西予

市においてステッキを持って、そして歩くことは

正直言って恥ずかしい、みんなに見られる、議員

さん何で、何歩きよるのと言われる、それが一般

的になって、ああ健康のために歩きよるんやのと

言われるように普及をしたいと、だれもがつえつ

いて歩いてたら、ああノルディックウオークやり

よるんよと、自分の健康のためにやりよるんよと

いうような形の社会にしたいというような考え方

を持って、勇気を持って今やっております。しか

し、継続的に自分の体力維持、健康増進の方法と

しては非常にいいなという気がいたしておりま

す。 

 そこで、ノルディックウオークを西予市に取り

入れた経緯、利点、全国的な活動、現状、そして

西予市での今後の普及方法についてお尋ねしま

す。 

 また、運動中の注意点のことについてもご質問

をいたします。 

 また、現在泥沼の政治、国政を含めまして、そ
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して停滞する経済の中で、やはり一番私が憂える

のは、５０年かかる教育だろうと、こういうふう

に思っております。そして、私も小さいころから

スポーツは人並みにできました。けれども、最近

ひざが悪くなっておりますが、発生する腰、肩、

ひざ等の痛みは、若い時期からいろんな形の姿勢

があります。正しい姿勢、正しい歩行の努力で減

らすことができるんではないか、小さいときから

の教育っていうのは、学力とかそういうものは叫

ばれます。でも、正しい姿勢、正しい歩き方って

いうのは、正しく速く走る教育はやってる、指導

はやってるようでございますけれども、ノルディ

ックウオークを含めた正しい姿勢、正しい歩行を

講習ができないかなと、そしてモデル校を設置し

たりして、そして将来まで正しい歩き方、正しい

歩き方っていうのは身体もそうでしょうけども、

正しい歩き方っていうのは精神も正しい歩き方が

学べるんじゃなというような気がいたしておりま

すので、そのような教育を今後なされるような考

えはございませんか、お尋ねをいたします。 

 続きまして、合併後に地域審議会の役割は。 

 合併して、８年が過ぎようとしておりますが、

先般私もふとこの問題については、非常に合併時

にあれほど合併地域審議会が重要視されたように

思っております。行政の反映で、審議会の意見は

議会議決よりも優先され、権威性があるようにと

らえておりました。法的権限も有すると、合併協

議会をしているときには解釈をいたしておりまし

た。思い込みだったように現在思っております。 

 地域審議会は、平成の大合併の際、行政規模の

拡大に伴い住民意見が反映されにくくなる懸念に

対応して設置された機関ということになっており

ます。先般、８月の初めの新聞ですけれども、西

予市庁舎の地域審議会と行政が溝が深くなったと

いう話が出ておりまして、その中で疑問に思った

ことを二、三、感じておりますのでお尋ねをいた

します。 

 現在の審議会は、行政施策報告のみで終始して

いるのではないかというような審議委員さんの意

見を聞きました。これまで８年を迎えておる中

で、審議会においてどのような意見がこれまで出

され、どのように対処されたのかお尋ねします。 

 地域ごとの傍聴者の数、審議委員の選出の実情

についてもご説明を願います。 

 非常に、この問題につきましては、私自身が正

直申し上げまして、明浜の地域審議会に３度出さ

せていただいております。明浜だけでしたので、

そんなに感じなかったんですが、先般宇和町の審

議会に出させていただきました。そのときに、本

庁方式の宇和町に対しましては、課長以下ずらっ

とひな壇が並んでおりました。数日後、明浜に行

きますと、やはり企画課長、本部の企画課長以下

が出ておりまして、担当課長だけが明浜は出てお

りますので、数えるほどしかいない。これ目的が

正直言いまして、行政規模が広くなるのに対して

配慮された、設置された機関だという解釈からす

れば、なんか寂しいなと。端々が何かしら元気、

ますます元気がなくなるような形になっておりは

しないかというような感じがいたしました。 

 それで、ある市に隣接した市に尋ねますと、こ

の審議会については市長みずから、そして教育長

みずから、そして職員代表の総務部長が必ず出る

という市もございます。西予市がどのようになっ

ているのかお尋ねをして、一般質問の中断をさせ

ていただきます。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、順番が少し前後いたしま

すけれども、酒井議員の合併後に地域審議会の役

割について、このご質問についてお答えをさせて

いただいたらと思っております。 

 地域審議会は、市町村の合併の特例に関する法

律の規定に基づき、合併前の旧市町村の区域に係

る事項等に関し、市長の諮問に応じ、審議し、答

申する、または必要に応じて意見を述べる地方自

治法の附属機関として設けられています。本来、

合併後の自治体が条例で設けるものであります

が、制度の趣旨から法定協議会での、法定協議会

といいますのは、合併協議会の法定協議会での協

議をもとに、旧市町村の議会の議決を得て設置さ

れています。ただし、地域審議会を設置するしな

いは、それぞれの旧市町村の判断に任されており

まして、合併時に審議会を設置しなかった合併例

もあります。その所掌事務のうち、市長が行う諮

問は、まず１つ目は新市建設計画の変更に関する

事項、２つ目が新市建設計画の執行状況に関する

事項、３つ目が地域振興のための基金の活用に関

する事項となっております。市長の諮問以外の事

項についても審議会が必要と判断すれば、市長に
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意見を述べることができるようになっておりま

す。 

 これまで、おおむね年２回開催しておりますけ

れども、本年５月で１４回の開催となりました。

会議の内容は、新市建設計画の執行状況に関する

市長の諮問に対する審議が中心でありますけれど

も、委員からはこれら施行中の事業や計画事業以

外につきましてもご意見、ご提案をいただいてい

るところでございます。 

 これまでに委員からちょうだいしたご意見及び

市の対応で主なものを上げさせていただきます

と、市施設で木質ペレットを焼却した後、発生す

る灰の肥料としての有効活用、本庁支所方式導入

に伴う市職員数の減少に対応するため、旧町ごと

のイベントに積極的に応援できる職員体制づく

り、鳥獣被害対策の拡充、特にイノシシ被害対策

など、委員の意見に対しましてペレット焼却灰の

成分検査と特殊肥料の販売許可申請による販売条

件の整備、本庁支所の職員にかからず各担当課で

役割分担を作成し、積極的にイベントに協力でき

る体制づくりの実施、獣肉加工施設の「ししの里

せいよ」の建設など、具体的な対応を行ってきた

ところでございます。 

 なお、審議会の意見は会議録で庁内回覧で全職

員に周知することにより、できる限り具体的に事

業に反映できるように配慮しております。 

 次に、傍聴者数の質問でございますけれども、

市民の方々には開催日前日及び当日に行政防災無

線で案内をさせていただいておりますが、残念な

がらこれまでの累計の傍聴者数は明浜地区で１０

名、宇和地区で６名、野村地区で１４人、城川地

区で１０人、三瓶地区で４人の計４４人にとどま

っております。 

 また、委員の選出につきましては、当該地域に

住所を有する公共団体の役職員や、学識経験者な

どから市長が委嘱しております。年ごとの改選時

には、各地区とも１５名のうち再任７名、新任７

名、１名を公募としてホームページや広報紙など

で案内をしております。なお、改正に当たって

は、各地区委員の３０％以上が女性委員となるよ

う留意しているところでございます。 

 最後に、地域審議会の意見が地域の声になるよ

うにする考えの有無でございます、ご質問でござ

いますが、意見を最大限尊重する姿勢には変わり

ありませんが、今後今年度から実施する地域振興

基金を活用した西予地域づくり交付金事業につき

ましても、多くのご意見をいただきたいと思って

おります。その意見により、地域にしっかりとし

た自主活動組織が定着しまして、今日の活性化が

図れればと考えております。 

 なお、市議会の設置期間は平成２６年３月３１

日までとなっておりますが、これまでの地域審議

会の運営状況や議員のご意見をもう一度検証しな

がら、今後の地域づくりに有効に活用させていた

だいと思っております。 

 以上、答弁といたします。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 それでは、酒井議員のノル

ディックウオークの現状と普及についてのご質問

の前段についてお答えをさせていただきます。 

 ノルディックウオーキングは、２本のポールを

使って歩行運動を補助して、運動効果をより増強

するフィットネスやエクササイズの一種でござい

ます。もともとは、クロスカントリーの選手が夏

場の体力維持や強化トレーニングとして、ポール

と靴で積雪のない山野を歩いたのが始まりで、本

格的には１９９７年に北欧のフィンランドで始ま

ったと言われております。 

 さて、ご質問の件について回答をさせていただ

きます。 

 西予市では、愛媛県の出資による愛媛大学医学

部地域医療サテライトセンターが平成２１年１月

市立野村病院の中に設置され、地域医療を推進す

る体制が整っていることから、昨年度総務省の補

助を受け、地域住民と連携し、インターネットを

活用した健康管理事業、すなわちユビキタスタウ

ン構想推進事業を開始をいたしました。この事業

は、あらかじめ登録をした方に、光ファイバー網

を活用した健康機器、体重計、万歩計及びタッチ

パネル式パソコンを使って、毎日の健康記録をと

っていただきました。体重、血圧をはかり、万歩

計を機器に設置するだけでデータが自動的に吸い

上げられ、野村病院内のサテライトセンターと野

村総合支所保健福祉課のパソコン画面で見ること

ができ、そのデータをもとに健康状態の分析や指

導等を行うものであります。 

 この機器を使って、健康管理をあわせて週２回

の運動教室を実施をし、自宅でできるストレッチ
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や筋肉トレーニングを習得していただきました。

生活習慣病予防を初め、だれでも気楽に行える運

動として、ノルディックウオーキングを指導の目

玉として取り入れたところでございます。 

 ノルディックウオーキングは、年齢、性別を問

わず気楽に楽しめ、全身の９０％の筋肉を使うた

め、下半身だけでなく首、肩の血行も促進し、ひ

ざや腰への負担軽減や、転落防止にも効果的であ

ります。その上、エクササイズの効率も非常によ

く、疲れを余り感じることなく長時間の有酸素運

動ができ、通常のウオーキングに比べ４割増しほ

どの運動量になると言われております。 

 全国的な活動といたしましては、北海道や東

北、甲信越などの北日本を中心として全国に広ま

りつつあり、九州や沖縄地方でも普及が見られ、

各地でコースも設置されているようでございま

す。 

 野村での取り組みは、メタボやひざ、腰の痛み

に対する改善も見られ、参加者の健康度が大きく

アップしたことから、西予市においても健康増進

事業の一環として、今年度から野村町だけでな

く、他の４町においても、貸出用のポールを配備

した上、指導者による講習会を年度内に各２回ず

つ実施を予定をいたしております。 

 また、地域づくりやスポーツの面からも、各担

当部署において、徐々に取り組みを始めておりま

す。野村町では、野村スポーツクラブの１団体と

して、自主グループ、野村ノルディック夢クラブ

も設立されております。いずれにいたしまして

も、コースの選定や整備が必要と思われます。 

 最後に、運動の際の注意でございますけれど

も、最初は指導者より正しい歩行の仕方を学び、

平たんなコースを選び、話をしながら歩けるほど

の速度で、無理なく歩くことが肝心でございま

す。 

 特に、歩行の前の準備運動は大切で、ウオーミ

ングアップと軽いストレッチングをして臨んでい

ただくことが転倒などの事故防止につながること

と確信をいたしております。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 森教育長。 

 

○森教育長 酒井議員のノルディックウオークの

現状と普及についての質問の後段の児童に対する

正しい姿勢、歩行の教育についてのご質問にお答

えをいたします。 

 正しい姿勢につきましては、小学校１年生入学

当時は特に時間をとって、身につくように指導を

いたしています。例えば、聞く姿勢、書く姿勢で

は背筋の伸ばし方、手や足、視線の位置まで具体

的に繰り返し指導をします。学校によっては、正

しい姿勢の写真を前面に掲示したり、床に足型を

張り、足の位置を意識させたりするようなことも

行っております。 

 学年が上がっても授業中だけでなく学校生活全

体を通して随時指導をしており、学習週間の基礎

基本として、正しい姿勢を位置づけております。 

 正しい歩行につきましては、体育の時間に集団

行動の学習で取り上げることが多くあります。さ

らに、運動会に向けての練習の中で歩き方や走り

方、とまり方、立つ姿勢、座る姿勢につきまして

も重点的に指導を行っています。 

 正しい姿勢及び正しい歩き方については、全教

職員で意識統一しながら教育課程全体の中で指導

を行っているのが現状であります。そのような

中、教職員がノルディックウオークのよさを知

り、指導に生かすため、職員研修の一つとして今

後紹介していきたいと考えます。 

 また、モデル校の設置につきましては、学校の

要望を聞きながら、今後の検討課題とさせていた

だきます。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○副議長 １７番酒井宇之吉君。 

 

○１７番酒井宇之吉君 本定例会の各皆さんは、

議員の質問に今まででも一番市長の積極的な答弁

が多かったように私は思います。非常に今まで議

会の中でも議論してましたけれども、市長の答弁

が少し、やはり市長がして、できないところを各

担当部長がするというのが本当じゃないかという

ような意見も出ておりましたけれども、本日の定

例会の答弁を見てみますと、非常に反省されたの

かなというようなとこも私は感じております。 

 地域審議会についてお尋ねしますけれども、正

直申し上げまして、私は単なる諮問委員会という

とらえ方をしておりませんでしたので、市長が出

席しないっていうのが、私は腑に落ちませんでし

た。諮問委員会やから出ないのか、それとも合併
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の８年前の、やはり市長も８年たちますと、やは

りそれだけの県の市長会の会長になりましたり、

いろいろ風格も出てきたりしております。答弁も

非常に上手になっております。そのあたりも含め

ますと、真摯にやはり合併のときの初心に返った

形で、やはり真摯な形でやっていただく。私は、

地域審議会は諮問委員会であっても、市長みずか

らが出てやるべきではなかろうかと、かように思

います。といいますのは、傍聴者がやはり少ない

ですよ、これは。やっぱり魅力ないんですよ、諮

問委員会と。そして、もう一つありますのは、公

募が１人、そして女性は何％決まっております

が、公募の中に非常にうるさい方が、私のとこの

耳に来ております。その方がおっしゃられるのに

は、出たってつまらんよというような話がありま

した。そういうことも含めまして、やはりいろん

なことで、方法で政策のことを伝えておるようで

ございますけれども、やはり合併の生みの苦労、

合併という生みの苦労した端々の身になってみれ

ば、やはり市長みずからが、理事者みずからが対

応していただきたい、かように思います。これに

ついては、いろんな時間の制約もありましょうけ

れども、ひとつお願いしたいと思います。 

 なお、もう一点ございますのは、やはり合併の

ときに水道料金の諮問が出ております。野村地区

に今度地域審議会に出られたときには、やはりそ

れは納得いくような形にしていただきたい。とい

いますのは、やはり西条市に、ここにありますよ

うに西条市の庁舎改修増築のときに、地域審議会

と行政が非常に溝深くなっています。そういう問

題にならないような対応をしっかりしていただき

たいなと、かように思っておりますので、ひとつ

よろしく地域審議会のあと２年あるだろうと思い

ますけれども、この点につきましても、やはり１

０年というのは合併して１０年間は配慮すべきだ

よという気持ちで、１０年というのが地域審議会

がうたわれたんだろうと、かように思いますの

で、よろしくお願いします。 

 それから、ノルディックにつきましては、非常

に自分がやっていまして、自分の筋肉がないとこ

ろが痛くなったりしますんで、やはりバランスよ

うに歩けるのかなということで、私はこれからも

続けていきたいなと思っておりますが、やはり西

予市全体の一つのテーマとしてやられるんでした

ら、もう少し熱心にこだわって啓蒙していただく

ようにお願いいたします。 

 なお、教育論を教育長と議論する場ではござい

ませんが、また検討しますという言葉が出ました

ね。沖野議員が検討させていただきますと、それ

はまあ学校側と相談してということでございまし

ょうけれども、やはりそうはいいましても学校側

が教育してますけど、通学のしているのを私よく

見回り隊の一員になってますから、よく見させて

いただきますけども、やはり歩き方は本当にでき

ているわけじゃないですよ。だらだら、言葉は悪

いですけれども、やはり足の踏み、強さ、正確に

つま先が向くとか、ノルディックがやったような

一つのものを教え込んで、指導はするけれどもで

きてないんですよ、多分。だから、指導はしてい

るという話が出ましたけども、できるとこまでど

ういうようにやるかという話を、私は教育長に質

問しているわけで、その点についてはご理解を願

いたいと、かように思います。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、酒井議員の再質問であり

ます地域審議会について少し触れさせていただい

たらと思います。 

 ご指摘のとおり、地域審議会は先ほども答弁を

させていただきましたが、諮問機関でございま

す。諮問機関のあり方というときに、まず考えな

くてはならないのは、市長が常に諮問機関で出て

おったら諮問機関になりません。そこで、どうし

ても配慮をした意見になりやすいというのは、

常々言われるところでありまして、諮問機関は諮

問の委員長を中心としてご検討いただくのが諮問

機関であります。一番当初は出て、お願いをし

て、その後は諮問機関にお任せをして、そこから

出た答申等々、ご意見等々が聞くのが諮問機関の

あり方だと私は思っておりますので、今までなる

べく出ないようにしておったというのが現状であ

りまして、ただそれに対するご意見等々について

は、常に私のほう上がってきておりますので、ポ

イントについては見させていただけたらというの

が現状であります。それと、地域審議会のいわゆ

る所掌事務でありますが、それは先ほども言いま

したとおり、新市建設計画の変更に関すること、

あるいは、執行状況に関すること、基金等に関す

ること等でありますので、どうしても範囲が狭め
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られます。それ以上施策のとこまで、常に入って

おった場合は、ここの会議の議員の方々のところ

まで非常に入ってくる側面がありまして、より難

しい側面があります。その辺を私どもは考慮しな

がら、ご意見を聞いておるところでございまし

て、やはり二元性の中では議会からのご意見、今

日のような一般質問っていうのは非常に重要視す

るのが当然ながらのことでありまして、それのバ

ランスをとるというのが非常に大事であると、こ

のように思っておりますので、その辺のところも

ご理解をいただきたいと思っております。 

 とにかく、１０年間という一つの期間を設けら

れたのは、１０年しないと合併がなかなか一つの

ところに至らないなという背景があると思ってお

りますので、その１０年間の中で地域地域が、い

ろいろな問題を地域審議会からご議論いただいた

やつを、私どもの行政としてご意見を聞いたのを

吸収をして、その中でまた政策として考えられる

ことは考えていこの議会の場で、またご提案をし

てご判断いただくというのが流れであると、この

ように思いますのでご理解をいただいたらと思っ

ております。 

 ノルディックについては、担当部長、教育長で

またお願いをしたいと思います。 

 

○副議長 １７番酒井宇之吉君。 

 

○１７番酒井宇之吉君 教育長には、もう尋ねて

も実際は実行できる、結果が出るような正しい歩

き方というものを、将来その子供たちが２０年、

３０年なったときに、やはりが成果が見えるとい

うような今から指導、教育をしていただきたいな

と思います。答弁要りません。 

 市長、お尋ねしますが、市長も８年になりまし

て、合併のときにはやはり筆頭の事務局やってお

られました。九鬼副市長も町を代表してやられた

中で、その中で私は今思うに、地域審議会という

のがやはりこんなに軽いもんだったのかなという

気がいたしております。私は、その中で委員にな

ってやっておりましたので、だからやはりそのと

きに、合併するときに旧町の方々議員も減りまし

た。そのあたりの心を思いはばかるなれば、単な

る諮問委員会でいいのかなという感じが現在いた

しております。 

 それで、やはり市長には８年たっても、まあ少

し８年たって実績もできましたけれども、私も議

員歴は古いほうでございますけれども、やはりも

う一度お互い初心に返った形で地域審議会なんか

に地域のひな壇に並ぶのが分庁方式になりました

ので、ほとんど寂しい限りです。副市長と企画課

長と、そして分庁の課長が並ぶだけというように

なっております。宇和の審議会見ますと、各部長

はぱらぱらでしたけれども、各課長が全部並んど

るんですよ。そしたら、宇和だけがこななってう

ちはこなな、やっぱりなあという感じがどうして

も否めません。そのあたりの配慮を、あと残すと

ころ２年かもしれません。でも先ほど聞きます

と、合併債も延びるかもしれないと、なかなか１

０年では合併というのはできないんじゃないか

と、本質的な。また、延ばす形がありましたら、

地域審議会は１０年打ち切りじゃなしに、そうい

う制度も考えていただきたいなと思いますので、

答弁要りません、よろしくお願いします。 

 

○副議長 以上で一般質問を終結いたします。 

 ただいまから日程順に質疑を行いますが、質疑

は大綱の質疑のみに願います。 

  （日程２） 

○副議長 日程第２、議案第７２号「消防ポンプ

自動車一式の取得について」を議題といたしま

す。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 以上で質疑を終結いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第７２号は、会議規則第３７条第３項の規

定により委員会付託を省略したいと思います。こ

れにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 ご異議なしと認め、そのように決定い

たしました。 

 討論の通告はありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 議案第７２号は原案のとおり決定することに賛

成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○副議長 ご着席ください。 
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 起立全員であります。よって、議案第７２号

「消防ポンプ自動車一式の取得について」は原案

のとおり決定いたしました。 

  （日程３） 

○副議長 次に、日程第３、議案第７３号「西予

市生活交通バス条例制定について」から議案第８

８号「市道路線の認定について」までの１６件を

一括議題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 まず、議案第７３号「西予市生活交通バス条例

制定について」に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 二宮一朗君。 

 

○２番二宮一朗君 私、所管でございますので、

本当に大綱のみですけれども、１点お伺いしま

す。 

 今回のこの生活交通バス条例制定ということ

で、中身見させてもらうと、今回は惣川の路線、

大成大窪線ということが別表１にあって、そのス

タートということがこの条例ができたと理解して

おるんですけれども、今生活交通バスのやってい

ますよね、いろんな計画を。この中に別表２のと

ころに、使用料１０キロまで１００円、ほんで加

算１０キロ超えるごとに１００円というのがある

んですけれども、今後西予市の生活交通の今から

整備していく中で、基本的に料金がこれになるん

でしょうかという、それだけお尋ねをしたいなと

思います。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 お尋ねの使用料、いわゆ

る運賃でございますが、運賃につきましては城川

における代替バス、現在走っておる野村の中心地

を走っておる朝霧さんが運行しております。それ

から、宇和地区で走っております福祉バス、それ

ぞれのバス運賃が異なっております。基本的に、

住民に対するサービスでございますから、統一し

たほうが望ましいという方向でございますが、今

回の惣川地区におけるバス運賃について、その基

本に沿って大体わかりやすい運賃、通常のバス停

からバス停幾らじゃなくて、キロについての運賃

という考えが基本にございます。ただ、部署も大

分ばらばらにバスが運用されておりますので、運

賃についてはどういう統一方法をやるか、市民の

皆様とのお話し合いも通じての統一になろうかと

思います。 

 以上でございます。 

○副議長 次に、議案第７４号「西予市暴力団排

除条例制定について」に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 次に、議案第７５号「西予市税条例の

一部を改正する条例制定について」から議案第８

４号「西予市簡易水道及び愛媛県条例水道の設置

に関する条例の一部を改正する条例制定につい

て」までの１０件に対する一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 次に、議案第８５号「新たに生じた土

地の確認について」から議案第８８号「市道路線

の認定について」までの４件に対する一括質疑を

行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程４） 

○副議長 次に、日程第４、議案第８９号「平成

２３年度西予市一般会計補正予算（第３号）」か

ら議案第１００号「平成２３年度西予市病院事業

会計補正予算（第２号）」までの１２件を一括議

題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 小野正昭君。 

 

○６番小野正昭君 議案８９号のページは１６ペ

ージ、１２目光伝送維持管理事業についてお尋ね

したいのと、ほかに３氏の方にお尋ねをしたいと

思います。 

 まず、１件目はこの件ですが、宇都宮総務企画

部長、一般質問の部類に入るんですけれども、要

望的なことになりますので、ここでお伺いをさせ

ていただいたらと思います。これは三瓶と明浜地

区の増幅器という予算ですが、関連質問として八

幡浜八西地区のＣＡＴＶのときには、ｎＥＣＯ、

それからウエザーニュース、これを流しとったわ

けなんですよ。西予市になってまだ、西予ケーブ

ルテレビが歴史が浅いんで、いろいろな面で運営

面で難しい面はあるかとも思うんですけれども、

宇都宮部長は西予市が８８．３％の株主であり、
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取締役ですのでお願いをするんですが、三瓶の町

民の中で特にこのウエザーニュース、天気予報で

すよ、これを重要視しておる方が非常に多いんで

す。それはなぜかというと、やはり漁師町ですか

ら。それと、海にレジャーに来る他地区の方々が

宿泊施設に泊まったときに、これをよく見られた

そうです。これがなくなったために大変不便を来

しておるというふうな意見が多々ありますので、

こういうことをやっぱ配慮していただいて、将来

は西予市ケーブルテレビもそういうふうな地区の

ニーズに合うた番組をぜひ取り入れていただきた

いと、これを要望になりますけど、関連質問とし

てお願いをしたいと思います。 

 それから次に、３３ページの５目国民体育大会

のいわゆる競技団体等の養成事業の件で、兵頭部

長にお伺いをいたします。これは、私先般一般質

問しましたんで、その関連的なことになりますけ

れども、ソフトボールの公認審判の養成というふ

うに趣旨、提案説明がありましたけれども、これ

は開催地として無論それだけの配慮をし、それだ

けの受け皿をつくっていくのは大変重要なことで

もありますし、女子ソフトということであります

が、いわゆる国民、県民、市民にとっても注目の

種目の一つですから、できるだけ十二分な対応が

必要だと思うんですけれども、これ日本ソフトボ

ール協会言うんですかな、ＪＦＡいうんですか、

ジャパンソフトボールアソシエーションだと思う

んですが、１種公認審判、これ全国大会の審判が

できる審判なんですけども、そういう方は２種を

持ってない方でないと１種の更新はできんと思う

んですが、そういう人選はどのようにされている

のか。 

 それと、今年度養成をして、１種を仮に取得さ

れた場合、恐らく陸上にしても剣道にしても、す

べての審判は１年に更新があるわけですけども、

取っただけで、はい、それで終わりですよでは、

私困ると思うんですよね。更新時に、どういうふ

うないわゆる行政補助、育成補助をされるのか。

ただ取るだけの補助金なのか、その後国体までど

のような方針でおられるのか、この点をまずお聞

きをしたいと思います。 

 それともう一点、西予市の場合はご案内のよう

に相撲も３種目になってます。これは、伝統文

化、興行ではないので、行司やなしにこれも審判

だと思うんですけれども、その相撲の審判の養成

はどのようになっているのか、ソフトボールだけ

では済まないのではないかなと。どうせするんで

あれば、相撲のほうはどうなっとるのかなと、こ

の辺もあわせて質問をさせていただいたらと思い

ます。 

 もう一点言い忘れましたけども、この免許取得

に対する金額は、全員全額市の負担なのか、一部

負担なのか、この辺もあわせてお聞きします。 

 それともう一点、これは生活福祉部長にお願い

になりますが、これは家庭授産場の件ですね。議

案第９１の６ページ、手袋売却の△の２７万６，

０００というふうになっています。金額はわずか

な減収……。 

 

○副議長 暫時休憩します。（休憩 午後３時１

０分） 

○副議長 再開いたします。（再開 午後３時１

０分） 

 議案第８９号に関しての質疑を行いますので、

ほかに質疑ございませんか。 

 宇都宮総務企画部長。 

○宇都宮総務企画部長 それでは、小野議員の、

２つ質問がありました。私、最初に１６ページの

情報推進事業費の分で、予算と関連質問というこ

とでお答えしたいと思います。 

 この１，３９６万５，０００円は、宇和から三

瓶へつなぐトンネルを経由して接続しております

イントラ及びケーブルテレビのファイバーを変更

するものでございます。現在、三瓶トンネル経由

で支所まで通じておりますが、この支所まで続い

ている中に明浜用の主線、それから三瓶用の副

線、２つをトンネル経由でつないでおりますが、

トンネルを越えたあたりに開発が続いておりまし

て、たびたび移動しなきゃいけない事例が出てお

りますんで、もうこの際に和泉経由で主線、副線

を変更したい、変更するために計上したもの、そ

のために経路が長くなりますので、それぞれ明浜

と三瓶に増幅器を備える。 

 それから、三瓶の支所の位置変更によりまし

て、新たに変更の分を張りかえるというのが、

１，３９６万５，０００円の内訳でございます。 

 それと、もう一つ関連のほうは、ちょっとかな

り一般質問っぽかったんですが、この分ほかの地

域でちょっとわからないかもわからないんです

が、旧八西地区ではｎＥＣＯとウエザーニュース
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の分について、無料放送、これを多分無料放送に

変更できないかという趣旨のご発言ではなかろう

かと思うんですけれども、西予ケーブルテレビの

番組購入費と購入費の関係も経営の問題もござい

ますんで、この場でさて結論を出すことは不可能

かと思うんですが、経営上の問題でございますの

で、役員会等にお諮りいただいた上でケーブルが

対応できるかどうかの結論は持ちたいと思います

ので、その結論が出ましたら、またどこかでご報

告させていただきたいと思います。本日での結論

は、お待ちいただきたいと思います。 

 以上です。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 国体の審判養成についてのご質

問にお答えしたいと思います。 

 ご存じのように、成年女子ソフトボール西予市

内定しておりますが、国体開催までに開催地が１

種審判員をソフトボールでは３０名、記録員を２

０名確保しなければならないことになっておりま

す。 

 そこで、本年度から２０１５年までにソフトボ

ール審判員１種３０名、それから平成２６年、２

０１４年、一般記録員１種２０名を養成する計画

で、年次計画を持って進めていきたいと思ってお

りますが、その中の人選につきましては、ソフト

ボール協会に委託をしたいと考えております。現

在の資格の保持者数ですが、ソフトボールの審判

につきましては１種２名、２種が７名、３種が１

２名でございます。あと９名、無資格でございま

すが、それから記録員が３種が２名、２０名まで

には１８名不足という形になります。国体審判に

は１種が必要でございますので、それまでに１種

を養成していくという形でございますが、こちら

からその養成、取得についてお願いするわけであ

りますから、審判員の取得費用及び更新手数料に

ついては、全額市が負担をしていくという計画で

おります。 

 それから、相撲につきましては来年度から、平

成２４年度から順次審判員を養成していく計画に

しております。 

 以上でございます。 

 

○副議長 １８番兵頭勇議員。 

 

○１８番兵頭勇君 ２１ページの４款衛生費の中

で塵芥処理費、これは野村クリーンセンターの管

理運営費のようでありますが、どのような請負、

仕事をされるのか、工事をされるのか。 

 さらにもう一点、２６ページの８款土木費、１

目の土木総務費、白水観音水トウファ保全管理事

業費、これはどのような工事をされるのか、お伺

いいたします。 

 以上です。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 兵頭議員の質問でございま

すが、野村クリーンセンター管理運営事業で７８

９万６，０００円の工事請負費の予算を上げてお

りますが、これはダイオキシンの分解装置の燃焼

室が故障をいたしました。具体的に申しますと、

バーナーの修繕工事、ダイオキシン分解装置修繕

工事、それとあわせて電気集じん機のシーケンサ

ー、電気集じん機電極吊り碍子修理、この３点が

工事の内容でございます。 

 以上でございます。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 兵頭議員の白水観音水トウ

ファ保全管理事業の２，５００万円でございます

が、国土交通省が先般工事費を出しましたけれど

も、その工事の内容が山の中での工事であるにも

かかわらず、大型の機械での施工であったという

ことで、現状と合わないということでございまし

て、今回小型で積算をされた金額の増でございま

す。 

 またもう一点は、小口部、それから渡り桟橋の

使用材料の変更がありまして、その費用が６００

万円でございます。先ほどの標準工事の中での違

いによりますのは１，５００万円です。 

 あと３点目は、ポンプ及び制御盤が屋内設置と

なっておりましたけれども、地元の要望によりま

してポンプ場建屋を建造するという変更になりま

したので、これが４００万円で計２，５００万円

の増となっております。 

 

○副議長 ほかにありませんか。 



－94－ 

 元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 １６ページ、６目企画費の

中のオフセット・クレジット制度導入業務委託料

３８０万円について追伺いしたいと思います。 

 これは、もう既にヨーロッパで１０年前ぐらい

からＣＯ２の排出権の売買の話だろうの日本版だ

ろうと思いますが、今回市が計画をされておりま

す、西予市の財産区が待たれている山の一部を国

の環境省が委託する第三者認定機関に、その申請

をするための書類作成云々に係る委託料であろう

と思うんですが、まずそれにつきましてお伺いし

たいのは、まずこの認証取得というのは、認証取

得をすれば、あとそれで終わりかというものでは

ないと思います。絶えず、この森林ですから成長

しておりますので、管理委託業務がついていくわ

けですが、この事業の事業主体は行政がやられる

のか、あるいはまた森林組合がやられるのか、ま

ずそれ１点。 

 それから、今回西予市の財産区の山林何ヘクタ

ールぐらいを対象として考えられておられるの

か、またその山のヘクタールあたりのＣＯ２の吸

収能力、これはどれぐらい見込まれておるのか。 

 それから、またそのＣＯ２の売買する場合の単

価、トン当たりどれぐらいを見込まれておるの

か、そしてまたそれを販売するのは相対で販売し

ていかなければいけないわけですけども販売先の

めどは立っておるのか。 

 以上につきましてまずお伺いしたいと思いま

す。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 ３８０万円の内訳につい

ては、ご指摘のとおりでございます。 

 計画の策定、それから計画策定後の実際策定ど

おり行われたのか認証、こういう作業に使う経費

でございます。 

 どういう事業をして、どれだけの二酸化炭素を

固定してというお話ですが、２０年度から２４年

度までの森林作業計画による間伐の面積２３１ヘ

クタールを中心に考えております。これによりま

して、二酸化炭素の固定量が３，６６０トン程

度、数字の上で大体その経験的な数字でそれくら

い出ておるようでございます。二酸化炭素固定量

が３，６６０トン程度固定できるであろう。販売

価格につきましては、これはそれぞれの市町村の

イメージもございまして、どれだけ企業が注意を

喚起、興味を示すかということになろうかと思う

んですが、本市の場合は１トン当たり３，０００

円を見込んでおります。したがいまして、３，６

６０トンですから、概算で１，１００万円程度は

販売したいなという考えでおります。 

 二酸化炭素固定の後の作業ですけれども、基本

的に２４年度までの実績でございますんで、間伐

した後の作業というのは出てこないわけですけれ

ども、もちろん企業としては、西予市の間伐に絡

むクレジットを購入するわけですから、西予市の

山がきれいじゃなきゃいけない。それなりに里山

にイメージとして魅力あるものでなければならな

い、こういうものが常に西予市に求められてくる

んだろうと思います。そのために、ソフト事業等

の対策が西予市が必要になってこようかと思いま

す。決して、トン当たり３，０００円が定価では

ございませんので、西予市の努力次第によれば１

万円になる可能性もあるということでございま

す。 

 以上でございます。 

 

○副議長 １０番元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 これは画期的な話で私も非

常に興味もありますし、日本にもついにこういう

時代が来たのかなということで、大変これ興味を

持っておるわけですけれども、いろいろ調べてみ

ますと、やはりいい話ばかりではなくて、いろい

ろやはり課題もあるというのが見えてまいりまし

た。 

 １つは、やはり森林が吸収するという理論はわ

かっても、具体的にじゃあ果たしてその森林それ

だけのものを吸収しているかっていうことが排出

される方々にわかるかどうかって非常に難しいわ

けで、今ほど言われたように、絶えずやはり見

て、ああなるほどこれだったらこれだけのものを

吸収しているから、これだけの代価を払っていい

なと言われるような管理業務、これがなかなか大

変なんじゃないかなという気がひとついたしてお

ります。 

 それから、先ほどの価格３，０００円設定でご

ざいますが、今既にローソンでこれが端末機で売
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買されて、一般のだれでも購入できるようになっ

ております。その単価を見ますと、２００キログ

ラムが１，０５０円、それから５００キロ、１ト

ンになっておりまして、１トンで約４，５００円

でローソンの端末機で今買えるという現状でござ

いますので、３，０００円は妥当だとは思います

が、これからこれが全国的に広がってきますと、

当然需要と供給によって価格の暴落が今懸念され

ております。もう既に、産経新聞か何かに載って

おりますと、１，０００円ぐらいトン当たり１，

０００円ぐらいに暴落しているというふうな話も

ありますし、この不況でございますから果たして

これ義務化されてないものを、果たして企業が積

極的に買ってくれるかどうか、こういったことも

今後の大きな懸念材料じゃないかなと思います。 

 いずれにしても、３６０万円でこういったこと

ができるわけですから、ぜひやっていただきたい

と思うんですが、あわせて私が検討をされたらど

うかと思うんですが、福島第一原子力発電所の事

故以来、やはりこれから日本のエネルギー資源を

何に求めるかっていうことは非常にこれは世論、

大変なことになっております。それとあわせて、

今回の台風１２号のあの巨大な台風を見たとき

に、因果関係はわかりませんが、やっぱり住民の

多くは、これは地球温暖化の影響もあるんじゃな

いかということを皆さん懸念されております。今

後、どんどんどんどんこういう大型台風やらゲリ

ラの雨とか、こういったことが頻繁に起こるよう

になりますと、ＣＯ２、地球温暖化問題も避けて

通れない課題ということになってくるんじゃない

かと、そうすると我々やはり住民としてそういう

ＣＯ２削減に対する認識というものも、市民とし

て持っていかなければいけないんじゃないかとい

うふうに思います。そこで西予市が、一つ考えら

れるのは、カーボンニュートラル町宣言みたいな

ことをされてはどうかと思うんですが、結局自分

の町で出すＣＯ２は、西予市が持つ４万ヘクター

ルの森林で吸収できますよ、あるいはまたそのＣ

Ｏ２を吸収するのは、別に森林だけじゃありませ

ん。稲も吸収してますし、そこら辺の雑草も吸収

してます。そういったことを理論的に研究、解明

していけば、西予市のこの町であれば、恐らく自

己完結ができるんじゃないかと、そういう町宣言

を私は早くやられてはどうかと思うんですが、そ

ういう考え方、市長ございませんか、お伺いした

いと思います。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 それでは、元親議員のご質問でござ

います。 

 カーボンクレジット制度のことでございますけ

れども、これも販売に当たってはなかなかいろい

ろな問題にぶち当たるんじゃなかろうかなとは思

っております。したがって、いろいろなところに

いろいろな皆さんのお知恵もいただいて、そうい

う販売先の企業等も開拓をしていかなくてはいけ

ないのではなかろうかなと思っておりまして、こ

の認証後の後がまた大変だと思いながら、しかし

これも決めた以上一生懸命やろうということで、

今進めておるところでございます。ぜひともご理

解いただいたらと思います。 

 それと、今ほどお話がありましたが、カーボン

ニュートラルの町宣言、これはいい言葉でござい

まして、私どもが願っておるのは、ずっとこの一

連の中で私自身が進めてきたのは、そういう方向

でございますので、一つのすばらしい意見として

参考にさせていただいたと、このように思いま

す。 

 以上です。 

 

○副議長 １０番元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 １点だけ聞き忘れたんです

が、先ほどの試算では１，１００万円ぐらいの売

り上げが見込まれるんじゃないかということなん

ですけれども、この１，１００万円という収入が

もし発生した場合に、これの使途はどういう方向

を検討されておるのか、お伺いしたいと思いま

す。 

 

○副議長 宇都宮総務企画部長。 

 

○宇都宮総務企画部長 先ほど申しましたとお

り、ソフト、ハードで分けるとソフト事業が中心

になろうかと思います。当然、先ほどご説明申し

上げた、申し忘れておるんですが、対象が７つの

財産区の森林になります。ですから、使途としま

しては、当然まず最初に財産区とのご相談になろ

うかと思います。一部言いましたけれども、やは
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り里山と森林との共生なり、そういう都会の方、

買ってくれる企業の方に売りとなるような制度に

使わざるを得ないんじゃなかろうかという考えで

おりますが、まだ認証を受けておりませんので、

売った後の計算はまだ具体的にしておりません。 

 以上です。 

 

○副議長 ほかにありませんか。 

 １３番森川一義君。 

 

○１３番森川一義君 ３２ページの文化財保護費

なんですが、１９４万２，０００円の日本の三大

薬師の山田薬師ということなんですが、山田薬師

の建物はどれだけ年数がたってるのか、どういう

修理をするのか、教えていただきたいと思いま

す。 

 

○副議長 兵頭教育部長。 

 

○兵頭教育部長 山田薬師堂でございますけど

も、西予市の文化財に指定されましたのは旧町時

代の昭和６２年６月１１日に薬師堂が指定をされ

ておりますが、ご存じのように日本の三大薬師と

称されておりまして、この建物は江戸期の建築だ

と伺っておりますが、今回の補修につきましては

唐破風部分、ちょうど薬師堂の拝殿部になります

けども、こちらのひわだぶきから銅板ぶきへの改

修を行うものでございます。これにつきまして

は、文化財保護審議会の答申に沿っての修繕でご

ざいます。 

 以上でございます。 

 

○副議長 ほかにありませんか。 

 １０番元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 ８款１目住宅管理費、これ

私の所管ですから大綱のみに抑えたいと思います

が、木造住宅耐震化促進事業補助金３００万円の

話なんですが、これはかかった費用の３分の２、

６０万円を限度として３分の２を補助するという

ことですが、仮に６０万円、限度額みんなそれぞ

れ要ったとすれば、５棟しか単年度に耐震補強が

できないということになるわけですが、これは何

年間ぐらい継続される事業なのかということと、

それから私が仮に自分の家をこういうことの対象

に持っていきたいと考えたときに、普通の住宅で

耐震診断をする場合の行政が考えられている費用

っていうのは大体どれぐらい耐震診断にかかるの

かということと、一般的に耐震補強をした場合に

大体概略どれぐらいを見込まれておるのか、その

３点についてお伺いしたいと思います。 

 

○副議長 藤中産業建設部長。 

 

○藤中産業建設部長 元親議員の木造住宅耐震化

促進事業でございますが、議員言われるように補

助率は３分の２以内で、上限が６０万円でござい

ます。今年度は、県が４分の１で市が４分の３と

いうことになっておりますけれども、平成２４年

度以降は社会資本整備事業で国が２分の１、県が

４分の１、市が２分の１ということになっており

ます。この期間につきましては、今のところ２４

年までしか聞いておりませんので、今後調べて何

年まで期間があるのか調べたいと思います。 

 それと、今回の予算につきましては３００万円

でございまして５棟です。実際、耐震のかかる費

用というのは数百万円になろうと思いますけれど

も、限度額が９０万円ということで、それのうち

の３分の２を、６０万円を補助するということで

ございます。 

 以上でよろしいですか。 

  （１０番元親孝志君「もう一点、耐震診断を 

  するときの費用」と呼ぶ） 

 耐震診断の費用は、今３万円の事業の中で２万

円を市が補助しとるわけですが、現在のところ市

でわかっとる範囲は６件でありまして、２件は改

修済み、あと４件が未改修ということになってお

りまして、今回その４件の方が対象になろうかと

思います。 

 ただし、市が管理しとる分だけでございまし

て、個人で耐震をされとる方がございます。その

方につきましては、建設課のほうへ届け出をして

いただいて、耐震改修の中に入っていただくとい

うことになっております。 

 

○副議長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 次に、議案第９０号「平成２３年度西

予市育英会奨学資金貸付特別会計補正予算（第１

号）」から議案第１００号「平成２３年度西予市
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病院事業会計補正予算（第２号）」までの１１件

に対する一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 ６番小野正昭君。 

 

○６番小野正昭君 済いません、先ほどは早とち

りをしまして、これも一般質問的な観点が強いん

ですけれども、一般質問では要望は避けなければ

ならないので、ひとつ要望的なことになりますの

でご承知おきを、まずお断りをしておきます。 

 ６ページの１款１目事業収入マイナスの２７万

６，０００円の関連的な質問をさせていただきま

す。 

 この家庭授産場は三瓶町からの継続事業であり

まして、当時の三瓶町の自分から大変私この件に

つきましては、関心とまたどうしたらいいかなと

いうことで配慮をしておりました。 

 それで、これは昨年当時の藤井厚生委員長が所

管事務調査で家庭授産場へ行ったときに、この売

り上げに市会議員も協力してはどうかということ

で、恐らく２ダースずつ全員が協力をし、今年度

も酒井委員長にお願いをして、協力をしてもらっ

た経緯があります。２７万６，０００円の減収で

すけれども、このいわゆるそこに仕事をしている

従業員の方々が、給料をもらうのもさることなが

ら、聞いてみますと議員さんが協力してもらった

よというふうな、いわゆる内面的な喜び、それが

やはり福祉の一環に大きく私はつながっていくん

ではないかなと、この事業の目的の一つでもない

かなと、そういう意味も込めましてしてもらっと

るとは思うんですが、三瓶支所の場合は町民運動

会の参加賞としてこれを配っております。西予市

の各本庁支所におきましてもできるだけそういう

機会があったら市全体に配慮していただいており

ますよというふうな、いわゆることが従業員にわ

かれば、先ほど言いましたように、収入はさるこ

とながら、もう一つの一面の心の豊かさ、福祉の

本来の目的でもなると思いますんで、その辺のと

ころをひとつ配慮を、これは一般質問的なことで

これに余り関係ありませんが、部長にぜひ現在西

予市がそういうことをしとるかどうか、本庁が。

してなければ、そういうふうなことで西予市各支

所にもそういう考え方を普及、徹底指導していた

だいたら大変ありがたいがなと、こういうことで

質問をさせていただきました。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 小野議員のご質問について、ちょっ

と私のほうで先に話させていただきますけれど

も、この授産場の手袋の販売については、昨年厚

生常任委員会の藤井委員長、非常にそれ及び委員

の皆さんご努力いただきました。特に、先ほど小

野議員が言われましたとおり、議員の方が単に買

っていただいたっていうだけではなしに、各いろ

いろな企業に呼びかけをいただきました。銀行さ

ん等々、あるいは森林組合等々、あるいは農協、

いろいろなほかの企業に土木関係の企業等にも声

をかけていただいて、また皆さんもご理解いただ

きまして、初めてここが繰越金を、昨日の決算書

でも見ていただいたとおりでありまして、繰越金

を出すような状況になってまいりました。これは

画期的であります。 

 本当に頭が下がる思いでございまして、そうい

う努力を今までやってこなかったというのが、反

対私どもにも課せられた一つの重い十字架でもあ

りましたけれども、本当にありがたいことであり

まして、努力をすることによってこれだけのこと

ができる、また職員もよく動きました。そういう

ことでできたと、このように思っておりまして、

これが今ほど議員がおっしゃられるように、働く

方々が一つの授産という一面やなしに、そこで産

業的な給料を本当にもらえるんだというような一

面につながってくるようになってきておるんじゃ

なかろうかなと、これを議員の皆さん方のご努力

に対して、本当に私からも感謝を申し上げたいと

思います。ありがとうございました。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 私のほうから、数字的なと

いいますか、事務的なことでお答えをさせていた

だきたいと思います。 

 減額の２７万６，０００円減額をしております

けれども、これはご存じかと思いますが作業用手

袋の製造につきましては、タオル製造から出る残

滓、残滓からつくっておるものでございます。残

念ながら、昨年６月から綿糸の高騰が続きまし

て、タオル工場からの残滓が出てこなくなりまし

た。そういうことで、新規開拓が難しくなったの
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が現状でございます。そういうことで、従業員は

やる気十分ではございますけれども、残念ながら

原料が入りづらくなったということで、２７万

６，０００円程度の手袋の事業収入が減るであろ

うと判断をさせていただきまして、このような補

正になった次第でございます。 

 

○副議長 ６番小野正昭君。 

 

○６番小野正昭君 私の質問といいますか、お願

いといいますか、話に市長からあのような答弁を

いただきまして、我々議員も少しは役に立ったか

なと、当時の委員長を初めことしの委員長、さら

に次回の委員長もこれを継続してもらうものと確

信をしておりますし、またしなければならない

と、このように思っております。 

 それから、先ほど上甲部長の綿糸が少なくなっ

た、これはそう理解はできますけれども、これは

チーズというんだと思うんですよ、綿糸のこと

を、原料を。このチーズが少なくなった綿糸の高

騰によってなったかと思うんですけども、恐らく

このチーズというのは、タオル業界それから例え

ば丸三産業さんあたりのコットンあたりのところ

にも出てくるんではないかなと思いますんで、大

変ご苦労とは思いますけども、その辺のところを

もう少し調査をしてもらって、なるべき安く材料

が豊富にできますように、なお一層のご努力をお

願いをしたらと思います。 

 

○副議長 ほかにありませんか。 

 １０番元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 国保特別会計の中の診療所

関係で、関連で大変恐縮なんですけれども、１点

お伺いをさせていただきたいと思います。 

 実は、たしか５年ほど前になるんですが、当時

坂石診療所が利用者の減少と、それから当時医師

不足ということの状況もございまして、診療を休

止したいということで、休止を地元受け入れてお

ります。それから５年たちましたが、今の位置づ

けはどうなっておるのか、お伺いしたいと思いま

す。診療所の位置づけ。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

 

○上甲生活福祉部長 まだ休止の状態だと、その

ように理解をしております。 

 

○副議長 １０番元親孝志君。 

 

○１０番元親孝志君 それでは、けさほど消防分

団長が来られて、休止であれば維持管理ぐらいは

行政としてやられるべきではないかと、もうとて

も休止状態じゃない、もう廃止状態になっておる

というのが現状でございます。そこで、早い結論

を出していただきたいと思うんですが、実はそこ

の集落の消防ポンプ、自動車の蔵置所があるんで

すが、それは地元の集会所の一部を借りて蔵置所

にいたしておりますが、その集会所が高齢化社会

になりまして、現在２階で集会しておるものを１

階でやらないと、もう２階の階段上れないという

ことで、ポンプ自動車出てくださいというふうな

状況に今なっておるようでございます。それで、

当然行き先をいろいろ探しておりましたら、この

坂石診療所が遊んでるじゃないかということで、

ことしの３月ぐらいに市民生活課のほうにこの用

途外のお願いをいたしましたが、使用はいけない

と。それで、その理由はっていうと、耐震強度が

足りないというふうなことを言われたと。やるん

であれば、取り壊して新しく詰所を建てかえなけ

ればいけないというふうなことを言われたという

んですが、地元からすれば市民の税金を使ってそ

んな無駄をする必要があるのかと、今の診療所が

もし地震で壊れるような事態の地震が発生した

ら、もうこの周辺一帯は何もなくなるぐらい、恐

らく一番強固な構造物であるというのが、今坂石

診療所だと思うんですが、これを多少手を加えれ

ばポンプ自動車の蔵置所と、それから後ろの診療

室を造作すれば詰所が確保できると、この用途

外、目的外の使用を市のほうに許可をいただきた

いということのけさ陳情ありました。ちょうどい

い機会、議会中でございますので、質問をして帰

りますということで出ておりますが、分団長に言

わせますと、非常に職員の方々の対応が遅いと。

いけんもんならいけんで、それにかわるものをや

ってくれと。しかし、消防も５カ年計画を立て

て、年次計画でやっておりますので、いきなり詰

所なり蔵置所の割り込みは、なかなか消防署的に

は難しいと、特別枠で検討していただかなければ
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いけないんですが、あるものの再利用でなぜいけ

ないのか、そこの点をお伺いしたいと思います

が、よろしくお願いしたいと思います。 

 

○副議長 上甲生活福祉部長。 

 

○上甲生活福祉部長 今の件につきましては、十

分調査を、早速調査をさせていただきまして、検

討をさせていただきます。 

 

○副議長 三好市長。 

 

○三好市長 診療所の問題は、今部長が答えたと

おりでございますけれども、このポンプ倉庫の問

題等々につきましては、これは消防団と消防団の

幹部会議等々で常に計画書をつくっていただい

て、順次やっておるところでございまして、単に

今のご質問で私どもが、ここで安易に答えること

はできない、一回消防団に返しまして、そこから

団員の方々も上げていただいて、十分審議をして

いただいた上に私どものほうにやっていただくと

いう筋道をつけていくようにお願いをしたいと思

います。 

 以上です。 

 

○副議長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

  （日程５） 

○副議長 次に、日程第５、認定第１号「平成２

２年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」から認定第１４号「平成２２年度西予市野村

介護老人保健施設事業会計決算の認定について」

までの１４件を一括議題といたします。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 まず、認定第１号「平成２２年度西予市一般会

計歳入歳出決算の認定について」に対する質疑を

行います。 

 質疑はありませんか。 

 大竹議員。 

 

○２２番大竹忠盛君 決算成果報告書、これの２

８ページ、いわゆる財政力指数についてお伺いを

いたしたいと思います。 

 合併して８年を迎えたわけでありますが、さま

ざまな大型事業を実施をされて、先ほどの沖野議

員の前段の質問、お話しに市長が答弁しましたよ

うに、私も県下２０市町村の中では西予市は安定

度は上位にあるんではないだろうかと、推定をい

たしておるところでございますが、ただこれから

も、市民の安心・安全を守るための病院の建設、

あるいはし尿処理場の建設、あるいは学校の耐震

化の問題、震災対策、さまざまな大型事業がメジ

ロ押しであろうと、このように推測をするわけで

ございます。この指標の中で、地方債現在高、こ

れは３年ほど前に２４、２５がピークになるんで

はなかろうかというような説明を受けたことを思

い出しておるわけでありますが、この資料により

ますと２６年が約３７０億円の残高で、３２年が

約２６０億円ですか、１０億円程度地方債が減少

していくということで、安定的な財政運用計画を

進められておるというふうに思っておりますが、

財政はご案内のとおり生き物でございまして、ち

ょっと気を緩めると指数も上がってくるだろうと

いうふうに思っております。 

 私は、市長の答弁にも一部ありましたように、

理事者と職員が一体となって懸命な行財政を進め

た成果が、ここにあらわれておるだろうと、この

ように理解をしておりますし、もう一つは財政の

中でも高い比率を占める人件費、これを県下に先

駆けて、積極的に実施をされまして、職員の定数

の削減、このようなことも影響をしておるだろう

という認識をしております。ただ、心配されるの

は、この２２年度の監査員の意見書、これは３ペ

ージでございますが、この中で公債費負担比率１

５％以上が警戒ライン、２０％を超えると危険ラ

インと、このように説明をいただいております。

現在、西予市は２２年度は１９．１％で、危険ラ

インに近い数字で推移をしておると、このように

理解をいたしておりますが、再度将来の財政力の

推移について、この数値に近い財政運営が行われ

る見通しであるかどうかについて、お伺いをいた

したいと思います。所管外でありますんで、お許

しをいただきたいと思います。 

 

○副議長 宗財政課長。 

 

○宗財政課長 お答えをさせていただきます。 

 まず、ただいまのご質問の市債、起債の償還の

関係でございますけれども、これに掲載しており

ますのはまだ推計値でありますが、当初を想定し
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ておりました平成２５年度のピーク等でございま

したけれども、大型事業等の実施、あるいは学校

の耐震化の事業の実施等々がございまして、２６

年度にピークを迎えるのではないかというふうな

今の想定をしておるとこでございます。その後に

つきましては、大型事業等が一段落しますと、起

債の借り入れというのは徐々に減ってくるという

ふうな見込みを立てておりまして、平成３１年、

３２年程度には２６６億円程度というふうな見込

みを立てておるところでございます。 

 財政力指数につきましては、非常に県下の中で

も非常に低いレベルにありまして、市の中では県

の中で一番低いレベルにございます。また、この

数値につきましては、今後におきましても余り変

わらないというふうな見込みを立てております。

したがいまして、財源の多くは国、県の補助金あ

るいは交付税、そういったものに頼らざるを得な

いというふうな方向は変わらないのではないかと

いうふうな考え方でおります。 

 それと、公債費負担比率の関係でございますけ

れども、１９．１％というふうなことで、理想的

な１５％以下というふうなことにはなっておりま

せんけれども、西予市の場合はこの比率の中に将

来的には交付税で算定をされる部分が非常に多く

ございまして、借入額の六十数％につきまして

は、将来交付税で返ってくるというふうな部分が

ございまして、この公債費負担比率が多少高くて

も、その中には将来的には返ってくるんだという

部分があるということは、ご理解いただいたらと

いうふうに思っております。 

 以上でございます。 

○副議長 ほかにありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 次に、認定第２号「平成２２年度西予

市授産場特別会計歳入歳出決算の認定について」

から認定第１４号「平成２２年度西予市野村介護

老人保健施設事業会計決算の認定について」まで

の１３件に対する一括質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○副議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 ただいま議題となっております議案４２件につ

いては、お手元に配付いたしております各常任委

員会及び特別委員会付託表のとおり各常任委員会

と特別委員会に付託いたします。 

  （日程６） 

○副議長 次に、日程第６、陳情第３号「市道片

平泉川線の舗装を求める陳情書」及び陳情第４号

「平岩線道路整備を求める陳情書」の２件を議題

といたします。 

 これらの陳情２件につきましては、お手元に配

付いたしております陳情文書表のとおり、産業建

設常任委員会に付託いたします。 

  （日程７） 

○副議長 次に、日程第７、意見書案第２号「拡

大生産者責任（ＥＰＲ）及びデポジット制度法制

化を求める意見書」を議題といたします。 

 この意見書については、お手元に配付いたして

おります意見書文書表のとおり、厚生常任委員会

に付託いたします。 

 各常任委員会及び特別委員会においては、各議

案及び陳情並びに意見書案について十分に審査を

行い、最終日の本会議において委員会の審査の経

過と結果について、委員長の報告を求めることと

いたします。 

 以上をもって本日の日程は全部終了いたしまし

た。 

 ９月２１日は午後２時から会議を開きます。 

 本日はこれにて散会いたします。 

  散会 午後３時５６分 
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平成２３年第３回西予市議会定例会会議録（第３号） 
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１．招 集 の 場 所 西予市議会議場 
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          午後２時００分 
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          午後３時４５分 

１．出 席 議 員        
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    ３番  兵 頭   学 
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   １６番  岡 山 清 秋 
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   ２３番  二 宮   元 

   ２４番  坂 本 隆 重 

１．欠 席 議 員 

    な  し 

１．地方自治法第１２１条により 

説明のため出席した者の職氏名 

   市     長  三 好 幹 二 

   副  市  長  九 鬼 則 夫 

   教  育  長  森   英 二 

   公営企業部長  松 山 一 郎 

   会 計 管 理 者  河 野 敏 雅 

   総務企画部長  宇都宮 又 重 

   産業建設部長  藤 中   彰 

   生活福祉部長  上 甲 憲 章 

    

教 育 部 長  兵 頭 三 樹 

    

明 浜 支 所 長  平 田 與 輝 

   野 村 支 所 長  河 野 数 義 

   城 川 支 所 長  福 原 純 一 

   三 瓶 支 所 長  三 好 幸 二 

   消防本部消防長  清 水 敏 昭 

   総 務 課 長  井 上 謙 二 

   財 政 課 長  宗   正 弘 

   企画調整課長  宇都宮 松 夫 

   監 査 委 員  正 司 哲 浩 

１．本会議に職務のため出席した者の職氏名 

   事 務 局 長  上 田 甚 正 

   議  事  係  佐 藤 陽一郎 

１．議 事 日 程  別紙のとおり 

１．会議に付した事件  別紙のとおり 

１．会 議 の 経 過  別紙のとおり 

       

      議  事  日  程 

 １ 議会報告第６号 西予市議会改革特別委員

会の報告（議員定数及び

議員報酬）について 

 ２ 議案第 ７３号 西予市生活交通バス条例

制定について 

   議案第 ７４号 西予市暴力団排除条例制

定について 

   議案第 ７５号 西予市税条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７６号 西予市財産の交換、譲

与、無償貸付け等に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ７７号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ７８号 西予市公民館条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７９号 西予市青少年補導センタ

ー条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８０号 西予市災害弔慰金の支給

等に関する条例の一部を

改正する条例制定につい

て 

   議案第 ８１号 西予市生活交通路線巡回

バス条例の一部を改正す
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る条例制定について 

   議案第 ８２号 西予市保健センター及び

保健福祉センター条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ８３号 西予市重度心身障害者医

療費助成条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ８４号 西予市簡易水道及び愛媛

県条例水道の設置に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８５号 新たに生じた土地の確認

について 

   議案第 ８６号 字の区域を変更すること

について 

   議案第 ８７号 市道路線の廃止について 

   議案第 ８８号 市道路線の認定について 

   議案第 ８９号 平成２３年度西予市一般

会計補正予算（第３号） 

   議案第 ９０号 平成２３年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ９１号 平成２３年度西予市授産

場特別会計補正予算（第

１号） 

   議案第 ９２号 平成２３年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ９３号 平成２３年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ９４号 平成２３年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９５号 平成２３年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ９６号 平成２３年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第２号） 

   議案第 ９７号 平成２３年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９８号 平成２３年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第１号） 

   議案第 ９９号 平成２３年度西予市上水

道事業会計補正予算（第

２号） 

   議案第１００号 平成２３年度西予市病院

事業会計補正予算（第２

号） 

   認定第  １号 平成２２年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ２号 平成２２年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

   認定第  ３号 平成２２年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ４号 平成２２年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

   認定第  ５号 平成２２年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成２２年度西予市老人

保健特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ７号 平成２２年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第  ８号 平成２２年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ９号 平成２２年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

   認定第 １０号 平成２２年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第 １１号 平成２２年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成２２年度西予市上水

道事業会計決算の認定に

ついて 

   認定第 １３号 平成２２年度西予市病院

事業会計決算の認定につ
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いて 

   認定第 １４号 平成２２年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 

   陳情第  ３号 市道片平泉川線の舗装を

求める陳情書 

   陳情第  ４号 平岩線道路整備を求める

陳情書 

   意見書案第２号 拡大生産者責任（ＥＰ

Ｒ）及びデポジット制度

法制化を求める意見書 

 ３ 発議第  ２号 西予市議会議員の定数を

定める条例の一部を改正

する条例制定について 

追加 意見書案第２号 拡大生産者責任（ＥＰ

Ｒ）とデポジット制度法

制 化 を求め る 意見 書

（案）の提出について 

   議員派遣の件について 

 

本日の会議に付した事件 

  

１ 議会報告第６号 西予市議会改革特別委員

会の報告（議員定数及

び議員報酬）について 

 ２ 議案第 ７３号 西予市生活交通バス条例

制定について 

   議案第 ７４号 西予市暴力団排除条例制

定について 

   議案第 ７５号 西予市税条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ７６号 西予市財産の交換、譲

与、無償貸付け等に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ７７号 西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ７８号 西予市公民館条例の一部

を改正する条例制定につ

いて 

   議案第 ７９号 西予市青少年補導センタ

ー条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８０号 西予市災害弔慰金の支給

等に関する条例の一部を

改正する条例制定につい

て 

   議案第 ８１号 西予市生活交通路線巡回

バス条例の一部を改正す

る条例制定について 

   議案第 ８２号 西予市保健センター及び

保健福祉センター条例の

一部を改正する条例制定

について 

   議案第 ８３号 西予市重度心身障害者医

療費助成条例の一部を改

正する条例制定について 

   議案第 ８４号 西予市簡易水道及び愛媛

県条例水道の設置に関す

る条例の一部を改正する

条例制定について 

   議案第 ８５号 新たに生じた土地の確認

について 

   議案第 ８６号 字の区域を変更すること

について 

   議案第 ８７号 市道路線の廃止について 

   議案第 ８８号 市道路線の認定について 

   議案第 ８９号 平成２３年度西予市一般

会計補正予算（第３号） 

   議案第 ９０号 平成２３年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

補正予算（第１号） 

   議案第 ９１号 平成２３年度西予市授産

場特別会計補正予算（第

１号） 

   議案第 ９２号 平成２３年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計補正予算（第１号） 

   議案第 ９３号 平成２３年度西予市国民

健康保険特別会計補正予

算（第２号） 

   議案第 ９４号 平成２３年度西予市後期

高齢者医療特別会計補正

予算（第２号） 

   議案第 ９５号 平成２３年度西予市介護

保険特別会計補正予算

（第２号） 

   議案第 ９６号 平成２３年度西予市農業

集落排水事業特別会計補

正予算（第２号） 

   議案第 ９７号 平成２３年度西予市公共

下水道事業特別会計補正

予算（第２号） 
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   議案第 ９８号 平成２３年度西予市簡易

水道事業特別会計補正予

算（第１号） 

   議案第 ９９号 平成２３年度西予市上水

道事業会計補正予算（第

２号） 

   議案第１００号 平成２３年度西予市病院

事業会計補正予算（第２

号） 

   認定第  １号 平成２２年度西予市一般

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ２号 平成２２年度西予市授産

場特別会計歳入歳出決算

の認定について 

   認定第  ３号 平成２２年度西予市住宅

新築資金等貸付事業特別

会計歳入歳出決算の認定

について 

   認定第  ４号 平成２２年度西予市育英

会奨学資金貸付特別会計

歳入歳出決算の認定につ

いて 

   認定第  ５号 平成２２年度西予市国民

健康保険特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第  ６号 平成２２年度西予市老人

保健特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ７号 平成２２年度西予市後期

高齢者医療特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第  ８号 平成２２年度西予市介護

保険特別会計歳入歳出決

算の認定について 

   認定第  ９号 平成２２年度西予市農業

集落排水事業特別会計歳

入歳出決算の認定につい

て 

   認定第 １０号 平成２２年度西予市公共

下水道事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 

   認定第 １１号 平成２２年度西予市簡易

水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 

   認定第 １２号 平成２２年度西予市上水

道事業会計決算の認定に

ついて 

   認定第 １３号 平成２２年度西予市病院

事業会計決算の認定につ

いて 

   認定第 １４号 平成２２年度西予市野村

介護老人保健施設事業会

計決算の認定について 

   陳情第  ３号 市道片平泉川線の舗装を

求める陳情書 

   陳情第  ４号 平岩線道路整備を求める

陳情書 

   意見書案第２号 拡大生産者責任（ＥＰ

Ｒ）及びデポジット制度

法制化を求める意見書 

 ３ 発議第  ２号 西予市議会議員の定数を

定める条例の一部を改正

する条例制定について 

追加 意見書案第２号 拡大生産者責任（ＥＰ

Ｒ）とデポジット制度法

制 化 を求め る 意見 書

（案）の提出について 

   議員派遣の件について 

 

  開議 午後２時００分 

○議長 ただいまの出席議員は２３名でありま

す。これより本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付のとおりであ

ります。 

 先般９月７日の議会において、総務常任委員会

へ付託いたしました議案のうち、議案第７２号

「消防ポンプ自動車一式の取得について」は、同

日の日程中に可決決定いたしましたので、付託の

取り消し訂正をいたします。 

  （日程１） 

○議長 日程第１、議会報告第６号「西予市議会

改革特別委員会の報告（議員定数及び議員報酬）

について」を議題といたします。 

 会議規則第１０２条の規定により、西予市議会

改革特別委員会委員長の報告を求めます。 

 元親委員長。 

 

○元親孝志西予市議会改革特別委員長 それで

は、西予市議会改革特別委員会調査報告書を申し

上げます。 

 西予市議会改革特別委員会では、議員定数、議

員報酬、一問一答制の導入、議会基本条例の制

定、正副議長の任期、常任委員会の任期、議会の
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情報公開、政治倫理条例、申し合わせ事項の検討

等の９項目を調査研究項目に掲げ、現在精力的に

検討を進めているところであります。この中で議

員定数及び議員報酬については、来年４月に議会

の改選期を迎え選挙が実施されることから、他の

項目に先行して調査研究を進めてまいりました。

１０回にわたって特別委員会を開催して、特別委

員会としての結論がまとまりましたので、ご報告

申し上げます。 

 定数及び報酬についての調査方法としては、以

下のことを実施いたしました。 

 初めに、議会改革の先進地視察を行いました。

早稲田大学マニフェスト研究所の評価に倣って、

長野県松本市議会、同じく伊那市議会、岐阜県下

呂市議会の３議会を視察研修いたしました。今回

視察候補に上げていた福島県会津若松市議会が、

東日本大震災の発生で急遽受け入れがキャンセル

されたことは、今になってみれば大変残念でなり

ません。会津若松市議会はすばらしい議会改革を

達成されており、全国的にも高い評価を受けられ

ております。 

 次に、市民の意見を聞くという視点から、４月

２５日から５月２５日の１カ月間、パブリックコ

メントを募集いたしました。合わせて５町の地域

審議会に出席させていただき、合計８０名の皆様

から直接意見を聞かせていただきました。 

 これらの調査でわかったことは、議会改革は全

国的に想像以上に進んでいるということと、市民

の意見には上下左右幅があるものの、概して厳し

い意見が目についたということであります。これ

らのことを十分参考にさせていただきながら１０

回に及ぶ特別委員会の開催によって結論を出させ

ていただきました。 

 初めに、議員定数についてでありますが、地方

自治法では定数の上限が決められており、例えば

人口５万人以下の市議会の上限定数は２６名でし

た。 

 しかし、平成２３年４月に地域主権改革関連３

法案が可決決定されたことに伴って法定定数制度

を廃止し、地方公共団体の自主性及び自立性を高

めるため、地方公共団体みずからが議会の議決を

経て条例により議員定数を定めることとするも

の、地方自治法第９０条及び第９１条に改正され

ました。このことによって今までのような人口規

模、市の面積等で議員定数を決めるという考え方

ではなく、議会の質の低下を招かない範囲で最低

何人いれば健全な議会運営ができるのかという考

え方に変わってまいりました。議会改革特別委員

会でもこのことに重点を置いて検討を進めてまい

りました。地方自治法では、議会運営は常任委員

会中心主義につくられております。条例の制定及

び改廃、予算の審査及び決算の認定、陳情・請

願・意見書の審査等、これら一連の審査決定は常

任委員会に付託されております。このことを重視

して議員定数を考えたときに、一常任委員会は最

低何人いれば委員会としての十分な機能を果たせ

るのかということになります。ここで参考にさせ

ていただいたのが、会津若松市議会が発行されて

いる議会からの政策形成という本でした。会津若

松市議会では、１年と１０カ月の歳月をかけ、議

員、大学の教授、市民で構成する議会改革委員会

において常任委員会の適正人数は７人から８人が

妥当であると結論づけられております。正副委員

長を除けば審査する議員は５人以上が理想である

ということから、西予市議会改革特別委員会でも

この意見に多くの賛同者がありました。その結

果、西予市議会の議員定数は、一常任委員会７名

掛ける３常任委員会とし、２１名と決定いたしま

した。ただし、委員の中には、西予市の現状を考

えれば、定数は現行の２４名でいいのではないか

という意見もありました。 

 また、議論の過程でも、委員会を３常任委員会

でなく、２常任委員会にしてはなぜいけないの

か、委員会を一議員が複数兼務することも地方自

治法は認めているわけですから、これらのことか

ら鋭意努力すれば、まだまだ議員定数は削減でき

るのではないかという意見もありました。 

 しかし、西予市は合併してまだわずか８年足ら

ずです。市としての骨格づくりあるいはルールづ

くりが完全にできているとは思えません。宇和島

市、八幡浜市、大洲市のように市制をしいて既に

５０年以上経過している市と単純に比較できない

ところもあります。近隣の３市に追いつき追い越

すためには、いましばらくの時間が必要ではない

かと思います。 

 次に、議員報酬についてご報告いたします。 

 議員報酬についての市民の声として、日当制に

してはどうか、報酬を下げて逆に議員定数をふや

したらどうか、報酬を下げるのではなく、議員が

報酬に見合った仕事をしてほしいといった厳しい

意見がありました。特別委員会の議論の中では、

逆に若い世代の人たちが市議会議員になりたいと

いう意欲をかき立てる意味においても、議員報酬

は極端に下げるべきではないといった意見があり
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ました。いずれにしても、今なぜこのような意見

が飛び交うのかを考えたときに、国と地方を合わ

せた長期債務残高がやがて１，０００兆円を超え

るという現実があります。これに対して行政・議

会は襟を正し、市民に対して範を示すべきではな

いかという思いのあらわれではないかと思いま

す。 

 そこで、特別委員会としては、議員定数、議員

報酬合わせて２割程度歳出削減を実施してはどう

かと考えました。 

 まず、基本的な考え方として、民間人であれ公

務員あるいは市議会議員であれ、給料は労働の対

価であるということに変わりはありません。 

 しかし、議員の立場は、労働とは役務という言

葉を用いますが、何が役務なのか判別しづらい部

分が多々あります。そのため市民によっては、余

り仕事をしていないように考えられている方もあ

れば、全く逆の忙しく大変ですねといった意見が

あったりします。いずれにしても議員報酬とは、

議員活動の範囲とその役務に要した日数に日額を

掛けたものが報酬の目安になります。会津若松市

議会では、調査の結果、年間で約１７０日を議員

活動に要した平均日数として算出されておりま

す。このように考えると、議員報酬を日当制にし

ても月額報酬制にしてもほとんど変わらないこと

になります。西予市においてこれが全く同様に当

てはまるとは思えませんが、議会としてこれだけ

のことはやらなければならないと考えます。特に

地域主権時代を迎える現状において、議会の役割

や仕事は今後ますますふえてくると思われます。

仕事をしなければ報酬を下げればいいという後ろ

向きの姿勢でなく、地域主権時代を行政と一緒に

なって確立していくという強い決意を持って議員

活動を展開していかなければなりません。 

 結論として、今回議員３名削減することで年間

約１，６００万円相当額の歳出削減が見込まれま

す。また、ことし５月末をもって議員年金制度が

廃止となりました。市町村合併に伴って議員数が

激減したため制度維持ができなくなり、制度破綻

を起こしました。このことによって自治体が負担

してきた２分の１相当額、年間で約１，５２０万

円今後不要となります。これらの結果、２４年度

の当初予算では議会経費として約３，１２０万円

相当額が減額となります。これは議員に係る総支

出額約１億４，８００万円の約２１％に当たりま

す。よって、当初目標としていた２０％削減は達

成されたと判断し、議会改革特別委員会の結論は

現状を維持すると結論づけましたが、最終的な判

断は報酬審議委員会の検討にゆだねることといた

しました。 

 以上、報告といたします。 

 平成２３年９月２１日、西予市議会議会改革特

別委員会委員長元親孝志。 

 

○議長 以上で委員長の報告は終わりました。 

 これより委員長報告に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

 １３番森川君。 

 

○１３番森川一義君 ただいまの西予市議会議会

改革特別委員会調査報告への議員報酬について意

見を述べさせていただきます。 

 平成２０年１１月１３日に岩本一久さんから特

別職の給料削減及び議員報酬削減に関する請願が

出されて、当時の梅川議長、議会運営委員会が議

長預かりという常識では考えられないことを行い

ました。請願は原則委員会付託とするものなので

す。自分たちの都合で議長預かりにしたもので

す。岩本一久さんはインターネットで商売をして

いる方で、特別職の給料削減及び議員報酬削減に

関する請願についてもインターネットでよく調べ

て、西予市民の意見を聞いて出されたのです。西

予市議会改革特別委員会に西予市民も注目をして

いるのです。議員の報酬を１０％削減しても生活

に困る議員はいないはずです。議員定数を削減す

ると市民は納得するのでしょうか。市民だれもが

納得するように議員報酬を１０％削減してはどう

でしょうか。 

 長野県松本市や伊那市など西予市より大きな市

へ行ってよく調査研究されていますが、愛媛県に

は西予市に似た市があります。八幡浜市などは、

市長及び議員が役員と同程度の執行力及び責任を

有する法人などは市工事等の請負を辞退しなけれ

ばならないなど、政治倫理の確立のため政治倫理

審査会を置いていて、政治倫理条例は西予市より

も進んでいます。１０回にわたって特別委員会を

開催してこられていますが、一番大事な政治倫理

条例がまだ審議されていないようですので、今後

精力的に頑張ってくださることを期待していま

す。 

 以上で終わります。 

 

○議長 １０番元親委員長。 
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○元親孝志西予市議会改革特別委員長 それで

は、ただいま森川議員の質問にお答えをしたいと

思います。 

 森川議員のほうから先ほど提案がありました議

員報酬１０％という話がありましたが、先ほど委

員長報告で申し上げましたように、我々委員会と

して考えたことは、トータル、我々議員に係る総

経費額の２０％を削減するという目標でやってま

いりました。２０％という数字がいかに高いハー

ドルであるかというのは、民主党政権が誕生した

折にマニフェストに国家公務員の給与２割削減を

うたっております。今現在民主党はどこまででき

たかといいますと、平均して約８％でございま

す。いかに２割というハードルが高いかというこ

とがわかると思います。我々今回議会としては、

議員に係る総支出２割削減を達成したということ

は、先ほど委員長報告で申し上げたとおりでござ

いまして、森川議員が言われる１０％を倍クリア

しているというふうに私は考えております。 

 それとこの考え方が適正かどうかということ

で、もう一つ事例を挙げたいと思いますが、全国

市議会議長会というのがございます。ここが平成

２１年度に全国５万人以下の市議会２５４市議会

ありますが、ここの議員報酬額を調査したとこ

ろ、その平均月額報酬額は３２万６，７００円で

した。我々西予市は３２万３，０００円でござい

ますので、西予市の月額報酬額は全国５万人以下

の市議会の平均ということでございますから、高

くもなければ安くもない、根拠的には十分私は今

回の削減とこれをあわせれば住民の皆さんに納得

がいただける、その結論になっておるんではない

かというふうに考えております。 

 それから、先ほどの議員倫理条例、政治倫理条

例につきましては、これは今回関係がありません

ので答弁は深くいたしませんが、議会改革特別委

員会では、先ほど申し上げましたように、今年度

中に９項目の調査をしようということを目標に掲

げて順次やっております。先ほど言いましたよう

に、来年の選挙のこともありまして、報酬と定数

を先にやりました。その次に審議に時間がかかる

のは何かということを考えたときに、議会基本条

例がかかるんではないかということで、これは議

長のほうからも強い要望もありまして、１２月定

例議会に上程するということを委員会で全会一致

で取り決めをいたしました。そうしますと、とて

も今並行して２つ３つの審査を同時に進めること

はできないので、議会基本条例をまず１２月まで

に結論を出すと。その後３月までに残りのものを

精査していく。それで時間が足りなければ、議会

運営委員会の協力もいただいて、そこにお任せで

きるものはお任せをしてやっていこうということ

も確認をいたしました。もう既に一問一答制につ

いては、議会運営委員会のほうで審査をしていた

だくということに決定をいたしました。そういう

ことで、森川議員が言われる政治倫理条例につい

てもなおざりにしておりませんので、今後精力的

に調査を進めていきたいと思いますので、よろし

くご理解いただきたいと思います。 

 

○議長 ２番二宮君。 

 

○２番二宮一朗君 元親特別改革委員長の報告に

対して、１点だけ質問させていただきたいと思い

ます。 

 報告の中にありました特別委員会の目的の９項

目というのがあって、今回定数と議員報酬を審議

されたということですけれども、私自身は、本来

は順序が逆じゃないかなと。まず議員のするべき

こと、議員としての役割ということをしっかり特

別委員会の中で話していただいて、議員それぞれ

が納得をして、その後定数とか報酬とかという方

向でいっていただければいいかなと、これは僕の

個人的な意見ですけれども。今回はこういう９項

目という中の２つということなんで、それにちょ

っと関して１点だけですけれども、定数の中でパ

ブリックコメントを募集してというところがあり

ました。そして、あわせて特別委員会の皆さんが

５町の地域審議会に出席をされてご意見を聞いた

と。概して厳しい意見ということだったんですけ

れども、その中の代表的な意見がどういうもので

あったのかというものが全然なかったので、もし

お示しいただければここで発表していただいたら

と思いますんで、よろしくお願いします。 

 

○議長 １０番元親委員長。 

 

○元親孝志西予市議会改革特別委員長 それで

は、二宮議員の質問にお答えをしたいと思いま

す。 

 冒頭にありました議会改革という上において、

議員報酬あるいは定数といったものが議会改革の

中で優先してやるべきかどうかというご意見があ

りまして、私もいろいろ調査をいたしましたが、

おっしゃるとおり、これは議会改革では何でもな
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いというのが全国的な考え方であるようでござい

ます。ですから、本来でありますと、これは後回

しにして基本条例ですとか一問一答ですとか、い

ろいろ政治倫理条例、そういったものを優先して

やることが正しかったのかもしれませんが、この

地方において、まずやはり次立候補される方の心

情として定数、報酬というものは相当にやはり気

になることであろうということで、そういう視点

で今回優先をさせていただきました。根本は、私

はこれが優先順位の高いものではないと、二宮議

員と同じでございます。 

 次に、今回パブリックコメントそれから地域審

議会での皆さんの意見吸収ということをやりまし

て、その内容等がどうであったかということでご

ざいますので、かいつまんで申し上げたいと思い

ます。 

 パブリックコメントは、先ほど申し上げました

ように４月２５日から５月２５日の１カ月間募集

をいたしました。市の広報紙等も使わせていただ

きまして募集をいたしましたが、最終的にコメン

トがあったのが３人でございます。２人は書面で

ございました。１人は数字のみをインターネット

メールでございました。 

 その内容等についてですが、まず定数について

は、お一方は、１５名という数字が出ておりまし

た。それから２人は１８名、それから報酬につい

ては大変厳しいかったんですけれども、今の月額

報酬額３０％削減、期末手当０という回答であり

ました。それからもう一人の方は、やはり、これ

は私は非常に今でもこういう考え方が住民にある

のかなといささかびっくりいたしましたが、議員

は名誉職であるので、月額の報酬額が生活費とい

うふうな視点でとらえるのはおかしいんじゃない

かと。名誉職であるのであれば、報酬っていうも

のは限りなく少なくていいんじゃないかというふ

うなご意見でありまして、ちょっと私としては理

解できない部分でありますが、我々地方議会にお

いても、今や名誉職と思ってやってる議員は一人

もいないと思っております。そういう視点からし

ますと、余り参考にはならないのかなというふう

な意見がありましたが、厳しい意見だったことは

間違いありません。 

 それから、地域審議会５カ所回りました。全員

が回れたわけでございませんが、それぞれ分担を

して回りました。そして、事務局がまとめた議事

録を最終的に読ませていただきますと、当然５町

の地域差があります。厳しい町もあれば、比較的

寛大な町もあったというのが正直なところでござ

いまして、単純正直に申し上げますと、宇和町あ

たりの意見は非常に厳しかったのかなというふう

な意見がございます。そこの中でどういう意見が

多く目についたかと、私も実際に出て感じました

のは、やはり議員報酬、月額報酬じゃなくて日当

制でいいんじゃないかというのは必ず出てきてお

ります。これもちょっと認識の違いだろうと思い

ますが、日当制にすれば安くなるという前提で言

われていると思いますが、これからはやはり地域

主権時代あるいはまた議会基本条例等制定してい

きますと、かなり議員の出席日数というのは多く

なります。そうしますと、逆に日額制のほうが高

くなるんじゃないかということも懸念されます。 

 それから、その後出てきた意見といたしまして

は、先ほど委員長報告に上げましたが、報酬を下

げて定数をふやしてはどうかというのもありまし

た。そういろいろ先ほど言いましたように、上下

左右非常に幅がありまして、どれを民意としてと

らえるかというのは、非常に私も難しいなという

のが正直な印象でございます。結論はやはり今の

議会に対する不信感であろうと思いますが、議員

は仕事はそれほどしてないと、それに対して報酬

も過ぎる、定数も要らないんじゃないかという考

え方の人がやや多いのかなと。我々今議会でも心

配いたしておりますが、そうなった原因もあろう

と思います。それは我々議会が住民に対してやは

り積極的に情報公開もろもろしてこなかった、そ

ういったことが住民に我々の議会活動が理解され

てこなかった。そういう結果、見えない議会が住

民からすれば何もしない議会に解釈されておるん

ではないかというふうな危機感を持っておりま

す。今議会改革はそういったことを解消するため

に９目を掲げ鋭意努力をして結論を出して、そし

て市民の皆さんに理解をいただけるような議会づ

くりを目指しておりますので、皆さんにもご理解

をいただきまして、ご協力いただきまして住民の

皆さんの納得いただけるような議会運営を進めて

いきたいと思いますので、よろしくお願いしたい

と思います。 

 以上、答弁とさせていただきます。 

 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 西予市議会改革特別委員会に付託いたしており

ます調査研究項目のうち、議員定数及び議員報酬

についての２項目は、本日をもって調査研究を終
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了することに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、当該特別委員会

の調査研究項目のうち、議員定数及び議員報酬に

ついての２項目は、本日をもって調査研究を終了

することに決定いたしました。 

  （日程２） 

○議長 日程第２、議案第７３号「西予市生活交

通バス条例制定について」から議案第１００号

「平成２３年度西予市病院事業会計補正予算（第

２号）」までの２８件及び認定第１号「平成２２

年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定につい

て」から認定第１４号「平成２２年度西予市野村

介護老人保健施設事業会計決算の認定について」

までの１４件並びに陳情２件と意見書案１件の４

５件を一括議題といたします。 

 各常任委員会における審査の経過と結果につい

て各委員長の報告を求めます。 

 まず、松山総務常任委員会委員長の報告を求め

ます。 

 

○松山清総務常任委員長 それでは、総務常任委

員会の審査結果報告を申し上げます。 

 去る９月７日の本会議において、当常任委員会

に付託されました議案９件、認定２件に対し、９

月８日、９日の２日間委員会審査を行いました。 

 審査の結果は、お手元に配付の委員会報告書の

とおりであり、いずれも原案のとおり全会一致で

可決決定いたしました。 

 議案審査の中で委員より出された質疑、それに

対する答弁等について概要を抜粋して報告申し上

げます。 

 初めに、議案第７３号「西予市生活交通バス条

例制定について」の中で、使用料はバスと乗り合

いタクシーについては同じかとの質疑について、

同額であるとの答弁でした。 

 また、惣川地区以外の計画については、活性化

協議会の中の幹事会で協議、検討し、今年度中に

各地域の事業実施スケジュールを策定する方向で

あるとのことでした。 

 次に、議案第７７号「西予市教職員宿舎条例の

一部を改正する条例制定について」では、現状で

は教職員宿舎への一般市民の入居は１年契約であ

るが、２年目も継続して入居できるかとの質疑で

は、原則は１年だが条件が整っていれば法手続に

より２年目の延長が可能になるとの説明でありま

した。 

 また、利用のない宿舎については、公営住宅に

転用する考えもあるとのことでした。 

 次に、議案第８９号「平成２３年度西予市一般

会計補正予算（第３号）」では、まず山田薬師の

屋根改修工事は特殊工事であり、専門業者により

施工すべきではないか。また、山田薬師は檀家が

少なく、市の補助を手厚くできないかとの質疑に

ついて、銅板工事は専門業者、株式会社カナメ岡

山営業所から見積もりをとっており、檀家は１２

０戸との答弁でありました。 

 また、今回の屋根改修工事にかかわる補助率

は、事業費の２分の１とのことでした。 

 次に、学校のペレットストーブの設置につい

て、順次設置する計画はあるのかとの質疑には、

県の事業を活用しながら順次設置を進めているの

で、今年度は県の事業８台分のうち当市へ２台設

置する予定であるとの答弁でした。 

 下泊小学校の廃校等今後空き校舎が増加すると

考えられるが、その転用についてどう考えている

のかとの質疑では、これまでは文科省の規制が厳

しかったが、その弾力化、簡素化に伴い１０年を

経過した施設は、無償による転用の場合は文部科

学大臣への報告、有償の場合は国庫納付金相当額

以上を基金に積み立てた上で転用できることにな

り、有効活用を図りたいとの答弁でした。 

 また、宇和給食センターは老朽化が進んでいる

が、建てかえの計画を早急に進めるべきではない

か、また衛生面で不備の部分があるが、対応策は

考えているのかとの質疑について、旧町ごとの事

情があるので学校再編とあわせて整備を図り、給

食センターの衛生面の整備については、点検を行

い、１２月補正予算等で対応したいとの答弁でし

た。 

 続いて、防災士養成のための講習会負担金２５

万円が計上されているが、研修後のフォローがな

いので市独自の研修を行うべきじゃないかとの意

見に、研修に行って終わりではなく、独自の研修

を定期的に実施していきたいとの答弁でした。 

 次に、放射能対応の沃素剤の保管場所はどこに

あって、その措置についてはどのようにするのか

との質疑に対し、沃素剤の保管は、三瓶地区にお

いては三瓶支所に、宇和町石城地区等は危機管理

室に備蓄されている。なお、服用については、医

師の判断にゆだねられているのが現状であるとの

答弁でした。 

 また、消防費５３万７，０００円の補正の内容
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について、クラウド型端末とはどういうものか具

体的な説明を求めると、インターネット上のサー

バーを利用して警報発令時等関係職員を招集する

場合に、危機管理室から一斉にメール配信が可能

な端末で、それを整備するための予算であるとの

答弁でした。 

 次に、認定第１号「平成２２年度西予市一般会

計歳入歳出決算の認定について」の中で、きめ細

かな交付金は、景気対策事業に充てる目的のもの

だと思うが、三瓶支所の移転費に充当されてい

る。このような事業には合併特例債で対応し、そ

の分の事業費を別の事業に使わないと事業量はふ

えず、景気対策にならないのではないかとの質疑

に対し、合併特例債は新築の事業が対象で、三瓶

支所の改修は対象外となるため、きめ細かな交付

金事業で対応し、その工事は地元業者が施工し、

結果的には景気対策になったとの答弁でした。 

 次に、ＣＡＴＶの加入率が低いが、その拡大に

ついての対応はとの質疑に対し、ＣＡＴＶに加入

しなくても、一般の番組が視聴できる地域の加入

率が低いとの説明で、今後は放送内容等も充実さ

せ、加入拡大に一層努力するとの答弁でした。 

 さらに、ホームページの内容が検索しても必要

な情報は出てこないなど、他市に比べて劣ってい

るとの指摘があり、今後改善していくとの答弁で

した。 

 また、過去の入札情報に誤りがあったとの指摘

があり、担当課を指導していくとの答弁がありま

した。 

 次に、奨学資金貸し付けの今後の見通しについ

て質疑があり、日本学生支援機構奨学金のほうが

有利であり、また西予市ではそれとの併願を認め

ていないこともあり、今後伸びは期待できないと

の答弁でした。関連して、医師不足対策として、

医学生に優遇措置をして西予市に貢献してくれる

医師の育成としての制度はできないかとの質疑が

あり、理事会で協議検討するとの答弁でした。 

 次に、教育費の中学校施設整備事業２３１万円

の内容と電子黒板の活用状況についての質疑があ

り、２３１万円の使途については、野村中学校グ

ラウンドの芝生化事業のために散水栓、肥料散布

機、スプリンクラー等の整備費であるとの説明

で、また電子黒板は好評であるので、今後増設し

ていきたいとのことでした。 

 学校再編の説明会が野村では１回しか開催され

ていない理由はとの質疑に対し、平成２２年度は

統合の近い校区から実施していることからの理由

で、平成２３年度には野村町でも順次開催してい

く計画であるとの答弁でした。 

 次に、結婚推進委員会の予算を増額できないの

かとの質疑について、平成２３年度県の関連事業

で過疎離島結婚サポート強化推進事業の対象地域

に西予市も選定され、この事業を有効活用してい

きたいとの答弁でした。 

 次に、スポーツの全国大会の参加報奨金の１万

５，０００円について、旅費としてもらうか懸垂

幕を作成するかどちらかの選択肢であるが、両方

の助成はできないものかとの意見に対し、全国大

会レベルの参加は確かに経費がかかると思うの

で、他の市町村の状況を調査し検討したいとのこ

とでした。 

 さらに、総合型スポーツクラブの推進状況の質

疑があり、５年間に限って補助対象事業費の５分

の１を市が助成して育成する取り組みであるが、

５年後には独立してもらいたいとの答弁でありま

した。 

 最後に、決算認定については、合併後８年目を

迎え厳しい財政の中、広範囲の内容について効率

的かつ適切な審査が求められているところであ

り、委員会においては、昨年の実績を確認しなが

ら今後の事業のあり方に対してしっかりと考えて

いかなければならない責任が課せられていると認

識しております。理事者においては、細部にわた

る説明をされ、わかりやすく委員も十分理解がで

きる部署がある一方、まだまだ審査の準備が不足

していたり、成果報告書の作成において情報の不

足など努力が足りないところも見られました。今

後においては、特に成果報告書については、さら

なる充実を図り、決算や事業の内容がよくわかる

よう改善をしていっていただきたいと考えており

ます。 

 以上、審査報告とさせていただきます。 

 平成２３年９月２１日、総務常任委員会委員長

松山清。 

 

○議長 次に、酒井厚生常任委員会委員長の報告

を求めます。 

 

○酒井宇之吉厚生常任委員長 厚生常任委員会の

報告を申し上げます。 

 当委員会に審査を付託されました議案１３件、

認定１１件及び意見書案１件につきまして、９月

８日と９日の両日、担当部課長の出席を求め審査

を行いました。いずれも原案可決及び認定、採択
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といたしました。 

 以下、審査の過程におきましての質疑のありま

した事項について、その概要を報告いたします。 

 初めに、議案第８１号「西予市生活交通路線巡

回バス条例の一部を改正する条例制定について」

改正路線にかかわる質疑があり、新庁舎の完成に

伴い巡回バスの運行区間を変更するため、具体的

には市役所の正面玄関向かって左側に停留所を設

置し、１１月１日から運行予定との答弁がありま

した。 

 次に、議案第８２号「西予市保健センター及び

保健福祉センター条例の一部を改正する条例制定

について」当該施設の業務開始にかかわる今後の

動向についての質疑があり、１０月３０日に教育

部局が引っ越しを完了した後、翌日の１０月３１

日月曜日から業務を開始し、あわせて２階の集団

指導室、機能訓練室も供用を開始する予定との答

弁がありました。 

 議案第８４号「西予市簡易水道及び愛媛県条例

水道の設置についての条例の一部を改正する条例

制定について」に対しては、簡易水道の統合への

進捗状況についての質疑があり、平成２８年度ま

での統合のみ補助対象であり、計画はしているも

のの補助年度内においてすべての統合はできない

のではないかとの答弁でございました。 

 また、今回の未給水地区である旭下条例水道を

設置条例に追加することへの補助率にかかわる質

疑に対しては、国５５％、県３０％、市１０％、

地元５％であるとの答弁でした。 

 次に、議案第８９号「平成２３年度西予市一般

会計補正予算（第３号）」については、惣川診療

所勘定繰り出し事業にかかわる改築図面の提出を

求めての質疑に対しまして、面積は７１平米で改

築費１，６３２万６，０００円であるとの答弁が

ありました。 

 そのほか、野村クリーンセンター管理運営事業

の工事請負費７８９万６，０００円を含め今後の

西予市の可燃ごみ対策についての質疑があり、単

独ではなく八幡浜南環境センターへ処理委託を進

めていきたいとの答弁がありました。 

 議案第９３号「平成２３年度西予市国民健康保

険特別会計補正予算（第２号）」における下泊診

療所にかかわる地元整備要望の質疑では、現在検

討中であり、計画としては来年度の当初予算で計

上予定であるとの答弁でした。 

 その他、財政調整基金の将来の見通しと保険税

の見直しについての質疑があり、財政調整基金は

底をついている状況で、前年と比較しても月々の

医療費は増加傾向にあることから、国保税の値上

げもしくは一般会計からの繰り入れもやむを得な

い状況になってくるのではないかとの答弁でござ

いました。 

 また、俵津診療所における松山市の医療法人へ

の委託についての質疑では、午前中は診療、午後

は在宅訪問診療を計画しているとの答弁でした。 

 認定第１号「平成２２年度西予市一般会計歳入

歳出決算の認定について」三楽園の現状と増改築

の見込みについての質疑があり、当該施設は築２

８年が経過しており、また２人部屋であることな

どから今後検討しなければならないとの答弁があ

りました。 

 また、福祉バスについては、停車場所の配慮

等、委員から図を示されての質疑が出され、今後

工夫することで対応できるかどうか協議する旨の

答弁があったほか、病児・病後児保育事業につい

て、評価の高い事業であるが、宇和以外の４町に

は設置されていないことへの質疑があり、看護師

を配置するための経費と需要を伴うことや保育所

の保育士の確保が困難な状況のため市内全域の設

置に至っていないが、子育て支援計画では拡大方

向にあることから考慮していきたいとの答弁であ

りました。 

 そのほか、野村地区における保育所、幼稚園の

今後の対応についての質疑があり、統合等も含め

教育部局とも担当会を開き、検討する旨を先般申

し合わせたとの答弁でした。 

 また、各スポーツトレーニング施設の現状にお

いては、機材及び使用料は近隣自治体のほうが充

実しているのではないかとの質疑に対し、調査研

究するとの答弁がありました。 

 認定第１２号「平成２２年度西予市上水道事業

会計決算の認定について」今後想定される大震災

時において、ライフラインの復旧シミュレーショ

ンはしているのかとの質疑に対し、復旧には数カ

月という長時間が必要となるため、まず配水池の

確保やその耐震について調査したいとの答弁があ

りました。 

 また、水道料金は西予市水道料金徴収事務取扱

要綱に基づいて収納率の向上に努められておりま

すが、未納料金の対応についての質疑に対し、長

期間の滞納が多いため、今年度から業務係を設置

して対応する予定であるが、死亡や不明転居等に

よる回収不能事例の処理についても考えていかな

ければならないとの答弁でした。 
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 認定第１３号「平成２２年度西予市病院事業会

計決算の認定について」決算内容はよくなってい

るが、医師等の過重労働によるものではないかと

心配しているとの質疑に対し、市内２病院の２次

救急の継続が大切だと考えて対応していますが、

医師には無理していただいているのが現状である

との答弁でした。 

 また、ソフト事業への過疎債適用についての質

疑では、医師等の研修や人事関係にも使えるよう

にしたいとの答弁がありました。 

 意見書案第２号「拡大生産者責任（ＥＰＲ）及

びデポジット制度法制化を求める意見書」につい

ては、生産者の負担増、また消費者への価格の便

乗値上げなどを心配する意見が出されましたが、

原案どおり採択し、意見書（案）を提出すること

といたしました。 

 以上、審査報告とさせていただきます。 

 平成２３年９月２１日、厚生常任委員会委員長

酒井宇之吉。 

 

○議長 次に、小野産業建設常任委員会委員長報

告を求めます。 

 

○小野正昭産業建設常任委員長 それでは、産業

建設常任委員会の審査報告を申し上げます。 

 当委員会は去る９月７日の本会議において、当

委員会に付託されました議案７件、平成２２年度

決算認定３件、陳情２件に対し、９月８日、９日

の２日間にわたり委員会審査を行いました。 

 審査の結果は、お手元の委員会審査報告のとお

りであり、全議案を原案のとおり全会一致で可決

決定をいたしました。 

 なお、議案の審査の過程において、委員より特

に質疑のありました事項の概要をご報告申し上げ

ます。 

 まず、議案第８９号の「平成２３年度西予市一

般会計補正予算（第３号）」建設課所管分につい

てでありますが、木造住宅耐震化促進事業につい

ての質問があり、木造住宅１軒につき３分の２の

６０万円を限度とし、単年度５棟分の補正事業で

あるとの答弁がありました。 

 次に、林業課所管分についてでありますが、バ

イオマスペレット生産利用活用促進事業について

質問があり、この事業は陸前高田市が冬に備える

ための暖房用ペレット４８トン分を支援するもの

で、大型自動車の輸送費を含めた予算計上との答

弁がありました。 

 林道維持管理事業について質問があり、三瓶町

朝立三十峰公園付近のロング２５メートル、ガー

ドレール設置の予算との答弁がありました。 

 また、関連として林道開設に係る排水処理につ

いての対応はどのようにしているのかと質問があ

り、基幹林道においては、設計基準に基づき工事

をしているとの答弁があり、これを受け委員から

は、路網整備等の作業については、集水にならな

いような工法をとるようにとの意見があり、その

ようにしたいとの答弁がありました。 

 次に、農業水産課所管分について、宇和海水産

構想推進協議会の負担増になった理由につき質問

があり、高知県と愛媛県の４市３町で構成をされ

ていたが、大月町が高知県と宇和海の両面に面し

ているため、諸般の事情で賛同が得られず、大月

町の脱会により４市２町の案分計算による負担分

の増額補正との答弁がありました。 

 次に、商工観光課所管分について、市観光協会

補助金の中の乙亥相撲事業について質問がありま

した。この乙亥大相撲は嘉永５年の初開催以来今

年で１６０回となり、その記念事業としての費用

であり、計画内容としては横綱・大関の力士招聘

と副立呼出拓郎招待による予算計上との答弁があ

りました。 

 なお、余談でありますが、うれしいことなので

と前置きをされ本日市長より、また関係者から横

綱白鳳、大関琴欧州、副立呼出拓郎の内諾を得た

との報告を受けております。 

 次に、議案第９６号「平成２３年度西予市農業

集落排水事業特別会計補正予算（第２号）」は、

繰入金及び修繕費が主なものであり、また議案第

９７号「平成２３年度西予市公共下水道事業特別

会計補正予算（第２号）」については、平成２２

年度の決算が確定したことによる繰入金の減額に

よる補正が主なものでありました。 

 また、認定第１号「平成２２年度西予市一般会

計歳入歳出決算の認定について」建設課所管分の

うち、委員より、橋梁長寿命化修繕計画策定事業

で、橋の老朽化に対しどのような対応をしている

のかの質問に対し、延長２メートル以上の橋梁、

国費対象分については、平成２６年度までの全体

スケジュールの中で、橋梁の点検、老朽化の分

析、補修時期、工法の検討、学識経験者の意見の

徴収、修繕計画の取りまとめを行っていきたいと

の答弁がありました。 

 また、平成２２年度分の決算が増大した要因

は、地域活性化のためのきめ細かな交付金で取り
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組むことができたのが主な要因とのことでありし

た。 

 次に、林業課所管分について、市産材木造住宅

建設促進事業について質問があり、平成２２年度

は対象となる床面積５５平米以上で、市内業者に

より建設された新築木造住宅８７戸あり、そのう

ち３７戸が対象となり、昨年と比べて８４％にと

どまっておりますが、市内業者が建設する場合の

申請率は高くなってきているとの答弁でありまし

た。 

 次に、農業水産課所管分の中で、農業施設管理

費のほわいとファーム管理運営事業で、平成２２

年度の主な取り組みとしてチーズの製造を開始

し、またみかんソースアイスクリームの開発をえ

ひめ農商工連携ファンド事業により実施し、ホー

ムページやブログを頻繁に更新することによりホ

ームページのアクセス増加を図るとともに、ネッ

トショッピング客の増加を図ったとの説明があり

ました。 

 これに対して委員からは、努力のほどは十分理

解はできるが、昨年に比べ売上高、利用者数にお

いても大きく減少しているので、管理者、従業員

が一体となりさらなる努力をしてほしい。 

 また、その他の補助及び委託料についても、精

査検討してほしい。今後の補助金の取り組みにつ

いて、農業の方向性が決定できるような補助にし

てほしいとの意見がありました。 

 次に、農業委員会所管分について、委員より、

農地の適正管理、特に農作地の実態調査につき質

問があり、農業者に法令に基づき業務・農地集積

など指導助言ができ、耕作地についての実態調査

も的確にできたとの答弁がありました。 

 次に、商工観光課所管分についての質問の中

で、平成２２年９月１日から緊急雇用創出事業

で、女性４名、男性１名の雇用があったが、これ

がことし９月末で終了するとの説明がありまし

た。その後サポートはどうなっているのかの質問

に対し、観光協会の法人運用の方向づけの中で人

材として雇用ができればと考えていますとの答弁

がありました。 

 最後に、産業創出課所管分についてですが、グ

リーン・ブルーツーリズムとジオパークの連携に

ついて考えるべきではないかとの質問と特区に対

する再調査、地質館の活用と自然ロッジについて

再検討してはどうかの意見があり、ジオパークに

ついて、担当者から今後の方針、申請などの説明

の中で、これらを含めた検討をしていきたいとの

答弁がありました。 

 次に、陳情第３号「市道片平泉川線の舗装を求

める陳情書」並びに陳情第４号「平岩線道路整備

を求める陳情書」について審査をいたしました。 

 まず、陳情第３号「市道片平泉川線の舗装を求

める陳情書」について、本路線の格付はその他の

路線となっており、当該工事を実施するためには

１０％の地元負担金が発生することから、今回の

陳情には地元負担金の拠出について明確でないた

め、事業内容を事前に検討され再度市行政に要望

され、道路整備を図っていただきたいとのことか

ら、全会一致で不採択といたしました。 

 次に、陳情第４号「平岩線道路整備を求める陳

情書」について、当路線は市道に格付されていな

い一般道であり、まず事業内容を整理した後市道

の認定を受け事業に取り組んでいただきたいとの

ことから、全会一致で不採択といたしました。 

 以上、審査報告とさせていただきます。 

 平成２３年９月２１日、産業建設常任委員会委

員長小野正昭。 

 

○議長 次に、坂本西予市新市立病院建設特別委

員会委員長の報告を求めます。 

 

○坂本隆重西予市新市立病院建設特別委員長 西

予市新市立病院建設特別委員会審査報告書。 

 西予市新市立病院建設特別委員会の審査報告を

申し上げます。 

 去る９月６日の本会議において、当委員会に付

託されました議案第１００号「平成２３年度西予

市病院事業会計補正予算（第２号）」のうち、歳

入歳出予算に関する西予市新市立病院建設特別委

員会所管分について、９月７日委員会審査を行い

ました。審査の結果は、議案を原案どおり全会一

致で可決決定いたしました。 

 なお、議案審査の過程における質疑事項につい

てご報告を申し上げます。 

 新病院建築に係る敷地造成に関する経費３，９

８９万円を増額することになり、内訳は敷地造成

に係る開発行為の許可申請に対する審査手数料２

０万円と敷地の造成工事費３，９６９万円である

ことの説明がありました。 

 委員より、敷地造成に関して建設予定地が埋立

地であったこともあり、地震が発生した場合に地

盤の液状化などの心配があるとの質疑に対して、

くいの工事で液状化対策も考慮した地盤改良の工

事も行うとの答弁がありました。 
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 また、緊急時の非常電源等について太陽光発電

等の自然エネルギーを考慮しているかとの質疑に

対して、緊急時には７２時間３日分の非常電源と

水を備蓄しているが、エネルギーについても病院

の専門委員会等で今後協議しながら対処したいと

の答弁でした。今後については、病院建設におけ

る設計施工等が本格的に進められていくと思いま

すが、当特別委員会としても調査研究を深めなが

ら取り組んでまいりたいと思っております。 

 以上、審査報告とさせていただきます。 

 平成２３年９月２１日、西予市新市立病院建設

特別委員会委員長坂本隆重。 

 

○議長 暫時休息いたします。（休憩 午後３時

０６分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後３時２０

分） 

 以上で各委員長の報告は終わりました。 

 これより各委員長報告に対する質疑を行いま

す。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 

 まず、議案第７３号を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第７３号「西予市生活交通バス条例制定に

ついて」は委員長の報告のとおり決定することに

賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第７３号は

原案のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第７４号を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第７４号「西予市暴力団排除条例制定につ

いて」は委員長報告のとおり決定することに賛成

の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第７４号は

原案のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第７５号から議案第８４号までの１

０件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第７５号「西予市税条例の一部を改正する

条例制定について」から議案第８４号「西予市簡

易水道及び愛媛県条例水道の設置に関する条例の

一部を改正する条例制定について」までの１０件

は委員長報告のとおり決定することにご異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 異議なしと認めます。よって、議案第７

５号から議案第８４号までの１０件は原案のとお

り決定いたしました。 

 次に、議案第８５号及び議案第８６号の２件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第８５号「新たに生じた土地の確認につい

て」及び議案第８６号「字の区域を変更すること

について」は委員長報告のとおり決定することに

ご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、議案第

８５号及び議案第８６号は原案のとおり決定いた

しました。 

 次に、議案第８７号及び議案第８８号の２件を

一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第８７号「市道路線の廃止について」及び

議案第８８号「市道路線の認定について」は委員

長報告のとおり決定することに賛成議員の起立を

求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第８７号及

び議案第８８号は原案のとおり決定いたしまし

た。 

 次に、議案第８９号を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第８９号「平成２３年度西予市一般会計補

正予算（第３号）」は委員長報告のとおり決定す

ることに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第８９号は

原案のとおり決定いたしました。 

 次に、議案第９０号から議案第１００号までの

１１件を一括して採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 議案第９０号「平成２３年度西予市育英会奨学

資金貸付特別会計補正予算（第１号）」から議案
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第１００号「平成２３年度西予市病院事業会計補

正予算（第２号）」までの１１件は委員長報告の

とおり決定することに賛成の議員の起立を求めま

す。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、議案第９０号か

ら議案第１００号までの１１件は原案のとおり決

定いたしました。 

 次に、認定第１号を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 認定第１号「平成２２年度西予市一般会計歳入

歳出決算の認定について」は委員長報告のとおり

認定することに賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、認定第１号は原

案のとおり認定することに決定いたしました。 

 次に、認定第２号から認定第１４号までの１３

件を一括採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 認定第２号「平成２２年度西予市授産場特別会

計歳入歳出決算の認定について」から認定第１４

号「平成２２年度西予市野村介護老人保健施設事

業会計決算の認定について」までの１３件は委員

長報告のとおり認定することに賛成の議員の起立

を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、認定第２号から

認定第１４号までの１３件は原案のとおり認定す

ることに決定いたしました。 

 次に、陳情第３号及び陳情第４号を採決いたし

ます。 

 お諮りいたします。 

 陳情第３号「市道片平泉川線の舗装を求める陳

情書」及び陳情第４号「平岩線道路整備を求める

陳情書」は委員長報告のとおり不採択とすること

に賛成の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、陳情第３号及び

陳情第４号は委員長報告のとおり不採択とするこ

とに決定いたしました。 

 次に、意見書案第２号を採決いたします。 

 お諮りいたします。 

 意見書案第２号「拡大生産者責任（ＥＰＲ）及

びデポジット制度法制化を求める意見書」は委員

長報告のとおり採択とすることに賛成の議員の起

立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、意見書案第２号

は委員長報告のとおり採決することに決定いたし

ました。 

  （日程３） 

○議長 次に、日程第３、発議第２号「西予市議

会議員の定数を求める条例の一部を改正する条例

制定について」を議題といたします。 

 本案について提案理由の説明を求めます。 

 西予市議会改革特別委員会委員長元親孝志君。 

 

○元親孝志西予市議会改革特別委員長 それで

は、提案理由の説明を申し上げます。 

 発議第２号「西予市議会議員の定数を定める条

例の一部を改正する条例制定について」提案理由

の説明を申し上げます。 

 本市議会では、西予市議会改革特別委員会が設

置され、来年議会の改選期を迎え選挙が実施され

ることから先行して議員定数について調査研究を

進めてまいりました。委員長報告で申し上げまし

たとおり、審査の結果、次の選挙から厳しい財政

状況にかんがみ円滑な議会運営を行うため、地方

自治法第９１条第１項の規定に基づき、西予市議

会議員の定数を現行の２４名から２１名とするよ

う本条例の一部を改正するものであります。よろ

しくご審議の上、ご決定くださいますようお願い

申し上げます。 

 

○議長 以上で提案理由の説明は終わりました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 発議第２号は、会議規則第３７条第２項の規定

により委員会付託を省略したいと思います。これ

にご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定をい

たしました。 

 討論の通告がありませんので、討論を終結とい

たします。 

 これより採決を行います。 
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 お諮りいたします。 

 発議第２号は原案のとおり決定することに賛成

の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立多数であります。よって、発議第２号「西

予市議会議員の定数を定める条例の一部を改正す

る条例制定について」は原案のとおり決定いたし

ました。 

 暫時休息いたします。（休憩 午後３時３０

分） 

○議長 再開いたします。（再開 午後３時３３

分） 

 お諮りいたします。 

 お手元に配付いたしました追加議事日程のとお

り意見書案第２号「拡大生産者責任（ＥＰＲ）と

デポジット制度法制化を求める意見書（案）の提

出について」及び議員派遣の件についての２件を

本日の日程に追加し、追加日程として議題といた

したいと思います。これにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、２件を

本日の日程に追加し、議題とすることに決定いた

しました。 

  （追加） 

○議長 追加日程第１、意見書案第２号「拡大生

産者責任（ＥＰＲ）とデポジット制度法制化を求

める意見書（案）の提出について」を議題といた

します。 

 事務局長に朗読させます。 

 局長。 

 

○上田事務局長 意見書案第２号を朗読いたしま

す。 

 拡大生産者責任（ＥＰＲ）とデポジット制度の

法制化を求める意見書（案）。 

 ポイ捨てごみのはんらんや廃棄物処分場の確保

の問題、さらには、ごみ処理費負担増による基礎

自治体財政の圧迫などごみ問題を取り巻く状況は

ますます深刻化している。１９９７年４月から施

行された容器包装リサイクル法は２００８年４月

に見直されたが、依然として事業者の負担に比べ

て市町村の財政負担や地域住民の負担が大きく、

ごみの発生抑制や再使用の促進など循環型社会を

実現するための効果は十分とは言えない。 

 持続可能な循環型社会を築くためには、我が国

の大量生産・大量消費・大量廃棄・大量リサイク

ル型の経済社会を見直し、廃棄物の発生抑制、再

使用を優先する社会を築くことが必要である。そ

のためには、生産者が生産過程でごみとなりにく

いような製品をつくり、使用済み製品の回収・資

源化まで責任を持つこと、すなわち処理・リサイ

クル費用のすべてを製品価格に含めた拡大生産者

責任（ＥＰＲ）の導入が必要である。 

 また、使い捨て容器にはデポジット制度を導入

することで、対象となった容器の高い回収率が期

待でき、資源利用の促進や廃棄物の発生抑制、ポ

イ捨て、不法投棄の防止に対し極めて有効な手段

である。既に欧米などの多くの国では、省資源・

資源循環を実現するために拡大生産者責任（ＥＰ

Ｒ）やデポジット制度を導入し、使い捨て容器の

使用を減らすことによるごみ減量やリユース容器

の使用促進に大きな効果を上げている。よって、

西予市議会は政府に対し、容器包装廃棄物の発生

抑制、再利用、再資源化を促進し、循環型社会の

実現を図るためＯＥＣＤが提唱する拡大生産者責

任及びデポジット制度の導入について積極的に検

討し、早期に制度化を図るよう強く要望する。 

 以上、地方自治法第９９条の規定により意見書

を提出する。 

 平成２３年９月２１日、愛媛県西予市議会。 

 提出先は衆議院議長、参議院議長、内閣総理大

臣、環境大臣、経済産業大臣、農林水産大臣、厚

生労働大臣、財務大臣、内閣府特命担当大臣（消

費者及び食品安全担当）です。 

 以上でございます。 

 

○議長 ただいま議題となっております本案は、

会議規則第３７条第３項の規定により提案理由の

説明を省略したいと思います。これにご異議あり

ませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 これより本案に対する質疑を行います。 

 質疑はありませんか。 

（「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 以上で質疑を終結といたします。 

 お諮りいたします。 

 本案については、会議規則第３７条第２項の規

定により委員会付託を省略したいと思います。こ

れにご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた



 

－117－ 

しました。 

 これより討論を行います。 

 討論はありませんか。 

  （「なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 討論を終結といたします。 

 これより採決を行います。 

 お諮りいたします。 

 意見書案第２号「拡大生産者責任（ＥＰＲ）と

デポジット制度法制化を求める意見書（案）の提

出について」は原案のとおり決定することに賛成

の議員の起立を求めます。 

  （賛成者起立） 

○議長 ご着席ください。 

 起立全員であります。よって、ただいまの意見

書案第２号は原案のとおり決定いたしました。 

  （追加） 

○議長 次に、追加日程第２、議員派遣の件につ

いてを議題といたします。 

 お諮りいたします。 

 お手元に配付しております本件を承認すること

にご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認めます。よって、議員派

遣の件については、本件のとおり承認することに

決定いたしました。 

 この際、お諮りいたします。 

 ただいま決定いたしました議員派遣の内容につ

きましては、諸般の事情により変更が生じる場合

には議長にご一任願いたいと思いますが、これに

ご異議ありませんか。 

  （「異議なし」と呼ぶ者あり） 

○議長 ご異議なしと認め、そのように決定いた

しました。 

 以上で全日程を終了いたしました。 

 市長より閉会のあいさつがあります。 

 三好市長。 

 

○三好市長 平成２３年第３回西予市議会定例会

の閉会に当たりまして一言ごあいさつを申し上げ

ます。 

 去る９月６日に開会いたしました本定例会の会

期中、議員各位には、本議会及び常任委員会にお

きまして上程いたしました案件に関して慎重なご

審議を賜り、条例の制定及び一部改正並びに補正

予算や２２年度決算などの重要な案件をいずれも

原案のとおり可決またはご承認いただきました。

ここに衷心より厚くお礼を申し上げる次第でござ

います。 

 さて、今月発足いたしました野田新内閣でござ

いますが、さきの民主党代表選でのどじょう演説

が国民の共感を得たのか、マスコミ各社の調査で

は６０％前後と比較的高い支持率でスタートをい

たしました。首相はマスコミから恒例の内閣のネ

ーミングを問われても、仕事をしていく中で国民

に名づけてもらうとの答えにとどまりましたが、

世間では「どじょう内閣」というネーミングが一

番支持を得ているようであります。金魚のまねを

しないで泥の中を縫うように動き回るドジョウの

ように一生懸命に働く、震災復興と原発事故収束

を最優先課題とする野田新内閣ですが、組閣早々

１０兆円を超えると見られる第３次補正と前首相

の退陣表明の影響で１カ月もおくれている２０１

２年度の当初予算編成が始まりました。増税議論

と絡んで日程や作業が相当きついと言われており

ますけれども、泥臭くとも誠心誠意問題解決に当

たり、国民の期待にこたえていただきたいと思い

ます。 

 さて、私は先週他の公務も兼ねまして気仙沼市

から宮古市に至る三陸沿岸の被災状況をつぶさに

視察をいたしました。写真や映像を超える被害の

現実を前に、一国民として一刻も早い復興を願わ

ざるを得ませんし、西予市政を預かる者としまし

て、西予市における南海・東南海地震・津波対策

の重要性を改めて肝に銘じ、ハード面の防災はも

ちろんのことでございますけれども、人命尊重の

減災対策をでき得る限り取り組んでまいりたいと

存じます。 

 さて、昨日から本日未明にかけて非常に強い台

風１５号が接近したことから、本市でも災害対策

本部を設置し警戒を行っておりました。昨日の本

市の総雨量は１７８．５ミリとなる豪雨に見舞わ

れ、県道宇和高山線、主要地方道宇和明浜線及び

国道３７８号線が土砂崩れにより寸断されたこと

から、一時的に明浜町が陸の孤島となりました。

現在も復旧作業が進められているところでござい

ます。また、城川では水田の見回りに行かれまし

た男性が増水した川に流され不慮の事故を遂げら

れて痛ましい事故が発生をいたしました。 

 近年、地球の温暖化によって台風が大型化し、

不規則な動きも見られることから、自然災害に対

する対策の必要性が今後ますます高まるものと思

われます。議員各位のご支援、ご協力をお願い申

し上げる次第でございます。 

 中秋も過ぎて季節は秋本番のはずでございます
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けれども、時折夏の暑さが思い出したように顔を

出します。季節の変わり目はとにかく体調を崩し

がちでございます。どうか議員各位におかれまし

ては健康に十分ご留意をいただき、西予市政の円

滑な推進のため一層のご尽力を賜りますようお願

い申し上げまして、簡単でございますけれども閉

会のごあいさつとさせていただきます。どうもあ

りがとうございました。 

 

○議長 これをもって平成２３年第３回西予市議

会定例会を閉会といたします。 

  閉会 午後３時４５分 

 

 地方自治法第１２３条第２項の規定によりここ

に署名する。 

 

  西予市議会議長 

 

  西予市議会副議長 

 

   同    議員 

 

   同    議員 
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平成２３年第３回西予市議会定例会議決結果表 

 

議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

承認第  ６号 
専決処分第６号の承認を求めることについて（西予

市税条例等の一部を改正する条例制定について） 
23.９.６ 承  認 

議案第 ７２号 消防ポンプ自動車一式の取得について 23.９.７ 原案可決 

議案第 ７３号 西予市生活交通バス条例制定について 23.９.21 原案可決 

議案第 ７４号 西予市暴力団排除条例制定について 23.９.21 原案可決 

議案第 ７５号 西予市税条例の一部を改正する条例制定について 23.９.21 原案可決 

議案第 ７６号 
西予市財産の交換、譲与、無償貸付け等に関する条

例の一部を改正する条例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ７７号 
西予市教職員宿舎条例の一部を改正する条例制定に

ついて 
23.９.21 原案可決 

議案第 ７８号 
西予市公民館条例の一部を改正する条例制定につい

て 
23.９.21 原案可決 

議案第 ７９号 
西予市青少年補導センター条例の一部を改正する条

例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ８０号 
西予市災害弔慰金の支給等に関する条例の一部を改

正する条例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ８１号 
西予市生活交通路線巡回バス条例の一部を改正する

条例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ８２号 
西予市保健センター及び保健福祉センター条例の一

部を改正する条例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ８３号 
西予市重度心身障害者医療費助成条例の一部を改正

する条例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ８４号 
西予市簡易水道及び愛媛県条例水道の設置に関する

条例の一部を改正する条例制定について 
23.９.21 原案可決 

議案第 ８５号 新たに生じた土地の確認について 23.９.21 原案可決 

議案第 ８６号 字の区域を変更することについて 23.９.21 原案可決 

議案第 ８７号 市道路線の廃止について 23.９.21 原案可決 

議案第 ８８号 市道路線の認定について 23.９.21 原案可決 

議案第 ８９号 平成２３年度西予市一般会計補正予算（第３号） 23.９.21 原案可決 

議案第 ９０号 
平成２３年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計補

正予算（第１号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９１号 
平成２３年度西予市授産場特別会計補正予算（第１

号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９２号 
平成２３年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会

計補正予算（第１号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９３号 
平成２３年度西予市国民健康保険特別会計補正予算

（第２号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９４号 
平成２３年度西予市後期高齢者医療特別会計補正予

算（第２号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９５号 
平成２３年度西予市介護保険特別会計補正予算（第

２号） 
23.９.21 原案可決 
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議案番号 件          名 議決年月日 議決結果 

議案第 ９６号 
平成２３年度西予市農業集落排水事業特別会計補正

予算（第２号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９７号 
平成２３年度西予市公共下水道事業特別会計補正予

算（第２号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９８号 
平成２３年度西予市簡易水道事業特別会計補正予算

（第１号） 
23.９.21 原案可決 

議案第 ９９号 
平成２３年度西予市上水道事業会計補正予算（第２

号） 
23.９.21 原案可決 

議案第１００号 
平成２３年度西予市病院事業会計補正予算（第２

号） 
23.９.21 原案可決 

認定第  １号 
平成２２年度西予市一般会計歳入歳出決算の認定に

ついて 
23.９.21 認  定 

認定第  ２号 
平成２２年度西予市授産場特別会計歳入歳出決算の

認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ３号 
平成２２年度西予市住宅新築資金等貸付事業特別会

計歳入歳出決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ４号 
平成２２年度西予市育英会奨学資金貸付特別会計歳

入歳出決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ５号 
平成２２年度西予市国民健康保険特別会計歳入歳出

決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ６号 
平成２２年度西予市老人保健特別会計歳入歳出決算

の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ７号 
平成２２年度西予市後期高齢者医療特別会計歳入歳

出決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ８号 
平成２２年度西予市介護保険特別会計歳入歳出決算

の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第  ９号 
平成２２年度西予市農業集落排水事業特別会計歳入

歳出決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第 １０号 
平成２２年度西予市公共下水道事業特別会計歳入歳

出決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第 １１号 
平成２２年度西予市簡易水道事業特別会計歳入歳出

決算の認定について 
23.９.21 認  定 

認定第 １２号 
平成２２年度西予市上水道事業会計決算の認定につ

いて 
23.９.21 認  定 

認定第 １３号 
平成２２年度西予市病院事業会計決算の認定につい

て 
23.９.21 認  定 

認定第 １４号 
平成２２年度西予市野村介護老人保健施設事業会計

決算の認定について 
23.９.21 認  定 

報告第  ６号 
平成２２年度西予市一般会計継続費精算報告につい

て 
23.９.６ 報  告 

報告第  ７号 平成２１年度健全化判断比率の修正について 23.９.６ 報  告 

報告第  ８号 平成２２年度健全化判断比率の報告について 23.９.６ 報  告 

報告第  ９号 平成２２年度資金不足比率の報告について 23.９.６ 報  告 

報告第 １０号 西予市土地開発公社の経営状況について 23.９.６ 報  告 
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報告第 １１号 財団法人宇和町住宅協会の経営状況について 23.９.６ 報  告 

報告第 １２号 
株式会社野村町地域振興センターの経営状況につい

て 
23.９.６ 報  告 

報告第 １３号 株式会社エフシーの経営状況について 23.９.６ 報  告 

報告第 １４号 株式会社城川開発公社の経営状況について 23.９.６ 報  告 

報告第 １５号 株式会社どんぶり館の経営状況について 23.９.６ 報  告 

報告第 １６号 
あけはまシーサイドサンパーク株式会社の経営状況

について 
23.９.６ 報  告 

報告第 １７号 株式会社グリーンヒルの経営状況について 23.９.６ 報  告 

報告第 １８号 財団法人宇和文化会館の経営状況について 23.９.６ 報  告 

報告第 １９号 西予ＣＡＴＶ（株）の経営状況について 23.９.６ 報  告 

発議第  ２号 
西予市議会議員の定数を定める条例の一部を改正す

る条例制定について 
23.９.21 原案可決 

請願第  ２号 

南海地震による西予市野村町愛宕山公園の岩石、崩

落落下による災害防止の為の調査実施、岩石撤去に

関する請願書 

23.９.６ 採  択 

陳情第  ２号 
市道愛宕～岩村線に於ける車の離合場所の設置を求

める陳情書 
23.９.６ 不 採 択 

陳情第  ３号 市道片平泉川線の舗装を求める陳情書 23.９.21 不 採 択 

陳情第  ４号 平岩線道路整備を求める陳情書 23.９.21 不 採 択 

意見書案第２号 
拡大生産者責任（ＥＰＲ）及びデポジット制度法制

化を求める意見書 
23.９.21 採  択 

意見書案第２号 
拡大生産者責任（ＥＰＲ）とデポジット制度法制化

を求める意見書（案）の提出について 
23.９.21 原案可決 

議会報告第３号 各常任委員会の視察研修報告について 23.９.６ 報  告 

議会報告第４号 
西予市し尿処理場問題等特別委員会の視察研修報告

について 
23.９.６ 報  告 

議会報告第５号 議会運営委員会の視察研修報告について 23.９.６ 報  告 

議会報告第６号 
西予市議会改革特別委員会の報告（議員定数及び議

員報酬）について 
23.９.21 報  告 

 議員派遣の件について 23.９.21 承  認 

 


